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特集

立命館大学のピア・サポート・プログラム
― その特徴と課題、今後の展望 ―

沖　　　裕　貴

要　旨
立命館大学におけるピア・サポート・プログラムは、本来の活動領域である学生支援の
分野を網羅し、質、量ともに全国でもっとも高いレベルで展開している。一方、本学のピ
ア・サポート・プログラムは、その特徴として全構成員自治の一翼を担い、教育の内部質
保証や教育改革に資する役割も期待されている。しかし、ピア・サポート・プログラムは
本来の学生参画の文脈で捉えるべきであり、内部質保証や教育改革よりも、支援される側
の学生の成長と支援する側の学生の成長がもっとも重要視されるべきである。そのために、
ピア・サポーターに対する研修の充実とピア・サポート・プログラム間の連携を図ること
が最重要課題である。

キーワード
ピア・サポート・プログラム、学生参画、学びのコミュニティ、学生支援

1　はじめに

欧米の多くの大学では、初年次教育や留学生支援、健康教育あるいはアカデミック・ライティ
ングや学習相談等の分野でピア・サポーターが活動し、また彼らを訓練・指導する教職員の体制
が整備されている。本学においても、全学で 24 団体、約 3,000 名にのぼるピア・サポーターが
教職員の指導のもとに活動し（表 1）1）、その多彩で充実したピア・サポート・プログラムは「教
職協働」2）や「学習者中心のコミュニティづくり」3）とともに立命館大学教学の一つの大きな特
徴を形作っている。
欧米の高等教育においてピア・サポート・プログラムが盛んになった主な理由は、TA（Teaching 

Assistant）の導入背景とは異なり 4）、1960 年代以降、高等教育機関に学ぶ学生数が急増し、多
様化が進んだことに対して、「仲間（peer）」の影響力を利用して学生の適応を促進することであっ
た（トレバー・コール 1999=2003: 5）。また、国内においては 2000 年に文部省（当時）から「大
学における学生生活の充実方策について―学生の立場に立った大学づくりを目指して―」（通称
「廣中レポート」）が報告されたことが、多くの大学でピア・サポート・プログラムの運用される
契機になったと言われている。
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表 1　立命館大学のピア・サポート・プログラムの一覧 3）

支援対象 制度・団体名 担当部局 活動規模 謝礼 概要

学習支援

エデュケーショナ
ル・サポーター（ES）

教育開発推
進機構

600 ～ 650
名程度 有

正課授業において学生が学生を支援する制度。学
習支援、授業改善、ES自身の成長の 3つの機能を
持ち、教育活動の一環としての位置付け。

サポート・スタッフ 障害学習支
援室 約 90 名 有

授業支援（ノートテイクなど）、論文作成支援（文
献のテキストデータ化など）、支援スキル養成講
座・啓発イベントの企画・実施。

学部講師 理工学部事
務室 23 名 有 BKCのピアラ（物理駆け込み寺）で学生の学習支

援に従事。

新入生
支援

アカデミック・アド
バイザー（AA）

スポーツ健
康科学部事
務室

約 12 名 有 スポーツ健康科学部新入生の学習支援。

オリター・エンター 学生
オフィス 約 730 名 補助有

クラス懇談会、基礎演習、サブゼミ、新歓祭典、
FLC（フレッシュマンリーダーズキャンプ）、オリ
エンテーション企画における上回生が新入生の大
学生活への導入を支援する制度。

キャリア
支援

プレースメント・
リーダー（PL）

キャリア
オフィス

衣笠・BKC 
計約 200 名 無 各ゼミから選ばれる就職活動のリーダー。

ジュニア・アドバイ
ザー（JA）

キャリア
オフィス 約 400 名 一部有

就活を終えた 4回生・修士 2回生による低回生に
対する懇談会や就職活動体験報告会開催などの就
職活動支援。

留学生
支援

留学アドバイザー 海外留学課 約 200 名 有 過年度派遣学生による留学に関する情報提供、説
明会、留学支援企画等実施。

留学生支援スタッフ
（TISA）、バディ 留学生課 衣笠・BKC 

計約 80 名 無 留学生の正課外を中心とした支援の実施。

留学支援
グローバル・ゲート
ウェイ・プログラム
「まいる」

国際教育推
進機構 約 10 名 無

前年度 GGPで海外に留学した先輩が後輩を支援。
留学準備や被支援者の留学を通じた将来設計の支
援

ボランティア
支援 学生コーディネータ 共通教育課 衣笠・BKC 

計約 35 名 無 学内外のボランティア活動と学生との連携。

図書館
利用支援

ライブラリー・ス
タッフ

図 書 館
サービス課

衣笠・BKC 
計約 150 名 有

利用者の配架業務等の基本業務に加え、図書館利
用促進を目的としたポスター作成、検索ガイダン
スなどのプロジェクトの実施。

情報システ
ム利用支援

レインボー・スタッフ 情報基盤課 衣笠・BKC 
計約 100 名 無

マルチ・メディア・ルームやサービス・カウンター
での利用者支援を柱に、情報教室の機器管理やプ
ロジェクト活動の実施。

Aスタッフ 情報基盤課 BKC
5 ～ 10 人 有 「UNIXガイド」の執筆・編集やシステムリプレー

スに伴う環境整備。
国際平和
ミュージア
ム支援

ミュージアム・ス
タッフ

教育文化事
業課 約 60 名 有 ミュージアム利用者サービス・援助業務の補助、

資料整理。

広報支援 学生広報スタッフ 広報課 衣笠・BKC 
計約 70 名 一部有 学内の情報を分かりやすく楽しく知ってもらえる

よう学生の視点による企画立案や情報の発信。

入試支援 入 試 広 報 学 生 ス
タッフ 入試課 10 ～ 15 名 有

オープンキャンパスなど、受験生に本学をよりよ
く知ってもらうことを目的とした企画・運営など
を担当。

キャンパス
案内支援

キャンパス・ナビ
ゲーター 入試広報課 衣笠・BKC 

計約 200 名 有 来校者向けキャンパス・ツアーの実施。

附属校キャンパス・
ナビゲーター 一貫教育課 衣笠・BKC 

計約 60 名 有 学内推薦進学者を対象としたキャンパス案内の実
施。

インテグレーショ
ン・コアナビゲー
ター

スポーツ健
康科学事務
室

約 10 名 有 スポーツ健康分野関連施設見学者への説明・案内。

オープンキャンパ
ス・スタッフ 入試広報課 衣笠・BKC 

計約 200 名 有 受験生に立命館大学をよりよく知ってもらうこと
を目的とした企画の実施。

学部独自の
取り組み

薬学部ファーマ・ア
シスタント

薬学部事務
室

約 35 名
（2012 年度
前期）

有 薬学部 5・6回生による 4回生以下に配当されてい
る実習・演習、必修科目に対する教育補佐・援助。

アドバンスト・コー
チング（実習）プロ
グラム）

スポーツ健
康科学部事
務室

5名 無 「スポーツ方法実習」に実習生として参加し、実践
を通して指導力の向上と学びの深化を目指す活動。

D-staff（D-PLUS） 産業社会学
部 20 名 有

施設改善提案や学生向けのコンピュータソフト講
習などの D-PLUS企画を行うマネジメントチーム
と広報ムービー作成などの事務室からの依頼業務
を行うクリエイティブチームから構成。
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ピア・サポート・プログラムとは、当該分野の第一人者であるレイ・カーによれば、学生・生
徒たちに他の人を思いやることを学ばせ、その思いやりを実践させる方法の一つであり、自らも
学生・生徒であるピア・サポーターが、きちんとした指導（supervision）のもとで仲間の学生・
生徒を援助する取り組みだとされている（Carr 1981: 3）。おおむね国内外の大学では、報償のあ
るなしに関わらず、同じ学生（peer）同士が専門性を持つ教職員の指導のもと、仲間同士で援助
し、学び合う制度（プログラム）と理解されていると言えよう。
より具体的に言えば、ピア・サポート・プログラムは、支援される学生と同じ立場の学生が、
教職員の指導を受けながら、業務として仲間を支援する活動に従事し、支援される側の学生とと
もに学び合い、成長し合う仕組みである。加えてそれは、指導する側の教職員にとっても業務の
改善や学生とともに成長する喜びを享受するプログラムであると言うことができる（沖、2009）。
この「支援される側の学生の成長」と「支援する側の学生の成長」、そして「指導する教職員の
成長と業務の改善」は、とくに本学においてピア・サポート・プログラムの目指すべき方向性で
あるとともに、プログラムを運営する際に堅持すべき条件となっている。
本稿では、本学のピア・サポート・プログラムの特徴として付随的に議論されることが多い観
点を 2点提示するとともに、国内外のいくつかのピア・サポート・プログラムと対比させながら
それらの意味づけを検証する。そして、とくにそこからあぶり出される「指導する教職員の成長
と業務の改善（FD/SD活動）」への期待が、本来、学生自治組織にかけられるべきものであり、
ピア・サポート・プログラムとは無関係である点を指摘して、本学のピア・サポート・プログラ
ムの課題と今後の展望を検討することをねらいとする。欧米のピア・サポート・プログラムとほ
ぼ同時期に始まった本学のピア・サポート・プログラム 5）が、これからどのような発展を期待
され、そのために何をすべきかについて少しばかりの示唆が与えられれば幸いである。

2　本学のピア・サポート・プログラムの特徴的な観点

2.1　「学びのコミュニティ」と「学生参画（student engagement6））」
本学のピア・サポート・プログラムを考える際、特徴として付随的に議論されることが多い観
点の一番目としては、本学の学園ビジョン R2020 でも用いられる「学びのコミュニティ」、すな
わち「学習共同体」（learning community）7）との関連性、そして学生参画という用語の意味づけ
であろう。
杉原（2006）によれば、「学習共同体」には大きく 3種類があるという。一つ目は、大学院の

専門ゼミ等に見られる「学問／教育共同体」、二つ目は、ともに学び合う存在としての学生と教
員が議論を行っていくという教育の在り方や、学部間・大学間・大学と地域が連携し、それぞれ
のリソースが生かされながら学びが進められるという教育の在り方を表す「学びの共同体」であ
る。そして三つ目は、レイヴとウェンガー（1991）が主張する正統的周辺参加 8）を母体とした「実
践共同体」で、多様な関心や考えを持った人たちが、自分たちの活動の意味や目標、役割などに
ついて共通理解を持ち、ともに実践を行う集まりとされる。
本学で用いられる「学びのコミュニティ」は、R2020 において主体的な学習者の育成と謳われ
るとおり、上記二つ目の「学びの共同体」、すなわち教養教育においては領域横断的なカリキュ
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ラムで学生と教員が議論を行いながら学んだり、専門教育においてはインターンシップやケース
メソッドなどを通して地域社会や産業社会と連携させる取り組みに近いものである。しかし本学
の全学協議会 9）での議論などを拾うと、むしろ「全構成員自治 10）」の理論的根拠として、学生、
大学院生、教職員と大学（常任理事会）が構成し、互いに本学の教学を高め合うために協働する
コミュニティという意味に用いられていると考えることができる。
なお、欧州高等教育質保証協会（ENQA）が掲げる『欧州高等教育圏における質保証の基準と
ガイドライン』においては、その制定の過程で欧州全国学生連盟（ESIB）が参加するとともに、
「質保証の方針と手続」に関して「質保証への学生の関与」が、「教育プログラムと学位の承認、
監視、定期的レビュー」に関して「質保証活動への学生の参加」が求められている（大学評価・
学位授与機構、2012）。本学の「全構成員自治」ならびに学生、院生の自治組織の代表が参加す
る「全学協議会」は、この ENQAの基準に合致した内部質保証システムとして、国内稀有の実
践例に相当すると言えよう。しかし、ENQAのガイドラインは、ステークホルダーとして学生の
代表（多くは学生自治団体の代表）が参加することを意味し、ともに学び合う存在としての学生
と教員が議論を行っていくという教育の在り方を示す「学びの共同体」とは異なる概念であると
思われる。
一方、学生参画（student engagement）は、ジョージ・クーがアレキサンダー・アスティンの
学生関与（student involvement）11）の概念を受け継ぎながらも、より学生の学習と成長に関連す
る教育活動に特化した大学生調査（College Student Survey）に基づき、教授・学習過程を改善す
るために用い始めた用語であると言われる（クー、2003）。具体的にはチッカリングとガムソン
がまとめた「優れた授業実践における 7つの原則 12）」に沿って開発された NSSE（National 

Survey of Student Engagement）と呼ばれる大学生調査を用いて学生の学習と成長を把握し、大
学の教学改善に資することを目的とした。学生参画という概念は、7つの原則に沿った授業実践
に内包される、学生の学習や成長を促進する望ましい関与の方法を意味するものであり、その多
くが「学びの共同体」における、ともに学び合う存在としての学生と教員が議論を行っていくと
いう教育の在り方を具現化したものであると言えよう。
他方、立命館大学における学生参画は、「学びのコミュニティ」への参画、すなわち彼らの学
習をより活性化する正課内外の教育活動と見なされているとともに、本学の FDの定義 13）や教
育・学修支援センターのミッション・ステートメント 14）から読み取れるとおり、全構成員自治
を保障する教育改革のための活動の一環としても捉えられている。本来、学生参画は教育改革、
あるいは FD（Faculty Development）や SD（Student Development）の活動とは一線を画してい
るものながら、学生自治活動と混同され、同一の文脈で論じられることが多い。
また、言うまでもなく本学におけるピア・サポート・プログラムは、それらの FD/SD的な学
生参画を促進・支援する強力なトリガーの一つとして「学びのコミュニティ」に具備されていて、
「支援される側の学生の成長」と「支援する側の学生の成長」とともに、「指導する教職員の成長
と業務の改善」が当プログラムの目指すべき方向性、プログラムを運営する際に堅持すべき条件
として強調されている。つまり本学のピア・サポート・プログラムは、学生 FDスタッフの活動
に集約されるように、学生自治活動との混同のなかで、点検や評価、改善といった広い意味での
教育改革の一翼を担うことを期待されているのである。本学においてはこれらを峻別し、全学協
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議会や全構成員自治で具現化されている学生自治活動による点検や評価、改善という優れた政策
を堅持する一方、ピア・サポート・プログラムは純粋に「支援される側の学生の成長」と「支援
する側の学生の成長」を希求する制度として運営する必要があるのではないだろうか。

2.2　学習あるいは学修支援
立命館大学においてピア・サポート・プログラムの特徴として付随して議論される観点の二つ
目は「学生支援」、「学習支援」あるいは「学修支援」である。これらの用語はさまざまな公的文
書に「○○への支援」などの用語に置き換えられて用いられている。たとえば 2011 年に公表さ
れた『未来をつくる R2020―立命館学園の基本計画―前半期（2011 年度から 2015 年度）の計画
要綱』において、「Ⅲ．大学・学校の基本計画」―「【1】立命館大学の基本計画」―「1．基本
目標」には、「学習者が中心となる教育および包括的学習者支援を通じて総合的人間力を持った
学生を育成し」とあり、続く「2．教育に関する主な取り組み」にその内訳として、（学部生の）
キャリア支援、国際学生への支援、大学院生のキャリア支援、自学自習支援、集団的な学びへの
支援、特別支援ニーズを持つ学生への支援、リメディアル教育の充実などの学習支援、課外自主
活動支援、「学びと成長」支援、経済支援などの用語がちりばめられている。
加野（2012）は、昨今、高等教育において学習支援を初めとしてさまざまな支援が求められ

る背景に、高等教育のユニバーサル化の進展や教授中心の伝統的な教育方法の限界、学生が正課
で拘束される時間の短さを挙げている。教授から学習への転換を実現するためには、多様な学生
を相手に、主体的・能動的な学習を用意し、正課外においても成長を企画する場を用意する必要
があると述べる。とくに学修支援（正課）、学習支援（修学相談、適応支援、図書館の充実、リ
メディアル教育、スタディ・スキルズの習得、キャリア形成支援）の分野では重要なアクターと
して学生自身を挙げ、ピア・サポート・プログラムの必要性を指摘している。本学においては、
R2020 に取り上げられたさまざまな支援に、これらピア・サポート・プログラムが関与する土台
がすでに醸成されていると言えよう。
実際、本学では『学習支援政策の具体化に向けて―学びの立命館モデル具体化委員会学習・学
修支援の在り方検討部会中間報告』（2014.7.常任理事会）に「5．『学びのコミュニティ』におけ
る学びと成長を支援する仕組みと環境の整備」と題して全面的にピア・サポート・プログラムが
取り上げられ、関連部署との連携・協力のうえ、学習支援政策上の課題として明確化すべきだと
結論づけられている。
言うまでもなく本学のピア・サポート・プログラムは、表 1に示すとおり、すでに学習支援、
新入生支援、キャリア支援、留学生支援、留学支援、ボランティア支援、図書館利用支援、情報
システム利用支援、国際平和ミュージアム支援、広報支援、入試支援、キャンパス案内支援など
多岐に渡る活動を行っている。とくに正課授業に配される「ES（Educational Supporter）」や初
年次教育を支援する「オリター・エンター」、薬学部の「ファーマ・アシスタント」やスポーツ
健康科学部の「アドバンスト・コーチング・プログラム」は、授業内外で受講生を支援し、多く
の場合、グループ・ワークやプレゼンテーションの指導や質問への対応など、アクティブ・ラー
ニングの促進に貢献している。これらは大規模講義の多い本学において、manaba+R等 15）の
LMSに代表される ICT活用とともに、授業の活性化や双方向型授業の実現に大きな役割を果た
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していると言えよう。また、ラーニング・コモンズの「ぴあら」で活動する理工学部の「学部講
師」なども、物理駆け込み寺や数学駆け込み寺などの活動を通して、学生の学修支援に多大な貢
献を果たしている。
このように本学のピア・サポート・プログラムは、「学びのコミュニティ」における学生の成
長を支援する仕組みと環境として、また「学びの立命館モデル」16）を実現する大きな構成要素
として、その本来の役割を着実に果たし、すでに全国的にもっとも高いレベルで活動の質と量を
確保していると言えよう。

3　本学のピア・サポート・プログラムの課題と展望

本学のピア・サポート・プログラムは、本来の活動領域である学修支援、学習支援を網羅し、
質、量ともに全国でもっとも高いレベルで展開しているが、特徴として本学の全構成員自治の一
翼を担い、教育の内部質保証や教育改革に資する役割も担っていることを見てきた。これはオリ
ター活動が学生自治活動から発展したもので、現在でもオリター団が学生部の主管にありながら、
依然、一定の自治的な活動として認知されていることからもうなずけよう。
また、カナダやアメリカのピア・サポート・プログラムがオリター活動の発祥と同様、1960

年代に生まれたものの 17）、その後は大学教育に欠かせないプログラムとして教職員の関与のも
とで発展してきたのに対し、オリター活動を含めて本学のピア・サポート・プログラムはようや
く 1990 年代中頃から認知され、本学の教育に位置付けられたに過ぎない。しかも当初は、それ
らの活動がピア・サポート・プログラムに相当するとの認識が薄く、各部課でいわば自然発生的
に生まれては消えていく学生スタッフとして募集、あるいは雇用されてきた。そのために彼らに
対する十分な指導や研修については、初期においては未着手であるか、業務のなかでの OJTの
域を出なかった 18）。
一方、国内においては廣中レポート以降、数多くの大学でピア・サポート・プログラムが取り
組まれ始めたが、後発組であるがゆえに、ピア・サポート・プログラムに必要な指導や研修、あ
るいは中央組織による管理や他プログラムとの連携が予め内包された組織として出発したところ
が多い。たとえば愛媛大学の SCV（Student Campus Voluteer）は、2002 年、愛大ボランティア・
オーガナイゼーション（AIVO）を端緒とし、教職員の支援を受けながら学生が自分たちの問題
を自分たちで解決していく愛媛大学公認のボランティア組織として設立された。学内のピア＠カ
フェを拠点にして、後輩、仲間、留学生、障がいをもった学生、そして将来、愛媛大学を目指す
高校生の支援活動を行う総合的なピア・サポート・プログラムとして展開している 19）。あるい
は法政大学ではピア・ネットを組織し、学生のピア・サポーターや学生スタッフが参加する各種
プログラムの充実と連携を図っている。ここでは学生センター、キャリアセンター、環境セン
ター、図書館、学務部教育支援課、入学センターが連携しながら指導を行い、市ヶ谷、多摩、小
金井の 3キャンパスでの活動を支援している（近藤ほか 2014: 15-38）。
ピア・サポート・プログラムの先進校である本学において、現在取り組む必要があることは、
ピア・サポーターの専門性を担保する体系的、総合的な研修の確立と、ピア・サポート・プログ
ラム間の連携であると考える。
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ピア・サポート・プログラムが効果的に機能するためには、プログラムに「支援される側の学
生の成長」と「支援する側の学生の成長」を内包する仕組みが欠かせない。とくに業務の種類に
よらずピア・サポーターに求められる資質として、本学でピア・サポート・プログラムに従事す
る学生は「ニーズに対応する力」を挙げている 20）。その内訳は「主体的な学び・活動を実現し、
ピアの成長を支え、相手の立場に立つ」力であり、また、傾聴力をはじめとしたコミュニケー
ションやファシリテーションの力も不可欠だと言う。これらに加え、業務の内容に関する一定の
専門性が求められるのである。万が一、これらの力が十分に育成されなければ、「支援される側
の学生の成長」も「支援する側の学生の成長」もおぼつかないばかりか、支援される側が愛想を
つかし、支援する側もやり甲斐を失い、ピア・サポート・プログラムは悪循環のなかで崩壊して
しまうことになる。なぜならば、ピア・サポート・プログラムは、「支援する側の学生の成長」
を通して見えてくる「成長モデル」が「支援される側の学生の成長」を引き起こし、それがさら
に後継者（次のピア・サポーター）を獲得することにつながるからである 21）。また、「支援する
側の学生の成長」は「支援する側の学生の進路への寄与」があるときにより強固に機能すること
が期待できる。
本章では、これらの要件を十分に備えた研修や育成の例としてアメリカのピア・テューター

（peer tutor）と三重大学のキャリア・ピア・サポーターの事例を紹介し、本学での検討の参考に
したい。また、最後の節に連携に関する課題と展望を述べたい。
なお、本章の 2つの事例ならびに連携の課題と展望は、筆者が名古屋大学高等教育研究第 15
号に執筆した『「学生スタッフ」の育成の課題―新たな学生参画のカテゴリーを目指して―』（沖、
2015）を加筆修正したものであることを予め付記しておく。

3.1　ピア・テューターの研修
ピア・テューターは、アメリカの大学において、アカデミック・サポート・センターやアカデ
ミック・ライティング・センターなどでおもに学生のライティング支援に従事するピア・サポー
ターである。注目すべきは、ピア・テュートリアル・プログラムと呼ばれる本プログラムに関し
て CRLA（College Reading and Learning Association）と呼ばれる全米規模の協会が組織され、そ
こで認証を受けた訓練を受けることによってピア・テューターの資格が認められ、プログラムの
質が担保されていることである。
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3.2　キャリア・ピア・サポーターの研修
三重大学では、初年次セミナーやキャリア教育において、「カリキュラムに学生支援を組み込
む」形で「キャリア・ピア・サポーター資格教育プログラム」を整備している（「三重大学キャ
リア・ピアサポーター資格取得ガイド」、2014）。
学生を組み込んだ学生支援体制構築とは、共通教育における「キャリア・ピア・サポーター資
格教育プログラム」の指定科目を履修し、訓練を受け、「キャリア・ピア・サポーター」の称号
を受けた学生たちが、次にキャリア・ピア・サポーター資格教育プログラムを受講する学生を支
援するという入れ子状の体制を指す。
上記キャリア・ピア・サポーターを支援するピア・サポーター学生委員会は、自ら策定した

「キャリア・ピア・サポーター宣言」に従って、教職員と連携しながら主体的な活動を行っている。
なお、キャリア・ピア・サポーター宣言とは、「キャリア・ピア・サポーターは、多様な教育環
境や学生・教員・職員の連携・協働を活かして、学生が自己の可能性を見つけるきっかけづくり
をします。そして、人とのつながりを大切にし、大学全体でともに高め合える風土づくりを目指
します。」と書かれている（三重大学学生支援総合センター HPより）。
三重大学の取り組みでもっとも注目すべきはキャリア・ピア・サポーター資格プログラムの内
容である。資格認定までの最初のステップは、キャリア・ピア・サポーター資格申請書および成

表 2　訓練プログラム（レギュラー・レベル）の基準・条件 22）

（CRLA「国際テューター訓練プログラムの資格要件」、2014）

1 クォーター、セメスター、もしくは年間の（認証された）テューター・トレーニング・プログラムを
受講していること

2 テューター・トレーニングは最低 6時間あり、テューター・トレーナーが指導するとともに双方向型
であり、かつ実践的なものであること

3

テューター・トレーニングの分野やトピックスは、
①テュータリングの定義とテューターの責任
②「テューターのすること／してはいけないこと」などの基本的なテューター・ガイドライン
③テューター・セッションをうまく始め、終わらせる技術
④学習理論、学習形態
⑤難しい学生の扱い方
⑥（テューターの）ロール・モデル
⑦目標設定と計画立案
⑧コミュニケーション・スキル
⑨アクティブ・ラーニング
⑩文献参照技術
⑪学習技術
⑫批判的思考技術
⑬倫理規定遵守、セクハラ防止、剽窃防止
⑭問題解決
⑮その他
以上のうち最低 8つが含まれていること

4 25 時間の実際のテュータリングを経験していること

5 テューターの選抜基準については、①インタビューと指導者の推薦書があり、②自らがテュータリン
グを受けた科目の成績が Aもしくは Bであること

6 テューターの評価基準については、①評価プロセスが適切であること、②評価が規定に基づいて行わ
れていること、③評価の方法や過程が公にされていること
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績証明書の提出から始まり、初級資格として、①初級必修科目 2科目を受講し合格すること、②
キャリア実践科目から 1科目を受講し合格すること、上級資格としては①上級必修科目 2科目を
受講し合格すること、②選択科目から 2科目を受講し合格することとなっている。
三重大学学生支援総合センター HPには、資格取得に関わる科目群として初級必修科目に「『4

つの力』スタートアップセミナー」、「キャリアプランニング」、上級必修科目に「学習支援科目
（学習支援実践Ⅰ～Ⅲ）」、「心的援助科目（『こころのサポート』あるいは『A1―人と組織を活か
す発想―』）」が挙げられている。いずれも半期 2単位の科目である。また、選択科目としてキャ
リア実践科目が「学生生活支援実践」、「ピア・サポート実践」はじめ 17 科目、その他の選択科
目として「アントレプレナー論」、「仕事・社会を知る」をはじめとして 9科目が提供されている。
さらに資格認定までの次のステップとして、キャリア・ピア・サポーター認定委員会による審
査があり、基準を満たす学生に対して初級資格、または上級資格認定証を授与することになって
いる。資格認定基準は、①資格認定要件となる授業において単位を取得していること、②キャリ
ア・ピア・サポート活動に従事するに当たり、十分な意欲と素養を備えていることと書かれてい
る。さらに上級資格取得者のうち、優秀な者が申請により他授業でピア・サポート活動ができる
SAに選抜されることがあるという。2013 年度末時点で三重大学には累計 265 名の初級資格取得
者と 51 名の上級資格取得者が誕生し、そのなかから 14 科目において延べ 25 名の SAが輩出さ
れた（中川、2015）。
このように三重大学では、資格取得に関わる科目群の受講と合格をもってピア・サポーターの
資格認定を行い、かつその資格取得者がもとの「キャリアプランニング」と「4つの力スタート
アップセミナー」のファシリテーションを行うという入れ子状のピア・サポーター育成システム
を持っている事例である。内容的にも単発的な訓練や研修とは大きく異なり、国内でもっとも充
実した研修体系を整備している大学であると言えよう。

3.3　ピア・サポート・プログラムの連携の課題と展望
ピア・サポート・プログラムを運営、維持するためには、選抜と十分な指導、研修を欠かすこ
とができないが、これには教職員の負担がかなり大きな比重を占めることになる。とくに職員が
ピア・サポート・プログラムの運営に関わることが困難な大学においては、一部の教員に多大な
負担を強いながら、悪戦苦闘の末、頓挫することが多い 23）。
さらに、訓練や研修を実施するにあたり、学内のピア・サポート・プログラムの全体を俯瞰す
る総合的なシステムやセンターを持っているか否かも大きな課題である。なぜならば、ピア・サ
ポーターの訓練や研修には、彼らが活動する対象や業務に関わらず、かなり共通する内容が含ま
れるとともに、効果検証や広報についても共同で行う方が極めて効率的だからである。したがっ
て愛媛大学や法政大学のように、これらを集中的に管理する組織を持っていれば、各部局におけ
る教職員の負担を大きく減らす効果が予想される。また、三重大学の事例に見られるように、授
業のなかでピア・サポーターを育成し、そこで資格取得したピア・サポーターがまた授業を支援
する仕組みも、ピア・サポート・プログラムを運営する方策として極めて効率的なものの一例で
あろう。
このように、ピア・サポート・プログラムを共同で運営したり、ピア・サポーター自体が連携
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したりする長所としては、真っ先に「① 業務の効率的な分担」が挙げられる。たとえば、立命
館大学では 2013 年 12 月に学内のピア・サポート・プログラムを俯瞰する「Assembly for Peer 

Supporters」という取り組みを行ったが、その際「オリター」に尋ねられた「留学」に関する新
入生からの質問を「留学アドバイザー」や「まいる（GGP留学支援スタッフ）」につなぐと大い
に助かるといった意見が報告された。また、「② 共通の研修」の効果も多くの参加者から指摘され、
たとえば、「入試広報学生スタッフ」のモチベーションを上げるために、「『学生ボランティア・コー
ディネーター』の取り組みに参加する」などが案として提起されていた。さらにピア・サポート
に共通するコミュニケーションやファシリテーションに関する研修を共同実施するメリットも言
わずもがな負担軽減には大きなものがあろう。さらに「③ 情報の共有」の必要性も数多く指摘
されている。部局ごとに孤立したピア・サポーターは、たとえ教職員の支援・指導があったとし
ても、自らが抱える問題を自らの組織の中だけでは解決できないことが多い。その際、学内のピ
ア・サポート・プログラムの全体を俯瞰する総合的なシステムやセンターがあれば、互いの
good practiceを共有したり、互いの good managementを共有したりするメリットが生まれること
になろう。
本学においては 2015 年度、教育開発推進機構のプロジェクト活動の一環として、P4P（Peer 

supports For Peer supporters）と呼ばれるピア・サポート・プログラムを発足させ、①学修支援
のさらなる充実のためにピア・サポート団体の連携を強め、それぞれの活動の枠組みを拡大して
いくこと、②新たな学びのコミュニティの高度化・充実のための包括的支援を行うことを目標に
活動を開始した。また、本機構が斡旋担当学部を担う「ピア・サポート論」24）についても、ピア・
サポーターになるための条件にはしていないものの、全学で 12 コマ開講し、年間約 600 名の学
生にピア・サポート・プログラムの重要性、必要性を体験的に修得させ、その多くが受講前後に
ピア・サポート・プログラムに参加している。今後はこれらのプロジェクト活動や「ピア・サポー
ト論」を核にした、ピア・サポート・プログラムの連携と研修を推進することが求められるであ
ろう。

4　おわりに

ピア・サポート・プログラムを運営するには教職協働が不可欠の要素となる。なぜならば、各
プログラムは学内の部課が管轄することが多く、日常的な指導や運営に対する支援は基本的に職
員が行うことが多いためである。表 3は大学職員の職業選択理由を示したものであるが、「教育
に関わる仕事につきたかった（全体で 34.8％）」、「大学で働きたかった（全体で 16.6％）」という
項目の比率が際だって高いのが分かる。また、これらは年代が上がるにつれて高くなる傾向も見
られ、中教審答申を待たずとも、大学教育は教員のみならず、職員との協働で行うことが意識の
レベルでも浸透しつつあることが読み取れる。この意識（の変化）は、ピア・サポート・プログ
ラムの発展にとってプラスの重要な意味を持つであろう。
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一方、本学のピア・サポート・プログラムは、「指導する教職員の成長と業務の改善（＝場合
によっては FDや SDに該当するとも言われる）」が強調されることからも分かるように、全構
成員自治の一翼を担い、教育の内部質保証や教育改革に資する役割も担っていることを見てきた。
これは学生自治組織を持たない大学における学生 FDスタッフを除いて、他大学には見られない
特徴である。しかしながら、基本的にピア・サポート・プログラムは、国内外の導入の経緯を見
る限り、FDや SD、あるいは教育改革を担うために運営されるものではなく、あくまでも学生
支援のなかの学修支援、あるいは学習支援の領域で活動するものである。言い換えれば、ピア・
サポート・プログラムは本来の学生参画（student engagement）のための装置であり、「支援さ
れる側の学生の成長」と「支援する側の学生の成長」を実現することこそ第一義的に希求される
べきものであろう。「指導する教職員の成長と業務の改善（FD、SD）」は、活動の結果として「支
援される側の学生の成長」を通して見えてくるものであり、ピア・サポート・プログラムに目標
として FDや SDの効果を掲げることは、本学における学生 FDスタッフの活動と学生 FDサミッ
ト 25）の活動の経緯を見ても得策とは言いがたい。なぜならば、ピア・サポーターを集めた研修
や懇談会でかつて行われた、大学の教育や授業をよくするには何が必要かという包括的な問いは、
一部の業務のみを請け負い、学生全体の代表性を持たない彼らにとっては大きすぎる問いであり、
しばしば彼らを混乱させることにつながったからである。また、FDや SDへの貢献を求めるが
ゆえに、彼らの自主性を過度に期待し、研修や教職員の指導あるいは協調をないがしろにする傾
向が生じるからである。
これらのことを踏まえ、本学におけるピア・サポート・プログラムの発展について提言するな
らば、以下の 6点にまとめられるであろう。

  ①ピア・サポート・プログラムは学生参画（student engagement）の文脈で捉えるべきであり、
運営方針は「支援される側の学生の成長」と「支援する側の学生の成長」の実現である。
  ②とくに「支援される側への成長モデルの提示」と「支援する側の学生の進路への寄与」が重

表 3　大学職員の職業選択理由
（村上孝弘、京滋地区私立大学・短大、2009）

50 代 40 代 30 代 20 代 全体
教育に関わる仕事につきたかった 23.3％ 40.5％ 34.5％ 38.1％ 34.8％
大学で働きたかった 11.7％ 13.9％ 17.3％ 21.4％ 16.6％
能力・個性を活かせる職業 16.7％ 3.8％ 11.5％ 4.8％ 9.1％
勤務時間・休日等が充実している 1.7％ 5.1％ 2.9％ 1.2％ 2.8％
給与・賞与が充実している 1.7％ 0.0％ 2.2％ 0.0％ 1.1％
性別・年齢による格差がない 8.3％ 0.0％ 1.4％ 1.2％ 2.2％
他に適当なところがなかった 1.7％ 1.3％ 3.6％ 2.4％ 2.5％
一生働ける職場だと思った 15.0％ 12.7％ 11.5％ 8.3％ 11.6％
先輩・知人がいる 1.7％ 2.5％ 0.7％ 0.0％ 1.1％
福利厚生施設が充実している 0.0％ 1.3％ 0.0％ 1.2％ 0.6％
教学理念に共感した 5.0％ 2.5％ 2.9％ 3.6％ 3.3％
その他 13.3％ 16.5％ 11.5％ 17.9％ 14.4％
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要となる。
  ③ピア・サポーターに「授業改善」や「FD／ SD」を過度に求めない。結果的に支援される
側の学生の成長から見えてくるものである。
④教職協働が基本であり、職員による日常的な指導（supervision）が欠かせない。
⑤研修（資格化を含む）と効果検証を忘れない。
⑥ピア・サポート・プログラム間の連携を構築する。

注
1） 表 1は、2010 年度立命館大学職員共同研修報告書（2012）を参考に、2013 年度末までの立命館大学
におけるピア・サポート・プログラムをまとめたもの（沖、2012）。
2） 立命館大学が発祥の地と言われる「教職協働」の成り立ちと発展については、立命館高等教育研究第
14 号の特集「立命館の教職協働」の石井、2014、大島、2014、慈道、2014、西川、2014 の論考に詳しい。
3） 立命館大学における「学習者中心の教育」の取り組みは、本学の教学政策のなかでかなり古くから意
識されていたことであるが、正式には 2011 年に策定された学園ビジョン R2020 に「多様なコミュニティ
における主体的な学びの展開」が謳われ、「知識の伝達という学びのスタイルにとらわれず、学習者が
より主体的に学び、成長することのできる場となるために、年齢、分野、国籍をはじめとするさまざま
な borderを超えて、ともに高め合うことのできる学習者中心のコミュニティづくりを進める」ことが確
認されたことで明示化された。また、この学習者中心のコミュニティを「学びのコミュニティ」と呼び、
その構成員は学生、大学院生、教職員と大学（常任理事会）であることも RS学園通信 2015 の「2015 
年度全学協議会の意義」で明らかにされている。
4） TA制度は、19 世紀末にアメリカの研究大学の大学院で、学部教育への補助的なパートタイム・ジョ
ブに対する報酬として大学院生に与えられた財政援助を起源に持つ。その後、学部教育が急拡大した
1960 年代以降、研究に専念すべき大学教授の教育負担を軽減するために TA制度も急拡大したが、大学
教育の質の低下が懸念されるようになった 70 年代からは大学教員養成プログラムとしての価値を付加
する形で今日まで整備されてきた（苅谷、2012）。
5） 立命館大学では、カナダのピア・サポート・プログラムやアメリカのピア・リーダーシップ・プログ
ラムと同様、1960 年代からピア・サポートが取り組まれている。その端緒となったのがオリター活動で、
1960 年代から学生自治会活動の一貫として取り組まれてきたが、1991 年度に大学との協調で初年次教育、
とくに基礎演習で活躍することとなった。しかしながら、学生自治活動との区分けが難しく、純粋にピ
ア・サポート・プログラムと呼べない側面も残っており、学生部が主管しながら、その運用方法には問
題点も指摘されている。なお、オリターとは、orientation conductorあるいは orientation coordinatorの略
と言われる立命館用語で、一部の学部では「エンター」と呼ばれることもある。
6） 本来、student engagementは「学生従事」と訳すのが適切であるが、アスティン（1984）の打ち出し
た student involvement（学生関与）とともに、「学生参画」と訳されることが多いため、ここではそれを
使用した。
7） 立命館大学では学園ビジョン R2020 が策定されて以降、「学習共同体」を「学びのコミュニティ」と
言い習わすことが多い。
8） 実践共同体は、レイヴとウェンガーの「正統的周辺参加」論において用いられた概念で、実践共同体
においては、新参者が熟練者による作業を見たり周辺的な作業を行ったりしながら、熟練者からの特別
な指導もなく学習し、次第に十全的な作業に携わることができるようになっていく過程が明らかにされ
ている（Lave & Wenger 1991=1999）。

9） 全学協議会は 4年に一度開催され、2015 年度がその開催年に当たる。学生自治組織である学友会の代
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表、院生自治組織である院生協議会の代表、教職員組合、立命館生活協同組合（オブザーバー）、大学
（常任理事会）が、4年ごとの学費改定方式の見直しとあわせて、これまでの教育研究の成果を点検し、
今後の方向性を確認する。あわせて各学部・研究科の代表と学生・院生の代表が協議する教育・学生生
活などのテーマ別懇談会も毎年度開催され、大学が学生、院生の声を聞きながら教育改善・改革に取り
組む姿勢を明確に示している（RS学園通信 2015 より抜粋）。

10） 立命館大学では、学生全員が学友会員として、院生全員が院生協議会員として自治組織を構成し、そ
して教職員や大学（常任理事会）とともに、それら大学の構成員による「全構成員自治」という考え方
にもとづいて大学運営を行っている。学生、院生の意見は、クラス・ゼミ、各学部、研究科等の自治組
織やクラブ活動の各本部等で話し合い、要望としてまとめられ、大学と協議する際の重要な基礎となる
（RS学園通信 2015 より抜粋）。
11） 学生関与（student involvement）は、アレキサンダー・アスティン（1984）が打ち出した概念で「学
生が大学での経験に投与した身体的、精神的なエネルギーの質と量」を指し、「そのような関与は研究
に没頭したり、課外活動に参加したり、教員や他の職員と交流したりするなどのさまざまな形態を有す
る」とされる。また、「学生の大学における関与が大きくなればなるほど学生の学習と個人的な発達の
量も大きくなる」と述べている）。このように学生関与が大きい学生はそうでない学生に比べて、大学
教育への満足度や卒業後継続して学習していく力も高いと考えられている。
12） チッカリングとガムソンの 7つの原則（Chickering & Gamson 1987）とは、中井俊樹・中島英博（2005）
によると、①学生と教員のコンタクトを促す。②学生間で協力する機会を増やす。③能動的に学習させ
る手法を使う。④素早いフィードバックを与える。⑤学習に要する時間の大切さを強調する。⑥学生に
高い期待を伝える。⑦多様な才能と学習方法を尊重する。
13） 立命館大学の FDの定義は、2007 年 5 月の教学対策会議で、①＜What for＞建学の精神と教学理念、
学部・研究科の教育の目標を実現するための、②＜ What＞すべての日常的な教育改善活動で、③
＜Who＞教員が職員と協働し、学生の参画を得て実施し、④＜ How＞ PDCAサイクルで検証するもの
と定められている。
14） 2015 年に発足した教育・学修支援センターのミッションは「機構の目的実現に貢献するために、教職
協働と学生参画を基盤として、全学的な教学政策形成や継続的な評価・検証・改善のプロセスにおける
支援、学部・研究科等の教育および学生の学習の質向上に向けた取り組み支援、全学的な方針に基づい
たセンター独自の教育・学修支援、教育・学生支援およびそれに必要な調査・研究を行う」ことと定め
られている（2015 年 3 月 2 日教学委員会）。
15） 2013 年度より立命館大学に導入された学修支援システム（LMS）の名称で、（株）朝日ネットの

manaba courseをもとに本学仕様にアレンジしたもの。配付資料の提供など授業に不可欠な機能に加え、
プロジェクト学習やレポートの相互閲覧、出席・リアルタイムアンケート、掲示板など多彩なツールを
搭載し、学生、教職員の活用が進んでいる。本学の活用については（株）朝日ネットの「manaba活用
ブック」Vol.2 に詳しく掲載されている。
16） 2014 年 3 月に示された「学びの立命館モデル検討ワーキング答申」では、学びの立命館モデルとして、
「①立命館憲章の精神、教学理念、各学部における 3つのポリシーに基づく正課での学び、正課外や社
会とのつながりのなかでの学びを通して、②『専門的素養』と『Borderを超えて主体的に学ぶ力』を基
盤に総合的人間力を持った学生へと成長していくための学びをつくり出すものであり、③問題を捉える
力、俯瞰して捉える力、解決へのプロセスを主体的に構築し、他者と協同して学び、社会的諸関係のな
かで自分の成長を自己評価して、他者に語ることができる学び」を実現していくことを示している。
17） たとえば、アメリカの peer leadership programは、1960 年代より全米の多くの大学の初年次教育で活
動している（山田、2005 年）。
18） 現在はピア・サポート・プログラムを主管する各部課において適切な指導や研修（上級生から下級生
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への講習を含む）、効果検証とその報告が行われているところが多いが、各プログラム間の連携や共通
研修の実施については検討中である。
19） 愛媛大学スチューデント・キャンパス・ボランティア。（http://scvinfo.csaa.ehime-u.ac.jp/, 2014.4.17）
20） 教育開発推進機構が主催する教学実践フォーラムで開催された「Assembly for Peer Supporters, 2013」
において、ピア・サポート・プログラムに従事する学生がピア・サポーターに共通に求められる力とし
て提起したもの。Assembly for Peer Supporters、2013 報告書より抜粋。

21） 立命館大学のオリターや ES等のピア・サポート・プログラムでは、支援を受けた学生が次のオリター
や ESに応募する事例が数多く報告されており、継承関係がすでにかなりのレベルで構築されていると
見なされる。
22） CRLA, “Tutor Training Certification:（ITTPC）International Tutor Training Program Certification”, ITTPC 

Certification Requirements. （http://www.crla.net/ittpc/certification_requirements.htm, 2014.4.17）
23） アメリカの初年次教育等に関する調査研究機関である NRC（National Resource Center for the First-

Year Experience and Students in Transition）が 2009 年に全米の高等教育機関に対して実施した質問紙調
査によると、何らかの形で初年次セミナーを提供している大学の割合は約 90％で、そのうちセミナーに
学士課程の学生が関わっているという大学の割合は 7％程度となっている。立山によると、アメリカの
「初年次ハンドブック」には初年次セミナーの計画・実行段階に上級生を含めることが提言されている
が、「適切な訓練と監督を伴ったものに限る」という但し書きがあり、逆説的だがその負担のためにピ
ア・リーダーの普及が疎外されている可能性があると述べている（立山、2013 年）。
24） 「ピア・サポート論」は定員 50 名で、全学で 12 コマ開講されている。共通のシラバスとコースパケッ
トを用い、教育開発推進機構の教員が定期的に科目担当者会議を持ち、各自の実践の交流と効果検証を
行っている。15 回の授業の内訳は、「①イントラダクションとピア・サポートの精神」、「②ピア・サポー
トのためのコミュニケーションの手法 1：聴き手に求められる力―オーディエンス教育―」、「③ピア・
サポートのための基礎知識 1―立命館学―」、「④ピア・サポートのための基礎知識 2―立命館大学のピ
ア・サポート―」、「⑤ピア・サポートのためのコミュニケーションの手法 2―相手を意欲的にする力―
ほめ言葉―」、「⑥ピア・サポートのための基礎知識 3―現代の若者像―」、「⑦ピア・サポートのための
コミュニケーションの手法 3：表現力とアイコンタクト―無言面接―」、「⑧ピア・サポートのための基
礎知識 4―思春期と青年期―」、「⑨中間ふりかえり―これまでの授業で身に付けた知識・スキルについ
てのリフレクションと共有―」、「⑩ピア・サポートのためのコミュニケーションの手法 4：お互いの気
持ちを大事にして話をする力―アサーション―」、「⑪ピア・サポートのためのコミュニケーションの手
法 5：的確な指示を行う力―図形カード並べ―」、「⑫ピア・サポートのためのコミュニケーションの手
法 6：相手の立場になって情報を伝える力―トラストウォーク」、「ピア・サポートのためのコミュニケー
ションの手法 7：目的達成までのプロセスを理解する力―ロジックツリー―」、「ピア・サポートのため
のコミュニケーションの手法 8：自分の情報を整理する力―強制連結法を活用したマイクロ・プレゼン
テーションの設計―」、「⑮ピア・サポートのためのコミュニケーションの手法 9：発展演習―マイクロ・
プレゼンテーション―」
25） 本学の学生 FDスタッフは 2006 年に発足し、2014 年度末に P4Pに発展的に解消した。学生 FDスタッ
フの活動は「しゃべり場」の開催や「学生サミット」の開催など多岐に渡り、教育開発推進機構の発行
する「FDSレポート（No.1-8）」に詳しく報告されている。しかし、全構成員自治のもと学生自治活動
が機能している本学において、学生の代表性と業務に対する専門性を持たない一部の学生スタッフが本
学の教学に意見を反映させることは難しく、活動は先細りする結果となった（沖、2013）。
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Peer Support Programs at Ritsumeikan University:
The Distingushing Features, Issues, and Future Prospects

OKI Hirotaka（Professor, Institute for Teaching and Learning, Ritsumeikan University）

Abstract
The Peer support programs at Ritsumeikan Univ. have been expanded at the  highest level 

nationwide both in quality and quantity, including the various fields of student support, which is 

the original activity of peer supporters. On the other hand, our peer supporters are also 

characterized of assuming the responsibility of acting as educational reformers in internal 

quality assurance. The peer support programs should be considered, however, in the context of 

the original student engagement, and the development of the students who are supported and 

those who are engaged in the activity as well should be more emphasized than educational 

reform in internal quality assurance. In order to realize it, it should be essential to improve their 

trainings and establish greater coordination among the programs.

Keywords
peer support program, student engagement, learning community, student support
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特集

『物理駆け込み寺』
― 智慧が循環し学生が化ける場所 ―

俵　口　忠　功・濱　地　賢太郎
清　水　　　寧

要　旨
物理駆け込み寺は、びわこくさつキャンパスにおける理工学部の基礎教養科目たる物理
とその関連科目に関してピアサポートを提供する質問受付窓口である。最近では物理駆け
込み寺の中には、電子系学修相談会や機械系学修相談会が併設され、電子系科目や機械系
科目などの専門科目の質問への対応の整備が進んでいる。物理駆け込み寺には、理工学部
低回生を中心に毎年 2000 件以上の質問がよせられているが、そこでは一般的な質問回答
システムを採用していない。自発性を醸成するため、運営にあたるメンバーたちはピアサ
ポーターと質問学生の間に自らの頭で考える議論を誘発するように努めている。本稿では
2006 年から駆け込み寺がいかにして設立され、発展してきたかを述べる。またどのよう
にして、質問を持ち込んだ学生だけではなくピアサポーターである学生講師を活性化する
べく機能しているかについても言及する。

キーワード
物理駆け込み寺、智慧の循環

1　はじめに

「物理駆け込み寺」は 06 年度よりびわこくさつキャンパス（BKC）に開設した物理に関するよ
ろず質問相談所である。主として理工学部の低回生を中心とする学生に利用され、物理系科目を
はじめ応用数学系科目や化学系科目、さらには各学科の専門科目や大学院入試問題の質問にいた
るまで、毎年のべ 2000 件前後の質問が寄せられている。少子化に伴う昨今の学生の質の変化に
対応するために、教科科目についてのこの種の質問相談窓口は多くの大学で設置されている。そ
の多くがトップダウン式に開設されている点とは対照的に、「物理駆け込み寺」には、物理科学
科のポスドク及び院生の自主的活動から誕生し、その後学科と学部のサポートも受けつつ試行錯
誤を続けながら、ボトムアップ的に発展したという特異な経緯がある。こうしたかなり異質な背
景が、「物理駆け込み寺」を単なる「質問とそれに対する答えの受け渡し」のための場という枠
を超えて、学生を飛躍させる「智慧の循環」の場たらしめていることを紹介する。



立命館高等教育研究 16 号

－20－

本稿の構成は以下の通りである。第 2節では今現在の「物理駆け込み寺」の運営体制とエンド
ユーザーである学生の利用実態を提示する。第 3節「物理駆け込み寺とは」では、「智慧の循環」
の場としての物理駆け込み寺では何を目指し、その実現にむけて今までの試行錯誤の中でどのよ
うな形に到達したか、さらに、そこから何が派生し、どのような発展が見えるかについて説明す
る。第 4節では「物理駆け込み寺」と他の理工学部内での他の教育実践との相乗効果について述
べ、第 5節で結語とする。最後に第 6節として、学生講師として活動した方々が「物理駆け込み
寺」に参加しての印象を添付する。本稿の内容とは強調している点が異なる部分はあるが、学生
の目線からみてどう映っているかをありのまま反映させるため、あえて編集せず掲載する。

2　物理駆け込み寺の現状

2.1　現運営体制
06 年度から開始した物理駆け込み寺の活動は、数年の間非常勤教員と物理科学科教員の有志
によるボランティア参加によって支えられていたが、12 年度より専任教員（任期制教員である
著者の俵口、濱地）がその運営の中核を担うことになったことが契機になり、恒常的な運営体制
が確保できるようになった。15 年度現在では、接続教育担当教員である俵口と濱地を中心に、
非常勤講師 2名（山村良平氏 1）、小泉耕造氏 2））、学生講師である大学院生 10 名（物理系 4名、
電子系 1名、機械系 4名、都市系 1名）、学部学生 19 名（物理系 9名、電子系 10 名）の総勢 33
名が物理駆け込み寺に所属している。これに加え、広報や謝金処理等をサポートする理工学部事
務の職員の方々や繁忙期に参加する物理科学科の専任教員もいる。今年度までの学生講師の謝金
は本学教育力強化予算（基盤）によるサポートで賄われている。開催場所は、14 年度以降ウエ
ストウイング 1階に新設されたピアラーニングスタジオ（約 60 名程度収容可能）を使い、図 1
の写真に示すような雑然とした雰囲気の中で質問対応が行われている。講義開講期間中であれば
月水金の 15:00-19:30、火木の 18:00-19:30 の時間帯に毎日開催しており、常時 5, 6 名の講師が待
機している。

図 1　現在の物理駆け込み寺の様子。学生はほぼ着席しており、そこへ講師が巡回して対応するというスタイル。
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2.2　最新の利用実態
物理駆け込み寺の 13 年度と 14 年度の利用実態を示すデータは http://www.ritsumei.ac.jp/~kht

23151/kakekomi/index.htmに開示されているので、ここでは直近（15 年度前期終了時）におこ
なった利用者アンケートの集計データから物理駆け込み寺の利用実態の一端を紹介する。15 年
度前期セメスターによせられた質問件数はのべ 1316 件であり、利用者は学部学科別にみると図
2のような構成になる。理工学部生の利用率が圧倒的に高いのは当然であるが、薬学部・生命科
学部・情報理工学部からも、絶対数としては少なからぬ数（100 件程度）の質問があることが分
かる。また理工学部の学科別にみると、物理科学科学生からの質問が最も多いが、電子情報工学
科・機械工学科・電気電子工学科の学生からも同程度の質問数が寄せられている。また物理系科
目と一見縁遠いと思われる都市システム工学科・環境システム工学科の学生からの質問もかなり
多いことが分かる。

次に図 3（左）に回生別質問件数を、図 3（中）には利用回数別質問件数を、そして図 3（右）に、
利用満足度を示す。回生別に見ると、1回生が半分、2回生が 4分の 1の割合を占めており、利
用者の多くが低回生であることが伺われる。また利用頻度をみると 6回以上利用のリピーターが
4割以上いることが分かる。利用満足度については ABCDの 4段階評価でアンケートをとってい

図 2　15 年度前期の全 1316 件の内訳（左）学部学科別の質問件数。（右）理工学部の学科別の質問件数。

図 3　（左）回生別質問件数。（中）利用回数別質問件数。（右）利用満足度。
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るが、9割以上の学生が満足度 A（very good）と回答し、一方、満足度 D（very bad）と回答し
た学生は、0.1％であった。ちなみに満足度 Bと Cはそれぞれ（good）と（bad）に対応している。
これらのデータから、物理駆け込み寺が BKCのほとんど理工系学部の学生から利用されている
こと、さらに、せまい意味での物理にとどまらず幅広い講義科目に関する質問が学部内ほとんど
の学科の学生からよせられていることがわかる。また利用者の中でリピーターが占める割合が多
く、その背景として、利用者が質問対応に高評価を与えていることがあることが伺われる。これ
らの傾向は質問数の規模が 2000 件に達した、10 年度以降から大きな変化はないままである。こ
のことから現在安定的な利用者層が BKCにあると言える。（ちなみに昨年度の年間利用者は約
700 名、利用者 1人あたりの平均質問数は約 2.7 回であり、今年度も同水準の利用者数が見込ま
れている。）

3　物理駆け込み寺とは

上述のアンケート集計の数字をみると、物理駆け込み寺はその利用者である学生から比較的高
い評価を得ていると著者らは考えている。しかしここでは物理駆け込み寺の利用実態に関する数
の側面を強調することよりも、その本質（メンバーが目指しているものとそれに向けての試行錯
誤の中身）を知って頂くことにより大きな意味がある。現在の立命館大学にあって、物理駆け込
み寺ではどのような教育を目指し、いかなる変遷を経て現在の姿になり、今後どのような可能性
を秘めているかについて、06 年度の設立の経緯からこれまでを振り返りつつ説明を続けたい。

3.1　設立の経緯
著者の一人（俵口）は 06 年の初開催から現在まで継続的に物理駆け込み寺と関わっている設
立メンバーである。俵口は、広島大学で修士課程を終えた後、博士課程から本学理工学研究科の
大学院生となり、理工学部物理科学科の池田研介教授（当時）の研究室に所属していた。俵口が
博士号を取得後、池田教授から学生の自主ゼミをサポートすることを目的にした「物理駆け込み
寺」3）の開催を提案されたことが現在の物理駆け込み寺設立の端緒となっている。当時は、いわ
ゆる「ゆとり世代」の学生が入学してくる直前であり、一方で入学時からの学生の学力レベルの
多様化は徐々に顕在化していた。教員が想定する水準まで専門分野の理解度を引き上げるには、
大教室で行われる座学形式の講義形態では早晩対応できない状況になるのではないかという危惧
は一部の学科教員や非常勤講師の間で話題にのぼっていた。池田教授の提案は、それまでに大学
の教育を根本から見直す必要を察知しての試みだったと推察される。その一方で、当時の池田研
のポスドクで本学 OBの小林泰三氏（現帝京大学福岡医療技術学部）は、「自主的に学生が集まり、
学び教え合う少人数単位の議論の場」を BKCに作りたいという考えから「小さな大学」という
名の下で物理科学科大学院生を中心とする自主ゼミ活動をしていた。この活動も後押しとなり、
池田教授の提案に賛同し、具体的に行動する運びとなった。その当時、手弁当で活動を実質的に
立ち上げたのが、著者の一人である俵口と当時理工学部で非常勤講師であった山田吉英氏（現福
井大学教育地域科学部）と前直弘氏（現関西大学理工学教育開発センター）の三人である 4）。
06 年度当初はあくまで自主ゼミをサポートするということで物理駆け込み寺を開催したが、
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学生や教員への広報も十分とはいえず、利用者がほとんどなかった。07 年度からは物理科学科
のバックアップもあり、理工学部のリメディアルプログラムの一つとして採択され、極めて短期
間のうちに理工学部での公の活動となった。そのあたりから「物理駆け込み寺」という名称を前
面に出し、「学生の自主性に注意を払いつつ、質問相談についてはあらゆるものを受け付ける」
というスタンスで活動をはじめるようになった。これが現在の物理駆け込み寺スタイルの嚆矢と
なった。当時は週 2回各 3時間ほど開催して各回 3人の講師が待機していたが、質問件数は年間
170 件ほどで決して多くはなかった。質問内容については、当初我々が期待していた自主ゼミ活
動サポートなど学生自らの能動的学習から発せられた質問はほとんどなく、講義でのレポート課
題を受動的に解く上での質問がほとんどであった。しかし、参加学生が少なかった分、1人 1人
と十分に向き合うことができ、学生の自主性を伸ばすべく対応を工夫するうちに、次第に次の 3
つ手順をふまえたスタイルが出来上がっていった。
（1）学習の構えの醸成
第一に、学生の質問に対してせっかちに答えることを避け、内容を丁寧に聞く。例えば、「こ
の問題が分かりません」といった質問の場合には、どんな問題だと理解したか、そしてどの
ようにして解こうとしたかを尋ね、講義にどのようにして臨んでいるかなど日々の学習姿勢
を聞くことで、学生自ら問題点を整理する機会を作る。
（2）学生の現状把握
第二に、質問内容があいまいなときは、対話をしつつ「本当はどこから分かっていないの
か」をよく見極めるように配慮する。質問箇所と、本当のボトルネックがずれているケース
が多々あるので、そのときには、質問箇所に答えても納得しない顔をするので注意。逆に、
ボトルネックを探し当てれば、「そうだったのか」と迷いから覚めたような顔になるので、
それを目指す。
（3）自主性発現の促進
第三に、解決に至るまでの過程でなるべく学生に手を動かすように仕向ける。計算や論理構
成などは学生自身がやらないと彼らの力にならないので、過度に干渉し過ぎず、かといって
放置するのでもなく、適度な距離間を保ちつつ、ときどき確認する。待っている学生が他に
いる場合には、彼らの質問を聞きとる必要があるので、講師は絶えず学生間を巡回する。

この立ち上げ期の経験から、「解答例を一直線に提示する対応」より「思考に寄り添いながら、
しかし過干渉にならないスタンスでの対応」という方針が講師に浸透してきた。質問にきた学生
がリピーター化し、予測できないような成長することを講師が実感したり、物理駆け込み寺へ質
問を持ち込んだ学生からのアンケート結果も、意外に好意的なものだったりするうち、この方針
に対して徐々に自信を深めていった。銀行窓口のように、持ち込まれた質問に対して一直線に答
えを提示するような効率的対応とは一線を画す物理駆け込み寺のスタイルがこの時点から徐々に
定着してゆくことになった。これは同時に、当初ぼんやりしていた駆け込み寺が目指す方向性が
より明確化する契機ともなった。一言で表現すれば、物理駆け込み寺の目指すものは「学生一人
一人が自らの頭で考えられるようになるための場」をつくることである。自らの頭で考えるよう
に導くには、知識の効率的な伝授を超えて、知識を活かす術である「智慧」を強く意識する場を
作る必要がある。知識は、銀行窓口的な対応や一斉講義などで効率的に伝達することができるか
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もしれないが、それに至る智慧あるいはそれを活かす智慧は、十分に時間をかけて対話をする中
で手渡しすることできる（人から人へと循環できる）ものだという認識が講師の間で改めて共有
され、それを基軸に物理駆け込み寺での運営方法の細部が練られていった。
08 年度からは教育力強化プログラムに採択され、また著者の 1人である濱地も講師として物
理駆け込み寺に加わり、活動規模も質もさらに発展していった。09 年度からは、同プログラム
による援助をもとに大学院生あるいは優秀な学部学生がピアサポーター（学生講師）として参加
してもらうことになった。学生講師を起用するにあたって、後述するように、質問対応について
のマニュアル化はあえてせず、彼らの思うままにやってもらう方針を採用した。学生講師が入る
ことによって質問に即答できず、延々とああでもないこうでもないというようなやり取りに終始
する事態が発生する一方で、それとは逆に、過去の履修経験を活かして教員以上にうまく対応し
てくれることもあった。このような出たとこ勝負の危うい状況に学生をおくことは、質問窓口と
しては決して効率的とはいえないであろう。が、より長いスパンで見ていくうち、この方法は質
問学生と学生講師の間に双方向コミュニケーションを促進し、結果として質問学生と学生講師の
双方を大きく成長させる効果があると確信するに至った。特に、間近なロールモデルとしての学
生講師による刺激の効果、そして同じ講義を経験した者の間に通じる理解の要諦が伝わることに
よる学習効果は非常に大きいことが印象的であった。また教員と学生の中間に位置するピアサ
ポーターの参加によって、「教えることで教わること」が「智慧の循環」への道の一つだという
ことがより一層強く意識されることになった。
12 年度に数学系と物理系科目の接続教育を担当する任期制教員が雇用され、著者の俵口と濱
地がリメディアル科目や接続教育と併行して、引き続き物理駆け込み寺の運営の主体を担うこと
になった。こうしてそれまでは謝金による手弁当に近い活動であった物理駆け込み寺が、理工学
部における教育システムとしてより本格的に制度化され、今現在に至っている。

3.2　利用者の広がり
上述した試行錯誤を背景に理工学部あるいは BKCにおいて「物理駆け込み寺」の利用者がど
のように広がっていったかをデータをもとに見ていこう。図 4に 07 年度から 14 年度までの物理
駆け込み寺の年間質問件数の推移を示す。07 年度以降急激に増加し、10 年度以降は年間質問件

図 4　年度別質問件数の推移。
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数が 2000 件前後に達し、その後横ばいとなり、ほぼ飽和している。07 年度から 10 年度までは
物理駆け込み寺の開催日数は、謝金を支えている予算枠の増大にともなって増えていることを考
慮すると、これが直接的な引き金となり、質問件数は単調に増えていったと思われる。一方、質
問件数の飽和は、一定の予算が確保され、開催時間数と雇える学生講師の数が固定されたことに
よってもたらされたものといえるであろう。この飽和現象は学生ニーズを掘り起こし尽くした結
果であるとは我々は考えていない。実際、盛況時には学生に対応できる学生講師数が足りないた
め十分な質問対応ができない場面ある。ここ何年かは、現予算規模からくる制限により、これ以
上の活動展開ができず、その結果学生ニーズに応える活動が十分できていない（よって質問件数
が増えない）という状況にあると感じている。
持ち込まれた質問を入り口にして、学生はどのように物理駆け込み寺を利用しているかについ
て、講師側の視点から触れておく。持ち込まれる質問の大半は、正課である講義でのレポート課
題に関するものである。駆け込み寺にやってくる学生は友人関係をもとにしたグループでやって
くる場合が多く、それらの学生からうかがえる学力レベルは概してバラバラである。やってきた
学生は講師とのやり取りの中で疑問点解決の糸口を探していく。質問対応では、前述のように答
えをすぐに教えることはしないので、答えだけをすぐに求める学生には敬遠されるきらいがある
が、グループできている学生のほとんどは腰を落ち着けて質問をしてくる。グループの中で講師
とのやりとりからいち早くヒントを得た学生は、その内容をグループの他の学生に還元し、その
情報は逐次咀嚼しやすい形で他の学生に伝搬する役目を自然に果たしてくれる。駆け込み寺で理
解された内容は、やってきたグループだけでなく、その向こう側にいる駆け込み寺に来ていない
学生にも伝搬するので、こちらから見えない学生層の学習にも影響を及ぼしていると考えられる。
この経験を通じて理解を深める喜びに味をしめ、リピーターになる学生もいるが、その後こなく
なる学生ももちろんいる。1回生は前期では単位取得に対しての危機感や、教員から駆け込み寺
の参加を促されることがきっかけで来訪する学生が多くおり、この中からリピーターになる例が
多く見受けられる。成績に関わらず危機感（単位がとれないかも、留年するかも、理解できない
かも、よい成績がとれないかも等々）が駆け込み寺参加の駆動力になっているので、学生がこの
気持ちをもった瞬間に適切なアドバイスをする場を提供し続けることが肝要である。駆け込み寺
は月曜から金曜日まで常にオープンしているので、危機感を感じている学生にとって、チュー
ター付き自習スペースとして使われるケースも多い。特に早期にドロップアウトしそうな学生に
対しては、やる気自体を失わないようための伴走者としての役割も果たしている。

3.3　「智慧の循環」で学生は化ける
「質問対応の場を単なるノウハウの伝える場にとどめずに、いかにして智慧を伝授する場にま
で昇華させるか」、これが「物理駆け込み寺」という場のあり方を考えるときの一つの指針となっ
ている。そのような場を作るには、教員から学生に一方向的に情報を流すだけでなく、学生の間
で循環させるような仕組みをつくることが重要であると我々は考えている。学生が身につけた智
慧を、今度は教える側になって循環させることが、学生を成長させる上において、効果的かつ効
率的な方法だという視点から運営方法や学生講師への指導方針を練ってきたことは先述の通りで
ある。06 年度の設立から現在までの手探りの経験から、「物理駆け込み寺」を「智慧の循環する場」
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として機能し、学生の質的な変化を誘起させるには 3つの重要な要素があると我々は考えるに
至った。：
①　  物理駆け込み寺がよろず質問相談所として、電気・電子・機械から建築・環境、さらには物
理化学や応用数学に至るまで幅広い質問を受けつけていること。（分野の垣根を超える）

②　  質問に来ていた学生が、上回生になったときには学生講師になり、様々な学科と回生の学部
生院生から構成される学生講師が対応していること。（役割や学科の垣根を超える）

③　  議論をしながら解決を目指すというスタイルによって「論理的思考能力」や「コミュニケー
ション能力」を学べる場であること。（質問を超える）

これらの 3つの要素によって、質問学生だけでなく、常連の学生及びピアサポートを担っている
学生講師に一種の『質的な飛躍』が起こることを我々はたびたび目にしてきた。この質的な飛躍
を、我々は「学生が化ける」と表現している。この飛躍を起こさせる上で、ここであげた①から
③の 3つ要素が引き起こす効用を以下で順に説明する。

①分野の垣根を越える
前述のように物理駆け込み寺では、狭義の「物理」にとどまらず、あらゆる理工系学科の基礎
から専門科目（電気・電子・機械から建築・環境、さらには物理化学や応用数学など）の質問ま
で受け付けている。このように広汎な内容を引き受ける点が、他学の質問相談所とは大きく異な
る点である。一般的な質問相談所では、効率化の視点から、質問事項を細分化して、それぞれに
対して専門的に答えられる講師を個々に待機させることが多く、実際そうした方が対応する上で
の能率もよく、質問者も担当講師も混乱無く円滑に処理できる。それに対して物理駆け込み寺で
は（電気系機械系の高度な専門科目を除いて）特に細分化された窓口を準備することなく質問対
応をしている。広い分野にわたって的確に対応することは、教員にとっても困難なので、学生講
師にはそのような万全な対応は要求しない。そのかわり、質問にきた学生に対応するにあたって
は、以下の 4つの心構えだけを求めている。
●頼りになるよき先輩として振舞うこと
●質問に来た学生が何を望んでいるのかを聞き，それにふさわしい対応をすること
●質問に来た学生の成長につながるような助言をすること
●   自ら積極的に未知の問題や新しいテーマに取り組み、異なる学系や専門の人たちと交流を
深め、興味や知識の幅を広げること

これらの心構えだけでは、個別の質問に対しては様々な不測の事態が起こりえる。質問に訪れた
学生には、可能な限り質問内容に最も適した学生講師を割り当てるが、齟齬が発生することもま
まある。質問内容とのマッチングを見極めるため、持ち込んだ学生にその内容を十分説明するこ
とを要求することもある。また質問が高度である場合は、学生講師がその場で即席勉強をし、さ
らに他の講師に助力を頼むことでようやく問題解決に至る場合もある。一見非効率的だが、これ
を契機に質問学生と学生講師の間に問題解決にむけた対話が誘発されることこそが重要だと我々
は考えている。駆け込み寺は欲しい答えに必ずたどり着く予定調和的な場ではなく、ときに失敗
に終わることもある知的刺激に満ちた不安定な場を目指しているからである。実際、こうした場
をあえて作り、多くの学生と学生講師が活発に交流することで、「化けていく」過程を我々は今



『物理駆け込み寺』

－27－

まで目撃してきた。
駆け込み寺では様々な学力の学生同士に交流してもらうような仕掛けを様々なレベルで工夫し
ている。例えば、グループで質問に来ることを奨励していることもその一つである。質問相談窓
口といえば、講師が所定の席に座り、そこへ学生が順々に質問に行くという形式を思い浮かべる
かもしれないが、駆け込み寺では、ずっと座っているのは質問に来た学生で、そこを講師陣が入
れ替わり立ち替わり巡回しているのが常態である。その場は図 1（写真）のようなオープンカフェ
方式となっているため、室内は終始雑然としたカオス的な雰囲気に包まれ、活気にあふれている。
その分質問学生は疑問を発信する勇気が必要となり、一方学生講師はアドリブ力が求められるこ
とになる。両者ともそのハードルを超え、分野にとらわれずに越境できることができるかどうか
が、学生と学生講師が「化ける」上での分水嶺となっている。

②役割や学科の垣根を越える
駆け込みで寺の質問対応は、ときに長時間にわたることもあり、その結果学生と学生講師の間
に人格的な交流がしばしば発生する。議論を通じて理解することに楽しみを覚えた学生、そこで
の交流にある種の居心地の良さを感じた学生の中からリピーターが生まれ、最終的には教える側
に転じる学生（次年度の学生講師）が毎年出現する。この役割の交代が駆け込み寺における「智
慧の循環」の根幹である。この流れが途切れないように、駆け込み寺に常駐する教員は、ある意
味でフロアマネージャーのような役割を果たしている。周囲に気を配りつつ、議論の場が機能す
るように、ときには助産婦役を果たすことが監督役をする教員の腕の見せ所となる。
昨今では教室や学内食堂はもちろん研究室でも学生同士がアカデミックな内容を議論する場面
を目撃することはあまりない。その中にあって、物理駆け込み寺は学科の枠も回生の枠も超えて、
議論を楽しむ場となる可能性を秘めており、それらの個々のダイナミズムが駆け込み寺の今後の
姿を描く上でのカギとなっている。日々さまざま背景をもつ学生講師達が協力して質問対応をす
る中でも、学科や回生を超えた交流が生まれ、まさに知的サロンともいえるような場が出現する
こともある。出身学科の異なる学生講師は一人一人がそれぞれ異なる得意分野をもっているが、
得意分野とは少しかけ離れた質問を受けることがきっかけとなり、学科を超えた学生講師間の交
流も生まれつつある。断片的な理解をもつ複数の人たちが、同じテーマについて議論をし、蓄積
した断片的な知識を統合し深い理解に至るとき、学生講師も大きく「化ける」ように見受けられ
る。学生講師は、教えると同時により多くを学ぶチャンスを得、これがまた質問者にフィード
バックされることで、質の高い学びへとつながっているように我々は感じている。物理駆け込み
寺の場は、フォローアップが必要な学生に対するサポートの場であると同時に、学生講師に代表
されるような模範的な学生のさらなる学力向上の場にもなっている点を指摘しておきたい。

③質問を越える
物理駆け込み寺では、持ち込まれた質問を入り口にして、疑問点の根源を探りながら、ときに
脱線しつつ、参加学生も巻き込んで、ああでもない、こうでもない、と議論する時間が続くこと
がしばしばある。熱を帯びた議論をするうち、なんだか腹立たしいような、でも笑えるような感
情を乗り越えて解決に近づくときに通常の学生生活では味わえない大きな知的興奮を感じるとい
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う感想も学生から聞かれることある。勿論、すぐにこのような感想を持つわけではなく、この境
地に至るまで、質問に答えられなかったり、議論が発散したり何度か手痛い失敗を繰り返してい
る。が、物理駆け込み寺では、最終的に議論を通じて高め合う喜びを感じてもらえることを期待
して、学生講師を陰に陽に励ましている。長いやりとりを続けるうちに、質問の内容を大きく逸
脱した問題に話が及ぶこと（つまり元々の質問を超えること）を通じて、断片化されていた理解
は少しずつ統合されていくことが、「化ける」に至る典型的なプロセスであるように感じている。
質問を入り口にしつつ、それを超えていかに断片化した知識を統合化するかという視点が、学生
の飛躍に繋がる近道だということを強く意識して活動している。
質問対応以外の形でも断片化した知識を統合する場は提供できないかを模索するうち、最近で
は、日頃の学生講師や学生とのコミュニケーションからヒントを得て、座学の内容を実戦の場を
つなぐ試み（「はんだづけ体験」や「アンプ作成体験」）を企画している。物理駆け込み寺は、単
に行けばサービスを受けられるという場としてだけではなく、参加学生も一緒になって作り上げ
ていく仮設の実験場としても、発展の余地があると我々は考えている。こうした試みの彼方で、
さらに新たな教育実戦がボトムアップ式に発生することを目指している。

4　他の教育実践との相乗効果

BKCには物理駆け込み寺と同様にボトムアップ的に立ち上がった教育実践の例が多くある。
これらの活動と物理駆け込み寺との有機的な連携は始まっており、今後もその深化が十分期待で
きる状況にある。物理駆け込み寺の今後はそれらの活動との連携による相乗効果を、いかに最大
化するかにかかっている。現在進行中のこれらの連携について以下で紹介する。

4.1　各学科との連携による講師の確保
従来は駆け込み寺の学生講師となる場合は、
　（イ）参加学生からそのまま物理駆け込み寺の学生講師へ
　（ロ）学生講師経験者からの推薦によって物理駆け込み寺の学生講師へ
　（ハ）筆者らが講義を担当しているクラスからの一本釣りによって物理駆け込み寺講師へ
の 3つのルートに限定されていた。これらに加え、12 年度からは各学系の西園寺奨学生にも学
生講師として協力を呼びかけている 5）。これによって電気電子系、機械系、建築都市環境系の成
績優秀な学部生が恒常的に学生講師として駆け込み寺に参加してもらえる新たなきっかけができ
た。それまでも専門科目を含むすべての科目に対する質問対応をしていたが、実際には物理以外
の分野に関する専門性の高い質問となると、満足いく対応が困難な場合もあった。が、これらの
専門科目で優秀な成績を修めた学生が参加するおかげで、あらたに電子系学修相談会と機械系学
修相談会という名称のもとで、より系統的に専門科目についての質問対応が可能になった。物理
駆け込み寺の中にこれらの専門性の高い質問対応窓口ができたのは、電子系や機械系の教員の
方々と駆け込み寺の連携の賜物であり、こうした広がりは物理駆け込み寺というシステムが物理
以外の学部教育の中にうまく浸透した一例といえる。
西園寺奨学生の参加はこのような良い効果ももたらしたが、そこから駆け込み寺の持つあらた
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な課題も浮き彫りになってきた。成績優秀者である西園寺奨学生は、質問学生にとってわかりや
すいひとつのロールモデルであり、彼ら存在は新たな刺激となっている。その一方で、奨学生の
中にはこれまでに駆け込み寺を利用したことのある学生もいれば、逆に全く駆け込み寺を利用し
たことのない学生も含まれている。前者の場合には、それまでの質問の経験から駆け込み寺のあ
り方とその中での学生と講師のやりとりのあり方が自然と伝わっているため、学生講師をする上
でも特に問題は生じることはなかった。が、後者の場合には、まず駆け込み寺とは何かから伝え
る必要がある。先述したように、学生講師への質問対応の指導をきめ細かく行っていないため、
講師として何をしたらよいのか混乱したまま期間を終えてしまう奨学生もいた。また学業成績優
秀な学生であることと教えることを好む学生講師であることの間には微妙な差異があることも考
慮する必要があった。物理駆け込み寺のあり方やそこでの質問対応には、マニュアル化して短時
間のうちに伝えることが難しい面があることがネックとなるという点である。これは駆け込み寺
では、学生のタイプに応じて講師も際限なく臨機応変であることを求められる部分があるからで、
その点が学生講師としての適性を考える上でのポイントとなる。その意味で西園寺奨学生から学
生講師となる場合の質問対応の指導のあり方は今後の課題として注意を払うべき点である。奨学
生に限らず、先の（イ）から（ハ）のタイプで選定される学生講師の選定は駆け込み寺の雰囲気
を大きく左右する重要な作業である。質問対応の呼吸からはじまり、講師の選定、教え方の呼吸
などの中にはなかなか明文化しがたい要素が多く含まれている。意図的であるとはいえ、マニュ
アルとはなじみにくいスタイルを内蔵する駆け込み寺のもつ弱点がこれらの要素に現れていると
いえよう。

4.2　物理科学科との連携例
物理駆け込み寺は物理科学科 OBが中心となって立ち上げられたこともあり、物理科学科と緊

密な連携を続けている。学科から理工学部に斡旋している基礎専門科目（物理科学 1, 2, 3）やそ
の演習を行う特殊講義科目（物理学演習 1, 2）といった科目では多くのレポート問題が出題され
るが、そこででてくる学生から質問の大半は物理駆け込み寺で対応されている。とはいえチラシ
による学生への広報だけでは、本来駆け込み寺にくるべき学生が実際に足を運ぶところまで至ら
ない場合も多い。学習面で困難を抱える学生に対して、さまざまな受け皿を準備することは必要
だが、リメディアル講義にせよ質問窓口にせよ、本当に来なくてはならない学生がなかなか来て
くれないという現実は無視できない。この状況を動かすには、学生の危機感に訴えて、半ば強制
的に足を運ぶように仕向ける仕掛けも必要なのではないかと考えている。試みとして、最近では
1回生むけの小集団科目（力学）の第 1回目において、高校の内容のレポート課題をだし、物理
駆け込み寺への利用を促して、ある種の呼び込み活動をしている。入学直後の緊張感があるとき
にレポート課題を通じて物理駆け込み寺へ誘導することは利用のハードルをさげる有効な手段で
あり、これがきっかけに物理駆け込み寺を印象づけることはある程度成功している。
これ以外にも、専門科目の担当教員の中にはレポート課題を出す一方で、その質問を受け付け
るオフィスアワーを駆け込み寺で開催する試みもなされている。来てほしい学生を学習の場に来
させるためには、これらの試みがどこまで有効か現在見極め中だが、正課と駆け込み寺の連携に
よって学生を活気づける余地はまだまだあるという実感をもっている。各学科での専門科目との
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連携がその入り口となるが、その先 として物理学科を実験台に、集団対応である講義科目（正
課）と個別対応である物理駆け込み寺との効果的連携が日々模索されている。
物理科学科には「かどべや」と呼ばれる学生が自主運営するスペースがウエストウィング 7階
の角にあり、駆け込み寺と物理科学科の連携の中核となっている。このスペースは学部生の自習
室として主に利用され、学生の一部が管理者となってコンピュータや書籍の管理あるいは新入生
ガイダンスのイベントの企画などを行っている。物理科学科の学生の多くが講義の合間や放課後
に、「かどべや」をレポート課題のグループ学習や自主ゼミや雑談の場として利用している。物
理科学では「かどべや」が勉学を通じた同回生や上下回生の間の交流の場となり、自然発生的な
質問相談所にもなっている。理解できない事柄について議論することに慣れ、質問にいく習慣を
つけた「かどべや」学生は、質問学生として、あるいは学生講師として物理駆け込み寺において
も特に目立つ存在となっている。このような経緯から「かどべや」のヘビーユーザーである学生
が、物理駆け込み寺の学生講師となるケースが多々あり、物理駆け込み寺の学生講師の供給源と
なっている。これらの学生は「かどべや」での学生同士の交流でもまれることでコミュニケー
ション能力も高く、学生講師の中で指導的役割を果たすことも多くある。物理科学科と駆け込み
寺との連携を語る際にもうひとつ触れるべき活動がある。物理科学科では、08 年度から教育力
強化予算の援助を受けて、学生 1名に対して学科教員 1名と学修ドクター 1名が面談員となる学
修面談（個人面談）を年 2回行っている 6）。面談対象は 1回生全員（11 月）と、無作為抽出さ
れた 2～ 4回生（6月）であり、学生 1人当たり 45 分かけて講義や学生の生活、そして物理の
話題にいたるまで膝を交えて話をする機会を作っている。この場を通じて学生の趣向や直面して
いる問題について教員が把握する一方で、学習上の問題を抱えている学生、進んだ内容を独習し
たい学生、教えることに興味をもっている学生、自習のペースをつかめない学生などに対して、
様々な理由から物理駆け込み寺の利用を勧めることが行われている。その中には、単位取得が困
難であった学生が物理駆け込み寺に来て、学習の進め方のコツや楽しさに気づき、常連となった
ようなケースもあった。その一方で意欲的学習に取り組む学生のなかには、面談を通じてその適
性が見いだされ、3回生時から学生講師として活躍するケースもある。学修面談では、集団の中
にあってこそ力が発揮できるタイプの学生、一人マイペースでコツコツ勉強するタイプの学生、
ある程度見守られないと机に向かえないタイプの学生などさまざまなタイプの学生がいることを
発見することができるので、それらの学生を適宜「かどべや」や「駆け込み寺」など化学反応が
おきそうな場へ誘導する試みを続けている。毎年面談終了直後から自然と駆け込み寺への学生の
流れが出ており、それが駆け込み寺への物理科学科学生の利用率の高さにつながっている。近年
では、一部の教員がオフィスアワーを物理駆け込み寺で行なう試みもあり、学科教員が講師とし
て臨時参加するという形で物理駆け込み寺との相互乗り入れが試みられている。これらは物理科
学科の特殊な事例であるが、駆け込み寺という場を利用する方法は各学科の科目の特性に応じて、
まだまだ工夫の余地があると思われる。各学科と駆け込み寺の今後の連携形態の参考になりうる
萌芽的事例で多くあることを付言しておきたい。

4.3　BKCの他の質問窓口との連携
物理駆け込み寺は、広い意味での物理全般の質問を受けて付けているが、それ以外の分野との
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境界領域の質問も多く寄せられている。特に数学との境界領域の質問、例えば「応用数学」や
「物理数学」の質問が頻繁にある。BKCには、数学の質問全般を受けつける「数学学修相談会」
がすでにあり、そちらの講師と緊密な連絡をとりながら、境界分野の質問に関して「この質問は
そちらに誘導します」「この類の質問ならこちらで引き受けます」といった連携を行っている。
また、物理と化学の境界領域である「物理化学」や「量子化学」の質問も物理駆け込み寺に多く
寄せられている。こちらに関しても BKCには、化学と生物の質問全般を受けつける「化学生物
駆け込み寺」がすでにあるが、所属が生命科学部であり活動場所も異なることから、残念ながら
いまだ有効な連携ができていないのが現状である。

5　結語

理工学部の教育の主体は、正課としての講義に担われているわけが、物理駆け込み寺はあくま
でそれらを補填する存在であることはいうまでもないだろう。極論すれば、物理駆け込み寺は正
課が十全に機能していれば本来不要なあだ花的存在かもしれない。しかしながら、本学だけでな
く多くの大学において、入試制度の多様化などの理由から、均一化した学力レベルを入学時に期
待する事は困難になってきていることは事実である。本学理工学部ではテーラーメイド教育と謳
い、一見非効率にみえる学生個々に対応する教育を展開している。こうした試みを通じて、入学
した学生を、その意欲に応えて伸ばし、本学卒業後に社会で十分に活躍してもらうことは、立命
館での教育の価値を長期的に保証するという意味でも重要である。低回生時に学生に手をかけ、
鍛えることが重要であるという点は積み上げ型学問である理工系においては、いくら強調しすぎ
てもよいくらいである。また卒業時に多くの優秀な学生が、本学に進学せず国公立の大学院に進
学することを考慮すると、中間層以上の底上げは本学大学院の質向上に直結する問題である。研
究大学を標榜する本学にとって、多様な学力レベルが混在する入学生が、順調に専門科目の内容
を消化し、レベルアップできるような環境を作ることは喫緊の課題といえる。その中にあって、
物理駆け込み寺は低回生時のフォローアップとトップアップを同時に行う変わったシステムを内
蔵していることを本稿では紹介した。智慧を循環させ、学生を飛躍させる場は研究室に配属され
て初めて経験する場合が多いが、物理駆け込み寺では多くの学生が研究室の雰囲気を経験できる
場となるように工夫がなされている。今風に言えばアクティブラーニングの場といってもよいし、
昔風の言い方でいえば知的サロンの場といってもよいであろう。現在の物理駆け込み寺がそのよ
うな場として完成しているとは到底いえないが、日々地道な営みで一歩一歩近づいていると自負
している。著者らは本学に着任してそれほど長いとはいえまないが、とりとめのない議論をベー
スとする物理かけ込み寺を支える気風は本学の伝統の中に地下水脈のように受け継がれていると
感じている。たとえば本学の HPの大学紹介には「年表で見る立命館大学」というページがあり、
その中には「時代を先取りした白熱の授業という項目がある。そこには

...学生たちも、遠慮なく質問を発し、白熱の講義のなか、夜が深くなってゆきます。
そして、天井には歌うようにゆらめく何十個ものランプ。これが、1900 年 5 月 19 日中川小
十郎が創立した私立京都法政学校（のちの立命館）の初期の姿。自由な雰囲気のなかでの徹
底した討論。現在の立命館大学の原形がそこにあったのです 7）。
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という立命館の創立当時の雰囲気を伝える描写がある。そこには、立命館の伝統の中に「学生が
遠慮ない質問を発し、自由な雰囲気のなかで夜が更けるのを忘れて徹底した討論すること」を尊
ぶ気風があることがはっきりと描かれている。筆者らが情熱を傾ける物理駆け込み寺でのピアサ
ポートも、ここで描かれたような立命館の伝統を、学部教育の中で具現化し、さらに発展させる
ものでありたいと願っている。今後も皆様のご理解ご支援を頂けるようお願いしつつ筆をおくこ
ととする。

6　学生講師体験談

ここでは物理駆け込み寺の学生講師の経験と印象を原文のままご紹介する。

電子光情報工学科　山下貴弘（2013 年度卒業生）
この度、学生講師体験談の執筆依頼を頂きましたので、学生時代を振り返りながら駆け込み寺
の意義や課題について述べさせて頂きたいと思います。私は、入学当初から駆け込み寺を頻繁に
利用していました。初めて利用したとき、単にレポートの疑問を解決できただけでなく、高校で
は公式を覚えて当てはめる作業であった物理が、大学では微分積分を用いて物体の振る舞いを導
きだす学問であると知り、とても感動したことを覚えています。また、学生講師を務めていた先
輩方が、勉強のみならず課外活動でも活躍していることに影響をうけ、自らも様々なことに興味
を持って学生生活を過ごすようになりました。
学生講師となった 3回生からは「正課や課外を問わず、様々な分野で活躍できる学生を生み出
す環境を先輩から後輩へつなげる」という目標のもと中心メンバーとして活動し、一方でその取
り組みを学内の他学部の教授の方々へも共有させて頂き、学外でも FDサミット、他大学の研修、
大学教育の研究会や学会などで発表させて頂いておりました。
立命館大学は、「（1）多様な学びを提供すること（2）高等教育機関として専門性を養うこと」
二つの役割が期待されていると考えています。様々な入試方式によって受け入れている学生の個
性に応じた教育を行うためには、難易度や内容の異なる講義を多数用意し、きめ細やかに指導で
きる環境が必要ですが、教員の方の負担が膨大になってしまうため現実的ではありません。そこ
で、正課や課外で活躍している学生に講師として後輩たちのサポートにあたらせることで、教職
員の負担をあまり増やすことなく、数人程度の小集団での教育を実現することができ、学生講師
も後輩のサポートをするなかでより深い理解をすることになるため、大きな教育効果を期待する
ことができます。駆け込み寺の主体は学生であり、その本質は学びの循環だと考えておりますが、
教職員の方のサポートなしには、この活動を成功へ導くことはできません。「自分から率先して
大学の学びに貢献し、自らを成長させたい」という高いモチベーションを持った学生が講師を
行っていても、学生同士では解決できない課題に直面したとき、また広い視点から異なる切り口
で問題を捉える必要があるときは教員の方々のご指導が必要になりますし、活動資金や広報活動
では、職員の方々のご協力が不可欠です。学生・教員・職員の 3者がお互いの役割を明確し、一
体となって協力しあうことで、ようやく学びの循環が回り始めるのだと思います。
最後に、社会人になって感じていることを書かせて頂こうと考えています。社会人として問題
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解決型の職業で活躍するためには、「論理的思考能力」と「コミュニケーション能力」の 2つを
高めることが極めて重要だと感じています。自分の考えを客観的に整理し背景や目的を他者と共
有すること、自分と考え方や意見が異なる相手と共通のゴールに向かって協力できること。この
二つができる人材が社会では非常に求められていると言い換えることもできると思います。物理
駆け込み寺のみにかかわらず、立命館大学で行われているぴあ・エデュケーションは、多様な個
性を持った学生がそれぞれの得意分野で自分の才能を生かし、またその姿がキャリアモデルとし
て後輩が自らを成長させる動機となるという、立命館大学にとって適した教育手法であるだけで
なく、学生同士の学びあいの中で社会で必要となる力を自然に養うことができる、非常に大きな
意味をもった教育スタイルだと考えています。

環境都市専攻歴史都市防災コース　櫻井裕隆（修士課程 1回生）
私が講師として勤務するようになったのは、1回生の前期に講義でお世話になった俵口先生か
ら「講師をやってみませんか」と 1回生後期終了時連絡を頂いたのがきっかけです。実際にやっ
てみてもっとも苦労したのは、環境都市系の質問者がまったく来ず、対応できる質問もあまり無
かったということもあり、存在意義がまったく無いと感じることが多い時期が長く続いたという
ことです。低回生の間は、出来るだけ対応できる質問を増やすために基礎数学や物理などの復習
を何度も行い、高回生になってからは、他学科の専門分野の基本的なものを、駆け込み寺を管理
する非常勤講師の方々や先輩などに教わりながら勉強するなどしてきました。また、質問者と接
する際、出来るだけ親しみを持ってもらえるように意識しながら接してきました。その結果、大
学院生になってからは、この前期の活動でこれまでになくたくさんの環境都市系の質問者がきて
くれ、他学科の専門の対応も少しずつ出来るようになってきており少しずつ結果が出てきたかと
思います。成長できたと思う点は、自分がどのようなところで存在意義を見出すことが出来るの
かを考えながら行動するようになった点、自分の学系に関係なくいろいろな分野の勉強をするよ
うになった点だと思います。私が講師を始めたころは、後輩として習うところがたくさんありま
した。今後の活動では、私の立場が先輩と変わってきていることも踏まえて行動していくことが
出来るように成長していきたいと考えています。現在の駆け込み寺は、環境都市系では認知度が
低いということと、物理の質問しか対応していないというイメージを持っている学生が多く感じ
る。また、質問に来る学生は、常連の学生が多いように私は感じる。これらが問題かどうか分か
らないが、常連の質問者以外にも質問者を増やしたいと感じる。

電気電子工学科　岡林晃司（4回生）
学生講師として勤務することになったきっかけは西園寺育英奨学金の受賞でした。1、2回生
と勉学に励みその結果、奨学生となれたことで、学生講師として周りの学生、あるいは下級生と
いった理工学部全体の意欲のある学生の手助けとなる義務が生じ、駆け込み寺に参加することに
なりました。講師になってみて苦労したことは、理工学部でも学科の違う学生からの質問です。
自分が習っていない内容を教科書や参考書を読みながら考えるのは、自分なりに解けたと思って
もなかなか自信をもって言えないし、解けないことも多くありました。また、過去に習った科目
でも忘れている、あるいは完全に理解できていない科目があり、他人に上手く伝えるには完璧に
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理解していないとだめだと感じました。しかし、それによって自分の知識や考え方を学べたり、
人に教えることの難しさを体験できたのはすごくいい経験になっていると思います。大学にはこ
のような仕組みをもっと作っていただき、意欲のある学生が自分の能力を高められるようにして
もらいたいです。

注
1） 本学 OB

2） 本学非常勤講師
3） 当時池田教授は自らの担当科目のオフィスアワーを「物理道場」と称して質問を受け付けていました
ので、その雰囲気を継承する名前としてこれが採用されました。
4） 物理駆け込み寺の発足のいきさつは、「大学の物理教育 2008 年 vol.14 no.3」でも紹介しています。当
時の切迫感を感じる意味でも一度ご覧下さい。
5） 西園寺奨学生から駆け込み寺講師となった例として、付録 6に体験談を寄せてくれた岡林晃司氏（電
気電子工学科）のケースがありますので、あわせてお読み下さい。
6） こうした学生に対する個人面談は現在理工学部では年 2回すべての学科で実施されています。
7） http://www.ritsumei.jp/profile/moreinfo_02_j.htmlより転載
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“Butsuri-Kakekomidera”:
a place for facilitating the circulation of wisdom”

HYOGUCHI Tadanori（College of Science and Engineering, Ritsumeikan University）
HAMACHI Kentaro（College of Science and Engineering, Ritsumeikan University）
SHIMIZU Yasushi（College of Science and Engineering, Ritsumeikan University）

Abstract
“Butsuri-Kakekomide” is the academic help desk, which offers peer assistance in physics and 

the related subjects those are lectured in the education of liberal arts for the college of science 

and engineering at Biwako Kusatsu Campus. Recently “Butsuri-Kakekomidera” has been 

developed to contain “Densikei-Gakusyu-Soudankai” and “Kikaikei-Gakusyu-Soudankai” which 

mainly offer peer support for major subjects at the faculty of electrical and mechanical 

engineering, respectively. More than 2000 academic questions from undergraduate students are 

asked at “Butsuri-Kakekomidera” every year. The policy of “Butsuri-Kakekomidera”, does not 

put a special emphasis upon quick and efficient response upon the asked questions. Instead 

thought-provoking discussions between peer supporters and undergraduate student are highly 

encouraged, because the “Butsuri-Kakekomidera” is designed to play a role in facilitating the 

circulation of wisdom. By its policy, the authors expect to create an atmosphere of autonomy 

among students and to activate not only ordinary students but also peer supporters in an 

academic sense.

Keywords
Butsuri-Kakekomidera, circulation of wisdom
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特集

立命館大学のキャリア支援領域におけるピア・サポート
― JA活動を「キャリア参入期」の活動と捉えて ―

中　川　洋　子

要　旨
本稿の目的は、キャリア支援領域におけるピア・サポートの「支援する側の学び」につ
いて、ジュニア・アドバイザー（以下、JA）制度を事例に「キャリア発達」の視点から検
討することであった。JA活動時の学生は、キャリア発達段階で言えば、キャリア探索期
が終わり初期キャリアへの移行期（キャリア参入期）であり、この段階で達成すべき課題
は、新規参入者として組織に適応するための準備（予期的社会化）を行うことである。先
行研究より、JA活動は、予期的社会化を促進させる個人要因（前向きな学習：プロアク
ティブ行動）として捉えることができ、その活動は、組織参入後の組織適応に肯定的な影
響を及ぼす学習機会となることが示唆された。

キーワード
キャリア参入期　発達課題　組織社会化　予期的社会化　プロアクティブ行動
メンタリング

1　はじめに

ピア・サポートプログラムは、同じ学生同士（peer）が専門性を持つ教職員の指導
（supervision）のもと、仲間同士で援助し、学び合う制度（プログラム）であり、立命館大学でも、
学習支援領域をはじめ新入生支援、キャリア支援と多様な領域で導入されている。ピア・サポー
トプログラムが日本においても積極的に導入されてきたのは、支援を受ける学生のみならず、支
援を行うピア・サポーター自身にも、さらにプログラムを運営しピア・サポーターを支える教職
員にも恩恵があると考えられているからである（沖　2015）。日本学生支援機構（2014）の悉皆
調査では、大学の 43.6％で何らかのピア・サポートプログラムが実施されており、現在未実施の
大学であっても実施を検討中であったり、既実施大学ではさらなるプログラムの増加を計画中で
あるなど、今後も「量的」に拡大傾向にあることが報告されている。キャリア支援の領域におい
ても、133 のプログラム（2013 年度に実施されたプログラム（N=876）のうち 15.2％を占める）
が実施されており、同様に増加傾向にある 1）。
キャリア支援におけるピア・サポートという点に焦点を絞れば、これまでも、先輩学生（内定
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者）が就職ガイダンスや各種セミナーにおいて、体験談を発表したり後輩からの質問や相談に応
じたりという活動は広く一般的に行われてきた。ゼミナール等の正課授業のみならず、部活や
サークル活動等の正課外活動においても、明示的でなくとも先輩から後輩へのアドバイスには、
キャリアに関する内容が含まれていた。このように、キャリア領域における先輩からの支援の効
用は、支援を受ける学生も支援組織も十分認識しており、これまでも活用されてきた。しかしな
がら、これらの支援は一時的なものであったり支援を受けられる層が限定的であったりするとい
う課題もあり、キャリアセンター等の主導のもと、学生を組織化し継続的な支援活動（ピア・サ
ポート活動）をプログラムとして実施する動きが活発化してきた（白井　2010）。
ピア・サポート活動がどのような効果をもたらすのかという点については、多くの実践研究が
報告されている（泉谷・山田　2013、橋場・小貫　2014、中川　2015）。日本学生支援機構（2011）
の調査では、大学全体で認識されているピア・サポートの効果として、比率の高い順に「学生の
能動的態度やコミュニケーション能力が高まった（86.5％）」「自律的な学生が増えた（71.0％）」
そして「就職にも良い効果が期待できそうだ（69.9％）」があげられており、いずれも、キャリ
ア支援領域に限定したものではないが、他者への支援を経験することが、主体性や積極性などの
汎用的能力の向上に寄与し、結果的に「進路決定や就職活動の促進にもつながる」と、支援する
側にも効果が期待できることが示唆されている 2）。
確かに、ピア・サポート活動は、支援を受ける側だけでなく「支援する側」にも学びの多いプ
ログラムであるが、キャリア支援（特に就職支援）領域においては、支援する側の学生の多くが
卒業年次生（内定者等、進路決定後の学生）であることから、他の領域における支援と比べて、
前述のような「成長」や「進路選択への効果」を学生自身が認識するような機会にはなり難いで
あろう。加えて、ピア・サポートが抱える課題・問題点として、「参加が一部の学生にとどまり
広がらない（「強く思う」「ある程度そう思う」の合計：76.1％）」をあげる大学が最も多く、有
益性は認識されているものの現実的な活動としては、領域に関わらず積極的な関与層を広げるこ
とに課題を抱えていることも、前述の調査で報告されている。
すなわち、キャリア支援領域におけるピア・サポートの積極的な関与層が十分広がらないとし
たら、それは、支援する側にとって「活動を行うことによる（新たな）学びや成長が知覚しづら
い」あるいは、完全なピアではないため「学びよりも負担感が強い」ことも一因として考えられ
るのではないだろうか。ゆえに、支援する側の学びが明示的になれば、より積極的な関与層を増
加させることが期待でき、これに伴い整備すべき支援体制や研修制度も示すことができるのでは
ないかと考えられる。そこで、本稿では、立命館大学のキャリア支援領域におけるピア・サポー
トであるジュニア・アドバイザー（以下、JA）制度を、キャリア発達の視点から考察することで、
多くの大学で行われているキャリア領域のピア・サポートにおける「支援する側」の学びや成長
について再考する。

2　JA制度の整理

2.1　JA制度とは
立命館大学で実施されるピア・サポートプログラムは、それぞれの活動領域や対象によって、
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指導・助言や研修・効果検証を行う部局が決められている。JAは、キャリアセンター所管の制
度であり、進路決定後の学生が「学生生活の経験や就職活動の経験を活かして後輩支援を行い、
自分自身も成長すること」を目的に、1995 年度に制度化された。

JA制度の特徴としては、立命館大学の進路支援最大の強みともいえる「スチューデンツ・ネッ
トワーク」の重要な「連結点」として、その活動が期待されている点にある。在学生と卒業生と
をつなぐ連結点であり、卒業後にはキャリア・アドバイザーとして後輩の支援にあたることも期
待されており 3）、一過性ではなく長期的な活動を視野に入れた制度である（図 1）。

2.2　特徴的な JA活動
JAの具体的な活動内容は、①キャリアセンターや教学機関が行うキャリア支援への協力と②

JAが企画・運営を行う自主企画との二つに大別される。ここでは、立命館大学の JA活動の特徴
である「自主企画」と、2014 年度より新たに制度化された「JA訪問」について取り上げ概要を
述べる。
1）JAによる「自主企画」
自主企画とは「JAにしかできない支援」を、JAが主体となり企画し、キャリアセンターと連
携して実施するものである。具体的には、「①自身の経験を通した問題発見、②問題の一般化と
解決策の探索、③実施計画の作成と結果の予測、④計画の実行と振り返り」という問題発見・解
決のプロセスを管理したうえで、他者（参加者・企画協力者）と協働しながら、JAにしかでき
ないオリジナル企画の計画・運営を行うことである（図 2）。これらは、企画から運営までの一
連のプロセスに関与した学生にとっては、PBL（project/problem based learning）型インターンシッ
プの一面も持っていると考えられる。
過年度には、「まず、就職選考として想定される複数の方法をプレ体験し、自分の苦手な分野
を認識してもらい、そのうえで、選考方法ごとに個別支援を行う企画への参加を促すという二段
構えの企画（就活直前：自分試し）や、志望業界別に JAが面接官となり模擬面接を行う企画（面
接道場）」など、多様な企画が JAの自主企画として実施された。
これらは、キャリアセンター承認の企画として実施されるため、適宜、キャリアセンターの職

図 1　スチューデンツ・ネットワーク制度
（出典：立命館大学キャリアセンター提供資料より抜粋）
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員に指導・助言を受けながら運営し、企画実施後には、「動員目標と実績」あるいは「期待した
教育効果と受講者からの評価」というような自己の企画・運営能力に対するフィードバックも受
ける。組織参入前に、実践的な課題解決プロセスを体験する機会となっている。
2）JAによる個別支援企画：「JA訪問」

JAによる個別支援としては、例年 11 月から翌年 3月までの期間、「就職活動に関わる多岐に
わたる相談に対して、JAが自身の経験を基に親身にアドバイスを行うブース（JA相談ブース）」
をキャリアセンターのオフィス内に開設し、在学生からの相談に応じている。
これに加えて、2014 年度より、OBOG訪問のトライアルとして学内で「JA訪問」を体験して
みようという企画が新たに展開されている。これは、「① JA企画に参加した在学生を継続的に
フォローしたい、②学外でのOBOG訪問活性化のために、前段階の準備を JAとして支援したい」
という意向により 2013 年度の自主企画として実施されたものが、後にキャリアセンターの公式
企画になったピア制度のメリットが活かされた好事例である（図 3）。

図 2　自主企画のワークフロー
（出典：立命館大学キャリアセンター提供資料より抜粋）

図 3　「JA訪問」のワークフロー
（出典：立命館大学キャリアセンター提供資料より抜粋）
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これらの個別支援の実施は、詳細は後述するが、「プログラムとしてのメンタリング」を行う
機会となっている。それゆえ、他の企画とは異なり、担当学生には、「個人情報の保護」「傾聴ス
キル」「ハラスメントの防止」などのガイダンスの受講を推奨している。

2.3　JA 制度をキャリア発達の視点で捉える
まず、本稿で取り扱う「キャリア」や「キャリア発達」について整理しておく。「キャリア」
という概念は、研究領域に限らず多様な分野で多義的に扱われてきており、一様に定義すること
は難しいが、ここでは、現行のキャリア教育行政における定義に従い、「人が、生涯の中で様々
な役割を果たす過程で、自らの役割の価値や自分と役割との関係を見いだしていく連なりや積み
重ね（中央教育審議会　2011：17）」と整理して論を進める。
これらは、明示的ではないが、Super・Hall・Scheinなどのキャリア発達論的アプローチに基
づいており、いずれの理論的アプローチに立脚したとしても、概ね次のような共通点がある。①
キャリアには発達段階があること、②キャリア発達の段階には、それぞれ標準的な年齢層が設定
されていること、③各キャリア発達の段階には、個人が達成すべき課題が設定されており、その
課題を達成することで個人の心理的・社会的成長が促されるという点である。
キャリア発達段階の年齢層の区分やその名称は提唱した研究者により異なるが、概ね大学生は、
キャリア探索期として捉えられることが多く、社会に出る前段階として「職業を吟味し、暫定的
な選択をし、トライアルをする」という課題が共通して設定されている。そして、これらの発達
課題が達成されれば、次の段階である「（社会人としての）初期キャリア」への移行期を迎える。
まさに、JAはこの期間における活動であると考えられるため、Schein（1978）に従い、初期キャ
リアへの移行期である「キャリア参入期」の活動として JAを捉えて考察を進める。
キャリア参入期の発達課題としては、組織（職業）への適応があげられる。組織への適応は、
働く個人にとってはもちろん、参入する組織にとっても重要な課題であるため、新規参入者の職
場定着・モチベーション維持のために、様々な施策が行われている。
次節では、組織への適応プロセスである「組織社会化」について概観したうえで、JA活動が
組織社会化を促進させる機会となりうるかについて考察する 4）。

3　「キャリア参入期」の発達課題

3.1　組織社会化について
1）組織社会化の概念とその期間と区分
現代社会において「就職する」ということは、多くの場合、既存の組織に新規参入者として加
わり、その組織に適応して、「一人前」のメンバーとして活躍できるようになることを意味して
おり、この適応するプロセスが「組織社会化」と考えられている。組織社会化の課題には、①文
化的課題（組織や集団の規範・規則の受容）②役割的課題（組織や集団の中で、個人に割り当て
られた役割を獲得し、正しく理解したうえで必要十分なパフォーマンスを示す）③技能的課題
（組織から与えられた職務遂行に必要な技能を獲得し、必要十分なパフォーマンスを示す）があ
ると言われており（高橋　2002）、「組織への参入者が組織の一員となるために、組織の規範・



立命館高等教育研究 16 号

－42－

価値・行動様式を受け入れ、組織に必要な技能を習得し、組織に適応していく過程（高橋　
1993：2）」を組織社会化と捉えるのが一般的である。
また、これらの組織社会化課題の達成には、ある程度の期間が必要であり、組織社会化は、組
織参入時（入社時）に始まるのではなく、参入前から始まっていると考えられている。すなわち、
「自己理解や社会理解を進めながら職業を探索し、トライアルや選考を経て特定の組織（仕事）
に就業すること」を決定する時から、もう既に組織社会化は始まっていると考えられているので
ある。そして、この組織参入前の時期における社会化を「予期的社会化」と呼び、参入後の「組
織内社会化」と区別している。さらに、予期的社会化の時期には、社会人としての規範を受容す
ることも含まれており、この予期的社会化の時期における社会化の程度が、その後の組織内社会
化にも影響を及ぼすと考えられている（高橋　2002）。本稿では、前述の問題意識に基づいて、
この予期的社会化により注目して論を進める。
2）組織社会化の促進要因（組織・個人）
組織社会化の課題は、新規参入者の力だけで克服できるものではない。先輩や上司に相談した
り教えてもらったり、あるいは様々な経験を積むことによって学習が促進され適応が進められる
のである。適応を促進する要因には、人（上司・先輩・同僚）、儀式や訓練、さらに計画された
経験などがあり、組織は、新規参入者の社会化を促進させるために、入社式のような式典から新
入社員の集合研修やメンター制度など、様々な人事施策を実施している。組織が社会化促進施策
を積極的に行う背景には、組織社会化の結果として、組織コミットメントや職務満足度の上昇、
離転職意思の低下、パフォーマンスの向上、役割適応、メンタルヘルスなどに一定の効果が見込
まれることが明らかにされているからである（高橋　2002）。
近年、組織社会化研究において、前述のような社会化戦術（組織として、いかに個人を組織に
適応させるか）という議論に偏りすぎているという批判がある。これまでの議論では、個人は組
織による社会化戦術の影響を受けるだけの受動的な存在とみなされてきたが、そうではなく、自
らもまた人間関係の構築に励んだり、必要な情報を収集したり、環境を積極的に解釈することで、
組織への適応に向けて主体的な役割を発揮する能動的な存在と考えるべきだという主張である
（小川　2011）。このような個人が能動的なエージェントとなって、組織社会化を促進させるよ
うな前向きな学習（proactive learning）を行うことを「プロアクティブ行動」と呼び、これらの
行動が組織に関する学習をいかに促進させるかに関心が集まってきている。
すなわち、組織社会化を促進させる要因には、組織側の取り組み（社会化戦術）と個人側の要
因（プロアクティブ行動）とがあり、これらを効果的に組み合わせることで、より組織社会化が
促進されると考えるべきだという主張である。
3）予期的社会化時期における促進施策
予期的社会化時期においても、組織は様々な社会化戦術を行っている。従前より実施されてき
た「内定式」や「内定者懇談会」に加えて、近年は業務遂行スキルの習得を目的とした「資格取
得支援」や、翌年度の「採用試験」や「インターンシップ」のサポートを内定者に依頼するなど、
参入前に組織の規範や文化、求められる技能などへの理解を促す機会を提供している。
一方で、この期間における個人側の要因（プロアクティブ行動）に着目した実践や研究は、あ
まり多くは見られない。ここでは特徴的な先行研究を取り上げて整理しておく。
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まず、竹内・竹内（2009）では、組織参入前の「キャリア探索行動（自己キャリア探索行動・
環境探索行動）」をプロアクティブ行動として取り上げ、これらが参入後の組織適応に及ぼす影
響を分析しており、自分はどのような人間でどのような職業に興味・関心があるのかという自己
に対する理解を深める行動（自己キャリア探索行動）をより多く行った方が、参入時の組織適応
に肯定的な影響を及ぼすことを明らかにしている。
次に、林（2015）では、特定企業の内定者を対象に、「組織からの社会化戦術」と「個人のプ
ロアクティブ行動」が、それぞれ個別に、内定期の学生の組織に対する学習意欲を高め、結果的
に参入時の組織適応（組織コミットメントや達成動機）に肯定的な影響を及ぼすことを明らかに
している。プロアクティブ行動として、Ashford & Black（1996）が整理した行動類型から、「意
味形成行動」と「関係構築行動」を組織に対する学習の先行要因として取り上げ、行動頻度を測
定する項目を作成し分析を行っている。具体的には、不確実な状況に置かれた新人は、自ら情報
を探索することで自分の役割の曖昧さや矛盾を解決しようとするだろうと「内定先の組織や仕事
内容や関連ニュースなどの情報を意識的に探索する」ことを意味形成行動と捉え、また、組織内
で良好な人間関係を構築することで、組織に関する情報にアクセスでき、他者の振る舞いからそ
の組織でとるべき行動を学べるであろうと「他大学の内定者や内定先の先輩などと自ら交流を持
とうとする」ことを関係構築行動と捉えて、それぞれの行動が組織に対する学習に及ぼす影響を
分析している。結果、プロアクティブ行動は、いずれも組織への学習意欲に有意な影響を及ぼし
ており、これらより、組織としては、内定期間中に、内定者が自らの関心に応じて組織に対する
情報を検索するような働きかけや、組織参入前の内定者が組織内の他者と関係を構築できる機会
を設けることが、予期的社会化時期の施策として有効であることを示している 5）。
さらに、小川（2011）では、入社 3ヵ月後の新規参入者を対象に、「組織からの社会化戦術」
と「個人のプロアクティブ行動」のどちらが、組織社会化に対して相対的に影響力が大きいのか
を検討している。結果、それぞれが個別に影響を及ぼしており、組織社会化の内容によって判断
が分かれるが、組織社会化を統合的に理解するためには、組織・個人の双方から支援策を検討し、
組み合わせを考えることが重要であると指摘している。
これらより、予期的社会化時期における個人のプロアクティブ行動は、参入前の組織に対する
学習を促進させ、結果的に組織参入時の組織適応を促進させる可能性があることが示されている
と考えられよう。

3.2　組織社会化からみた JA活動に期待される効果
前述の議論を基にすれば、キャリア参入期における JA活動は、予期的社会化時期における個

人のプロアクティブ行動として捉えることができ、これらを積極的に行うことは、大学での学び
につながるだけでなく、卒業後（組織参入時）の組織適応にも肯定的な影響を及ぼすと考えられ
る。
具体的には、JA活動などで自己の経験談を話すことは、「内定先組織の理念や方針、そして、
なぜその組織を選択したのか」について、自己のキャリアや価値観と関連づけながら語ることで
あり、これらを、他者に伝達したり、先輩として質問を受けたりする機会は、自己のキャリア観
を再考したり内定先組織に対する学習を促す貴重な機会となるであろう。特に、竹内・竹内
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（2009 ＝ 2010）において、「自己キャリア探索行動」の影響力が指摘されていたように、組織社
会化の文化的課題である「組織の価値観や規範・行動様式を受容する」ためには、まず、自己の
価値観を知覚することが必要であり、組織と個人の双方の価値基準を深く理解してこそ、動的な
マッチング（すりあわせ）が可能になるであろう。
さらに、ここまでは組織社会化を促進させることを是とする方向でのみ述べてきたが、組織社
会化にも、いわゆる「過剰適応」という逆機能があることも指摘されている（稲葉ほか　2010）。
JA活動の場合も、予期的社会化時期に組織適応への意識を高めすぎると、過剰適応を引き起こ
すのではないかという懸念があるかもしれない。しかしながら、どれほど事前に学習しておいた
としても、実際の組織参入時には、誰でも何らかの「リアリティ・ショック」を受ける。その際
に、JA活動を通して、自分とは異なる組織（当然、異なる組織文化や規範を持つ）に参入予定
の JAメンバー同士や、OBOGから他組織の情報を事前に入手していれば、自分の参入する組織
の文化がスタンダードで、全てこれに合わせなくてはならないというような、極端な適応意識を
持たずに済むのではないだろうか。

3.3　メンタリングについて
過去のキャリアを振り返る時に、多くの人が「人との出会い」やその時に受けた恩恵や教訓を
語るように、「メンター」や「メンタリング機能」が人々のキャリア発達を促すうえで、大きな
役割を果たすことは自明のことであり、敢えて述べる必要はないかもしれないが、本稿の問題意
識である「JA（支援する側）の学びや成長」を、他領域のサポートプログラムと分けて考察する
ために、ここで、簡単にメンタリングの機能やタイプについて整理しておく 6）。
メンタリングは日常的に用いられる言葉であるが、日本の組織におけるメンタリングを整理し
た久村（1999）の定義を用いて、他のサポート概念との相違を明らかにしておくと、「メンタリ
ングとは、知識や経験の豊かな人々（＝メンター）がまだ未熟な人々（＝プロテジェ）のキャリ

4 4 4

ア形成
4 4 4

と心理・社会的側面に対して一定期間継続して支援を行うこと（p.44）［傍点は著者］」で
あり、「キャリア形成」に対する支援（キャリアメンタリング機能）を行うことが、ソーシャル
サポートなどの他のサポート概念と最も異なる点である。キャリア形成を支援するということは、
単なるサポートではなく、発達・促進という「教育的な意味」を持つことになる。この点が、メ
ンター／プロテジェ双方にとって、意義深い点であり難しい点でもある。
また、現在、メンタリングは、様々な分野で多様な形式で実施されているため、経営組織に焦
点を当てて、いくつかの基準でメンタリングのタイプを整理しておく。
まず、メンタリングには、日常的な自然な状況でなされるメンタリングと、プログラムとして
計画し実行される公式的なメンタリング（＝メンタリングプログラム）がある。次に、メンター
とプロテジェの関係性において、支援が一対一で実施される場合と一対多数で実施される場合と
がある。さらに、必ずしも経験豊富なメンターと未熟なプロテジェという組み合わせだけでなく、
同僚と相互にメンタリングを行うピア・メンタリングのような発達支援関係の有用性も明らかに
されている（Kram　1985）。このように、伝統的なメンタリング（自然発生的な一対一の経験豊
富なメンターからの支援）だけでなく、多様なタイプのメンタリングが行われている。
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3.4　メンタリング機能からみた JA活動に期待される効果と課題
前述の概念整理を基にすれば、JAの個別支援（JA訪問を含む）活動は、他領域のピア・サポー
トプログラムと比べて、「キャリア形成（キャリアメンタリング機能）」を重視している点から、
メンタリングと捉えることができよう。ただしタイプとしては、伝統的なメンタリングと比べて、
確かに先輩・後輩ではあるが、「経験豊富なメンターと未熟なプロテジェ」というほどの経験差
は見られないこと、また、ゼミナールやサークルのような自然発生的な関係ではなく、キャリア
センターによりマッチングされたプログラムとしてのメンタリングであることを認識して、以降
の考察を進める。また、これらの機会は、近い将来「組織でメンタリングを受ける側（プロテ
ジェ）」になる学生が、その直前に「メンタリングを行う側（メンター）」の立場を経験する先取
的な学習機会でもあると言える。
1）JA活動としてメンターを経験することの効果
メンタリングによる効果は、一般的に受け手側（プロテジェ）の効果が大きいように考えられ
がちだが、メンター／プロテジェ双方にそれぞれ効果があることが先行研究より明らかにされて
いる（久村　1999）。共通の効果として、キャリア発達やキャリア満足などのキャリア面への効
果と学習面への効果があげられている。例えば、プロテジェに対する学習効果としては、メンタ
リングを受けることにより、専門的な知識やスキル、組織内の人間関係の詳細な知識、社会人と
してのマナーなどを迅速に学習でき、これにより組織社会化が促進されると考えられている。ま
た、メンターに対する学習効果としては、メンタリングを行うことにより、自らの知識・スキ
ル・態度を再確認し向上させるとともに、育成能力やメンタリング能力を習得できることが確認
されている。さらに、メンタリングを行うことにより周囲の人々から得られる信頼や社会人とし
ての評価は、自己価値の認識を高め自信をもたらすと言われている（久村　2002：139）。
すなわち、JAとして個別支援を担当することは、メンター経験を通して、組織参入前に自ら

の知識・スキル・態度を再確認する機会になるであろうし、後輩や教職員より信頼や評価を得る
ことは、社会人として働くことへの自信をもたらすであろう。また、メンター／プロテジェの有
益な関係性を実感していれば、メンタリングに対する理解や意識が高まり、組織参入後には、プ
ロテジェとして、プログラムとしてのメンタリングのみならず自然発生的なメンタリングの機会
をも積極的に求めるようになろうことも期待できる。
2）JA活動としてメンターを行う際の課題
メンタリングがメンターとプロテジェそして組織に対して、ポジティブな効果ばかりをもたら
すかといえばそうではない。プログラムとしてのメンタリングは、一般的に「①参加者の募集
（メンター／プロテジェ）、②スクリーニング（不適切なメンターの排除）、③マッチング（メン
ターとプロテジェの組み合わせ）、④ガイダンス（教育・訓練）、⑤モニタリング（専門家による
メンタリング過程の管理）、⑥プログラムの評価」から構成される。どの程度厳密に運用される
かは参加者や実施される領域によって異なるが、完全に成功するプログラムばかりではない。不
成功・不完全なメンター／プロテジェ関係は、両者に自尊心の喪失やフラストレーションの増加、
ひいては相手や組織に対する不信感を生み出すことにもつながりかねないことが指摘されている
（久村　1997）。

JAでの個別支援活動に置換すれば、プロテジェにとっては「誤った情報を受け取ってしまう」
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可能性は否定できないし、あるいは逆に「過度に依存してしまう」こともある。このような先
輩・後輩間の支援によって起こりうるネガティブな状況は、JA活動に限らず大学における日常
生活でも見られることであろう。しかしながら、JAの個別支援活動は、人間関係が成熟してい
ない状態で「キャリアメンタリング」を行うため、想定以上のネガティブな関係をもたらしてし
まう恐れがある。それゆえ、前述のプログラム構成でいえば、「④ガイダンス」や「⑤モニタリ
ング」という点でキャリアセンターに十分な配慮が求められるであろうし、プログラム設計時に、
メンター／プロテジェの関係性を可視化できるようにすることも必要であろう 7）。
また、現状では、JA活動をはじめ他大学でもあまり注視されているようには見えないが 8）、
大学生が、後輩に対してキャリア支援を行うことには、ストレスが伴うことを認識しておく必要
がある。個人のキャリアに関するアドバイスは、場合によっては、相手を傷つけたり相手から拒
絶されたりということもありうるため、メンター自身も「気を遣って」対応しているはずである。
新藤（2014）は、教職課程の大学生を対象にした分析により、学生がメンタリングを実施す
ることとメンタリングを受けることとのバランスが偏ると、精神的健康に悪い影響を及ぼす可能
性を示唆している。特に、キャリアメンタリング行動について、自分が「していること」が「さ
れていること」に対して、割が合わないと認識している場合、精神的消耗を引き起こすことを指
摘している。これに対して、社会・心理的メンタリングについては、このような傾向は見られて
いない。
これらから勘案して、先輩ではあるが、年齢差（所属年数）の小さい大学生にとっては、心
理・社会的な支援に比べて、キャリア支援のメンタリングを行うことは負担も大きい。それゆえ、
専門家（スーパーバイザー）による適切なモニタリングやストレスマネジメントを行う必要があ
ろう。

3.5　学生アンケートから見た JA登録者の特徴と課題
これまで述べてきたように、支援する側にキャリア発達の面から成長が期待できるとしたら、
より多くの学生に JA活動（あるいは類似する活動）に参加してもらうことは、キャリア教育の
点からも望ましい。そのために、ここでは、誰が JAに登録して、積極的に活動しているのかに
ついて、卒業時の悉皆調査「卒時アンケート」を参考に対象者の拡大可能性について探索的に検
討してみる 9）。
まず、JAへの登録は、主にキャリアセンター職員が声を掛けて登録を依頼する「個別依頼制」
であり「公募制」ではない 10）。そのため、JA活動意欲がありながら依頼されていない学生もい
れば、JA登録者の中にも「①登録のみの学生②キャリアセンターからの依頼があれば協力する
学生③企画に参加した学生④企画運営に関わった学生」と活動意欲には幅がある。ここでは、JA

登録者のうち①と②を「JA活動関与層（以下：関与層）」、③と④を「JA活動積極的関与層（以下：
積極的関与層）」と分類して分析を進める。
1）大学での学びとキャリア意識について
進路選択についての納得度や将来のキャリアの見通し、正課内・外の経験と将来の仕事との関
係について、とても納得している（強くそう思う）～全く納得していない（そう思わない）まで
の 6件法で尋ねた結果について、各層の平均点を全体（母集団）と比較した結果を以下に示す
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（表 1）。得点が高い方がより納得（同意）していることを示している。
「関与層」「積極的関与層」ともに、全体平均（母集団）と比べて、「進路納得度」や「将来のキャ
リア見通し」において有意な得点差が見られた。これは、JAが「個別依頼制」であることから
当然の結果とも言えるし、キャリアセンターの選抜・依頼が妥当であったことを示しているとも
考えられる。しかしながら、ここで興味深い点は、「大学の正課で学んだことは、将来の仕事で
生かすことができると思いますか」という問いには、ほとんど得点差もなく有意差も見られない
のに対して、「大学時代の正課外活動の経験は、将来の仕事で生かすことができると思いますか」
という問いには、有意な得点差が見られたことである 11）。
勿論、正課外の活動は多様であり、JA活動を直接意味するものではないが、これらから勘案
して、JA活動を含めて、正課外の活動を省察し、将来のキャリアと関連づけて考える学習機会
を学生に提示できれば、JA活動を含めた多様な正課外活動への参加意欲を高めることができる
かもしれない。

2）OBOGなどの学外者との接点や影響力
次に、OBOGなどの学外者との接点や影響力による相違を検討するために、「進路・就職活動
を進める上で、最も有効であったキャリアセンターの企画」（表 2）と「最終的な進路決定にあ
たって、影響を受けた人（2名まで）」（表 3）を取り上げ、「JA活動なし層（以下：活動なし層）」
「JA活動関与層（関与層）」「JA活動積極的関与層（積極的関与層）」に分類し比較した。影響を
受けた人については、学生との関係性により「家族」「大学の友人・先輩」「社会人」「学内の教
職員」に再分類し、その構成比を比較した 12）。

表 1　卒時アンケート①：進路納得度／キャリアの見通し／正課内・外の経験と将来の仕事
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まず、「活動なし層」は、そもそもキャリアセンターの企画を利用していない者が多い 13）。全
体的には、「学内の企業説明会」や「窓口相談」の比率が高いが、「積極的関与層」では、「OBOG

関連企画」を最も有効だったと回答する者が多い。これらより、OBOG企画等で先輩から有益
な支援を受けたとの認識が、JAとしての積極的な活動につながっていることが推測される。

最終的な進路決定時に影響を受けた人（2名）では、「関与層」「積極的関与層」ともに、「社
会人」との回答比率が高いのに対して、「活動なし層」では、家族との回答比率が高く、特に「母
親」という回答が他の層に比べて顕著に高い。ただし、OBOGとの回答が低いのは、そもそも
彼らとの接点（OBOG企画や OBOG訪問など）が少なかったため影響を受けなかった可能性も
考えられる。また、JA制度は「個別依頼制」であるために、OBOGに最も影響を受けたと回答
するような層（386 名）であっても、たまたま依頼されずに、JA活動に参加する機会を逃した
者もいるかもしれない。
今後は、OBOGとの接点（OBOG企画や OBOG訪問など）を拡大させるとともに、OBOG企
画参加者を対象にした募集「公募制」についても検討すれば、OBOGの支援による恩恵を受け
た学生が、主体的に JA活動への参加を申し出てくれることも期待できる。
現状の「個別依頼制」の場合、公募制に比べてスクリーニングや事前研修を簡素化できるなど

表 3　卒時アンケート③：進路選択時に影響を受けた人

表 2　卒時アンケート②：最も有効であったキャリアセンターの企画



立命館大学のキャリア支援領域におけるピア・サポート

－49－

のメリットがあるが、今後、より発展させていくためには、依頼制と公募制を併用させることに
ついても検討する必要があろう。勿論、前述の OBOGに影響を受けた層であっても、当該学生
が必ずしも後輩の支援に適しているとは限らないため、支援組織であるキャリアセンターによる
スクリーニング機能やモニタリング機能、研修制度の充実を図ることも必要である。

4　まとめと今後の課題

本稿では、JA制度を整理したうえで、キャリア支援領域のピア・サポートにおける「支援す
る側」の成長を、「キャリア発達」の側面から検討した。JA活動時の学生は、キャリア発達段階
で言えば、初期キャリアへの移行期（キャリア参入期）にあたり、この段階で達成すべき課題は、
新規参入者として組織に適応するための準備（予期的社会化）を行うことである。先行研究の考
察により、JA活動は、予期的社会化を促進させる個人要因（プロアクティブ行動）として捉え
ることができ、JA活動を行うことは予期的社会化を促進させ、組織参入後の組織適応に肯定的
な影響を及ぼす学習機会となる可能性が示された。
管見の限りでは、このような視点から、ピア・サポートに期待される効果を検討したものは見
当たらない。日本では、いまだ新規学卒者一括採用が主流であるため、多くの学生が卒業前に半
年にも及ぶ内定期間を過ごす。それゆえ、この内定期間における学生の活動と成長を、予期的社
会化の視点から検討することの意義は大きい。
しかしながら、先輩をキャリア支援に活用したいと考える大学は多いが、支援する側の成長を
促し、支援経験を学びに活かすという視点に立った研修プログラムについては、十分に整備され
ているとは言い難い。そこで、本稿の知見に基づいて以下のような素案を提示することで、今後
の議論の端緒としたい。
1）研修プログラム素案：組織文化を理解するワークショップ

JAのプロアクティブ行動を「学びの機会」としてプログラム化するために、内定先の「組織
文化」を分析し JA同士で相互比較を行うようなワークショップ型研修を提案したい。
組織文化は、組織が持つ価値観のようなもので、これらを理解することにより組織社会化（特
に組織や集団の規範・規則の受容）が容易になる。組織文化は、「儀礼、遊び、表象、共有価値、
無自覚的前提」などの要素から構成され、これらは、「行動として表れるもの、これらの背後に
あるもの、そしてすでに意識されずに前提として考えられているもの」と重層的に構成されると
考えられている（稲葉ほか　2010）。そこで、参入予定の組織の文化をこれらのフレームにそっ
て調査・分析し、スーパーバイザー監修のもと、JA間で比較検討すれば、参入予定組織について、
客観的に理解を深めることができる。これにより、JA自身の予期的社会化を促進させるとともに、
後輩へのアドバイスの際に、良くも悪くも「自分の参入予定組織を特別視して」話すリスクを低
減できるため、双方にとって効果的な研修となるであろう。
また、このようなプログラムは、現在行われているキャリア教育（例えば、インターンシップ
の事後学習）に導入しても、同じような効果が期待できるかもしれない。インターンシップなど
を体験した学生が、「何となく感じる組織への違和感や適合感」を、組織文化というフレームを
用いて、複数組織の文化（価値観）を対比させることにより、自己の価値観を明確化させる機会
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になるであろう。
2）残された課題
最後に残された課題について整理しておく。本稿では、先行研究や既存データを活用して期待
される効果について示唆したに過ぎず、今後、改めて実証研究を行う必要がある。教育の質保証
の観点から、卒業生に対するアンケートを実施する大学も増えているが、今後は、大学の正課
内・外でのどのような学びが、彼（女）らの初期キャリアに影響を及ぼすのかという視点から、
卒業生アンケートを実施することも有意味であろう。
また、現状の JA制度のより良い運営や JA活動の拡大に向けて、専門家による適切なモニタリ

ングの必要性や、登録制度の拡充、研修制度の充実というような課題を提示したが、これらは、
担当部局のみで担えるものでも当該部局だけの課題でもないと考えられる。それゆえ、どのよう
な体制でマネジメントすべきかについては、広く「ピア・サポート」全体の課題として位置付け
て、全学で具体的な取り組みを検討し、実施・検証を行うことが望ましいと考える。
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注
1） 同調査は 2010 年度にも実施されており、同時点での導入率は 35.6％、実施プログラム数は 588 件で
あった。このうちキャリア支援領域は 39 件であり、短期間で 3倍以上に増加していることが分かる
（キャリア支援領域の件数は、報告資料より著者が算出した）。
2） キャリア支援領域のピア・サポートをキャリア教育プログラムと連携して、資格制度として位置付け
ている三重大学では、「履歴書に記載するなど、就職活動に活かすことができるものとして、取得を進
めている（中川　2015：28）」ことが報告されている。
3） キャリア・アドバイザー制度の概要や現状、期待される効果については、多賀谷ほか（2014）に詳し
い。
4） キャリア参入期の「社会化」には、組織への適応（組織社会化）と職業への適応（職業的社会化）が
あり、分けて検討すべきではあるが、JA活動は、特定の職業（専門職）として入職する層を主たる対象
とはしていないため、ここでは、組織社会化に着目して論を進める。
5） 林（2015）では、組織における社会化戦術として、「内定式」「職種別説明会」「フォーラムの手伝い」
「インターンシップの手伝い」への参加を取り上げて同様の分析を行っている。結果、プロアクティブ
行動が広範囲な領域で効果が見られたのに対して、これらの社会化戦術は、部分的な影響しか見られな
かったことが報告されている。
6） メンタリングプログラムについての詳細は、久村（2002）や Kram（1985）を参考にされたい。
7） JA制度に限らず、日本の大学におけるピア・サポートプログラムの訓練や研修は、欧米に比べて重要
性の認識が低く制度も充実していないことが課題として指摘されている（沖　2015）。

8） 例えば、白井（2010）の調査においても、「ピア・サポート活動の課題」について尋ねた結果を報告
しているが、支援者側のメンタルサポートについては言及されていない。
9） 既存データを活用した二次分析であり、分析結果は、あくまで今後の取り組みに向けた参考データと
してのみ取り扱うこととする。
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10） 他大学でも、「個別依頼型」が 64.9％と主であり、次いで「（依頼と公募の）混合型」が 31.3％、完全
な「一般公募型」は 3.7％しか見られない（白井　2010）。
11） 「進路・就職活動満足度」の得点には、天井効果が見られるため注意して考察する必要がある。
12） 影響を受けた人として 1名のみ回答した者がいるため、総数が回答者数の 2倍にはなっていない。
13） 「活動なし層」には、院進学者や資格試験受験者、教職希望者などが含まれているため、このような
データになった可能性もある。
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Peer Support in the Career Support Domain at Ritsumeikan University:
Junior Advisor Activities that Capture the “Career Entry Stage”

NAKAGAWA Yoko（Professor, Institute for General Education, Ritsumeikan University）

Abstract
The purpose of this paper was to examine the junior advisor（JA）system at Ritsumeikan 

University from the standpoint of career development as a case study on “what peer supporters 

learn” from peer support in the career support domain. In terms of the stages of career 

development, students engaged in JA activities have finished the career search stage and are 

making the transition to the career entry stage. The challenge to be achieved at this stage is 

anticipatory socialization̶preparing to adapt as a new entrant to an organization. 

According to previous studies, JA activities can be regarded as a personal factor（proactive 

behavior）for promoting anticipatory socialization. These activities were suggested to provide 

learning opportunities that positively affect organizational adaptation after entering an 

organization.

Keywords
Career Entry Stage, Developmental Tasks, Organizational Socialization, Anticipatory Socialization, 

Proactive Behavior, Mentoring
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特集

立命館大学におけるピア・サポート団体間の
連携を促す試み
― 課題と展望 ―

川那部　隆　司

要　旨
本稿では、立命館大学におけるピア・サポートの取り組みの高度化のための、ピア・サ
ポート団体間の連携に向けた取り組みを紹介する。特に、2013 年度および 2014 年度に実
施された「Assembly for Peer Supporters」に焦点を当てる。この企画が実施される至った
経緯や企画の内容を踏まえ、ピア・サポート団体間の連携の現時点における到達点を整理
し、継続的な団体間連携を実現する上での課題を考察する。

キーワード
ピア・サポート、学生支援、学内連携

1　はじめに

ピア・サポートは、「援助のための訓練を受けた同年代の仲間が、問題に直面した仲間を支援
する活動」（Cole, 1999: バーンズ亀山・矢部訳、2002）と定義される。大学教育の文脈においては、
「学生生活上で支援（援助）を必要としている学生に対し、仲間である学生同士で気軽に相談に
応じ、手助けを行う制度」（日本学生支援機構、2009）とされている。また、このピア・サポー
トを教育実践方法の一つとして捉えた考え方としては、Carr（1981）の定義がある。そこでは、
ピア・サポートを、学生・生徒たちに他の人を思いやることを学ばせ、その思い遣りを実践させ
る方法の一つであり、自らも学生・生徒であるピア・サポーターが、きちんとしたスーパービ
ジョンのもとで仲間の学生・生徒を援助する取り組みだとしている。
ここでは、各定義における用語の違い等については触れないこととするが、要約すると、ピ
ア・サポートの目的として以下の 2つを見出すことができる。1つは、ピア・サポート活動に従
事する学生を「学生を取り巻く問題を軽減するための労働力」として利用する目的である。これ
は、杉村・小倉・加藤・松岡・山田（2006）が指摘するように、「学生の心理的問題の多様化に
対して、専門家による相談窓口だけではなく、より軽微な問題の段階で気軽に相談できる窓口を
開設して、早期に解決する必要が生じた」ことを背景としていると考えられる。実際、ピア・サ
ポート制度を導入している多くの大学では、専門家による学生相談窓口を設けつつ、同時に学生
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による相談窓口を設け、日常的な友人や家族への相談から専門家への相談までの中間的な場とし
て機能させている。もう 1つは、「学生支援の取り組みや正課教育・正課外の諸活動、さらには
大学教育の運営に参画させ、彼らのモチベーションや学習に取り組む積極的な態度を、その相互
作用の中で高めていこうとする試み」（山田、2010）である。これはまさに、Carr（1981）のピア・
サポート・プログラムの考え方であり、ピア・サポートを教育実践の手法の一つと捉えられる。
さらに、いずれの目的に対しても、ピア・サポートの効果を示す知見は十分とは言えないものの、
特に実践研究事例として蓄積されつつある（たとえば、寺本・伊藤・伊藤・中村、2007：安田・
近田、2009、等）。

2　学内のピア・サポートの取り組みを総合的に俯瞰する仕組み

2.1．学内のピア・サポートを総合的に俯瞰することの利点
日本においては、2000 年に文部省から報告された「廣中レポート」と呼ばれる「大学におけ
る学生生活の充実方策について―学生の立場に立った大学作りを目指して―」を契機に、多くの
大学でピア・サポートが整理・展開されるようになった。たとえば、愛媛大学には「学習支援、
生活支援、障がい学生支援、留学生支援、高校生・新入生支援活動を通して『教え合い、学び合
い、助け合う』力を高めることを目的とした制度」として SCV（Student Campus Volunteer）制
度がある（泉谷・山田、2013）。SCV制度が始まった 2003 年時点で、既に 2団体がピア・サポー
ト活動を行っており、開始に合わせて設立された 4団体が加わり展開されてきた。その後、活動
の範囲や種類の異なる団体がさらに加わり、現在では 9団体 300 名近くの学生が活動をしている。
SCV全体の運営は教育・学生支援機構教育企画室が担当しており、全体の支援には学生支援セ
ンター所属の教員 1名を含む計 4名の教員が携わっている。9団体は各々が独自に活動を行うと
同時に、年数回にわたって全体での行事や研修が実施されている。これらの企画は学生が主体と
なって実施され、担当教員がそれへの助言を行ったり、広報活動の支援やコミュニケーション力、
後輩指導、新人獲得方法についてのセミナー等を実施したりしている。
愛媛大学と同様に、総合的なピア・サポート・プログラムを全学的に展開している大学の例と
しては、法政大学が有名である。法政大学では、2007 年に PSC（Peer Support Community）が設
立された。PSCは、全学で 500 名を超える学生スタッフが教職員と協働して活動している。そ
の活動範囲は広く、市ヶ谷、多摩、小金井の 3キャンパスにわたり、学生センターやキャリアセ
ンター、環境センター、図書館、学務部教育支援か、入学センター等と連携が取られている。
2000 年代以降、愛媛大学や法政大学をはじめ、多くの大学がピア・サポート・プログラムを
全学的な総合学生支援制度を整えている。しかしながら、本稿で取り上げる立命館大学には、24
のピア・サポート団体に 3000 名を超える学生が所属しているにもかかわらず、他大学に見られ
るような全学的な制度やピア・サポート団体を統括する組織が存在していない。この理由の一つ
として、立命館大学のピア・サポートの歴史の長さが挙げられる。立命館大学のピア・サポート
の端緒となったのは、1960 年代のオリター・エンター活動である。オリター・エンター活動は、
新入生の大学生活への適応をサポートすることを目的としており、学生自治会活動の一環として
始まった。そして 1991 年度には初年次教育、特に 1年生の小集団教育を中心に大学側と連携す
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ることが決定し、翌年度から活動が始まった。オリター・エンター活動に代表されるように、立
命館大学のピア・サポートの取り組みの多くは、学生が大学生活を送る上で直面しうる課題に応
じて独自に発展してきたという経緯を持つ。学生自治会あるいは有志の学生が中心になって設立
したピア・サポート団体もあれば、大学側が学生の力を活用する目的で設立した団体もある。そ
のため、学内においてピア・サポートの重要性や意義についての共通理解が容易に得られるとい
う利点がある方で、活動に従事する学生に対する訓練や研修が、担当部局ごとに行われており、
その質と量が十分に担保されていないという課題を抱えている。
愛媛大学や法政大学のように、学内のピア・サポートの取り組み全体を俯瞰する総合的な仕組
みやセンターを有していることの長所として、沖（2015）は以下の 3点を挙げている。1点目は、
業務の効率的な分担である。各団体はそれぞれの支援内容に対する専門的な知識や方法を持って
いる。しかしながら、ピア・サポート団体の支援を利用する学生側が抱える課題は、特定の内容
だけにとどまっているとは限らない。たとえば、留学を希望する学生であれば、留学先の選び方
や留学先での学びや生活についての情報を得たいと考えているだけでなく、当然ながら帰国後の
進路や就職についても不安を抱えていることが予想される。その際、留学に関する支援をする団
体と進路・就職に関する支援をする団体とが連携できていれば、情報の交換や他の団体の紹介等
が可能になり、より効率的なサポートが実現できる。2点目は、共通の研修である。各団体の支
援は領域的に異なるものであっても、たとえば、問題を抱えている学生とのコミュニケーション
の取り方、関わり方等は共通して求められるものである。研修を合同で実施することによって、
ピア・サポートの取り組みを進める教職員や各団体の中心的な役割を担う学生達の負担を軽減す
ることが可能になる。最後に、3点目として情報の共有が挙げられる。各ピア・サポート団体は、
組織内で打ち合わせや会議を繰り返し行い、自らの行動を決定していく。会議がうまく進められ
なかったり、所属するピア・サポーターの動機付けを高く維持することが難しいといった問題は、
たとえ教職員の支援・指導があったとしても、自らの組織の中だけでは解決できないことも多い。
また、新人の確保や研修についても同様の問題が生じうる。これらに対して、学内のピア・サ
ポートの取り組み全体を俯瞰する総合的な仕組みやセンターがあれば、互いの優良実践事例を共
有することができ、各ピア・サポート団体に携わる教職員はもとより、その運営の中心的役割を
担う学生にとっても有益な情報を共有することができる。

3　立命館大学におけるピア・サポート団体間の連携構築の取り組み

3.1　Assembly for Peer Supporters の取り組み
上述の通り、立命館大学ではピア・サポートの取り組みが他大学と比べても非常に活発であり、
その歴史も長い。しかしながら、そのことがかえって学内のピア・サポート団体を総合的に把握
し支援していく仕組みを作ることの弊害となっている。こうした状況について、学内の教職員だ
けでなく、ピア・サポートに従事する学生側からも、団体同士が互いに連携できる仕組みを求め
る声が上がり、「Assembly for Peer Supporters（以下、APS）」という企画が催されるに至った。
APSは、教育開発推進機構および教育開発支援課が中心となり、学内のピア・サポート団体と
その担当部局に呼びかけ、ピア・サポート団体間の連携を構築することを最終的な目標とした取
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り組みであった。
APSの特徴としては、学内のピア・サポート団体を統括する組織の設立やシステムの構築を
行い、その中に既存の団体を組み込む方法をとらなかったことが挙げられる。これは既存のピ
ア・サポート団体が数多く存在し、それぞれが独自に活動を展開していたことを考慮してのこと
である。各団体には独自の組織文化があり、ピア・サポーターとして活躍する学生に強い自負心
が育まれていることを踏まえると、新たな仕組みを作りその中に唐突に組み込まれることに対し
て強い抵抗が生じる可能性があった。そこで、初年度の APS2013 においては、携わる教職員や
学生自身に、ピア・サポート団体同士が連携することの必要性や有効性についての気づきを促す
ことに重点を置くこととした。

APS2013 は、以前より教育開発推進機構および教育開発支援課の主催による教学実践フォー
ラムの一つとして、2013 年 12 月 12 日に実施された。APS2013 自体は、学内外の学生を含めた
関係者に立命館大学のピア・サポートの取り組みについて報告する場であったが、そこでの報告
に向けて、複数のピア・サポート団体の代表者 1）が 3 回のワークショップを通じて、共通の理
解を作り上げていった。3回のワークショップはすべて教育開発推進機構所属の教員が実施した。
それぞれの内容を表 1に示す。まず第 1回のワークショップでは、参加した各団体の取り組みを
可視化し、分類を行っていく作業を通じて、立命館大学におけるピア・サポート活動が学生生活
のどのような側面に対して、どのように行われているかを共有することを目的とした。続く第 2
回では、第 1回で明らかにした多様なピア・サポート活動を効果的に進めていく上で、ピア・サ
ポーターにはどのような力量が求められるかについて、グループで話し合いながらまとめる作業
を行った。そして第 3回では、第 1回、第 2回で話し合った内容を踏まえ、立命館大学における
ピア・サポート活動の現状を分析、今後の展開について意見を出し合った。上述のように、
APS2013 では、携わる教職員や学生自身に、ピア・サポート団体同士が連携することの必要性
や有効性についての気づきを促すことに重点が置かれていた。そのため、3回のワークショップ
を通じて、担当教員が団体間の連携が必要であることを強調することはなく、自らの活動を整理
する中で、活動内容が違う団体が共通して抱える課題や問題意識を共有するよう働きかけた。

フォーラムの形式で行われた APS2013 では、3回のワークショップを通じて得られた気づき
を踏まえ、立命館大学におけるピア・サポート活動の発展に向けた提言を行った（図 1）。そこ
では、ピア・サポーターに求められる資質として、学生のニーズを的確に受け取り、適切な支援
ができること、学生同士の学びと成長の輪を広げることの 2点が挙げられた。さらに、これら 2
点をピア・サポートに従事する各学生が身につけ、学内のピア・サポート活動を質的、量的に向

表 1　APS2013 における活動内容
活動 実施日 内容

ワークショップ 1 2013 年 10 月 24 日 ピア・サポート活動の分類および可視化
ワークショップ 2 2013 年 11 月 14 日 ピア・サポーターに共通して求められる知識、技能、態度の発見
ワークショップ 3 2013 年 11 月 26 日 前回までの内容を踏まえた現状分析と今後の展望の検討
教学実践フォーラム 2013 年 12 月 12 日 3 回のワークショップの成果報告
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上させるうえで、4種類の連携が求められることが示唆された。それは、（1）ピア・サポート団
体同士の連携、（2）団体の枠を超えたピア・サポーター同士の連携、（3）ピア・サポート団体
およびピア・サポーターと担当教職員との連携、そして（4）異なる団体を担当する教職員同士
の連携である。（1）から（3）については、APS2013 に参加した学生から意見が出され、（4）
については、教職員側の気づきとして挙げられた。

3.2　APS2013 から APS2014 ヘ
APS2013 では、ピア・サポート団体同士の連携の重要性について、ピア・サポート活動に従
事する学生自身の気づきが得られた。その一方で、具体的にどのように連携を進めていけば良い
かについては議論がなされなかった。そこで、APS2014 では、団体間の連携を促進を可能にす
る方策について検討することを目的とした。教員がワークショップを担当した APS2013 とは異
なり、APS2014 では学生がワークショップの企画・実施の主体となった。これは、ピア・サポー
ト団体同士の継続的な連携を可能にする上で、実際に活動を行う学生の視点を欠かすことができ
ないと考えたためであった。同時に、APS2013 で重視した、大学あるいは他者から強制的に連
携を求められたのではないことを、再確認する意味も含まれていた。

APS2014 の中心となったのは、学生 FDスタッフ 2名と APS2013 参加者 3名の計 5名の学生
であった。学生 FDスタッフは、教職員と協働して大学教育の質向上のために活動する団体であ
る 2）。5 名の学生が、APS2013 を担当した教員 1名および職員 1名の助言を受けつつ、学内のピ
ア・サポート団体が連携するために何が必要か、またそれを作るためにはどのようにすれば良い
か議論を重ねた。そして、立命館大学のピア・サポート団体全体を俯瞰する「ピア・サポート・
マップ」と各ピア・サポート団体の活動内容等詳細を示した「ピア・サポート・プロフィール冊
子」の 2つを作成することが決定した。

図 1　APS2013 の様子（左・中央：ワークショップの様子、右：教学実践フォーラムの様子）

表 2　APS2014 における活動内容
活動 実施日 内容

ワークショップ 1 2014 年 10 月 28 日 ピア・サポート・マップの作成
ワークショップ 2 2013 年 11 月 14 日 ピア・サポート・プロフィールの作成
ワークショップ 3 2013 年 11 月 26 日 団体間の連携のイメージを得るための合同企画案の策定
教学実践フォーラム 2014 年 12 月 18 日 3 回のワークショップの成果報告
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APS2014 は、ピア・サポート・マップとプロフィール冊子の作成を目標として、前年度と同
様 3回のワークショップを行い、教学実践フォーラム（2014 年 12 月 18 日）においてその成果
を発信する形式をとった（表 2、図 2）。APS2014 には、13 団体 19 名の参加があった 3）。第 1回
のワークショップでは、ピア・サポート・マップの作成を行った。マップ作成において、まず、
既存の広報冊子に紹介されていたピア・サポーターの活動の 5領域（「生活」、「学習」、「国際」、「進
路」、「広報」）に、各団体の活動内容が分類された。しかしながら、これら 5領域は学年進行等
の継時的変化の観点が欠けており、支援を受ける学生の姿や支援を行うピア・サポーターの姿が
十分に反映できなかった。そこで、5領域を参考にしながら、学生の入学から卒業までの時間の
流れを考慮に入れ、再度分類を行った。

ピア・サポート・マップは、各ピア・サポート団体が、学生生活のどの時期に、どのような側
面の支援を行っているかを示したものである。立命館大学におけるピア・サポートの取り組みの
全体像を俯瞰する上で有用ではあるものの、各団体が具体的にどのような活動を行っているかに
ついて示したものではない。したがって、マップだけでは、実際にピア・サポート団体同士が連
携を進めることは難しい。そこで、作成されたのがプロフィール冊子であった。団体名称や担当
部局、サポート対象、活動理念といった基本的な情報に加え、団体間の連携を促すために、
「GIVE」と「TAKE」という欄が設けられている。「GIVE」は他団体に向けたアピール・ポイン
トであり、その団体が得意とする活動内容や他団体には見られない特徴、連携する際の強みとな
る点が書かれている。たとえば、正課の初年次教育に組み込まれているオリター・エンター団で
あれば、各学部新入生全員と連絡を取ることができるため、他団体と比べ、何らかの企画を行う
際の広報活動等を効果的に行うことができる。一方、「TAKE」は自団体に不足している点や他
団体に協力を求めたいと考えている点が記載されている。再びオリター・エンター団を例に挙げ
ると、留学やインターンシップを希望する学生に対して提供する情報が、個々のオリター・エン
ターの知識や経験に左右されてしまうことがある。こうした場合、オリター・エンターである学
生が留学やインターンシップに関する情報を入手する方法が提供されたり、相談に来た学生に対
して、留学やインターンシップに関する支援を行っている団体を紹介できるようにすることが望
ましい。

APS2014 における第 1回、第 2回のワークショップでは、ピア・サポート団体同士の連携を
促進するためのツールとして、マップや紹介冊子の作成が行われた。第 3回のワークショップで
は、APS2014 に参加していない団体が、マップや冊子の活用方法および実際の連携のイメージ

図 2　  APS2014 の様子（左：ワークショップの様子、中央：教学実践フォーラムの様子、右：教学実践フォー
ラム後の自主勉強会の様子）
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を得やすくするために、連携の具体例を検討した（表 3）。

4　課題と展望

ここまで、APS2013 および 2014 の開催経緯とそれぞれの内容について概観してきた。以下で
は、これらの取り組みを通じて、今後、立命館大学におけるピア・サポートの取り組みの高度化
に向けた課題を整理し、展望を述べる。

APS2013 では、3回のワークショップと最終報告会であるフォーラムを通じて、ピア・サポー
ト団体同士が連携することの必要性と重要性が、多くの学生と教職員の間で共有された。また、
APS2014 においては、ピア・サポート団体間の連携を促すためのツールとして、「ピア・サポー
ト・マップ」と「ピア・サポート・プロフィール冊子」が作成され、具体的な連携のアイデアも
提案された。2年にわたる APSの取り組みによって、立命館大学においてピア・サポートに携
わる教職員とピア・サポート活動に従事する学生とが、互いに連携していく基盤が整ったと言え
る。一方で、以下 3点の課題が残されている。1点目は、ピア・サポートの充実に向けた相互連
携の重要性の認識をさらに広める必要があることである。立命館大学には 24 のピア・サポート
団体が存在しているが、全ての団体がAPSに参加していたわけではない。APSに直接的に関わっ
た特定の団体間だけで連携が行われるのではなく、立命館大学におけるピア・サポートの取り組
み全体が有機的につながりを持つようにするためにも、今後一層の周知を行っていく必要があろ
う。
ピア・サポート団体間の連携における課題の 2点目は、実践事例の蓄積である。APS2014 では、
具体的な企画が提案されたが、現時点ではアイデア段階で止まっており、実施には至っていない。
原因としては、各団体の役割や協力を得るべき部局の明確化、各団体に所属する代表者以外のピ
ア・サポート学生への周知の方法といった企画の詳細が決定していなかった点で挙げられる。も
ちろん APS2014 自体は、複数のピア・サポート団体が合同で企画をするイメージを伝えること
を目的としていたため、概要を決定するだけでも十分であったが、関係者が通常よりも多くなる
ことを考えると、実際に何らかの企画を進める際には、徹底した計画立案が求められる。

表 3　APS2014、第 3回ワークショップで提案された連携案
企画タイトル 内容 提案メンバー

新入生、壁を越えて仲良く
なろうぜ！
（Beyond Borders）

新入生と留学生を対象とした、国際
交流イベントを実施する

文学部オリター、留学生チューター
TISA、GGP学生支援団体まいる、
JA

ピアサポ 1日体験ツアー
新入生を対象とした、キャンパス内
でピア・サポートの模擬体験ツアー
を実施する

学生広報スタッフ、留学アドバイ
ザー、RAINBOW STAFF

Insightful Open Campus
（より充実したオープン
キャンパスを作ろう）

入学希望者を対象としたオープン
キャンパスツアーへのピア・サポー
ト団体の協力・連携企画を実施する

入試広報学生スタッフ、障害学生支
援室サポートスタッフ、ライブラ
リースタッフ

ボランティアでやりたいこ
とみつけよう！

学部新入生を対象とした、ボラン
ティア体験企画の実施

経営学部オリター、学生コーディ
ネーター、D-Plus
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残されている課題の 3点目としては、APSのような複数の団体が連携するきっかけを生む機
会を、どのように継続的に提供していくかを検討する必要があることである。今後、ピア・サ
ポート・マップやピア・サポート・プロフィール冊子を各団体や担当教職員に配布したり、Web

上で公開したとしても、課題の 2点目としても挙げた実践事例の蓄積が進み、ピア・サポート団
体同士が連携することが学内に定着するまでには時間を要することが予想される。それまでの間、
APSのような取り組みを実施していくことが必要であろう。
立命館大学においては、2015 年度から新たなピア・サポート団体が設立され、既に取り組み
を始めている。この団体は、ピア・サポート団体同士の連携を促し、立命館大学におけるピア・
サポートの高度化を目的とする団体であり、「ピア・サポーターのためのピア・サポート」を行
うという意味で「P4P（Peer Support for Peer Supporter）」という名称がつけられている。今後は
上記の課題を解決しつつ、合同での研修や実習の開発・実施、さらには立命館大学におけるピ
ア・サポートの取り組みの効果検証等での活躍が期待される。

注
1）APS2013 には 13 団体から計 19 名が参加した。参加団体は、オリター・エンター、ES（教育サポーター）、
ライブラリースタッフ、JA（Junior Advisor）、留学生チューター TISA、D-Plus、学生 FDスタッフ、
GGP学生支援団体まいる、学生広報スタッフ、入試広報学生スタッフ、学生コーディネーター、障害学
生支援室サポートスタッフ、であった。
2）学生 FDあるいは学生 FDスタッフの定義については、特にピア・サポートの取り組みとの区別につい
て、明確になされていないが、沖（2013）では「学生 FDスタッフとは、その分野における専門性を持ち、
教職員と協働して大学運営や FD活動そのものへの参画や意見の表明等を行う学生、あるいはそれに伴
う学生主体の企画、事業の実施などに従事する学生。学生自治会に所属する場合もあればボランティア
や大学の正式な委員会に所属する場合もある」とされている。
3）APS2014 には 13 団体から計 19 名が参加した。参加団体は、オリター・エンター、ライブラリースタッ
フ、RAINBOW STAFF、JA（Junior Advisor）、留学アドバイザー、留学生チューター TISA、D-Plus、学
生 FDスタッフ、GGP学生支援団体まいる、学生広報スタッフ、入試広報学生スタッフ、学生コーディ
ネーター、障害学生支援室サポートスタッフ、であった。
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Promoting the Cooperation of Peer Support Groups in Ritsumeikan University:
Issues and Perspectives

KAWANABE Takashi（Associate Professor, Institute for Teaching and Learning, Ritsumeikan 

University）

Abstract
This paper introduces a series of approaches for the cooperation of peer support groups 

which aims to improve the peer support activities in Ritsumeikan Univeristy. Especially, the 

event “Assembly for Peer Supporters” held at 2013 and 2014 is focused on. Based on the 

background and contents of this event, the current situation of the peer support activities in 

Ritsumeikan University is described. And the issues and perspectives of sustainable 

cooperation of peer support groups are discussed.
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論文

学生ピアリーダーの成長プロセスと
その要因分析に関する質的研究

― 立命館アジア太平洋大学のティーチング・アシスタントへの
インタビューをとおして ―

秦　　　喜美恵・平　井　達　也
堀　江　未　来

要　旨
本研究の目的は、大学の初年次教育に関わるピアリーダー学生が在学中に経験する学び
と成長の過程を具体的に理解することであり、立命館アジア太平洋大学（以下 APU）の
初年次教育に携わるピアリーダーのを事例を分析対象とし、その成長過程にみられる変化
を段階として仮説化することをめざした。具体的には、APUの初年次教育科目において
ティーチング・アシスタントを 1年以上つとめた学生 10 名に対して、主に「ピアリーダー
としての経験内容」「ピアリーダー経験を通しての自己の変化や成長」「変化成長を促した
要因」について半構造化インタビューを行い、グランデッド・セオリーに基づき分析した。
その結果、ピアリーダー学生の成長プロセスを、活動開始から卒業時点にかけて 7段階に
分けて仮説化した。また、各段階における特有の成長課題やその克服につながる環境要因
の可能性についても論じた。今後、この仮説の実証研究を通して、ピアリーダー学生の成
長過程に対する教職員の気づきを高め、段階に応じた適切な介入や環境整備を行うための
施策の具体化に役立てたい。

キーワード
ピアリーダー、リーダー教育、初年次教育、成長過程

1　研究の背景と問題の所在

1.1　初年次教育におけるピアリーダーの活用
大学全入時代を背景に学生が多様化する中、高等教育機関では学生の基礎学力や学ぶ意欲の低
下が問題となっている。2008 年の文部科学省中央審議会答申では、学士課程教育の再構築に向
けて、「教員中心」のティーチングから「学習者中心」のラーニングへの転換が提言され、そう
いった学習者中心の学習を促進する方策の一つとして、「TA （ティーチング・アシスタント）等
を積極的に活用」することが挙げられた。「授業における指導（例えば、ディスカッション、討
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論など）への参画、授業外の学習支援など、TAの役割を一層拡大する」とし、TAの役割につい
て、単なる教員サポートを超え、クラス内外での双方向型コミュニケーションを促進する役割を
担うことが期待されている。また、「優秀な学部学生を SA（スチューデント・アシスタント）と
して活用する」ことも検討課題とされ、大学院生の TAのみならず、学部生 SAもピアリーダー
として、正課で活用する方向づけもなされた。
また、同答申では、特に初年次教育についても同様に重要性が示され、学習者中心のディス
カッションやディベート、協同学習、PBL（プロジェクト型学習・問題解決型学習）など、双方
向型の能動的学修が広く普及してきた（山田 2012: 172-189）。この文脈においても、クラス内外
での双方向型コミュニケーションを促進するピアリーダーの果たす役割は大きいといえる。ピア
リーダーは、初年次生のロールモデルの役割を担うと同時に、先輩として同じ学生目線で関わる
ことで、新入生の大学への移行プロセスを先輩学生として支援している（宮橋 2015）。初年次教
育科目に組織的にピアリーダー（SA、LA（ラーニング・アシスタント）、学部生 TA（以下、TA

と略す）など、呼び方は様々である）を活用している大学には、本学（TA）をはじめ、沖縄国
際大学文学部（SA）、関西大学（LA）、西南学院大学法学部（SA）、創価大学経済学部（SA）、立
命館大学（オリター）などが挙げられる（藤波 2014, 関西大学 2012, 毛利 2006, 神立 2012, 寺本ほ
か 2007）。
なお、ピアリーダーとは、「意図的にデザインされた教育サービスを提供するために選ばれ、
トレーニングを受けた学生（Ender & Newton 2010, Shook & Keup 2012）」のことであり、前出の
SA、また、新入生オリエンテーションに携わる学生スタッフや寮生活を支援をする RA（レジデ
ント・アシスタント）などのさまざまな学生リーダーを包括する概念である。日本の大学におけ
るピアリーダーの活用は、1992 年に全学規模でオリター制度を立ちあげた立命館大学の事例以
降（寺本ほか 前掲書）、文部省高等教育局（2000）の報告書（廣中レポートとも呼ばれる）によ
り「学生に対する教育・指導に学生自身を活用すること」が提言されたことを契機に広く普及す
るようになった（沖, 2015）。日本学生支援機構（2014）が平成 25 年に実施した調査では、ピア
サポートに取り組んでいる大学は、全大学の 43.6％に達しており、ピアリーダー研修成果なども
含めた活動内容の実践報告がなされている（山崎ほか 2005, 岩崎ほか 2005, 細川 2008, 秦 2010, 大
石ほか 2010, 土屋 2010, 橋村 2010, 小貫ほか 2012, 中川ほか 2012, 青野ほか 2013, 沖 2015）。川島
（2013：2）は、「これからの学生支援は、教育・研究という大学の使命を果たすための基盤形成
に資するという補助的な位置づけだけでなく、それ自体が組織的かつ戦略的な教育的関与である
との明確な位置づけの可能性が検討されてしかるべき」と指摘している。

1.2　立命館アジア太平洋大学（以下、APUと略す）におけるピアリーダー活用の概要
本節では、本学のピアリーダー活用の概要を述べる。APUでは、ピアリーダー活動を学生の
学びと成長を促進する教育的プロセスとして位置づけ、正課・課外において教職員が組織的に関
与し、育成スキームの構築を目指している。APUは、国内学生約 53％（3116 名）、世界 76 カ国・
地域からの国際学生約 47％（2766 名）、計 5882 名の学生を有しており（2015 年 5 月 1 日現在）、
ピアリーダーの出身地域もさまざまである。初年次生に対しては、正課の初年次教育科目すべて
において TAが学習支援を行っている（延べ約 270 名）。また、一般講義科目に関わっている TA
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は約 130 名である。課外では、各オフィスの管轄のもと、スチューデントオフィス（学生課）で
は、国際学生との混住教育寮の運営を担う RA（64 名）やその他のピアリーダー（112 名）、ア
カデミックオフィス（教務課）では、図書館および情報システムに関する支援（44 名）、ライティ
ングセンターでの個別支援活動（22 名）、留学へのサポートや言語支援（200 名）を行っている。
その他、アドミッションズオフィス（76 名）やキャリアオフィス（50 名）のもとで活動するピ
アリーダーを合わせると、延べ約 900 名を数える。
初年次教育科目に従事している TAは、表 1に示すとおりである。業務内容は、出席確認、資
料配布、課題の回収のみならず、小グループに対する演習指導、グループ・ワークの支援や介入、
レポートやプレゼンテーションに対する指導等が含まれ、必要に応じて授業外でも個別支援を提
供している。

表 1　初年次教育科目の概要と学部生 TA業務内容
新入生ワークショップⅠ
（登録必修科目）

新入生ワークショップⅡ
（登録必修科目）

APU入門
（選択科目）

FIRST
（選択科目）

授業の
目的

大学で必要不可欠な学
習技法・学習態度の獲
得

APUで必要不可欠な
異文化間協同・協働の
体験学習

大学生活全般への適
応、学習意欲・目的意
識の向上、大学の理
念・歴史の理解

異文化に対する興味・
関心の醸成、海外学習
への導入

授業の
方法

・言語基準別
・教員による講義と
TAによる演習の組み
合わせ
・特定のテーマについ
て少人数グループで学
習し、個人レポートを
執筆・口頭発表

・教員による言語基準
別の講義と TAによる
言語基準混合の演習の
組み合わせ
・言語基準混合の少人
数グループによるプロ
ジェクトの企画・実行
およびその成果につい
てのプレゼンテーショ
ン

・言語基準別に実施
・大学生活に関連する
様々なテーマについて
少人数グループでディ
スカッションし、話し
合った内容をクラス全
体でシェア
・セメスター終盤は言
語基準混合になり多文
化協同学習およびプレ
ゼンテーション

・国内学生は韓国（春
セメ）、国際学生は九
州（秋セメ）で 3泊 4
日の実習
・事前授業で言語学習
と調査準備、実習で少
人数グループによる異
文化オリエンテーリン
グと調査、事後授業で
実習の振り返りと調査
結果のプレゼンテー
ション

1クラス
あたりの
受講生数

最大 60 名 約 200 名（日本語基準
約 110 名、英語基準約
90 名）

30 名 ・韓国プログラム：約
75 名（国内学生）
・九州プログラム：24
名（国際学生）

1クラス
あたりの

TA数

5名 ・リーダー TA：4名
（日本語基準 2名、英
語基準 2名）
・TA：16 名（日本語
基準 8名、英語基準 8
名）

5名 ・韓国プログラム：約
13 名（韓国人学生）
・九州プログラム：4
名（日本人学生）

TAの
主な業務

演習の運営、グループ
ワークの補助、レポー
ト・プレゼンに対する
アドバイス・フィード
バック、出欠確認、資
料配布、課題回収・返
却

演習の運営、グループ
ワークの補助、レポー
ト・プレゼンに対する
アドバイス・フィード
バック、出欠確認、資
料配布、課題回収・返
却

グループワークのファ
シリテーション、個別
アドバイス・フィード
バック、出欠確認、資
料配布、課題回収・返
却

・グループワークの補
助、言語学習・調査準
備の補助
・実習中は手伝わない

秦・平井・立山「初年次教育科目におけるピアリーダーの活用：APUの事例」発表資料より 2014 年 2 月 8 日）
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必修科目である「新入生ワークショップ II」は日本語と英語の両言語を用いて行われ、全初年
次生（約 1400 名）を対象とする。国際学生と国内学生がそれぞれ 100 名のクラス分けられ、教
員が一名ずつ配置される。両クラスの担当教員がペアとなり、受講生合計 200 名の大クラス（全
7クラス）を運営する。200 名の受講生は、国際学生と国内学生混合で 25 名ずつの 8つの小クラ
スに分かれ、その小クラスではさらに国内学生と国際学生の混合で 1グループ 5、6名の 4グルー
プに分かれる。一つの小クラスを、国際学生と国内学生の TAがペアで担当し、一つの大クラス
を 8ペア 16 名の TAで運営する。さらに、各大クラスには、国際学生と国内学生混合の学部生
リーダー TA（以下、LTAと略す）4名が配置される。

LTAは教員と事前に授業の内容や小クラス運営方法の確認を行い、その内容を TAに連絡する。
TAペアは、その内容に留意して打ち合わせを行い、ガイドラインに沿って小クラスの準備をす
る。当日は、授業前打ち合わせの他、振り返りと翌週の内容共有のための事後打ち合わせを行う。
この科目運営にかかわる教職員、LTA、TAは全体で 112 名に上るが、授業の方向性やそれぞれ
の役割についての認識共有は、2種類の研修を通じて行われる。一つは、学期前に研修担当教員
が LTAに対して提供する 2泊 3日の合宿研修である。もう一つは、研修担当教員のスーパービ
ジョンを得た LTAおよび研修担当教員がその翌週に行う、2日間の TA研修である。

1.3　ピアリーダー活動の効果に関する先行研究の概要と本研究の目的
ピアリーダーの活用は、新入生にとって教育的な効果が認められるのと同時に、ピアリーダー
に対しても学びの機会を提供している。米国においては、責任あるピアリーダーの経験をとおし
て、コミュニケーションスキルが上がる、自信がつく、内発的なモチベーションが高まる、チー
ムで協同することを学ぶ、組織のあり方について理解を深める、時間管理を学ぶ、充実感ややり
がいを感じるなど、ピアリーダー自身の成長も報告されている（Owen 2011, Shook & Keup 

2012）。国内の大学におけるピアリーダーの成長についても、すでに多くの実践研究の蓄積がみ
られるが、本節ではそれらの主だった先行研究を概観した上で、本研究の視点を述べる。
まず、立命館大学の上級生の集団で構成されるオリターの成長ついては、就任前、就任中、終
了後に 6つの項目（積極性、社会性、責任感、コミュニケーション力、プレゼンテーション力、
問題解決力）をもとに 5段階評価で検証した結果、就任前と終了後では、約 90％のオリターの
平均値がアップしたことが報告されている（寺本ほか 前掲書）。次に、愛媛大学の SVC（Student 

Campus Volunteer）に所属する学生 124 名への質問紙調査と 9名へのインタビュー調査を行った
結果から、7つのコンピテンシーの平均値で特に高かったのは、「他者および集団・組織のため
に役立とうとする力」と「目的達成のために多様な他者と協働する力」であった。また、インタ
ビューの結果から、身に付いた力として複数の学生が挙げたものは、「多様な他者と関わる力」
と「目的・目標および団体のミッションに基づいた行動」の二つであった。活動に参加している
学生の主体性が育まれ、大学生活全体にも充足を感じている点が確認されている（泉谷ほか 

2013）。
ピアサポート活動にかかわった学生の成長とその成長を支える要因の関連付けを試みている実
践研究（鳥越ほか 2013）では、学生が「能動的に考えるようになった」、「新しい人間関係構築
ができた」、「他の人の役に立つことができるようになった」といった成長の実感と、それらの成
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長を支える背景として、能動的に行為せざるを得ない「環境」や「集団内の関係性」があること、
成功体験に基づく「動機づけ」があること、集団の能動的行為を促す「集団内の雰囲気（文化）」
があることの 4つの要素を関連づけている。
ピアリーダーの経験差に関する研究としては、前述の 7つのコンピテンシーのうち 4項目にお
いて、1、2回生よりも 3、4回生の方が高い値であったことが報告されている。また、宮橋（2014）
は、ピアリーダー自身がサポート活動の意義をどのように認識しているのかについて、ピアリー
ダーの経験年数を重ねることで「価値観の変容」や授業や学習への「コミュニケーションスキル
の活用」について認識が高まったことを報告している。
ピアリーダーの成長をプロセスの視点から分析した研究として、仲（2013）は、障がいのあ
る学生へのピアサポート活動を行った学生 7名の心理的発達の最初の段階として「信頼関係の構
築・コミュニケーション」を挙げ、次に「問題解決のための支援内容の検討・実施」、3段階目
に「自らのパーソナリティや価値観への気づき」、最後に「自他の成長とこれからの課題」の 4
段階のプロセスで説明している。また特殊な例であるが、学生が大学運営に参画している名古屋
大学物理学教室のインタビュー調査から、3年以上の経験年数を積んだ学生の成長段階を、「物
事を幅広く考える視野を身に付ける」、「企画立案・実行能力を身に付ける」、「主体的に行動する
意識を身に付ける」の 3段階で示している（安田ほか 2009）。前述のオリターの「伸びる瞬間」
について、253 件の自由記述から、「責任のある立場を経験した時」、「目標を持った時・達成し
た時」、「考え悩み・落ち込んだ時」など成長の契機となる 10 の瞬間が挙げられている（寺本ほ
か 前掲書）。
最後に、変容をより詳細なプロセスで描いた研究として、橋場ほか（2014）の質的研究が挙
げられる。二つの異なる大学で各 2名ずつ計 4名のインタビューデータの質的分析を行っている。
その結果、学修支援活動への参画を通して、学生は、大学のカリキュラムや組織や運営などの仕
組みなどの大学に対する理解を深めることで、大学コミュニティの一員としての役割を認識し、
学修への関わりを含めた学生生活の様々な側面に影響を与えることを導き出している。さらにこ
のプロセスが、主体的な学修姿勢を涵養することを示し、学生支援に従事した「学生の変容に関
わる要因間の関係と変容プロセスの概念関係図」を仮説的に解明している。
以上概観したピアリーダーの成長に関する先行研究を分類すると、主に以下の 3種類に整理さ
れる。つまり、（1）ピアリーダー活動に携わることで養われたスキルや態度の特徴を描き出し
ている研究、（2）成長の特徴のみでなく、その成長をもたらした背景や要因との関連づけを考
察している研究、（3）経験年数の差を含めた、時系列の視点から変容のプロセスを描いている
研究の 3カテゴリーである。これらの研究は、ピアリーダーの教育的価値を実証的に示し、教育
現場での実践に大きく貢献している。
一方で、幾つかの課題が残されている。それらは、（1）特定のピアリーダー活動における成
長やその要因分析に限定されており、他の大学生活における経験とのつながりから切り離されて
いる点、（2）時間的に 1～ 2学期の短期間における変化に焦点を当てており、4年間を通しての
長期的な視点からの変化が描きだせていない点、（3）成功体験や結果としての成長は描かれて
いるものの、そのプロセスで学生が経験する困難や失敗の様相や影響が分析されていない点、（4）
上記の 3つのカテゴリー、つまり成長の特徴、その促進要因、成長のプロセスのいずれかに焦点
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を当てており、これら 3つの視点から包括的・複眼的に学生の成長を捉えるアプローチがなされ
ていない点が挙げられる。
したがって、本研究の目的は、これまでの先行研究のこれらの課題点を克服し新たな知見を得
るために、初年次教育に携わったピアリーダーが、4年間の大学生活における活動をとおしてど
のような学びや成長を体験したのかについて、その変容プロセスを段階として仮説化することで
ある。具体的には、ピアリーダーの成長を多面的に解明するため、（1）学生が成長過程で経験
する失敗やつまずきを含めた成長プロセスの特徴、（2）成長を促進する要因、（3）卒業までの
長期的スパンから時間にそった経緯の 3つの視点から包括的に捉えることをめざす。

2　研究方法

2.1　研究対象
今回の研究対象は、立命館アジア太平洋大学で TAを経験した学部生 10 名である．対象者選
別の条件は、1）2011 年度卒業予定者であること、2）APU在学中に少なくとも合計 2学期以上
の間 TAを勤めたことの 2点である。対象者 10 名のピアリーダー経験の内訳は表 2のとおりで
ある。女性 6名（国内学生 5名、日本語基準の国際学生 1名）、男性 4名（すべて国内学生）で、
平均 TA経験学期数は 3.7 であった。また、TA以外のピアリーダー経験者（例：RA）は 8名であっ
た。

2.2　データ収集
上記 10 名の対象者に対し、半構造的深層面接法によるインタビューを通じてデータを収集し
た。「入学からこれまでの学生生活およびピアリーダー体験の概要」「TA経験の内容」「TA経験

表 2　在学中の TAおよび LTA・その他のピアリーダー経験の内訳
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を通しての本人の変化と成長」「変化と成長を促した経験や環境」を中心テーマとし、以下の手
順で日本語によるインタビューを実施した。
1．インタビュー実施までに、大学生活を振り返りその軌跡を曲線で描いてもらう（APU在学中
の気持ちのアップダウンを曲線で示し、その曲線に沿って主な出来事を記入したもの）ことで、
インタビュー時に大学での 4年間を想起する手がかりとした。この曲線をきっかけとしながら、
この 4年間でどのような体験をしたか、どのように成長したと感じるかを問う。
2．その成長過程の中で、TA・LTA経験の位置づけを問う。具体的には、TA・LTA経験はどの
ような経験だったか、自分にどんな変化があったか、TA・LTA経験がどのような気づきや成長
に結びついたのか、その次に何が起こったのか、APUでのピアリーダー以外の活動との関係な
どについて、具体的にたずねた。
各インタビューにおいては、執筆者の一人または二人がインタビュアーとなり、対象者一人当
たり 1時間半から 2時間程度の時間を費やした。すべてのインタビューは 2011 年 11 月から
2012 年 2 月の間に実施した。すべてのインタビュー音声は、対象者の許可のもと録音し、文字
起こしを行った。

2.3　インタビュー分析
録音から文字化されたインタビュー記録を執筆者 3名で読み合わせながら、グラウンデッドセ
オリーアプローチ（木下 2003）に基づきデータを分析した。具体的には、まず各執筆者がイン
タビュー記録すべてを読み込み、重要だと思われる発言に下線を施し、その内容を表すキーワー
ドを付した。この段階で生成されたキーワード数は 489 であった。その後、パットン（Patton 

2005）の Cross-case analysis法を使用して、執筆者 3名でこれらのキーワードを内容的類似に基
づいてグループ分けを行い、ピアリーダーとしての成長過程にみられるいくつかの重要な要素を
抽出した。この抽出作業の際には、インタビュー対象者のうち少なくとも 3名以上に共通してい
る要素を抽出した。またこのプロセスとは別に、各インタビュー対象者の個別のケースについて、
変化・成長の内容や促進要因を時系列で分析した。これらの 2種類の分析を統合して、APUに
おけるピアリーダーの成長プロセスおよびその促進要因に関する仮説段階を作成した。なお、こ
の質的分析のプロセスにおいて、内容的妥当性を高める目的で、質的分析の一方法である CQR

メソッド（Consensual Qualitative Research Method; Hill et al. 2005）、つまり、上記の各分析プロ
セス、つまり引用の抽出、キーワードの生成、カテゴリー分類、段階の生成において、分析者全
員が合意した時のみ採用するという方式を採用した。

3　結果の分析

APUにおけるピアリーダー学生の成長プロセスにおける特徴や成長促進要因についての分析
の結果を、以下 7段階に分けて説明したい（表 3）。これは、ピアリーダー活動開始時点（2年
生以降）から卒業までの数学期に渡る変化の様相をプロセスとして仮説提示するものであり、各
段階における特有の課題やその課題の克服につながる環境要因を成長文脈において捉える事を意
図している。したがって、ピアリーダーの成長過程が必ずこの 7段階を経るものであるという前
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提には立っていない。以下、段階ごとの特徴、克服課題、克服のための環境要因について記述す
る。

表 3　ピアリーダーの仮説的成長段階
段
階 各段階におけるピアリーダーの状態・課題 各段階において成長し、次の段階への移行

を促進する経験や機会

開
始

ピアリーダー活動への参加
・先輩への憧れ、先輩への不満、教員からの勧誘などのきっかけでピア
リーダー活動に参加する
・ピアリーダー活動に対して高い動機付けがあり、トレーニング等を通
じて準備を行う

1

難しさ・うまくいかない経験
学部生 TA業務を実際に始めてみたときに、学部生 TAとての難しさや
困難を経験する段階
・周りと自分を比較して劣等感を感じる
・先輩からのアドバイスや個性の強い学生の存在をプレッシャーに感じ
る
・教案が不明確で不安だと感じる
・自分の技量不足を認識し、自信を失う

・問題を認識する
・自分の状況と向き合う

2

踏ん張る・辞めない・投げ出さない
困難にぶつかって自信を失っても、あきらめずになんとか最善を尽くそ
うとする段階
・うまくいかない状況の中であっても、とにかくその場で踏ん張って、
最善を尽くす
・忍耐力が必要と感じる
・ピアリーダーに選ばれたという責任感を感じる
・担当教員や仲間のピアリーダーからの承認や信頼感によって、コミュ
ニティにとどまろうとする

・自信がなくてもとにかく最後までやる
・自分に出来ることや基本を丁寧にやる
・ピアリーダーを目指した理由を再確認す
る
・人と本気でぶつかり、反応を見る
・先輩や教員に相談し、助言や指摘を素直
に受け止める
・何度も試せる機会
・周りからの承認・信頼

3

等身大の自分を受け入れる
弱みと強みの両方を抱えた等身大の自分を受け入れていく段階
・人と比較しないでいいことに気づき、等身大の自分で振舞うことに価
値をおく
・失敗やそれに対する否定的評価を恐れない
・自由にできる場を前向きにとらえる

・実践経験を積み重ね、多様なスキルを身
につける
・自分なりのやり方でやらせてくれる場の
存在

4

自信の獲得・相手らしさの尊重
自分の能力を信頼し、結果を出せると自信を持てるようになると同時
に、相手の個性や成長を尊重できるようになる段階。
・自分が成長できることに確信をもつ
・自分で考え抜いて良いと思ったことは最後までやり抜く
・相手の成長を信じる
・他者の個性を引き出し、その成長に感動する

・これまでのピアリーダーとしての自分の
歩みや成長を振り返る
・コーチングのマインドとスキルを獲得す
る

5

視野・見通しの広がり
自己や他者の違いや特徴、個性についてより広い理解を得て、相手に合
わせてより柔軟かつ効果的に行動できる段階
・これまでの自分の成長を振り返り、自分の強みと課題を再認識する
・各学生の個性が深く理解でき、多様性を重んじる
・相手のニーズやスタイルに合わせて柔軟に動けるようになる

・チームの中でリーダーシップをとる
・受講生の学習スタイルや動機を促す要因
の違いについて理解を深める
・先輩リーダーや教職員から、自分のリー
ダーとしての特徴や課題についてフィード
バックをもらう

6

新しいことへの挑戦
身についた自分のスキルやスタイルを敢えて突破して、さらなる学びを
得ようと挑戦する段階
・自分の限界をさらに突破しようとする
・自分の強みを理解し、それをいかしつつも、さらに新しいスタイルを
育てようとする
・新しい経験や不明確さを恐れず、楽しむ

・自分の強みやスタイルに安住しない
・新しい経験のため、自分から主体的に動
く
・新しい情報を集める

7

学びの循環の創出
受講生、学部生 TA、教職員全体がお互いから最大に学べるシステムを
創ることに注力する段階
・後輩を育てる仕組みを作る
・ピアリーダー制度の改善のために働く
・後輩をピアリーダー活動に誘い、育てる

・大学の学びに関わる学生・教員・職員が、
お互いをから相互に学ぶという態度を持つ
・教職員がピアリーダーからのアイデアや
意見を活かし、教育システムの改善に結び
つける
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開始段階：ピアリーダー活動への参加
一学生がピアリーダー活動への参加を目指すにあたって、いくつかの状況がきっかけとなって
いる。まず、初年次教育のプログラムを受講している際に先輩ピアリーダーと出会い、自分もこ
うなりたいというあこがれの気持ちを持ち、自分もピアリーダーを目指そうとするケースがある。
同時に、自分を担当した先輩ピアリーダーやその制度自体に対して不満を感じ、自分はピアリー
ダーとしてもっといい働きをしたい、制度をよくしたいという思いが参加のきっかけとなること
もある。また、初年次教育を担当する教員からの声かけにより、活動に参加したというケースも
みられた。
なお、APUの初年次教育においては、ピアリーダーは書類審査とグループ面接審査によって
選抜され、準備のための研修を受ける。したがって、上記いずれの理由による参加であっても、
ピアリーダーとして活動を開始する時点では、一定レベルの動機付けや知識上の準備が出来てい
ると考えられる。
第 1段階：難しさ・うまくいかない経験
一旦活動が開始すると、新しくピアリーダーとなった学生は総じて「難しさ」や「うまくいか
ない」という経験をする。つまり、ピアリーダーとして満足のいく働きをすることは簡単ではな
いということを認識する。
ピアリーダーとして何を求められているのか、教案はあるものの、そこには必ずしもマニュア
ルのように詳細で明確な答えが与えられているわけではないことがこの段階では不安要因として
捉えられている。実際に活動を開始してみると、初年次生を前にして何をすべきか、どの程度グ
ループコミュニケーションに介入していいのかなど、ガイドラインでは示されない事柄について、
自分で判断しなければならない状況に置かれる。

「先輩はクラスの回し方とかすごく上手くて、“厳しくするけど、ちゃんとフォローもする ”っ
て言う感じだったので、私は厳しくするやり方もわからないし、自分がどんなふうにしたら
いいのかもわからなくて、（中略）「ああ、他の TAじゃなくて申し訳ないな」っていうとこ
ろまで思っていたから、逆に「どうやったら自分の自信のなさを隠せるのか」っていうこと
を初めは頑張っていました。」（No.8）

ピアリーダー活動においては、先輩や同期メンバーと共に働くことになるが、それも難しさの
一因となっている。ペア、またはチームで働くということについて、あるインタビュー対象者は
このように述べている。

「もう一人のペアの（学部生）TAとの関わり方とか話し合う時間とかどういう風に進めてい
くかっていうのはありましたね。ペアがどのように行動してくれるか、っていうのは自分に
はわからないので、自分はみんなが話し合い中に「こうしよう」と考えて動いてるんですけ
ど、ペアは逆に何もしてなかったり、とかいう意味でペアの人をどう動かせるかっていうの
は難しかった。」（No.3）

「実際に英語のパートナーの人とペアを組んだんですけども、その時はそんなにミーティング
をしたことはなくて、実際にミーティングをしたとしても、国際学生の子が来なかったりと
か、すごく日本人が頑張って、国際学生が通訳するみたいだったり、授業前のミーティング
も基本的に日本人しか来ていなくて」（No.4）
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「（先輩は）的確なんですよね。あの、シチュエーションも、アドバイスをする内容も。で、
僕はどうかっていうと、不器用で真っ直ぐに突っ走っていく人間だったんで。もうずっと
思ったこと、感じたことをそのままやってたんですけど、それがまあ、先輩にとっては、も
うすごく不器用に映ったんでしょうね。色々、ああだこうだ、言われて。お前はこれが違う、
あれが違う、周りをもっと見ろ、とかって言われて。」（No.9）

そういった周りのメンバーの優れた点と自分を比較して劣等感を感じ、また自分の技量不足を
強く認識していることから自信を持てない状況になっている。さらに、先輩からのアドバイスに
対しても、プレッシャーとしてネガティブに捉えていることが伺える。
このモデルにおいては、こういった障壁の認識が学びの出発点とも言える。ピアリーダー活動
を通じての成長を促すためには、この段階において、これらの障壁を克服課題としていかに認識
させ、向き合わせるかが重要な課題となる。
第 2段階：踏ん張る・辞めない・投げ出さない
第 1段階において、自分にとっての克服課題を認識したピアリーダーは、次に、その状況に対
して踏ん張り、とにかく辞めないで続ける、難しさゆえに課題を投げ出さないという段階に移行
する。実際には、困難さゆえにここで活動を辞める選択もありうるが、ここを乗り切ったピア
リーダーによると、選ばれた責任感を強く認識していたこと、また、担当教員や仲間の励ましや
承認によってこのコミュニティにとどまりたいと感じたことが大きな要因であったという。

「すごく辞めたいって言ったんですよ。でも、『自分がやりたいって言ったんだから、最後ま
でしなさい』って言ってくれて、甘やかしてくれなかったので、ここはまあ、結構ケアして
いただいて、（中略）すごい、みんなのサポートがあったんで」（No.5）

「“ 出会い ” でいうと、一番は先生ですね。何故先生なのかというと、ちゃんと見てくれる先
生。怒られるじゃないですけど、○○先生も○○先生もちゃんと自分を見て言ってくれる先
生だということがわかるから、「ストレスかかっても頑張ろう」って思えるし、超えていきた
いなっていうのは、期待に沿いたいなっていうのもあって、」（No.1）

とにかく辞めないで続けたことが、次の成長につながったというのがピアリーダーたちの実感
である。その中で、この段階を乗り越えるためにとった有効な具体的行動としてはまず、自分に
出来ることをよく考えること、基本的な作業を忠実に行うことが挙げられた。例えば、学生に
とって快適な教室環境を作るために机の配置や窓の開け閉めなどに配慮すること、ミーティング
に必ず出席することなどである。

「タイムマネジメントとか、プランに関しては、その場では絶対（そのとおりには）いかな
いってことはわかったので、どういう風に事前に対応していくかっていう、時間に柔軟に対
応していく方法、といいますか、『どこをどれくらい削ったらいいのか』っていう時間に対し
ての対応は良くなっていったかな、と思います。」（No.3）

「あとは教室環境というのも常に気を遣って、たとえばカーテンをあけるとか円にするとか、
学生が自主的にやるようになってくれて、私がやらなくても学生がカーテンを開けてくれた
りとかしてくれるようになって、（中略）そしたら学生自身も結構変わって、学生からも
フィードバックをもらって、すごい変わりましたとか」（No.4）

また、自分にできないこと、わからないことを教員や先輩や仲間のピアリーダー相談し、得ら
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れた助言や指摘に素直に耳を傾けることも有効であった。第一段階においては、先輩の指摘はむ
しろプレッシャーであったが、それを素直に受け止め、自分の学びの機会としてとらえることが
できるようになる転機である。

「そこ先輩にその点について言われて、（中略）一個言葉があって、自分を含めて、そこの全
体の雰囲気を上から見てる、見下ろせるようになれって言われたんですよね。自分がどうい
う振る舞いをしてるのか。で、それに対して学生が、（中略）グループワークとかに取り組ん
でるのかっていうのを、真上から全体を見渡せるようになれって言われて。（中略）ああ、こ
れが全体を見渡すってことなんだってその時初めて感じてましたね。そこを大切にしていま
した。」（No.9）

「『ああ、もっと頑張らなきゃな』って思いましたね。私が今まで学んできたことや経験して
きたことを形にしないと意味がないので、そこから『もっと他人に伝わるまで努力しよう』
と思いましたね。なのでやっぱり○○先生の言葉が大きかったと思います。」（No.10）
「あんだけぶつかることはないので。ふつう。あんだけぶつかって、人と作業したのはなかな
か。あんだけ我慢して。（中略）そうですね。まあ、人とぶつかれるようになれましたか。」
（No.7）

その他、ピアリーダーを目指した当初の気持ちを再確認することや、人と本気でぶつかって相
手の反応をみるなど様々な試行錯誤を繰り返すことが役に立ったようだ。
第 3段階：等身大の自分を受け入れる
第 3段階まで移行できたピアリーダーは、第 1段階でみられたような、人との比較の中で劣等
感を抱いたり、他者からのアドバイスを自分に対する否定ととらえることが少なくなり、弱みも
強みも両方抱えた等身大の自分を受け入れられるようになってくる。

「2回生の時はついていくことに必死だったから大して何もできなかったけど、3回生から自
分の気持ちを素直に伝えられるようになったかな、って思います。2回生の時は気を遣って
いた部分もあったし、正直に自分の気持ちを伝えられなかった部分もあったし、それでいい
のかもわからなかった部分もあったから、（中略）『どうやったら自分を隠していけるのかな』っ
ていう初めのころから、『もっと見せたいな』っていう私の気持ちの大きな変化があったのか
な、って思います。」（No.8）

「（LTAのとき）やっぱ人にさらけ出して、自分らしさが、まあ自分が出たっていうのもあり
ますし。そういう経験をして自分らしさをさらけ出して、（リーダーを）やりやすくなったっ
ていうのはあるんですけど。（中略）そのためには、まず自分が自分らしさっていうのをみん
なにさらけ出さないといけないのかなというふうに思いましたね。」（No.9）

「100 パーセントの自分ってなんなんだろうっていうのを、常にプレゼンテーションする時も
考えていたり、（中略）例えばこう、自分が格好良く見られたいとか思っていると、でも見ら
れているかなと思うんですけど、そこよりは、（中略）私の本当に伝えたい事を考えていくと、
全然緊張もすることなくプレゼンが出来たりして…」（No.4）

この段階から次の段階に移行できたピアリーダーは、経験を積み重ねることが重要であると認
識している。この段階では、自由にやらせてもらえる場があることに対する感謝の気持ちも見ら
れ、第一段階での不明確さに対する不安感とは対照的である。また、実践を通してスキルを身に
つけている実感もある。
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「だから信頼関係もあるし、やっぱり裁量権と言うか、自由にやって良いよっていう部分も
あったし、もっと改善していきたいみたいなことは言ってたから、お互い意見の交換とかも
できるし。そこでモチベーションもあったし、しかもこの 5人の中でも色々話して、『こうや
ろう』もあったし、まぁそういうのが良かったのかな。」（No.6）

第 4段階：自信の獲得
第 3段階で「等身大の自分」として活動を続け、試行錯誤の中でスキルを身につけるうちに、
ピアリーダーは「このプロセスにおいて自分は学んで成長できる」という自信を持つようになる。
この第 4段階では、これまでの試行錯誤の実践経験から、自分が考え抜いていいと思った選択肢
について確信を持ち、最後までやり抜くことができるようになる。「成長」に対する確信が得ら
れることから、自分自身だけでなく、ピアリーダー仲間や初年次生の成長に対する信頼感も生ま
れる。

「教室全体を見る余裕があったので、切羽詰まる必要がなかった、っていうのはありますね。
例えばプレゼンとか聞いてても、2年生の時はどんなものが来るかわからないことの中で答
えるっていう形だったんですけれども、今はある程度予想が出来るので、その予想に対して
答えるっていう余裕が生まれるっていうことによって、より相手にとって効果的なことが言
えたりとかその先のことに関して言えるようになりましたね。」（No.3）

「例えば受講生から『これどうしたらいいんですか』ってワークショップ内で質問されたら、
答えるけれどもそれに自信がない自分もいたし、『他の（学部生）TAだったらなんて答えた
のかな』っていう風に思うような時もあったけど、逆に 3回生の時は一度経験していたりと
か一度学んできたりしたから、（中略）同じ TA間でも（中略）『これはこうしたらいいんじゃ
ないかな』って自分の考えに自信を持てたから、頼られることが本当に嬉しかったんですね。
だから 3回生では本当に自信を持って『こうしていきましょう』っていう感じに出来たのが、
私の中では大きかったですね。」（No.8）

さらには、自分が担当する初年次生が自分らしさを発揮することを促すようになり、その結果
としての成長に感動し、喜びを感じるようになる。

「反発的でもそれが革新的になるかもしれないですし、なんとも言えないんですけど、私は○
○君がみんなを巻き込んで何かをやっていくというのが、（中略）すごく素直に、私から見て
ですけど、APU入門のメッセージを素直に受け止めて伸びていったんじゃないかなと思いま
す。」（No.4）

「やっぱり 1つやりきったことっていう自信というか、次に絶対繋がって、全部一生懸命やら
ないと次に対する問題意識とか本当に自分が好きな事って何だろうっていうことが分かんな
いと思うんです。（中略）『一つ一つのことを中途半端にやってしまったら、次に進むステッ
プが違うステップになってしまう』っていうのがあったから、後輩には『とりあえず今やっ
ていることに対して全力を向けて！』って言っていて」（No.1）

つまりこの段階において、それまで自分自身の成長で手一杯だったところから、その枠を飛び
越えて、仲間や担当初年次生をも含めたものとなる。
第 5段階：視野・見通しの広がり
第 4段階で、自分だけでなく、仲間や初年次生をも含めた成長が関心事になることで、ピア
リーダーの視野には、自分の所属する初年次教育に関わる教員・初年次生・ピアリーダー全体が
含まれるようになる。第 5段階では、このグループを共に成長するコミュニティとしてとらえる
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視野の広さが備わるようになる。
実際、この段階に到達するのは上回生時であり、これまで自分が辿ってきた経験から、初年次
生や他のピアリーダーの成長変化についても見通しが利くようになる。その結果、チームを引っ
張る役割を果たそうという姿勢が生まれ始める。

「この時から実は、ここでミーティングしている時から、この中で一番ミーティングをまとめ
ているのは誰なんだろうっていう視点に移り変わったように思います。（中略）この人がああ
やっていうと、みんなが動くとか、○○ちゃんの場合は、それをサポートとか、で、そこか
ら始まって、普通の授業に参加する時も、どういう人がリーダーシップを発揮したらこの教
室が一番効率的に動くのかっていうのを考えるようになりました。」（No.5）

さらには、自分が担当する初年次生の一人一人の個性により注意を払い、深く理解し、多様性
を尊重しようとする姿勢も見られるようになる。第 1段階では負担に感じていた「個性の強い」
初年次生に対しても、この段階においては、その個性を多様性の一部としてとらえることができ
る。

「聞かれたときにどう答えたらいいのかってことがより鮮明に分かる、といいますか、Aとい
う答えは Cに対してそこからうまいこと話していく、という…なんていうんですかね。この
子にはストレートに伝えた方がいいかもしれないし、この子には回り道をさせていった方が
良いかもしれない、っていう答え方がよりわかるようになっていく、っていう感じですね。」
（No.3）

第 6段階：新しいことへの挑戦
広い視野をもってコミュニティとしての成長を促す姿勢をもつことで、この段階にあるピア
リーダーは、次に、新しい事に挑戦することで自分の限界を突破しようとする。これまでは、現
状の環境における最大限の効果を発揮してきたが、さらにその環境そのものを変革するといった、
枠組みを超えた変化を目指すようになる。

「APU入門の（学部生）TAのときから、今度、今受けている 1年生は 2年生になって一個先
輩になりますねと。で、一個上の先輩として、何か今度入ってくる 1年生に対してできるこ
とはないですか、企画ごとを考えることはできませんか、ということは前からあったんです
よ。（中略）このメンバーで一つ何か、今の APUになく、かつ新入生にとって何かいいイベ
ントを作りましょう、これが最終ミッションです、と言う風に投げかけたんです一番最初。
（中略）結果はどうであれ一回生が出す意見をもとにして何かを作り上げないとだめだなと
思っていたんですよ。」（No.9）

この変化は、これまでの経験において自分の強みを十分に認識できたことがベースとなってい
る。そのベースがあるため、もはや新しい経験や不明確さは恐れる対象となっていない。主体性
をもって、現状の変革に臨むことが喜びとなっている。

「ベースだけしっかりもう、自分の生き様の根底にあるものだけを大切にしようと思ってて。
（中略）1年生のためになることだけ大切にしてやっていこう。で、それ以外は自分が正しい
と思えるのをちゃんと見つけて、それを信じて、やりぬき通そうっていう風なスタンスを
持ってたんですよ。で、自分がそうやって考えぬいたことっていうのは、一番自信を持って
やれますし、なので、それは自分だけじゃなくて他の人に対しても同じことが言えるんじゃ
ないかな。だから自分で考えろ。自分のやり方を見つけろっていうふうに言ってたんだと思
います。」（No.9）
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第 7段階：学びの循環の創出
この 7段階モデルにおいては、ピアリーダー個人の視野や焦点が、自分から支援対象となる初
年次生、さらには教員やピアリーダーグループを含めたコミュニティと広がっていく。したがっ
て、自分がピアリーダー個人としてどう活躍するのかということよりも、大学という学びのコ
ミュニティが最大限に学べるには、自分たちに何ができるのかについて考え、行動するようにな
る。また、この段階は多くの場合は卒業年次の 4年次に当たることが多いため、自分が学んで来
た経験やスキル、およびアイデアや提言を、いかに後輩や教職員に伝えることができるかを重要
視するようになる時期でもある。その意味では、この段階は特に受け皿としての教職員の態度が
問われている段階とも言えるだろう。

「これからの学生なんですけど、絶対というか大半が怒られたことがない人や一人っ子でコ
ミュニケーションというか他人との関わり方に問題がある子がどんどん増えて来ると思うん
ですよ。そうなったときに、今とは違う性質を持った学生たちをどうやって育てていくかに
ついて、TA自身が勉強していかなければならないかな、と思います。それについて TA間で
考えるようなワークショップ、というかそこまで行けたらいいなと思います。」（No.10）

4　考察

本研究では、APUにおけるピアリーダー経験者へのインタビューを通して、学生ピアリーダー
の成長プロセスとその促進要因を段階に分けて具体的に検証し、一連の成長の流れの可能性とし
て仮説を提示した。では、今回得られた知見は、教育実践現場においてどのような意味を持つの
であろうか。
第一に、教育実践者がピアリーダーの成長過程を段階としてより具体的に理解することで、学
生個別の成長段階や違いに合わせた支援のあり方考慮し、より適切な支援や指導を行うことが可
能となる。この研究で明らかになったことの一つは、同じピアリーダーであっても、段階によっ
て、成長課題や促進する要因も異なるということである。学生支援を行う教職員がこの違いを意
識することで、個々の学生の段階に沿ったより有効な支援を行うことができる。
第二に、学生自身がここで示された成長変化の要素や要因を自分の可能性として認識すること
によって、自分自身の成長の可能性をより具体的に理解する事ができる。また、うまくいかない
ことであっても、今の自分を成長の一環として受け入れることができる。例えば、第 1段階にい
る学生は、困難にぶつかるのは間違いではなく、むしろ成長への入り口として必要な事だと気付
くことができる。
第三に、学生本人および教職員が、学生の成長を長期的なスパンから見守る姿勢をもつことが
できる。ややもすると私たちは、近視眼的な視点から学生を評価的に見る傾向があるが、成長の
段階を意識すれば、長期的視点で学生の変化・成長を捉えることができる。学生にとっては、自
分の成長過程を長い目で見守ってくれる教職員の存在が安心感と肯定感を与えるだろう。
また、仮説化されたこのピアリーダー成長過程の 7段階において、とりわけ重要な移行の過程
があることも、今回の分析で明らかになった。重要な過程の一つ目は、はじめの「難しさ・うま
くいかない経験」から、難しさにもかかわらずそこにとどまり、等身大の自分を受け入れられる
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ようになる段階（第 1段階から第 3段階）の流れである。自分の能力不足や悩みを認めるにはあ
る程度の心理的成熟が必要であるが、その段階に達していない学生は、自分の力不足を認めない、
もしくは、難しさにぶつかった途端にその活動をやめることがある。したがって、第 1段階から
第 3段階までのプロセスを無事に終えることが、ピアリーダーとして成長に対して決定的な要素
となる。この移行においては、ピアリーダー自身が、困難や力不足感は成長していく上で必要な
体験であり、困難を乗り越えることで成長できると信じられる事が必要である。そのためには周
りの教職員や先輩リーダーが困難の必要性と成長の可能性を信じ、学生に伝える環境が必要とな
る。
もう一つ重要な点は、第 5段階から 6段階への移行である。第 5段階にあるピアリーダーは自
分の能力やパフォーマンスに自信をもてるようになり、リーダーとしての活動にもその人らしさ
が活かせるようになる。一方で、自分なりの方法を会得することで、その範囲に留まってしまい、
本人が意識しないうちにそれ以上の成長が抑制されることが起こりうる。次の段階へ移行するに
は、これまで培ってきたやり方を一旦手放し、新しい挑戦に飛び込むことで、自分をあらためて
不確実な状況に置き、再度困難な状況を体験する必要がある。この成長を促すには、他大学のピ
アリーダー学生や、社会人となった元ピアリーダーなど、外の世界でさらなる成長を模索してい
る人々との交流が効果的であろう。
なお、この段階を実践現場で利用する際には、すべての学生がこの段階の順序通りに進むわけ
ではないということに留意すべきである。換言すれば、ピアリーダー支援教育は、学生の成長を
段階に当てはめることを目的とするのではない。学生の様々な成長の様相や可能性をより深く理
解する上で、参照できる枠組みを提供することがこのピアリーダー成長の段階を仮説構築した目
的である。

5　今後の課題

今後の課題としては、第一に、今回の研究では学生に過去 4年間を振り返ってもらったため、
実際の体験と記憶の間にずれが生じていることも考えられる。従って、今後はより短いスパン
（例えば 1学期ごと）に聞き取りを行い、実際の体験により近い聞き取りを行っていきたい。第
二に、今回提示したピアリーダーの成長の様相や段階についての仮説を、実証的に検証していき
たい。このピアリーダーの成長段階をアセスメントできるような質問紙を開発し、ピアリーダー
経験年数や自尊心、リーダーとしてのパフォーマンスなどの他要因との関わりについて実証的に
分析し、ピアリーダーの成長プロセスの諸相についてさらに多面的な理解を深めるとともに、ピ
アリーダー育成の現場において広く適用可能な支援の方法論や環境整備への提言を具体化してい
きたいと考えている。第三の課題としては、成長の阻害要因を明らかにすることがあげられる。
今回は、課題を乗り越え、成長を推し進める要因を分析したが、逆に、成長を抑制したり、逆行
させる要因も存在すると思われる。それらの阻害要因を明らかにできれば、そういった要因を抑
制するような介入も可能となる。第四に、学生の成長を促進する教職員の関わりについて、より
詳細に分析することである。学生の成長には本人の心がけや行動も大きな影響を持つ一方で、環
境や他者の果たす役割も大きい。今回の研究では、成長の促進要因を学生本人の体験に基づく解
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釈によって分析したが、今後は、環境要因や教職員の影響について、別の角度からより深く分析
していくことが必要となる。最後に、今回の研究では学生の過去の経験を振り返ってもらう回顧
的聞き取りを行ったが、今後の取り組みとしてはそれらのピアリーダー体験を通しての学びや成
長をその後どのように生かしたいと学生が感じているのか、また卒業生への聞き取りを通して、
ピアリーダー経験が卒業後の仕事に活かされているのかについても理解を深め、ピアリーダーの
学びがその後の仕事や生活に与える影響についても分析を行っていきたい。
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A qualitative analysis of growth process of student peer leaders and its facilitative 
factors: 
In-depth interviews with undergraduate teaching assistants at Ritsumeikan Asia Pacific University

SHIN Kimie（Associate Professor, Educaation Development & Learning Support Center, Ritsumeikan 

Asia Pacific University）
HIRAI Tatsuya（Associate Professor, Educaation Development & Learning Support Center, 

Ritsumeikan Asia Pacific University）
HORIE Miki（Associate Professor, Ritsumeikan International, Ritsumeikan University）

Abstract
The purpose of this research is to propose a developmental model of peer leaders who 

assisted first-year education at Ritsumeikan Asia Pacific University by exploring their growth 

and learning process. The researchers conducted interviews with 10 students who had served 

as teaching assistants of first-year education for more than a year. The semi-structured 

interviews asked for interviewees’ subjective understanding of（1）experiences as peer 

leaders, （2）growth and change process through those experiences, and（3）facilitative 

factors of their growth and change. The interview data was qualitatively analyzed using the 

grounded-theory approach, and peer leaders’ growth processes were hypothesized as a 7-stage 

developmental model, which also indicates facilitative factors for their growth. This research 

hopes to raise the awareness of university faculty and staff members regarding peer leaders’ 
developmental process and suggests effective interventions that possibly optimize students’ 
growth.

Keywords
Peer Leader, Leadership Education, First-year Education, Growth Process
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論文

立命館大学 SKP修了生の留学生活および
日本語学習の振り返りと修了後の状況

― 追跡調査の記述分析より ―

平　井　一　樹・今　田　恵　美
上　田　俊　介

要　旨
Study in Kyoto Program（SKP）の開始から 20 年以上が経過し、短期交換留学生のみな
らず、国際関係学部の英語専攻の留学生の受け入れなど、その規模と内容は大きく変化し
ている。留学生の専門や興味・関心も広がり、また学習上の配慮の必要がある学生も増加
している。さらに来日前の背景から、来日後の勉学、生活、そして帰国後の生活や勉学、
再来日した学生の仕事上の悩みなども多様化している。そこで、これらの実態を体系的に
把握するため、SKP修了生を対象に 3名の日本語教員が SNSでの繋がりを利用し、「今だ
からこそ言えること」という本音を探るアンケートを実施した。分析結果は SKP自体の
改善のみならず、今後の留学生への助言などに有効に活用できると思われる。

キーワード
留学生、短期留学、日本語学習、SNS、アンケート、追跡調査、逆カルチャーショック

1．はじめに

立命館大学で 1988 年に Intensive Japanese Language Track（IJL）が始まって以来、Study in 

Kyoto Program（SKP）は総合的な短期留学プログラムとして、質・量ともに大きく発展してきた。
SKP（2015）のパンフレットによれば、ヨーロッパ（41％）、アジア（25％）、北米（24％）、そ
の他（10％）と世界各国から多くの学生が SKPに参加している。A（上級）、B（中上級）、C（中
級）、D（初中級）、E（初級）、F（入門）の 6段階のきめ細やかなレベル設定があり、学生たち
の日本語能力に合わせた授業も当プログラムの特徴の一つである。
学生数の増加に伴って、ますます多様化する来日前後および帰国後の状況、さらには再来日し
た学生の生活および仕事上の悩みなどの実態を探るべく、SKP修了生を対象に 3名の日本語教
員が SNSでの繋がりを利用したアンケート調査を行った。その結果、SKP修了生の来日前から
現在に至る詳細な実態を掴むことができた。立命館大学の留学生の現状と課題については 1990
年に阿曽沼・上野によって調査が行われているが、1980 年代後半以降本格的に展開されるよう
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になった国際交流のごく初期段階のものであり、主に正規課程の留学生に焦点をあてたものであ
る。短期留学プログラムである SKPに焦点をあてた体系的調査は管見の限り見当たらない。ま
た、日本国内の他大学においても短期交換留学生についての調査は行われている（奥村・長谷川　
2007 他）が、十数名の留学生を対象とした小規模なものや、日本滞在時点での彼らの実態・意
識調査が多く、本調査のように修了・帰国後の追跡調査を行ったものはほとんどない。そのよう
な点からも、世界各国から多くの短期留学生を受け入れている本学の SKPに関する調査は、留
学生施策に関連する分野の研究に貢献することが期待される。それと同時に、この調査から得ら
れた知見を授業や SKPの運営、また現在学んでいる SKP生や今後の留学生のために活かせれば
と考えている。

2．調査の概要

2.1　調査方法
アンケートは、2015 年 8 月に行われた。著者 3名の受け持った 2009 年から 2015 年の SKP修
了生に Facebookなどの SNSで連絡をとり、ウェブ上で解答できるアンケートを Googleフォー
ムで作成し、その URL1）を送付した。Googleフォームで作成したアンケートは、設問による条
件的枝分かれを自動的に表示することができ、またラジオボタンによる複数選択にも自由記述に
も対応している。これは、選択式回答では見落とされがちな彼らの意見を丁寧に汲み上げるため
である。また、彼らの回答の負荷を減らし、本音での意見を得るために、設問は英語と日本語併
記で行い、回答も複数言語対応可とした。その結果、2009 年度から 2015 年度前期までの在籍者
1254 名のうち 12.9％に相当する 162 名（直接依頼した 242 名の約 67％）から回答が得られた。
直接依頼した 242 名は、執筆時に筆者 3名が SNSで繋がりがある修了生全員を対象とした。
28 の設問は、Googleスプレッドシートに自動的に入力され、3人の教員が最新のものを同時
共有した。28 の設問（表 1）は来日直後の心境、滞在時の活動や交友関係、帰国直後の心境、
留学生活の振り返り、現在の状況、と時系列に配置し、学生の記憶が喚起されやすいよう留意し
た。この時系列の設問の配列は、留学前後での学生の変化や成長を可視化するためでもある。紙
幅の都合上、実際のアンケートは URL1）を参照されたい。
調査結果は、簡単な統計と自由記述の質的分析により考察を行った。以下、28 の設問を大き
く 3つ（来日から帰国までの留学生活を通しての経験、留学生活の振り返り、現在の状況）に分
けて分析を行う。
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2.2　調査対象者の概要
調査の対象となった 2009 年度前期から
2015 年度前期までの回答者 162 名のうち、57
名が前期あるいは後期のみ SKPに参加して
おり、それ以外は 2セメスターあるいはそれ
以上 2）の期間参加している。日本語レベルは
様々であるが、参加者のうち、C（中級）レ
ベル以上の回答者 3）が全体の 9割以上を占め
た。また、SKP以前に来日した経験がある者
は 97 名に上り、国籍および地域や日本語レ
ベルに関係なく、日本に対する関心は概ね高
いと言える。なお、回答は留学生の母語を含
む「日本語以外の言語」でも可としたが、結
果的に日本語あるいは英語のみでの回答と
なった（日本語のみでの回答者 51 名、英語
のみでの回答者 92 名、両言語での回答者 19
名）。また、比較的日本語能力が高い英語圏
からの留学生の中にも英語で回答している者
がおり、回答者にとって最も意図を伝えやす

表 1　アンケートの設問

図 1　回答者の国・地域別内訳（人）
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い言語で回答したものと考えられる。以下、回答者のコメントはすべて原文をそのまま抜粋し、
最も重要だと判断した部分に下線を施した。

3．分析 1　来日から帰国までの留学生活を通しての経験

3.1　来日時のカルチャーショック
来日時、学生の多くが何らかのカルチャーショックを経験したと回答しており、その内容は多
岐にわたる。好意的な内容としては、日本人が皆時間に正確であること、礼儀正しく親切である
ことなど、日本人の気質に触れたものや、街の清潔さや安全性、自動販売機が多数設置してある
ことなどの利便性にまつわる驚きの声が多く挙がった。一方、否定的なコメントとしては、食べ
歩きがダメだと言われて驚いたというマナーの違いや、果物の高さ、クレジットカードが使えな
い店が多い、などの生活に関連したカルチャーショックが多かった。
以下のように日本人との接触場面で起こるカルチャーショックを挙げる者もいた。特に欧米系
の留学生には以下のようなコメントが顕著に見られた。
●　  Public Transport system was way more efficient, however, opening up to new friends as well as 

saying hi to strangers seemed a bit more difficult based on the atmosphere of the place and the 

fact not many Japanese are used to smiling and keeping eye contact with strangers when going 

about their daily lives.

●　Being stared at was a new thing for me. But besides that, nothing.

上記の二つは、日本人に対する挨拶や微笑みに対して、多くの日本人が微笑みを返してくれな
かったり、視線をそらしたりしたことに言及している。
●　Lack of accepting social interaction with friends and people.

●　  People were very polite, but sometimes being a foreigner in Japan is difficult because Japanese 

people sometimes stare at foreigners and even go out of their way to avoid them, which can be 

very discouraging.

上記の二つのコメントから、自分たちをなかなか受け入れてくれないこと、じろじろ見たり、あ
からさまに避けたりするといった一部の日本人の消極的な反応に、少なからずストレスを感じて
いたことがわかる。

表 2　回答者の年度別内訳（人） 表 3　回答者の性別（人）
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そのほか、「何時でもアルコールが買える」「お土産の文化」「スーパーに行くだけでもおしゃ
れをする」「すべてが小さい」「大学のサークル」などが挙がったが、これらに対して
●　Using Japanese 24 hours a day to communicate.

●　  （前略）the only thing that felt strange to me was that I couldn't read any word, but I was prepared 

for that so it was not a real shock.

など、少数ながら内省的なカルチャーショックを経験した者もいた。とはいえ、後述する「帰国
後の逆カルチャーショック」と比べると、「以前に日本を訪問していたのでカルチャーショック
と言えるものは特になかった」と前置きしている多くのコメントがあり、来日後のカルチャー
ショックはある程度想定内であったと考えられる。そう考えると、留学生が来日後体験したのは、
「カルチャーショック」というよりはむしろ、留学の目的の一つである「異文化体験」であった
とも言えるだろう。

3.2　留学生活を通して得た友人
異文化環境において安心して勉学に励み、実りある留学生活を送るためには、周囲の人々と友
好な関係を築くことが重要と言える。留学生同士の友人関係に加え、日本人の友人を作ることは、
日本社会や文化を理解する糸口ともなるだろう。しかしながら、横田（1991）や佐藤（2010）
では、留学生は日本人学生よりも留学生同士で親しくなることが多く、日本人学生とのコミュニ
ケーションに悩みを抱える場合が多いことが指摘されている。そこで、本調査では、SKPの参
加者がどの程度日本人あるいは留学生どうしで友人関係を築いたかを探るべく、留学生活を通し
て関係を築いた友人の数を尋ねた。彼らが留学中に得た日本人の友人と日本人以外の友人のおお
よその数は表 4の通りである。
留学生は総じて日本人との交流より留学生同士の交流を深めていると考えられる。留学生が履
修する授業の大部分は留学生対象の日本語授業であるため、物理的に留学生同士で過ごす時間が、
日本人との時間よりはるかに長いことも原因として考えられる。しかし、10 人以上日本人の友
達を作った留学生が 57 名であるのに対して、10 人以上日本人以外の友人を作った留学生が 101
人に上り 5）、そこに日本語のみでも十分に意思疎通ができると考えられる中上級レベル以上（B、
A、正規レベル）の留学生もその半数を超える 54 名含まれていることから、友達の数と日本語
レベルには直接的な関係はそれほどないと思われる。
また、上述の「カルチャーショック」に関する回答を参照
する限り、「日本人の人付き合いの仕方が変」「常に外国人扱
いされる」「人間関係の距離感」など、留学生は日本人と友
達になることを、留学生と友達になることより難しいと感じ
ていることがわかる。大学が留学生の友達作りにどの程度干
渉すべきかを判断するのは非常に困難であるが、交流会の開
催や、日本語ボランティア制度などの活用を通して、大学側
が留学生と日本人の接点を提供することもやはり必要なので
はないだろうか。

表 4　友人の人数

0 3 1 
1~2 30 10 
3~5 38 21 
6~9 32 27 
10 57 101

2 4) 2 
162 162 
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3.3　留学生活での勉強以外の活動
留学生活においては、教室外での活動も留学の満足度に関わる大きな要因であると思われる。
そこで、本調査では留学時の勉強以外の活動について尋ねた。分析に際しては、個々の自由記述
式回答からキーワード（アルバイト・クラブ・サークル活動名等）を抽出、類似した回答をグルー
プ化し、人数が多いものから順にラベル付けし構造化を行った。以下がその一覧である（表 5）。
1名が複数の回答を行った場合（例：アルバイトとクラブ等）は、それぞれを 1として各項目に
追加した。
その結果、全体の半数に迫る 80 名がクラブ・サークル活動に参加していたことがわかった。
その活動はスポーツ系、文化系、国際交流系など様々であるが、目立っていたのは、日本の伝統
文化に関連するクラブ等（武術系、伝統芸能、古代史など多岐に渡る）に属する者が多いこと、
また、語学や国際交流に関連する活動に参加した者が多い（21 名）ことである。
国際交流・文化交流・日本語や英語会話サークルに加えて、日中文化交流や、日独会話サーク
ルなど、自らの母語を生かした活動に参加していた学生もいる。また、他大学あるいは地域の
サークルに参加している者も数名いた。
以上のことから、多くの学生が積極的に日本語学習以外の活動にも参加しようとしていること、
その受け皿として大学内のクラブ・サークルが機能していることがわかる。そして留学生の関心
が、日本ならではの活動や国際交流に強く向けられていることが明らかとなった。
クラブ・サークルに次いで多かったのは、アルバイトに従事したもので、全体の約 3分の 1弱

（49 名）であった。特に彼らの英語力や母語を生かし、語学教師・通訳として働いた者が目立っ
ていた（22 名）。その理由の一例として、以下の記述が挙げられる。
●　  Besides study, I did not really join other clubs. However, I had a part time job teaching English. 

Since I did not have much opportunity to 

interact with Japanese students at school, 

that was a good chance to know more 

Japanese people.

大学内では日本人学生との交流機会がなか
なか見いだせない者もいる。そのような学生
にとっては、英語を教えることが、日本人と
出会うための貴重な機会となっている可能性
もある。
その他、日本国内・近隣国への旅行を挙げ
たものは 33 名と全体の 20％超であった。京都
の寺社仏閣などの市内観光（16 名）、ボラン
ティア活動（14 名）、和菓子・三味線・茶道・
書道クラスなどを利用した伝統文化体験（13
名）、Language Exchange・日本語チューター・
コミュニケーションルームの利用（12 名）、立
命館・SKPのイベントへの参加（9名）など

表 5　勉強以外の活動
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が続く。少数ではあるが、自らの専門のための調査等を行った学生（2名）や、教会などの活動
に参加した学生（5名）もいた。勉強以外の活動をしていない、と回答した者は 9名で全体の 5％
に過ぎず、学生が授業外に自主的に多岐に渡る活動を行っていることがわかる。
全体を通して、京都という立地ならではの日本文化体験や、日本人との交流・語学力の向上を
求めている学生が多いことが特徴として挙げられるだろう。そして、その学生のニーズに、立命
館大学のクラブ・サークル組織や、SKPの文化教室、Language Exchangeなどの制度が応えるこ
とができているとも言える。しかしながら、上記のように学内では日本人学生との交流機会を見
出せなかった学生がいることも見過ごすことはできない。今後さらに、プログラム・教師らが留
学生と日本人学生との交流の機会を積極的に設ける必要があるだろう。
この問いの回答から読み取れるのは、留学期間という限られた時間の中で、それぞれが学習、
文化体験、日本人との交流などを求めて自主的に活動を選択しているということである。教員は、
ともすれば教室内の行動のみにおいて学生を判断しがちであるが、それは彼らの一面に過ぎず、
教室外にも彼らの世界が広がっていることを心に留めておくべきであろう。

3.4　帰国後の逆カルチャーショック・違和感
逆カルチャーショックとは、帰国後に母国の社会や文化への疑問や抵抗感を覚えたり、孤独感
や留学先に戻りたい衝動を覚えたりすることである。この逆カルチャーショックが強すぎると、
母文化・社会への復帰の阻害となる危険性がある。この逆カルチャーショックについては、回答
者のほとんど（約 95％）にあたる 153 名が「あった」としている。以下、3．3と同様の方法で
回答数の多かった順にリスト化した（表 6）。しかし、回答は長文かつ多岐に渡るものが多く、
分類できなかったものが数多くあったことを付記しておく。

最も多かったのは、生活環境の違いに対する不満である（101 名）。特に、日本の生活環境の
利便性・サービスの丁寧さと比較して劣る、といったものが多い。コンビニエンスストアがない
（あるいは少ない）15 名、店の営業時間の短さ、置いている商品の少なさ、従業員の態度の悪さ、
効率の悪さ等の店のサービスに言及した者が 20 名、公共交通機関の不便さ、不正確さに言及し

表 6　逆カルチャーショック
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た者 12 名、食べ物の違い（味付けの濃さ、量など）18 名などである。街中や交通機関内での安
全性の欠如、清潔さの欠如を挙げた者もいた。
次いで、ふとした時に日本語（特に挨拶や、あいづち、反応など）や日本的なしぐさ（おじぎ
など）が出てしまうといったもので全体の約半数（85 名）にのぼった。
また、全体の約 3分の 1にあたる 56 名が、母国の人々の振る舞いについて違和感や抵抗感を
覚えたと回答している。そのうち、多く挙げられたのは、日本に比べて言動が直接的・対立的で、
失礼あるいは思いやりに欠けているように感じられるというもので 29 名、騒々しい・うるさい
と回答した者が 21 名であった。
上記の回答に比して、より深刻に捉えられるのは、友人や周囲の人々との間で孤立感を覚えた、
日本に戻りたい、憂鬱でさびしい、自分の国が好きではない、母語も耳にしたくなかった、自分
を外国人のように感じるといったような回答であり、全体の約 14％を占めた。友人に自分の経
験を理解してもらえない、友人との間に距離を感じる、友人が以前と違って押しが強く感じるな
どといったものや、留学によって卒業が遅れたために、友人がいなくなっていた、などは母文
化・社会への復帰に際して大きな障害となると思われる。
また、逆カルチャーショックのほうがカルチャーショックよりも強かったという回答も多かっ
た（9名）。カルチャーショックに関しては、渡航前にある程度心の準備をしておくことが可能
だが、逆カルチャーショックに関しては、無防備になりがちであることが原因としてあげられる
だろう。
一方で、留学による自身の変化や母文化と日本文化の違いへの気づきを客観的に捉えていた者
もいる。自身の行動が以前より丁寧で几帳面になっている（4名）、母文化と日本文化の違いが
わかった（1名）、留学により新たな視点を得ることができ、母文化をプラスの面からもマイナ
スの面からも捉えられるようになった（1名）などがそれである。
逆カルチャーショックとは、留学によって新たな価値観・視点を得たために起きることである
が、母文化・社会へ復帰する際のショックを極力和らげるために、学生の帰国前に大学や教員が
できることを模索する必要があるだろう。一例を挙げれば、以上のような結果をもとに、帰国後
の逆カルチャーショックの可能性を周知しておくこと、そして、これらは異文化・異なる社会を
経験したために起きる必然的なことで、客観的にそれらを捉えることでショックの緩和が可能に
なると指導することなどである。

4．分析 2　留学生活の振り返り

4.1　日本語能力試験（JLPT）の受験状況
留学生活を通して、どの程度の日本語力を得ることができたか
を測る一つの基準として、日本語能力試験（以下、JLPT）の結果
を参照することができる。そこで、JLPTの N1（上位）～ N4 の
レベルのうち、現在どのレベル 6）を保持しているかを調査した結
果が図 2である。7）。（162 人中）
回答からは未受験が半数を占めることがわかり、JLPTへの取 図 2　JLPT の受験状況



立命館大学 SKP修了生の留学生活および日本語学習の振り返りと修了後の状況

－91－

り組みの意識やモチベーション、必要性などが低いように思われる。しかしながら、帰国後に母
国で受験したり、再来日後に日本で受験した学生もおり、自己の日本語能力の証明や判定に役立
つ場合も多いと考えられることから、在籍中の取得を喚起するのも一案である。JLPTの対策を
授業で行う場合、選択科目にして、レベルに合わせて希望者だけに行うのも一つのやり方ではな
いだろうか。

4.2　留学が人生に与えた影響
留学が人生に与えた影響についての回答のなかで、最も多かったのは「将来の目標が明確化し
た・就職に結びついた」というものである（54 名、全体の約 33％）。特に SKP修了後、日本で
の就職を決めた者のなかで、留学経験がもとになったと回答している学生が多かった。
次に多かったのは、世界中の地域から集まった友人との交流により、視野が広がった、異なる
価値観・文化への理解と受容的な態度を獲得した、多角的な視点を得た、というものである（40
名、約 25％）。これは、ヨーロッパ、アジア、北米、その他地域と多国籍の留学生で構成される
SKPならではの特徴とも言えるであろう。全体の約 19％にあたる 30 名の学生が、世界中に友人
ができたと述べていることからもわかる（生涯の友人を得た、という記述もあった）。
日本文化との比較において、母文化を客観的に見る目が養われたとする声もある。同時に、実
際に住んでみることによって、日本文化をより深く理解することができたという回答もあった。
また、自己を客観視できる目が育ったという回答も見られた。留学生活によって、精神的な自立
ができ、自信がついたという回答や、これによって成長したという回答も数多くあった。留学経
験が、自分の人生においてかけがえのない素晴らしい体験であったと述べる学生がほとんどだっ
たが、これは、留学先が日本だからというわけではなく、どのような国に留学しても自己の成長
はあるという指摘もあった。一方で、以下のような記述もあった。
●　  （前略）I think the Japanese language and culture have a lot to teach us about how to get along 

peacefully and thoughtfully in a world where resources and physical space are going to continually 

be fewer as opposed to greater. （後略）
日本語・日本文化の特徴が、今後のグローバル社会において問題解決の一助になると思われる
記述である。開かれた人間になり、異文化の人ともうまくやっていくためのソーシャルスキルを
得たという回答（10 名、約 6％）もこれに関連するものと思われる。アンケート回答者のほぼ
全員（なし、あるいは、回答が難しいとした学生が各 1名いた）が、留学は人生にプラスの影響
を与えたとしている。上記の回答で得られたように、異なる社会に入り込み、多国籍の友人と切
磋琢磨することによって、彼らは多様な文化・価値観を知り、自らの視野を広げており、それに
よって自己の成長を促していると言える。日本語力・日本語学習意欲の向上をあげたものも 20
名（約 12％）いたが、これらは彼らの留学生活の一部であり、日本語教員は、彼らにとっての
留学の意義という大きな文脈の中での教育を目指していくべきだと思われる。

4.3　SKPや教師・職員へのアドバイスや意見・提案
「今だから言いたい SKPや教師・職員へのアドバイスや意見・提案はありますか？」という質
問の意図は、留学が修了して数か月から数年が経過し、ずっと伝えたかったこと、今考えるとこ
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れだけは言っておきたいなど、留学中に言えなかった本音を聞きたいという点にある。回答を分
類すると多い順に表 7のようになった。（内容的に重複あり）

①授業について
学生ごとの留学目的によって、授業を受けるスタンスが異なることがわかった。一つはあまり
プレッシャーを与えず自由に勉強させてほしいというものであり、一方はもっと厳しくやってほ
しいという意見である。相反する意見に対応するためには、まず SKPのスタンスを十分理解し
してもらった上で、学習者の留学目的を可能な限り達成できるように進めていかなければならな
いだろう。以下のような意見が代表的である。
●　  ほとんどの学生が日本を楽しむために来てるから、そんなに厳しく規則に従わせなくてもい
いと思います。テストや宿題などがそんなに多くある必要はない。

●　  大変でも頑張ってやったら、いい結果が待っています。目標を設定したほうがいいと思いま
す。学生たちが放棄しないようにたくさん励ましたり、しぼったりしてください。
次に、SKPでは日本語母語話者の学生のボランティアを登録し、必要に応じて授業に参加し
てもらうシステムが構築されており、一つの大きな特徴となっているが、このシステムを利用し
ての授業内ディスカッションにより日本語力が伸びたため、さらに回数を増やしてほしいなど、
評価する記述がいくつも見られた。
総合的には、授業やプログラム全体が非常によかったという肯定的な記述は 12 名おり、下記
項目の「感謝・謝意」の 22 名を合わせれば、一定の高い評価を得ていると言えよう。
②教師・職員について
教師もスタッフも親切で、個々の学生のニーズに対して敏感であり、いつも励ましてくれたと
いう回答は他の項目でも重複して数多く見られた。
●　  Everybody was nice and taught me so much. I may have lost motivation to study halfway through, 

but through the encouragements of the teachers, I managed to battle through and pass my exams.

一方、批判の声もあり、つまらない授業をしている、慣れない異文化環境に置かれ、ストレス
を抱えている学生に対してあまり厳しい態度を取らないでほしい、子ども扱いはしないでほしい
などという記述が見られた。個人差もあるだろうが、教員が各自の授業を振り返って、思い当た
るふしがないかどうか、振り返る必要があると思われる。
③文化・社会活動
教室外での文化や社会に触れる活動に関する記述は、本調査での学生たちからの最も多い要望
の一つのように思われる。留学生たちは日本あるいは京都に留学しているからこそ学べる内容を

表 7　アドバイス・意見・提案
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求めており、その留学経験に対価を支払っている。インターネットが普及した時代には、外国語
の文法や語彙はどこにいても学ぶことができ、さらに彼らの母校でも日本語クラスがあって、日
本語の学習自体は比較的容易である。現在、外国のリアルな経験は、味覚、嗅覚、触覚を伴った
生の体験や直接行動でなければ意味がないと言っても過言ではないだろう。SKPの日本語教育
も京都だからこそ経験できる学習内容が必要だということが多数の意見からわかった。また、祇
園祭などへ試験があって行けなかったことを悔やんでいる学生は 6名にものぼった。
●　  I fully understand and well aware of the fact the SKP students came to Japan to study the language 

so it requires us to come to university everyday, do homework, study for exams so on and so 

forth. However to a certain extent we are also here to study the Japanese culture and its people 

and there is no better way than to get out there（Japan）to explore and experience. For some of 

us it was and will be our first and last time we could come to Japan financially speaking.

④感謝・謝意
学習や生活経験で満足度の高い学生は次のような評価を記述してくれていた。
●　  Thank you so much! I was able to gain a confidence in my speaking ability, but also to realize that 

if I studied harder I could improve a lot more! Thanks to my amazing teachers I was able to have a 

great experience and really treasure my time in Kyoto and Rits and make me SO PROUD to say I 

studied there.

⑤住居・SKPバディ・友人
留学ではクラスメイトや支援してくれる SKPバディ、サークルやアルバイト先の友人、地域

の人々との関係も重要になる。3名の学生が、大学の留学生寮に住んでいる学生同士は関係がい
いが、自分でアパートなどに住んでいる学生は疎外感を味わっており、SKP全体で交流できる
機会を作ってほしいという要望していることは、大きな問題提起だろう。
⑥学習方法・宿題・課題
宿題の量やワークシートの効果について疑問を持っている学生の記述が散見された。宿題の量
については学生と十分話し合った上で合理的な量に調整することが必要だと言える。
●　  I understand that an "Intensive Language Program" should be intensive, but senseis, please 

understand that your class is not the the only class your students will take, so please watch how 

much homework you give them.

⑦クラスレベルの不一致
クラスのレベルに合っていないと感じる学生は常に存在し、さらに学生に納得してもらうため
のシステムも必要ではないかと思われる。
●　  Don't be so harsh on the placement test. The grammar lessons were too easy for me.

●　  派遣された日本語レベルが合わない場合は変える選択があったほうがいい。そうしないと、
半年、また一年の勉強の時間は無駄にするおそれがある。

⑧健康・心理
留学生の不安定な心理状況を理解してほしいという記述があった（4名）。気候や住環境、文
化・習慣の違いから、心身の調子がすぐれず、慣れるまで欠席や遅刻が続いたり、宿題の提出が
滞る学生は増える傾向にある。特に発達障害や精神的な問題などを抱えた学生の場合は、教師と
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職員が綿密に連帯し、対処していくことが必要である。
●　  留学にストレスはつきものです。自分を見失って、再発見するからこそ意味があるでしょう。
そのような不安定な環境の中で、日本語教室は単に日本語教育の場ではなく、学生にとって
一つの居場所として機能しなければならないと思います。悩んでいる学生を成績や課題のこ
とで追い込むのはあまりにも簡単なことです。（後略）

⑨来日前・来日直後の準備
来日前や来日直後に教えておいてほしいこととして、教室内での飲食や無断退出の禁止などの
日本の学校の習慣やこれから学習する内容（シラバス、漢字）を挙げた学生がいた。（2名）ゼ
ロ初級クラスの仮名学習は事前準備を実施しているので、初級から上級までの学習内容を事前に
説明することも可能だろう。学校習慣もパンフレットの作成などが検討できる。
⑩今、やりたいと思うこと
教科書を復習してみたいという学生もいた（1名）。多くの学生が教科書やハンドアウトを母
国に持ち帰っており、読み返す機会があることが想像できる。学習を中断している学生も、将来
再開する可能性があると期待できる回答であった。

4.4　現在、後悔していること
自由記述をグラフに示した項目で分類した（図 3）。（内容的に重複あり）留学後の「後悔」を
尋ねることは一つの関心点だったが、結果として 50 名が「後悔がない」と明言している。二つ
目に多かったのはやは「日本人の友達をもっと作るべきだった」ということである。ぜひこれか
ら SKPで学ぶ学生に参考にしてもらいたい。

図 3　後悔していること
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4.5　後輩へのアドバイス
多くの学生が「積極的にサークルなどの活動に参加し、日本語をたくさん話し、多くの日本人
の友達を作るべきだ」と共通して記述している。そして勉強と遊びのバランスをとって楽しむべ
きだというアドバイスはまさに学生たちが経験に基づいて語っている言葉である。
●　  Studying is important, never miss your classes, but take some time to enjoy the city and make it a 

point to go out every week! Work if that makes it easier to enjoy the city. The worst thing you can 

do is spend all your time in your room.

●　  着いたばかりに他の SKP生と日本語じゃない言語で話したらどうする！？わざわざ日本に
留学してるから日本語で喋ろ！（中略）日本語が上達しなかったら後で十倍で後悔するよ！
日本人は怖くない。逆に日本人はあなた外国人に怖がってるから会話なんて大したものじゃ
ないよ。日本生活を存分に楽しもうね。

5．分析 3　留学生の現在の状況

5.1　帰国後の状況の概略
「現在、どこでどんな生活をしていますか」という問いに関して、勉強あるいは仕事を目的と
して現時点で日本国内にいる者は 37 名にのぼった。そのうち 30 名が就労目的である。一方、全
体の 8割近くを占める 122 名が現在母国を含む日本以外の国で勉強あるいは就労していることが
わかった。また、日本語の使用状況に関しては、無回答を除くと、52 名が日常的あるいは大学
の日本語授業やサークルで使用しているのに対し、67 名が「あまり使用していない」「ほとんど
使用していない」「まったく使用していない」と答えている。使用頻度にかかわらず「使用して
いる」という回答には、「インターネットを通じて日本にいる日本人の友達と話している」「現在
日本人と結婚していて、夫婦で日本語を話している」「仕事で毎日使っている」などのコメント
があり、全体として話すことを中心とした使用状況にあることがわかる。その反面、既に卒業し
ていたり、日本語科目をすべて履修してしまったなどの理由から、授業で日本語を勉強している
者は 8名にとどまり、66 名が「自分で勉強している」と回答している。授業か独学かにかかわ
らず継続学習をしている者が全体の約半数の 83 名にものぼり、自習している者の多くが「SKP

で使用した教科書を復習している」「JLPTの準備をしている」と答えていることから、SKPで
の日本語学習が自律的な継続学習につながっていると言えるだろう。しかしながら、「勉強して
いない」者が 38 名おり、38 名に上る無回答者の多くは継続学習を行っていないと考えられるた
め、SKP修了後の継続学習の指針を、留学生が帰国する前にある程度示していく必要があるの
ではないかと思われる。

5.2　再来日希望調査
「また日本に行きたいと思いますか」という質問に関しては、全体の 7割以上を占める 118 名
（うち 1名は既に日本にいると回答）が再来日を希望していることがわかった。そのうち 66 名が
仕事や留学を目的として一定の期間日本で生活したいと答えているが、42 名が「日本に住むの
ではなく、旅行で再訪したい」と強調していることは注目に値する。おそらく彼らは留学生活を
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ある種の「体験」ととらえ既に満足を得ているか、あるいは日本での生活の上での苦労やストレ
スを再び経験したくないと考えているため、あくまで「再訪問」を希望しているのではないか。
また、無回答を除き、ごく少数（5名）だが、「特に行きたくない」と答えている。その理由と
して「留学から戻ったばかりなので国でのんびりしたい」「行きたくないわけではないが、今行っ
て自分が何をしたいかわからない」などが挙げられていることから、帰国後は日本での経験や思
い出にこだわらず、既に気持ちを切り替えていることがわかる。

5.3　再来日し、在学中の者
SKP修了後、再来日し日本国内の高等教育機関や日本語学校に在学中の者は 7名（そのうち、
1名は次セメスターでの来日が決定している者）で、全体の 4％であった。その動機は研究目的
が 3名、日本への関心が 2名、就労希望が 1名、無回答 1名であった。また SKP修了後再来日
までの期間は最短で 9カ月後、最長で 2年半後であり、修了後比較的早い段階で再来日している
ことがわかる。彼らの専門については、文学、経済、音楽が各 1名、立命館大学の国際関係学が
3名、日本語が 1名である。このことから、2度目の来日は日本語学習よりも、専門に特化して
いる者が多いこと、またその留学先として SKPでの経験を踏まえ立命館大学を選んでいる学生
もいることが明らかになった。自身の勉強で日本語を使用しているかに関しては、1名を除き使
用していた（無回答 1名）。現在の日本語能力に関しては、来日前の 1名と無回答の 1名を除く
全員が SKP在籍時よりも伸びていると回答している。
留学が人生に与えた影響との関連で見ると、SKPでの留学経験をもとに将来設計を見直すな

かで、日本への再留学を決意している者が多いことがわかる。また、2度目の留学は語学ではな
く、具体的な専門分野の研究を選択している者がほとんどである。彼らにとって、SKPでの短
期留学には、まず日本での学習、生活や環境を体験しその価値を確かめることによって、その後
の自らの専門分野での長期留学へ橋渡しをする役割があると思われる。2度目の留学先として立
命館大学を選んでいる者がいることからも、本学が一定の魅力的な学習・生活環境を提供できて
いるとも言える。

5.4　再来日し日本で仕事をしている者
162 名中 30 名が再来日して仕事をしている。JETプログラムなどにより小中学校で英語を教
える者が最も多く、次に民間企業、語学学校、市役所などの公的組織（学校事務を含む）と続く
（図 4）。仕事内容は、ALTとしての英語教育、語学学校での英語教育、ホテルの従業員への英語
教育、旅行会社、CGの研究開発やコンサルティング、翻訳・通訳、商標・ドメイン登録、マー
ケティングリサーチ、市役所での翻訳・通訳・ワークショップや交流イベントの企画及び実施・
在住外国人の支援・学校のための出前講座など、留学・留学生支援など多岐に渡った。短期留学
生でも留学後に日本で就職することが珍しくなくなってきていることを示している。
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5.6　再来日までの期間
帰国していない学生も含めると、3分の 2以上が 1年以内に再来日しており（図 5）、これは

注目に値する数字である。母国の大学を修了後、すぐに日本で仕事を得て、働き始めていること
がわかる。仕事で日本語を使うかどうかという問いに対しては、1名を除いて 29 名が同僚や初
級の英語学習者に日本語を使っていると答え、SKPでの日本語学習がその後の仕事に生かされ
ていること、日常生活での使用も考えるとその使用頻度は極めて高いことがわかった。次の問い
「今、日本語の能力はどうですか？日本語で困っていることなどはありますか？」を見てみると、
「話す・聞く」能力は SKP以来上達したという者がほとんどだが、「読む・書く」能力はあまり
伸びていないようである。特徴的なのは 8名が電話会話と敬語で困っていると述べている点であ
る。これは SKPの授業に取り入れ、練習する価値が十分あるタスクである。将来自国で仕事を
するとしても日本語の電話や Eメールへの敬語での対応は機会がある可能性が高い。

図 4　再来日後の仕事

図 5　再来日までの期間
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6．まとめ

1988 年以来 30 年近くの歴史を持つ SKPにおいて、来日前後を含む留学生の体系的な実態調
査は管見の限り見当たらない。修了生を対象に、彼らの留学生活における学習・課外活動の実態、
直面した課題・そこから得た成果・そして SKPでの留学経験が今の彼らにどのような影響を及
ぼしているかを明らかにした今回の知見は、SKPプログラムの今後の改善と発展に寄与するも
のと思われる。ここでは、SKPのこれまでの成果と今後の課題という 2つの側面から述べる。

6.1　これまでの成果
4.2 において詳述した通り、今回のアンケート回答者のほぼ全員が、SKPでの留学は人生にプ

ラスの影響を及ぼしたと述べている。SKPでの多国籍の友人との交流や、日本文化・社会との
接触により、多様な価値観を知って視野を広げ、成長できたとしている。それによって、自らの
進路を定めたという者、その進路が日本社会と関わるものであるという回答も多くあった。これ
は、日本の伝統文化の中心ともいえる京都に位置し、多国籍の学生を擁する SKPならでは可能
になったこととも言える。大学サークルや文化教室、授業内での日本人ボランティアとの活動な
ど、様々な交流の機会を留学生たちに提供できている仕組み作りの成果でもある。また、修了後、
約半数が日本語の学習を継続していたり、2割が再来日し日本語を専門や仕事に生かしているこ
とから、SKPでの日本語教育が彼らのその後の人生に繋がっていると言えるだろう。教員やス
タッフの献身的な対応が留学生活の支えとなった、他の学生にも勧めたいという声も聞かれ、本
プログラムが一定の評価を得ていると言ってもよいだろう。

6.2　今後の課題
今回の調査では、日本語学習よりもむしろ文化体験を優先させたい学生も多数いること、そう
いった学生は現在のプログラムでの授業の課題を負担に感じていることが明らかになった。SKP

の主旨は学習であるが、それを主眼に据えつつも、学生の状態を把握した上で柔軟な対応をして
いく必要も今後出てくるかもしれない。京都ならではの文化や社会の体験学習を織り込んだ授業
への要望にどう応えるかも今後の課題だろう。また、日本人学生との交流を望むものの、機会を
自ら探すことが難しい学生や、関係作りがうまくできない学生が散見された。そういった学生の
ために、より一層大学側が交流の接点を増やしたり、異文化理解のための授業を実施するなどの
必要性が示唆された。今回来日前から帰国後に至るまでの経験について調査したことで、留学生
のための継続した一連のサポートが必要であることがわかった。留学生活を円滑に始めるための
事前学習やマナーの指導、滞在時の精神面・学習面での継続した支援、帰国後の逆カルチャー
ショックを緩和する事前指導や、学習継続のためのアドバイスなどである。

7．おわりに

アンケートを書き終わったと連絡をくれた多くの人が「アンケートを書いていて、SKPで勉
強したのが昨日のことのように思い出され、楽しく答えることができました。ありがとうござい
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ます。」というような趣旨のメッセージを添えてくれた。アンケートが記憶を呼び起こし、何ら
かの助けになったのなら大きな喜びである。一人ひとりの留学生には物語があり、留学は人生に
大きな影響を与える。時として留学はその物語のメインテーマとなることさえある。立命館の
SKPで勉強しなければ、この人と出会うことはなかった。京都で、日本で仕事をすることはな
かった。そんな事例を考えると日本語教師は留学生の人生の一時期を預かって日本語を伝えるの
であり、小テストや宿題も大切ながら、もう少し大きな視野で日本語教育全体を捉え、対処して
いく必要があろう。図らずもこのアンケートをすることによって、教師もまた元 SKP留学生と
の絆を強めることができ、大きな幸せを感じている。膨大なデータゆえ十分な分析ができたとは
言い難いが、集まった貴重な情報を今後の教育に活かしていけるよう、今後も熱意を持って日本
語教育に取り組んでいきたい。
最後に、アンケートに協力してくださった元 SKP留学生の皆様に深く感謝申し上げます。

注
1） ＜アンケートのウェブ画面＞
 https://docs.google.com/forms/d/1qw93iybizl-fqVNwadJNOacsVi9RfeayT-Q1qCMJoS8/viewform

2） 最長で 5期に渡って日本語科目を履修した留学生（現 GS生）もいる。
3） 2 期在籍した場合は 2期目のレベル。3期以上在籍した場合は最終的なレベル。
4） ‘A lot’ と回答した者 1名を含む。
5） 筆者の観察では、Aレベルの留学生でも授業時間以外はお互いに英語で話している者が多い。
6） JLPTは N1 が最も難度が高く、N5 が最も低い。詳しくは日本語能力試験公式ウェブサイトを参照さ
れたい。

 http://www.jlpt.jp/index.html

7） 直近の試験を受けたばかりで結果がまだ判明していないという者も数名いた。
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Life of the Ritsumeikan University SKP Participants and Their Japanese Learning 
and Their Situation after Completion: 
Based on a follow-up Research via SNSs

HIRAI Kazuki（Visiting Lecturer of the Japanese language, Ritsumeikan University）
IMADA Emi（Shokutaku Lecturer of the Japanese language, Ritsumeikan University）
UEDA Shunsuke（Shokutaku Lecturer of the Japanese language, Ritsumeikan University）

Abstract
Now that it is more than 20 years since Study in Kyoto Program, or SKP was launched, its 

scale and content has been greatly changing with a wide range of foreign students, from short-

term exchange students to English majors enrolled in IR. As their specialties and interest 

become more varied, more consideration is necessary for students with learning disorders. 

Also, there is much more variety in their life background before and after coming to Japan. 

Moreover, their daily and student life back in their home country and the problems those 

working in Japan after graduation from their home university face are becoming more diverse. 

Therefore, in order to get a systematic grasp of the current situation of the SKP graduates, 

three Japanese language instructors involved in the program conducted a research via SNS on 

what the former SKP participants honestly feel about the program. The results are not only 

sure to bring about improvement of SKP itself but also can be used effectively as advice to their 

present and future juniors.

Keywords
foreign students, short period of study abroad, learning Japanese, SNS, questionnaire, follow-up 

research, reverse culture shock
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実践研究

立命館大学における
ライティング・サポート・デスクの理念と実践

― チューターの立場から振り返って ―

中　島　　　梓・鹿　島　萌　子

要　旨
本報告は、立命館大学ライティング・サポート・デスクでの 3年間の実践をチューター
の立場から振り返ったものである。近年、様々な大学で学生への学習支援の一環としてア
カデミック・ライティングをサポートする取り組みが活発化している。立命館大学でも
2012 年に「ライティング・サポート・デスク」が開設され、院生や研究生が学生のレポー
ト支援を行ってきた。そこで目指されてきたのは、学生に「答え」を示すことではなく、
「気づき」を与える支援である。本稿では、デスクの理念や利用実態を踏まえながら、デ
スクの役割や意義、運営上の問題を明らかにした。そのうえで、運営上の問題を解決する
ためにもコーディネーターの擁立が急務であることを提示した。

キーワード
学習支援、初年次教育、アカデミック・ライティング、チューター、気づき

1．はじめに

近年、様々な大学でアカデミック・ライティングを支援する取り組みが活発化している。立命
館大学でも、衣笠キャンパスとびわこ・くさつキャンパスの大学図書館ラーニング・コモンズ
「ぴあら」内に「ライティング・サポート・デスク」（以下、デスク）が設置され、2012 年度か
ら 2014 年度の 3年間、院生や研究生から成るチューターが、学部生及び院生（以下、学生）の
アカデミック・ライティング支援を行ってきた。
デスクが掲げてきた理念は二つある 1）。一つは、学生が教員よりも近い立場であるチューター
にライティングに関する相談を行うことを通して、学生とチューターが「ともに学びあうこと
（ピア・ラーニング）」を実践することである。もう一つは、チューターが学生から相談を受ける
なかで、学生の学習に対する姿勢をより能動的なものへと育んでいくことである。デスクには、
レポートを書くうえでの最低限のポイントの確認を求める学生や、自分が書き上げたレポートに
対して漠然とした不安を抱える学生、そもそもレポートとは何かをよくわかっていない学生など
が訪れる。そのような多様な学生に対し、「答え」を与えるのではなく、学生自身が自分なりの
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「答え」を導き出せるような「気づき」を与えることが、チューターには求められた。つまり、
対話を通して学習に対する学生の姿勢をより能動的なものへ高めていくことがチューターには期
待され、そこにこそ単なる添削ではなく、あくまでも学生との対話を重視するという個別相談体
制を設ける意義があると見なされてきたのである。
チューターが学生を支援しつつ、同時にチューターと学生の間でピア・ラーニングを実践する
という試みが実践されてきたデスクは、しかしながらデスク開設後 3年で一時的閉鎖に追い込ま
れた。他大学では学生に対するアカデミック・ライティングの支援に関して一定の成果が報告さ
れているにもかかわらず、立命館大学の場合はなぜ閉鎖に至ったのだろうか。
本報告では、デスクでの 3年間の取り組みを中心に、チューターの立場から見えてきたデスク
の成果や問題点を取りあげ、そのうえで今後に向けた課題を提示する 2）。

2．「ぴあら」におけるライティング・サポート・デスク設置の経緯

2-1．ライティング・センター及びラーニング・コモンズ
ライティング・センターとは、学生に対してアカデミック・ライティングの支援を行うための
施設である。この施設には、学生のアカデミック・ライティングを補助する役割のみならず、支
援を通じて学生を「自立した書き手」へと成長させることが期待されている。学生に対して講義
以外の学習をも促すことで、学生を自主的な学びへと誘う役割を担っているのである（佐渡島・
太田 2013）。
大学にライティング・センターを設置する動きは、1950 年代のアメリカで始まった。当初は

ライティングの授業を補足する機関にすぎなかったものの、1980 年代以降、学生の文章作成の
「プロセス」における支援が組み込まれるようになり、次第に書くことそのものの社会的側面が
強調されるようになった（Waller 2002、Fujioka 2011 他）。そのなかで重視されてきたのが、「書
き手を育てる」という考え方である（North1984、太田・佐渡島 2012 他）。以降、ライティング・
センターでは文章作成の「プロセス」に対する支援に重点が置かれ、「書き手」の育成が行われ
るようになった。
アメリカの大学におけるライティング・センター設置の動きは、やがて日本にも導入される。
その先駆けとして、2003 年の金沢工業大学（藤島他 2004）や 2004 年の早稲田大学の取り組み
が挙げられる（佐渡島・太田 2014 他）。その後も上智大学、大阪女学院大学、東京大学、津田塾
大学、関西大学など日本の多くの大学にライティング・センターが設置されるようになった。
各大学がライティング・センターを設置するなかで同様に広がりをみせてきたのが、大学図書
館へのラーニング・コモンズ導入の動きである。ラーニング・コモンズとは、学生が学ぶ
（Learning）ために図書館内に設けられた共有スペース（Commons）である。ラーニング・コモ
ンズは 2000 年頃にアメリカの大学で始まり、その後日本にも広まった。電子ジャーナルやデー
タベースへのアクセスなど図書館に必要なインターネット環境設備を整えたインフォメーショ
ン・コモンズに、学習室を完備し人的サポートも加えたものが、ラーニング・コモンズである。
大学における学生へのライティング支援は、今やラーニング・コモンズの一機能として位置づけ
られている。
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2-2．立命館大学におけるライティング・サポートの導入
近年見受けられるこのような状況を受け、立命館大学にも 2011 年度から衣笠キャンパスの図

書館内に、2012 年度からびわこ・くさつキャンパスの図書館内に、ラーニング・コモンズ「ぴ
あら」が開設された。そして 2012 年度から両キャンパスの「ぴあら」内の一角に、アカデミッ
ク・ライティングに関する相談窓口として、いずれはライティング・センターを設置するという
構想のもとでデスクが設置されることとなった。
デスクの設置にあたり主導的役割を果たしたのは立命館大学教育開発推進機構の教員及び教育
開発支援課の職員であり 3）、チューター採用やチューターの勤務管理に関しても統括していた。
チューター採用に関しては、2012 年度は「特殊講義：日本語の技法」（以下、「日本語の技法」）
という講義科目にティーチング・アシスタントとして携わっていた院生に対して教育開発推進機
構の教員が直接声をかけるかたちで始まった。「日本語の技法」とは、複数学部の初年次生を対
象に開講されているアカデミック・ライティングに関する講義科目である。本講義では、全 15
回の講義中 8回にわたり学生にレポート課題が課される。ティーチング・アシスタントはそれら
学生から提出されたレポート課題をルーブリックに基づいて評価し、コメントを付けて返却する
という役割を担っていた。なお、「日本語の技法」のティーチング・アシスタントには、ライティ
ング・スキルは専門領域に関わらずあらゆる研究分野で必要であるという考えに基づいて、様々
な研究科に所属する院生が携わっていた。そのため、デスクのチューターにも、文学や教育学を
専門とする者のみならず、社会学や経済学、スポーツ健康科学、国際関係学など多様な専門領域
に所属し、なおかつ学生の文章診断経験を持つ院生が集まることとなった。
2013 年度・2014 年度とも、2012 年度とほぼ同様に「日本語の技法」のティーチング・アシス
タントのなかから教員が直接声をかけたり、チューター経験者が教員に後輩を推薦したりするか
たちでチューター採用が行われた。しかし、2014 年度からは早稲田大学及び津田塾大学の先行
事例を参考に 4）、新たに「学術的文章作成スキル・指導力養成セミナー」が実施された 5）。
院生を対象に開講された「学術的文章作成スキル・指導力養成セミナー」では、教育開発推進
機構の教員 2名が、より高度な文章作成スキルに関する講義を全 3回、チュータリングの理念や
カウンセリングの理念・方法など効果的指導法に関する講義を全 2回行っている。このセミナー
が 2015 年度のチューター採用に向けても活用され、セミナーを修了した者に対して「日本語の
技法」のティーチング・アシスタントになる資格やデスクのチューターになる資格を与えること
となった。
このように、他大学に倣って見切り発車的に開設されたデスクではあったものの、実際に運営
されるなかでチューター採用制度やチューターの質を担保する制度が徐々に整備されてきた。そ
れに伴い、2012 年度は衣笠キャンパス 2名、びわこ・くさつキャンパス 4名、2013 年度は衣笠
キャンパス 7名、びわこ・くさつキャンパス 5名だったチューター数は、2014 年度には衣笠キャ
ンパス 24 名、びわこ・くさつキャンパス 6名へと増加した。また、2015 年度にはさらなるチュー
ター数の増加が見込まれていた。



立命館高等教育研究 16 号

－104－

3．ライティング・サポート・デスク利用の実態

3-1．デスク運営形態
デスクの設置及びチューターの採用・勤務管理に関して主導的役割を担っていたのは、すでに
述べたとおり教育開発推進機構の教員及び教育開発支援課の職員である。他方、実際のデスク運
営に関しては、院生や研究生からなるチューターが主導的役割を果たしていた。
とはいえ、2012 年度・2013 年度はチューター数自体が十分に確保できていなかったことから、
デスクの運営日や運営時間帯にばらつきが生じていた。2012 年度は衣笠キャンパスで月曜 1限、
水曜 5限、びわこ・くさつキャンパスで水曜 5限（ただし 7月の学期末レポート提出期間は火 3
限、金 3限も運営）という不定期運営をせざるを得ない状況にあった。2013 年度も、多少状況
は改善されたものの、衣笠キャンパスで月曜、火曜、木曜の 5限、びわこ・くさつキャンパスで
月曜 5限と木曜の 3、4、5限という不定期運営となった。デスク設置から 3年目の 2014 年度に
なって必要最低限のチューター数がようやく確保され、衣笠キャンパス、びわこ・くさつキャン
パスともに、月曜から金曜の 3、4、5限にデスクを開設するという安定的な運営体制が整った。
なお、他大学における同様の支援では予約優先制をとるところが多い。しかし、立命館大学で
は学生が必要を感じたときにいつでも気軽にデスクを訪ねられる状態が望ましいというデスク設
置者たる教職員の考えのもとで、3年間あえて予約制をとらずに運営がなされてきた 6）。
学生が来訪した際の手続きは次の通りである。まず、学生がデスクにレポート類を持参する。
それを受け取ったチューターは、学生に「ライティング・サポート・デスク  相談シート」を渡す。
この「相談シート」には、学生の名前や所属、学籍番号などの個人情報に加え、来訪目的や持参
したレポートの自己診断表、自己診断に用いるチェックポイントなどが A4 用紙 1枚に記載され
ている。学生はチェックポイントを確認しながら、語レベル、文レベル、文相互の関係レベル、
パラグラフレベル、議論レベル、引用・出典レベルごとに、「出来ている」・「出来ていない」・「わ
からない」の三択で答える。その間、チューターは学生が持参したレポートの内容を黙読により
確認する。その後、チューターは学生の自己診断表に基づいてチュータリングを行う。
チュータリング終了後、チューターは「相談記録シート」に相談内容や所見を記入するととも
に、「相談シート」と学生が持参したレポートのスキャニングを行う。また、デスク専用の PC

内に学生ごとにフォルダを作り、そこに一連のデータを整理・保存する。「相談シート」、「相談
記録シート」、診断済みレポートのデータは、リピーターとして学生が再びデスクを来訪した際
に一連のチュータリングの内容を確認するうえでも、学生自身に自らの成長の過程を視覚的に把
握してもらううえでも、重要な役割を果たしていた。
なお、1セッションは、デスク設置者たる教職員等のアドバイスをもとに、基本的には一人あ
たり 45 分程度と定められていた。しかし、学生がチュータリングの延長を希望し、他に相談希
望者がいない場合には、引き続きチュータリングが行われた。また、相談希望者がデスク周辺に
殺到している場合には、一人あたりのチュータリング時間は早めに切り上げられ、その分一人で
も多くの学生に対応していた。このようにセッションの目安時間は一応は定められていたとはい
え、実際には各チューターの判断で臨機応変に調整されていた 7）。
さらに、チュータリング以外にもチューターは様々な業務を担っていた。たとえば、チュー
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ターが全員「日本語の技法」のティーチング・アシスタント経験者であったことからも、「日本
語の技法」関連業務としてティーチング・アシスタント用『文章診断マニュアル』の作成 8）、「日
本語の技法」ティーチング・アシスタントからの文章診断に伴う相談への対応 9）、次年度用テキ
ストの改訂作業補助業務などである 10）。その他にも、広報物の作成や「ぴあら」でのライティ
ング講座の企画・実施 11）、デスク用のマニュアル作成なども行われていた。デスク開設後、学
生の間でデスクについての認知が広がるまではなかなかデスク来訪者がいなかったことからも、
この 3年間はむしろチュータリング以外の業務がチューターの主要業務だったともいえるだろう。

3-2．3 年間の学生数
デスクを訪れる学生の大半は初年次生であった。とはいえ 2回生以上の来訪もあり、デスクに
持ち込まれる文章も、講義レポートやゼミの志望理由書類、学位論文など様々であった。
表 1はデスクを訪れた学生数を示している。2012 年
度は 68 名、2013 年度は 99 名、2014 年度は 305 名であっ
た。2014 年度に相談者数の顕著な増加が認められた理
由の一つに、前・後期ともに全授業日の 3、4、5限に
チューターを配置できる体制になったことが考えられ
る。曜日ごとにばらつきがある運営体制よりも、授業
期間中、曜日に関わらず一貫した運営体制にすること
が利用者の拡大や学生間でのデスク認知度の上昇につ
ながる。したがって、まずは安定的にデスク運営がで
きるようチューター数を確保することが重要である。
また、表 2は学生数をセメスター別にまとめたもの
である。2012 年度から 2014 年度の 3年間はデスクと
連携を図っていた「日本語の技法」が前期開講科目で
あったため、相談者は前期が圧倒的に多かった。「日本
語の技法」では、レポートの型やパラグラフ・ライティ
ングの技法を学生に身につけさせることが目標とされ
ており、すでに述べたとおり、全 15 回の講義中 200 字
から 800 字程度の小レポートが隔週ペースで全 8回、
最終レポートとして 1600 字程度の課題が課される。学
生から提出された各課題はティーチング・アシスタン
トがルーブリックで評価し、コメントを付けて返却していた。この「日本語の技法」の講義内容
及び各課題についての相談を受ける場として教員から授業時間中にデスクに関する案内が幾度も
なされたため、講義受講者の一部がデスクを積極的に利用していた。

表 1　学生数推移（延べ人数）

68
99

305

2012 2013 2014

表 2　セメスター別学生数推移（延べ人数）

60 74

217

8 25

86

2012 2013 2014
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なお、表 3は学生をキャンパス別に分けたものであ
る。統計をとった 3年間、いずれもびわこ・くさつ
キャンパスが衣笠キャンパスを大きく上回っていた。
その原因としては、キャンパスごとの「日本語の技法」
開講学部数の差が考えられる。実際、衣笠キャンパス
は 2014 年度まで文、法、産業社会、政策科学、国際
関係、映像の 6学部で構成されていたものの 12）、その
なかで 2012 年度から 2014 年度にかけて「日本語の技
法」を開講していたのは映像学部のみであった。一方、
経済、経営、スポーツ健康科学、理工、情報理工、生
命科学、薬から成るびわこ・くさつキャンパスでは、経営、経済、理工、情報理工の 4学部が
「日本語の技法」を開講していた 13）。
しかし、開講学部数の差以外に、デスクの設置環境の違いによる影響にも目を向けておく必要
がある。衣笠キャンパスでは「ぴあら」内で複数の業務が行われているスペースの端にデスクが
設置されていた。そのため学生にはデスクの場所がわかりづらく、ノートパソコンの貸し出しを
並んで待っている人たちの間をぬって相談しなければならない状況であり、学生のみならず
チューターにとっても居心地の悪い環境であった。一方、びわこ・くさつキャンパスのデスクは
「ぴあら」内の入口付近に独立したスペースが確保されていた。そのためデスクの場所が学生に
とってよりわかりやすく、チューターにとっても様々な業務を行いやすい雰囲気であった（図
1）。

※入り口付近に独立したスペースが確保されており訪れやすい。

図 1　デスク配置図（左：衣笠キャンパス、右：びわこ・くさつキャンパス）
画像出典：立命館大学図書館ぴあら HPより入手、執筆者により加工

※独立したスペースではないため、場所がわかりづらい。

表 3　キャンパス別学生数推移

4 15

95
64

84

210

2012 2013 2014
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3-3．相談内容
次に学生からの相談内容について述べる 14）。相談内容は大きく 6つに分けられた。表 4は前
期の相談内容を、表 5は後期の相談内容を示したものである。「日本語の技法」関連としては、
各課題レポートの提出前の事前点検、及び提出が遅れた課題の文章診断が該当する。課題レポー
ト関連としては、「日本語の技法」以外の講義で課されるレポートの相談が該当する。論文関連
には卒業論文や修士論文、投稿論文に関する相談が、応募書類関連には留学志望理由書やゼミ選
択志望理由書などの事前文章診断が、レポート全般に関する質問にはテーマ設定の方法や参考文
献の探し方、直接引用と間接引用の違いに関する相談が含まれる。また、プレゼンテーションの
方法やレジュメ作成方法に関する相談もデスクには寄せられた。授業によってはプレゼンテー
ションを行ったうえで発表内容に関するレポートが課されることもある。そのため、最終的なレ
ポート作成を見据えた相談をデスクで行おうとする学生がいた。それらが「その他」に該当する。
表 4からもわかるとおり、前期の相談内容の大半は「日本語の技法」関連であった。とくに
2013 年度は 87％を占めていた。しかし、2014 年度になると、「日本語の技法」関連とそれ以外
の課題レポート関連の相談が、32.5％と 35％という同程度の割合を示している。デスク設置から

表４　相談内容の内訳（前期）

2013 ( 74 87% 0% 4% 1% 8% 0%
2014 216 32.5% 35.0% 2.5% 3.5% 21.0% 5.5%

表 5　相談内容の内訳（後期）

2013 25 0% 16% 44% 8% 16% 16%
2014 89 0% 42.5% 10.0% 22.0% 19.0% 6.5%
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3 年間で少しずつではあったものの学生の間でデスク認知度が広がり、デスクの活用の幅も広
がっていた様子が読み取れる。
続いて表 5に注目する。後期セメスターはデスクと連携を図る講義科目がなかったために、デ
スク利用者は前期の 3分の 1程度にまで減少していた。そのようななか相談内容として比較的高
い割合を示していたのが、卒業論文や修士論文を中心とする論文関連の相談である。2013 年度
の後期は実に 44％を占めていた 15）。しかし、2014 年度になると課題レポート関連の相談が論文
関連の相談を上回っていた。このことは、「日本語の技法」の受講を修了してもなおデスクを訪
れようとする初年次生の割合が増えていたこととも関連している。

3-4．チューター経験者との対話から
ほとんど相談者がいなかった 2012 年以降、チューター数の増加に伴って徐々に運営体制が整
い、デスク訪問者数も増加していった。そのようななかで、チューターはどのようなことに
チューターとしてのやりがいを感じてきたのか。チューターになった動機や自らの成長につな
がったと思える経験、チュータリングの際に心掛けていたこと等についてヒアリングを行っ
た 17）。以下はその際に得られた回答をまとめたものである。
チューターになった動機については、担当教職員の熱意に共感したというものや、チューター
経験者である先輩に「自分自身の文章力もあがる」と勧められたからというものなど様々であっ
た。必ずしもチューターは自分自身の文章力に自信をもっていたわけではなく、むしろ文章力に
自信が持てなかったために、他者へのサポートを通して自分自身の文章力を向上させたいという
動機が目立っていた。
また、業務を通じて自分自身の成長につながったと考える部分については、それまではほとん
ど意識していなかった論文の作法やルールについて責任を持つことからも、より意識的に学ぶこ
とができたという回答や、学生にどのようなアドバイスを行ったらよいかを常に意識することか
ら、ライティングに関する知識のみならずコミュニケーション能力を含めて教育力が向上したと
思うという回答、あるいは、分かりにくい文章であっても何を伝えようとしているのかを推量す

参考　回生別利用者数 16）

1 回生 2回生 3回生 4回生以上 院生 未記入 総人数

2013
前期

衣笠 4 1 0 － － 1 6
BKC 60 2 3 － － 4 69

後期
衣笠 10 0 2 2 2 0 16
BKC 3 2 2 1 3 0 11

2014
前期

衣笠 42 10 2 3 1 0 58
BKC 140 5 3 4 4 4 160

後期
衣笠 18 4 3 7 5 0 37
BKC 41 3 4 0 2 0 50

合計 407
※いずれも 1回生の学生数が突出している。デスクと連携を図る科目のある・なしが大きく影響しているこ
とがわかる。
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る力がついたという回答を得た。主に読解力、対話力、教育力の向上などにチューターは業務を
通じて自身の成長を感じていた。
学生対応で心掛けていたことについては、「教えてあげる」のではなく、「一緒に考える」とい

う姿勢を常に意識してきたという回答や、ライティング・サポートは敷居が高いと思われないよ
うに、リラックスできるような環境作りを実施したという回答、せっかく来てもらったので手ぶ
らでは帰さないよう、対応中のやり取りを示したメモや、アドバイスを書いたレジュメなどをお
みやげとして持って帰ってもらったなどの回答を得た。これらの回答からは、チューターが各自
デスクの理念を理解し、創意工夫を行っていた様子が浮かび上がってくる。
ヒアリングを行ったどのチューターも、チュータリングの際には学生とともに考え、ともに調
べようとする姿勢に徹していた。このことは、デスクが果たすべき役割の一つとして当初より掲
げられてきた、対話を通じて学生自身に「気づき」を与えるという理念を、チューターがそれぞ
れ自分なりに考えて実践していたものだったといえる。また、チュータリングの際には、どの
チューターも自分自身の経験を対話のなかに織り交ぜながらチュータリングを行っていた。レ
ポートや論文を作成する際にチューター自身が経験してきた苦労や失敗談を学生に語ることに
よって、学生はチューターに親近感を覚え、それが学生の不安をやわらげることにつながった。
経験、なかでもレポート作成に伴う失敗談や悩みを共有しあうということもまた、教員よりもむ
しろチューターだからこそ果たせる役割だったといえるだろう。
2014 年度はそれまでの 2年間に比べて多くの学生がデスクを利用し、チューターがそれぞれ
に工夫を凝らしてチュータリングを行っていた。そのなかで学生との対話を通してチューターも
自分なりの「気づき」を得て、自身のライティング力や教育力を向上させていた。したがって、
デスクはまさに学生とチューターが相互に成長し合える場であったといえる。こうした利用実態
を踏まえ、最後にデスクの成果と問題点をまとめる。

4．ライティング・サポート・デスクの成果と問題点

4-1．ライティング・サポート・デスク設置による成果
デスクを訪れた学生からは、「文章の書き方の勉強を初めてじっくりとできた。やってみると
書くことが次第に面白くなっていった」という声や、「デスクを訪れてレポートを書くというこ
とに真剣に向きあうなかで、文章を読むということについても意識が高まっていった」という声
が寄せられた。実際、学生のうちの 2割程度がリピーターとして継続的にデスクを利用していた
ことからも、デスク設置には一定の効果があったといえる。
チューター業務に携わった院生や研究生にも、デスク運営に携われたことによるメリットは
あった。院生や研究生がチューターになった動機は様々であった。しかしながら、デスク運営に
携わった院生や研究生の多くが、最終的にはチュータリングを通して自身のライティング・スキ
ルが向上したと実感していた。また、学生一人ひとりのニーズを的確に把握し、適切なアドバイ
スをしようと模索するなかで、自身のコミュニケーション能力を向上させることができたと捉え
ているチューターもいた。学生に何らかの「気づき」を与えようと努力を積み重ねるなかで、
チューター自身も「気づき」を得て、より深く学んでいたのである。
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また、チューターとしての業務経験は、ライティング・スキルやコミュニケーション能力の向
上といった社会人として必要なスキルを身につけられたのみならず、研究者を志望する院生や研
究生にとってもメリットの大きいものであった。デスク運営がなされていた 3年間、当初より研
究者志望で、大学院を修了あるいは満期退学した者が 4名いる。その 4名全員が、結果的には他
大学や立命館大学内に新たなポストを獲得した。大学院在籍期間中に非常勤講師などのポストを
得ることは、昨今なかなか難しい状況にある。しかし、大学院修了後に助教や専任講師などのポ
ストを得るためには、事前に教育歴を積んでおくことが採用条件の一つとして重要視されている。
このことからも、大学院在籍期間中あるいは博士論文の審査を待つ研究生の期間にチューター業
務を通じて多少なりとも教育経験を積めたということは、キャリアパス支援としても有効だった
といえる。
さらに、チューター業務を通じて日ごろ関わることが少ない他研究科の院生と交流の機会が持
てたことも、メリットの一つであった。立命館大学の場合、アカデミック・ライティングは専門
領域に関わらずすべての学生にとって必要なスキルだという考えのもとで、様々な研究科に所属
する院生や研究生がチューターとして集まっていた。多様な専門領域に所属する者同士が協力し
合い、ライティング講座の企画を練ったりチュータリング業務を行ったりしたことは、時に
チューター自身が専門的に取り組む研究に新たな視点を盛り込むことにもつながった。2014 年
度からはチューター有志が集まって、院生プロジェクトとして「立命館大学ライティング・リテ
ラシー研究会」も立ち上げられ、望ましいチュータリングの方法やレポート評価に適したルーブ
リックの開発など、ライティング教育に関する議論や検討が行われている 18）。チューター業務
に携わってきた院生や研究生同士がライティング教育に関してより積極的に学ぶ姿勢を持ち、研
究活動の幅を広げてきたこともまた、デスク運営がもたらした成果の一つだったといえる。

4-2．ライティング・サポート・デスクの問題点
他方、デスク運営が徐々に軌道に乗るなかで様々な問題点も浮上した。次に挙げる五つの点は、
今後に向けて改善すべき特に重要な課題である。
第一に、当初からの課題であったチューターの確保と養成の問題である。チューターにはライ
ティングに関する知識及び文章力のほか、学生自身に「気づき」を与える対話力が求められる。
院生である以上、ライティングに関する知識については一定程度の能力が認められるものの、対
話力については資質や経験値も大きな比重を占める。そのため、一度採用されチューターとして
の経験を積んだ者には、その後も継続的にチューターになってもらえることが望ましかったが、
修士課程で修了する院生が多いため、優秀な人材を確保しておくという面では常に不安がつきま
とっていた。2014 年度以降、チューターを確保するためのセミナーが開講されるなど新たな制
度が整えられたとはいえ、セミナー参加者を増やすためには現行のセミナー開催時期や開講時間
になお検討の余地がある 19）。また、チューターになることによって得られるメリットを、
チューター経験者がより積極的に院生に向けて発信していく努力も必要だろう。
第二に、デスク認知度の問題が挙げられる。能動的な学びの姿勢をすでに確立できている学生
ほど、授業内でなされる教員からの告知や学内の広報物を受けて積極的にデスクを訪れ利用する。
その一方、能動的な学びの姿勢を確立できていない学生は、デスクの存在になかなか気づかず、
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また、気づいていてもデスクを訪れようとはしない。その面では、デスクを訪れる学生の固定化
という問題が生じていた。自発的な学びの姿勢は結局のところ学生本人に委ねるしかなく、デス
クに来てもらわなければチューターとしてはなすすべがない。しかし、実際にデスクを訪れた学
生からは、「このようなデスクがあると知っていたならもっと前から利用したのに…」という声
も聞かれた。したがって、まずはデスクの存在自体を学生に広く認識してもらう必要がある。
立命館大学では 2013 年度後期からポスターを作成・掲示し、2014 年度からはチューターが「ぴ

あら」内でレポート作成講座を各期 3回行った。その際の特徴として、デスクを訪れる学生が少
なかった衣笠キャンパス所属の学生ほど、講座には積極的に足を運んでいたことが挙げられる。
全学的な課題として新たにライティング教育を導入しようと考えた際、衣笠キャンパスの各学
部からの反応は薄かった。衣笠キャンパスでは、チューターによる「ぴあら」での講座以外にも
様々な学生団体が独自にレポート作成講座を企画・運営している 20）。このことは、裏を返せば
レポート作成に対して漠然とした不安を抱えている学生が多数いる可能性を示しているといえる。
文系学部から成る衣笠キャンパスの学部の多くは、学生がライティングに対して不安を抱えてい
るという状況を十分には認識できていないのではないだろうか。たしかに、衣笠キャンパス所属
の学部のなかには、学部が独自にライティング科目を設けているところもある。また、学生の文
章作成能力自体も比較的高い。しかし、なかには直接引用と間接引用の違いがいまひとつ理解で
きていない学生や、自分なりに見つけた研究テーマを絞り込む作業が苦手な学生、あるいは、客
観的に見ればレポート作成能力の高い学生であっても、作成したレポートに対するフィードバッ
クの機会がほとんど得られず、そのために自分のレポート作成能力に自信を持てずにいる学生が
いる。そのような不安を抱える学生にとってデスクの利用が効果的であるということを、まずは
教員らに認識してもらう必要がある。宣伝活動で絶大な効果を発揮するのは授業中になされる教
員からの告知である。したがって、学生に対するデスクの広報活動とともに、教員にも、デスク
が果たす役割や意義を継続的に伝え、文系・理系を問わず、レポート課題を課す授業との連携を
強化してゆく必要があるだろう。
また、第二の問題とも連動する第三の問題として、ニーズの不一致という問題が挙げられる。
デスクを訪れる学生のなかには、「デスクに行けば何とかしてもらえると教員に言われたから来
た」という学生や、「ともかく提出さえできればよいので、レポートをそれなりのかたちにして
ほしい」とチューターに課題を丸投げする学生、あるいは、何についてどのように書けばよいの
か、何らかの「答え」を求めにくる学生がいた。しかし、チュータリングの理念としては、「答え」
を与えるのではなく、あくまでも学生とチューターがともに思考し、対話を通してチューターが
学生に「気づき」を与え、そこから自立した書き手を育てるということを掲げてきた。そこに、
学生とチューターとの間でニーズの不一致という問題が浮上するのである。
書くことを通して学びの姿勢を確立してほしいと考えるチューターと、単位さえ取れればそれ
でよいと考える学生との間にどのように接点を見出せばよいのか。これについては模擬チュータ
リングなどを通して、今後検討してゆく必要がある。だが、このような問題は往々にして課題提
出日間際に白紙に近いレポートが持参された場合に生じていた。そのことからも、まずは提出締
切日から余裕をもって学生にデスクを訪れてもらえるようにすることが重要となる。そのために
は、やはり事前に多くの教員の協力を得ておく必要があるだろう。
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さらに第四の問題点として、サポートを担う院生の負担が挙げられる。ライティングに関する
相談以前に、負担の大きいレポート課題を課す授業担当教員に対する憤懣を延々とチューターに
ぶつける学生や、本人曰く担当教員が十分には相談に乗ってくれないということで、チューター
に依存しながら卒業論文や修士論文を書き上げようとする学生がなかにはいた。また、継続的な
チュータリングを希望する相談者の多くが、なるべく同じチューターに見てもらうことを強く希
望していた。相談者が気の合うチューターに相談に乗ってもらいたいと希望する気持ちはわから
なくもない。しかし、それでは一人のチューターが抱えることになる負担が大きくなってしまう。
したがって、これまではデスクの利用者を増やすことのみを考え、「レポートに関することなら
ば何でも相談に乗ります」といったかたちでの広報活動をしてきたが、実際にデスクでは何につ
いてどこまで相談対応できるのかについて予め明確に定めておき、それをデスク利用者にも認識
してもらうことが重要だろう。それとともに、相談者が一人のチューターに依存しすぎないよう
な体制を整える必要もある。
このことは、第五として掲げる問題点にも通じる。すなわち、同じ給与であるにもかかわらず、
この 3年間、チューター間で仕事量に大きな差が生じていたという問題である。デスクを担当す
る時間帯によっては、1セメスター中、ついに一人のチュータリングも行うことがなかった
チューターもいれば、相談者の対応に追われ続けたチューターもいた。なるべく総体的な仕事量
に差が出ないよう、広報物の作成やマニュアル作成、講座の企画・運営など、チュータリング以
外の業務も多数設けていたとはいえ、デスク運営期間中に各チューターの仕事量や業務内容を把
握する責任者、あるいは曜日や時限、時期ごとの相談者数の推移を把握する者がいなかったため、
仕事の分担の仕方自体が曖昧になっていた。この点も今後改善していく必要があるだろう。
ところで、2015 年度はデスクが一時的に閉鎖に追い込まれる事態となった。2014 年度から翌

年度に向けて、チューター採用資格を与える新たなセミナーが開講され、これまでデスクとの連
携が図られてきた「日本語の技法」の 2015 年度用シラバスにもデスクに関する案内が掲載され
ていたにも拘らずデスクが閉鎖されたことは、デスクの利用を考えていた学生にとってのみなら
ず、「日本語の技法」を担当する教員や「日本語の技法」の各課題の文章診断に携わるティーチ
ング・アシスタント、チューターになるはずだった院生等にとって大きな問題だったと言わざる
を得ない 21）。なぜこのような事態が生じてしまったのだろうか。
その最大の要因は、デスクの設置に向けて当初より教員とともに主導的役割の一翼を担ってき
た教育開発支援課が 2014 年度末に解体されて、管轄部署が別の課へと移行したこと、また、デ
スクと連携を図ってきた「日本語の技法」の運営母体が 2015 年度より教育開発支援機構から各
学部へと移行したことなどの大きな変革によるものだったと考えられる。しかしそれ以外にも、
教員・職員・チューター、それぞれの連携がそもそもうまく機能していなかったことも一つの要
因として挙げられるのではないだろうか。
立命館大学の場合、デスクの設置及びチューターの採用や育成に関しては教育開発支援機構の
教員及び教育開発支援課の職員が、運営にはチューターが主体的に携わってきた。役割を細分化
することは各自がそれぞれの仕事に集中できるというメリットをもつ一方で、他の動きが見えに
くくなるという面もある。そのため、たとえばチューターにはデスク運営にあたって不測の事態
が生じた際に誰に相談すればよいのか、ベテランのチューターか、教育開発支援課の職員か、そ
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れとも教育開発支援機構の教員なのかが曖昧になり、教職員らがいったいデスク運営に対してど
のような展望を抱いているのかについても不明確なところがあった。また、教職員らにとっては
チューターが実際にどのようにデスクを運営しているのか、実態を把握しづらい状況にあった。
熱意をもって各自が役割を果たしてきたにも拘らず、互いの状況について十分には理解しあえて
いなかったということがデスクの重要性そのものを曖昧にしてしまい、管轄部署の移行などの大
きな変革のなかで新たな部署に情報がうまく伝わらず、結果的にデスクの一時的閉鎖という事態
を引き起こしてしまったのである。
この問題を解決する糸口は、立命館大学としてのアカデミック・ライティング教育に対するビ
ジョンを明確にし、そのうえで教員、職員、チューターの三者間の連携をより強化していくこと
にある。また、三者間の連携を強化するためには情報共有を密にすることが欠かせない。そのた
めにも早急にコーディネーターを擁立し、コーディネーターを中心にして三者間が互いに情報共
有し合えるような仕組みを整える必要があるだろう。立命館大学が掲げるアカデミック・ライ
ティング教育に関する共通の理念のもとで、互いに情報共有しあいながらそれぞれの役割を果た
していくことが、3年間のデスク運営ですでに生じていた一連の問題を解決することにもつな
がってゆくのである。

5．おわりに

本稿では、2012 年度から 2014 年度の 3年間におよぶ立命館大学ライティング・サポート・デ
スクの取り組みとその成果、そこから浮上した課題について検討した。
この 3年間で、チューター数もデスクを訪れる学生数も徐々に増加していた。そのなかで、デ
スクに当初より課されていた二つの役割、すなわち、学生とチューターがともに学び合うこと、
及び学生の学習に対する姿勢をチューターがより能動的なものへと高めることについて、概ね達
成されてきたといえる。デスクの設置に関しては、ライティングに対して不安を抱えている学生
が一定数いる以上常に一定のニーズはある。そのようななか 2015 年度はデスクが一時的に閉鎖
され、「日本語の技法」という講義の運営自体にも様々な支障をきたす結果となった。
しかし、これは 3年間のデスクの運営方法を見直すためのよい期間だったともいえる。立命館
大学全体のアカデミック・ライティング教育に対するビジョンをいまいちど明確にし、共通のビ
ジョンのもとで教員、職員、チューターの三者がそれぞれの役割を果たしていくためにも、まず
はコーディネーターを擁立して三者間が円滑に情報共有できる仕組みを整えること、そして、デ
スク閉鎖によって生じた悪影響を最小限に食い止めるためにも早急にデスク運営が再開されるこ
とが望まれる。教員・職員・チューターが互いに情報共有しあい、協力しあいながらデスク運営
がなされることが、「自立した書き手」の育成や、学生同士が主体的に学び合う場の創造、大学
院生や研究生のキャリアパス支援へとつながってゆくのである。
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注
1） 2014 年 3 月 25 日行われた「特殊講義（アカデミック・リテラシー）【日本語の技法】事前研修プログ
ラム」における教育開発推進機構スタッフ及び教員の報告に基づく。
2） 本稿は、2014 年 3 月 13・14 日に京都大学吉田キャンパスにて開催された「第 21 回大学教育研究フォー
ラム」における口頭発表、「ライティング・サポート・デスクの理念と実践―立命館大学の事例報告
（2012-2014）―」（発表者：野村優、中島梓、鹿島萌子）を加筆修正したものである。
3） 2015 年度の立命館大学教育開発支援課解体に伴い、2014 年 11 月以降、デスク関連業務は教育開発支
援課から教務課へ移行した。
4） 2013 年 10 月に教育開発支援機構及び教育開発支援課の担当教職員が両大学にて調査を行った。その
調査内容は、「『ライティング・センターにおける文章チュータリングとチューター養成』に関わる調査
報告」にまとめられており、「日本語の技法」ティーチング・アシスタント、及びデスク・チューター
にもミーティングの際に情報共有がなされた。
5） 本セミナーは、大学院キャリアパス支援プログラムの一環として開講されたものである。必ずしも立
命館大学のライティング支援に携わろうとする者のみを対象とするわけではなく、広く受講を希望する
院生全員に開かれている。
6） デスクへの訪れやすさという面から予約制ではないほうが望ましいということについては、たとえば
畠山（2011）も同様の指摘を行っている。ただし、予約制をとらない場合、学生が同時間帯に殺到した
場合などの対応法を予め考えておく必要がある。
7） 「相談記録シート」によれば、最長 2時間かけて対応していたケースもあれば、一人あたり 5分程度
のケースもあった。
8） 文章診断マニュアルは 2014 年度及び 2015 年度の「日本語の技法」文章診断ティーチング・アシスタ
ントに配布され、業務への不安を取り除く役割を果たした。
9） たとえば、学生が提出した課題を文章診断するうえで、ティーチング・アシスタントに迷いや悩みが
生じた場合は、デスクでチューターに相談するという仕組みが整えられていた。
10） 2013 年度は次年度用テキストに向けての校正作業、2014 年度は次年度用テキストに向けての改善案
の提示などを行った。
11） 2014 年度は、各キャンパスで各期 3回ずつ、内容の異なる「レポート作成講座」を「ぴあら」で開催
した。「初年次教育・学習支援プロジェクト会議」用に職員が作成した「『ぴあら』における講習会・ワー
ク企画の実施報告」によれば、それ以外の企画と比べて「レポート作成講座」には多くの参加者が集まっ
ていたことや、初年次生以外の参加者からも好評だったことがわかる。
12） 政策科学部は、2015 年度より衣笠キャンパスから大阪いばらきキャンパスに移転した。
13） 経営学部は、2015 年度よりびわこ・くさつキャンパスから大阪いばらきキャンパスに移転した。
14） 運営を開始した 2012 年度は「相談記録シート」がなかったため、どのような相談があったのか記録
が残っていない。そのため、本稿では 2013・2014 年度の 2年間の相談内容について分析した。
15） 学生数自体は少ないものの、論文関連の相談の場合、課題レポート等への対応と比べて一人当たりの
チュータリングに要する時間は長くなった。
16） 受付シートには学生の回生記入欄が設けられてはいたものの、記入は義務ではなかったため、未記入
のものもあった。そのため、各表の項目数に若干の違いが生じている。
17） 本ヒアリングは、2015 年 8 月、チューター経験者 4名に対して行ったものである。それぞれ、経営学
研究科、文学研究科、社会学研究科、スポーツ健康科学研究科に所属する院生、あるいは研究生である。
18） 2014 年度は、「日本語の技法」のティーチング・アシスタントとしての経験や、チューターとしての
デスク業務経験を振り返り、「第 21 回大学教育研究フォーラム」で 2グループに分かれて口頭発表を行っ
た。また、2015 年度は、教員からの依頼を受け、「ぴあら」においてライティング講座を企画・運営した。
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現在はライティング能力の評価指標を新たに作成している。
19） これまでのセミナーは、1回 2コマ分以上の時間を要し、全 5回にわたって行われてきた。その開講
曜日や時間帯は担当教員ごとに異なっており、受講希望者が多いにも拘らず、院生が全 5回すべてのセ
ミナーに出席することは難しい状況であった。
20） たとえば、産業社会学部の有志学生から成り立つ団体 D-plusや、大学生協が運営する学生団体が、レ
ポート作成講座を自主的に企画・実施している。D-plusによる講座実施の経緯に関しては、福田・土岐
（2015）を参照のこと。なお、2014 年度の両団体の講座企画・実施には、デスク・チューターがアドバ
イザーや講師として携わった。
21） 「日本語の技法」自体がデスクと連携した講義体制をとっていたため、デスクが閉鎖されると文章診
断ティーチング・アシスタントの育成面にも支障をきたした。たとえば、デスクが閉鎖されたことは、
学生のみならずティーチング・アシスタントのための相談窓口閉鎖も意味していた。そのため、2015 年
度は急遽 web上にティーチング・アシスタント用の情報交換ページを設けたのだが、ウェブ上の相談で
は学生の文章を相談者と被相談者が直接確認し合うことができなかったため、あまり意味をなさなかっ
た。
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The Concept of Ritsumeikan University’s Writing Support Desk and its Application: 
A Look Back from the Tutors’ Standpoint

NAKAJIMA Azusa（Lecturer, College of Letters）
KASHIMA Moeko（Graduate student, Graduate School of Core Ethics and Frontier Sciences）

Abstract
This report reviews three years of practical experience with Ritsumeikan University’s 

Writing Support Desk the point of view of its tutors. In recent years, many universities have 

been actively adopting measures to provide students with support in the field of academic 

writing as part of their learning support programs. Starting in 2012, Ritsumeikan University’s 

own “Writing Support Desk” where graduate and research students provide tutoring in writing 

academic reports was established inside of the library’s Learning Commons. The method 

practiced by these tutors is not to give students definitive answers or corrections, but rather to 

enable their own “awareness” of potential problems. This paper presents the important role 

fulfilled by the Writing Support Desk, as well as managerial issues raised by its implementation, 

from the perspective of the Desk’s core concept of functioning and its practical application. 

Furthermore, it argues for the introduction of coordinators whose help in resolving managerial 

issues is an imperative necessity.

Keywords
Learning Support, First Year Experience, Academic Writing, Tutors, Awareness
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実践研究

反転授業メソッドを用いた英語リメディアルコースの
効果と課題

― 2 年間の試みに基づいて ―

祐　伯　敦　史・大　石　衡　聴
木　村　修　平

要　旨
立命館大学スポーツ健康科学部では、正課必修英語授業であるプロジェクト発信型英語
プログラムにおける下位層の学習支援のために、2014 年度前期から新たにリメディアル
的な補完コースを設けた。補完コースはオンライン動画教材などによる事前学習と教室で
の対面添削から構成される、いわゆる反転授業メソッドを取り入れた。2014 年度と 2015
年度それぞれの受講学生を学習態度を測る目安となる暗証例文テスト結果に基いて 2群に
分類し、正課授業の成績および TOEIC IPテストのスコアなどを統計的に検定した結果、
両年度において補完コースの効果を示唆する結果が得られた。

キーワード
プロジェクト型英語教育、リメディアル教育、反転授業、補完授業、基礎学力

1　はじめに

大学全入時代を迎え、多様な入試方式のもと、様々な学力を持つ学生が入学する状況となって
いる。特に英語力については、中学校・高等学校からの積み上げが重要であるため、入学段階で
の学力差が非常に顕著である。筆者らが教育に携わっている立命館大学スポーツ健康科学部では、
毎年 220 名前後の新入生が入学してくるが、上位層と下位層の学力差が大きく、特に英語に関し
て、下位層の学生は正課の英語授業についていくことが困難な場合が見られる。そこで 2014 度
前期並びに 2015 年度前期において、同学部の新入学生のうち英語力の下位層を対象として、正
課の必修英語授業を補完するコースを開講した。補完コースは動画教材と添削指導を組み合わせ
た反転授業（flipped classroom）に基づいて行われた。
反転授業は、端的には「従来は授業内で行っていたことを自宅で行い、宿題とされていたこと
を授業内で終わらせること」と定義される（Bergmann & Sams, 2012, p.13）。また、重田（2013
年）ではより詳細に「授業と宿題の役割を『反転』させ、授業時間外にデジタル教材等により知
識習得を済ませ、教室では知識確認や問題解決学習を行う授業形態のことを指す」と定義されて
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いる。反転授業を用いた実践ならびに効果について、現在、国内外の様々な教育機関で検証がな
されている。例えば、大学レベルでの取り組みについては、船守（2014 年）は、ハーバード大
学の物理学の授業での反転授業について紹介している。また高木・関口・河合・木村（2013 年）
は、岩手県立大学の数学リメディアル教育に反転授業を取り入れ、その成果について報告してい
る。さらに丸山（2014 年）では、民間企業が開発した音声付スライドショー作成支援システム
を理工学部の授業に導入し、導入前と比較して自習時間・成績が向上したと報告されている。そ
の一方で、これまでの高等教育レベルでの反転授業については、主に理系の科目を対象にしたも
のが多く報告されており、リメディアル・レベルの英語授業で反転授業を用いた取り組みについ
てはほとんど報告がなされていない。本稿は、この補完コースがプロジェクト発信型の正課授業
における学業の達成にどう役立ったかを、成績データおよびアンケート結果から明らかにするこ
とを目的としている。

2　プロジェクト発信型英語プログラムと補完コース「P0」

まずはじめに、立命館大学スポーツ健康科学部で実施されている正課必修英語授業「プロジェ
クト発信型英語プログラム」についてその概要を説明し、つづいて補完コース「P0」との対応
関係を示す。

2.1　プロジェクト発信型英語プログラムについて
立命館大学スポーツ健康学部では、2年次までの正課必修英語授業として「プロジェクト発信
型英語プログラム」（Project-based English Program）を採用している 1）。同プログラムは、週 2
コマの正課必修授業から構成されている。ひとつは学生自身が興味関心に基づきリサーチを行い
その成果を様々なアカデミック・フォーマットに基いて英語で発表する「プロジェクト英語」で
あり、もうひとつはプロジェクトの遂行と発表に必要な基本四技能の習熟を目指す「スキルワー
クショップ」である。
1年次前期の「プロジェクト英語 1」（以下、P1）は、「自分の関心事に基づきリサーチを行い、
英語で発表できる」ことを到達目標としている。また同じく 1年次前期の「スキルワークショッ
プ 1」（以下、S1）は、P1 で発表するために必要な基礎的な英語の知識（発音・文法・単語）や
英語を「読む・書く・聞く・話す」練習をすることを目的としている。
表 1に示したとおり、学生は卒業のために合計 8単位の英語授業を修得することが求められて
いる。しかしながら入学時の英語力が不十分なため、英語の単位修得が困難な学生が 2010 年度

表 1　スポーツ健康科学部における必修英語授業の構成と単位数

年次 学期 対応する必修英語授業 合計単位数

1
前期 プロジェクト英語 1（P1）およびスキルワークショップ 1（S1） 2
後期 プロジェクト英語 2（P2）およびスキルワークショップ 2（S2） 2

2
前期 プロジェクト英語 3（P3）およびスキルワークショップ 3（S3） 2
後期 プロジェクト英語 4（P4）およびスキルワークショップ 4（S4） 2
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の開設以来多く見られることから、最初の英語授業である P1 での学習を補完するためのコース
として、2014 年度度前期ならびに 2015 年度前期に「P0」を開講、実施した。

2.2　P1 の補完コースとしてのP0
P0 の目的は大きく 2つある。一つは中学校・高等学校で十分身についていない英語の基礎的
な知識を復習することである。もう一つは、P1 のカリキュラムと連動し、P1 での中間発表や最
終発表といった主要な発表タスクに先駆けて発表用の原稿の作成や実践練習を行ったり、その内
容を書き言葉でまとめた最終ペーパー（Written Presentation）に向けて各自が作成した課題の対
面添削を実施することで、P1 のための学習を補完をすることである。

P0 の 15 週のシラバスは表 2の通りである。まず第 1～ 5週は、英語の基礎の復習を行った。
第 6以降は P1 のカリキュラムに合わせた内容とした。P1 のカリキュラムでは第 8週および 9週
で中間発表、第 13 ～ 15 週で最終発表、第 15 週で最終ペーパーの提出が行われる。そのため、
P0 では第 6 ～ 8週で P1 の中間発表の準備・練習、第 10 ～ 13 週で最終発表の準備・練習、第
14 ～ 15 週で最終ペーパーの準備を主な内容とした。P1 においては、（1）授業への参加（20％）、
（2）課題（30％）、（3）中間発表（15％）、（4）最終発表（20％）、（5）最終ペーパー（15％）
を総合的に判断して評価している。（1）授業への参加については、授業への出席と授業内での
発言に基づき評価を行っている。（2）課題については、毎週課外で各自のテーマに関するリサー
チを報告する課題を課し評価を行っている。（3）～（5）の発表やペーパーが、成績評価の
50％を占めているが、過年度において下位層の学生の中には英語での発表経験やペーパーの作成
経験が乏しく、つまづきが顕著であったため、P0 では（3）～（5）の準備に 9週を充てている。

表 2　P0のシラバスと対応するP1のタスク（2014 年度）

週 P0 のカリキュラム 対応する P1 の主なタスク
1 オリエンテーション（Pre-Testの実施を含む）
2 辞書の使い方 /発音のチェック セルフ・アピール
3 動詞の基本 /否定文・疑問文
4 時制（過去形 /進行形 /完了形）
5 接続詞 /関係詞
6 中間発表の準備（1）：原稿の作り方
7 中間発表の準備（2）：スライドの作り方
8 中間発表の練習 /原稿とスライドの添削 中間発表

（1人 3分間）9 中間試験（整序問題 /簡単英作文 /暗唱例文チェック）
10 最終発表に向けて（1）：数字を用いた表現
11 最終発表に向けて（2）：図表を用いた表現
12 最終発表の準備（1）：原稿の作り方
13 最終発表の準備（2）：スライドの作り方 最終発表

（1人 5分間。最終日に最終
ペーパー提出）

14 Written Presentationを作る：話し言葉と書き言葉の違い
15 期末試験（暗唱例文総チェック /事後テストの実施を含む）
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P0 コースを受講する学生は、各週の学習項目について予め収録され、YouTube上にアップロー
ドされた動画教材を視聴し、関連するワークシートを完成させることが求められた 2）。受講生に
課外での学習を取り組ませるために、ワークシートについては授業担当講師が毎週チェックし、
学生に動画教材を視聴し、ワークシートを完成させることの重要性を強調した。また P1 の授業
でも、各クラスの担当講師から、P0 に積極的に取り組むよう促した。

2.3　P0 での学習の流れ
P0 の受講生は、まず YouTube上の動画教材を視聴し、その内容に基づいてワークシートに取
り組む。ワークシートには動画教材に対応したタスクに加え、暗証例文が記載されている。次に
受講生はワークシートを P0 の授業に持ち込み、担当講師から添削やアドバイスを受けるほか、
暗証例文を覚えているかどうかを確認するテストを受験する。
動画教材の教授内容とワークシートの内容は密接に連動している。たとえば、図表を説明する
英語表現を学ぶ回の動画教材内では、折線グラフにおける増減を表現するための様々な表現につ
いて講師が電子黒板を用いて解説を行った（図 1）。

ワークシートには、動画教材内で触れられた表現に加え、動画内では言及しなかった応用的な
表現がまとめられていた（図 2）。動画教材やワークシートにおける文法項目や英語表現につい
ては、中学校・高等学校で学習すべき文法項目や表現を網羅することを目的とするのではなく、
あくまでも学生が英語で発信するために最低限必要な知識や、一部分を置き換えるだけで発表に
用いることが出来る参考例文を出来るだけインプットすることを目的とした。

図 1　YouTube 上の P0用動画教材（2015 年度「図表を説明しよう」より）

図 2　ワークシートにまとめられた、増減に関わる英語表現



反転授業メソッドを用いた英語リメディアルコースの効果と課題

－121－

動画教材とワークシートで学んだ表現を用いて、受講生は具体的なタスクに取り組む。この回
では、サンプルとして提示された折線グラフの増減を意味する英文となるよう、空欄に適切な英
単語を記入するタスクが出題された（図 3）。タスクの指示には受講生の助けとなるよう適宜ヒ
ントを含ませたほか、設問の中には動画教材を観ただけでは回答できない、受講生が自ら辞書で
意味や発音を調べる必要のある問題もあり、学習が単調にならないよう工夫した。

各回のワークシートには、トピックに関連する暗証例文が記載された（図 4）。例文は、過去
の P1 授業の中間発表や最終発表で頻繁に用いられたものを精選した。受講生は、この暗証例文
を覚え、次回 P0 の教室授業の中で確認テストを受験した（図 5）。

図 3　折線グラフの増減を表現するタスク

図 4　ワークシートに記載された暗証例文

図 5　暗証例文テストの例
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P0 の教室授業では、担当講師がワークシートの採点、補足的な解説や受講生からの質問への
回答、暗唱例文の確認テストを行った。また、前掲の表 2で示したように、中間発表・最終発表
の直前には、講師による対面形式による発表原稿や最終ペーパーの添削、実際に学生が P1 の中
間発表や最終発表の形式に則り事前練習を行うことも教室内で実施した（図 6）。

3　P0 の学習効果に関する評価

ここでは、P0 の履修が正課授業である P1 および S1 における学生の学業および成績にどのよ
うな影響を与えたのかに関して 2014 年度と 2015 年度に分けて各種データに基づいて評価する。

3.1　各年度のP0受講対象者
3.1.1　2014 年度の P0受講対象者
スポーツ健康科学部では、入学時のプレイスメント・テストとして TOEIC Bridgeを実施して
いる。日本で TOEIC Bridgeを実施している国際ビジネスコミュニケーション協会（2013 年）に
よると、高校生の平均点は 180 点満点中 115.2 点であることから、2014 年度の P0 の受講対象者
は 115 点以下の学生 51 名（2014 年度生 234 名中、21.8％）とした。
対象者が各週に受験した暗唱例文テスト（合計 100 点 ; 平均 17.5 点（SD=19.98）; 中央値 10 点）

に基づき、全対象者を上位 26 名（暗唱例文テスト高群 <Quiz High>群。以下、QHグループ ;

平均点 30.6 点（SD= 20.64））と下位 25 名（暗証例文テスト低群 <Quiz Low>群。以下、QLグ
ループ ; 平均点 3.9 点（SD = 2.98））の 2群にグループ分けした。P0 を受講していない学生をコ
ントロール群（n=183）とした。
今回の分析で暗唱例文テストの合計点に基づきグループ分けを行った理由は、P0 が反転授業
であり、講義内容やワークシートを事前に学習しなければ教室内での学習効果が薄いと考えられ
るためである。実際、重田（2013 年、683 頁）によれば、事前学習の時間がより長い学生ほど
反転授業においてより高い成績を修めたことが判明している。
外国語の学習はただ単に教室に出席するだけで高い効果が得られるものではなく、学ぼうとす
る態度や習慣が必要であることは言うまでもない。しかしながら対象者の中には P0 の教室授業

図 6　P0の教室での対面指導の様子
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に出席するだけで暗唱例文を含むワークシートを予習せず学習意欲の低い学生が見られたので、
学習態度や習慣が与える補完コースの学習効果を見るためにこの基準を採用した。
学習開始時の英語力について、TOEIC Bridgeのデータを見てみると、2014 年度生では、QH

グループの平均が 100.1 点（SD = 9.76）、QLグループの平均が 87.1 点（SD = 15.00）、コントロー
ル群の平均が 139.5 点（SD = 11.41）となり、一元配置分散分析（One-way ANOVA）の結果、有
意差が見られた（図 7、F（2, 232） = 308.49, p < .01）。Tukey-Kramer法による多重比較を実施
したところ、QHグループと QLグループ、コントロール群と QHグループ、コントロール群と
QLグループの間に、有意差（ p < .01）が見られた。

3.1.2　2015 年度の P0受講対象者
2015 年度も 2014 年度と同様に新入生に TOEIC Bridgeを実施し、115 点以下の学生 34 名が対
象となった。この数字は、2015 年度入学生の 14.7％に相当する。毎年同じ問題を使用している
わけではないので単純な比較は出来ないが、2014 年度生の 21.8％と比べるとかなり減少してい
ると言える。
これら 34 名の学生を、毎回の授業での暗唱例文テスト（合計 200 点 ; 平均 43.97 点（SD = 

26.80）; 中央値 37 点）の中央値を元に、2014 年度と同様に、暗証例文テスト高群（QHグループ ; 

n=16; 平均点 67.8 点（SD = 15.90））と暗証例文テスト低群（QLグループ ; n=18; 平均点 22.8
点（SD = 12.85））に分類した。P0 を受講していない学生をコントロール群（n=197）とした。
暗証例文テストが 2014 年度の 100 点満点から 200 点満点となった理由は、2014 年度のテストが
各回の例文を一字一句正確に回答するだけだったのに対し、2015 年度では同じ例文を穴埋め式
や記述式の両方で出題するなど、設問数を増やしたためである。
2015 年度生についても、学習開始時の英語力として TOEIC Bridgeのデータを見てみると、

QHグループの平均が 98.9 点（SD = 16.80）、QLグループの平均が 95.9 点（SD = 14.85）、コン
トロール群の平均が 140.9 点（SD = 13.31）となり、一元配置分散分析（One-way ANOVA）の
結果、有意差が見られた（図 8、F（2, 228） = 147.22, p < .01）。Tukey-Kramer法による多重比
較を実施したところ、コントロール群と QHグループ、コントロール群と QLグループの間に、
有意差（p < .01）が見られた。一方、QHグループと QLグループの間には、有意な差が見られ
なかった。

図 7　2014 年度QHグループ、QLグループ、コントロール群の TOEIC Bridge 成績の比較
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3.2　P1 の成績に関する分析結果
3.2.1　2014 年度生

P1 の成績評価 4）（A+ = 5、A = 4、B = 3、C = 2、F = 0 で換算）に基づき、両グループを比
較したところ、QHグループの平均が 3.1 点（SD = 0.71）、QLグループの平均が 1.4 点（SD = 1.53）
で、t検定の結果、有意差が見られた（図 9 5）、t（33） = -4.98, p <.01）。このことは、QHグルー
プは P1 において平均で B（3.0）以上の成績を獲得した一方で、QLグループは平均で C（2.0）
以下の成績だったことを意味している。

3.2.2　2015 年度生
2014 年度生の場合と同様に、P1 の成績を A+ = 5、A = 4、B = 3、C = 2、F = 0 で換算し分

析したところ、QHグループの平均が 2.8 点（SD = 0.91）、QLグループの平均が 1.7 点（SD = 1.14）
となり、t検定の結果、有意差が見られた（図 10、t（32） = 3.26, p <.01）。

図 8　2015 年度QHグループ、QLグループ、コントロール群の TOEIC Bridge 成績の比較

図 9　2014 年度QHグループ、QLグループ、コントロール群のP1成績の比較
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3.2.3　考察
以上の結果から、2014 年度生、2015 年度生ともに、P0 受講者のうち QHグループについては、

QLグループと比べて、P0 の補完コースのそもそもの目的である P1 の成績において、有意に良
い成績を獲得したと言える。

3.3　S1 の成績に関する分析結果
3.3.1　2014 年度生

S1 の成績評価に関しても、QHグループの平均が 2.7 点（SD = 0.62）、QLグループの平均が 1.7
点（SD = 1.28）で、t検定の結果、有意差が見られた（図 11、t（34） = -3.44, p <.01）。

3.3.2　2015 年度生
2014 年度生と同様に分析したところ、QHグループの平均が 1.9 点（SD = 1.02）、QLグルー
プの平均が 2.1 点（SD = 0.87）となり、t検定の結果、有意な差が見られなかった（図 12、t（32） 
= .56, p = .59）。

図 10　2015 年度QHグループ、QLグループ、コントロール群のP1成績の比較

図 11　2014 年度QHグループ、QLグループ、コントロール群のS1成績の比較
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3.3.3　考察
以上の結果から、元々 P0 の補完コースの目的ではなかった S1 の成績に関して、2014 年度生
においては、QHグループが QLグループよりも有意に高い成績を修めた一方で、2015 年度生に
おいては、有意な差が見られなかった。

3.4　TOEIC-IP 得点に関する分析結果
3.4.1　2014 年度生
正課授業の成績とは異なるが、スポーツ健康科学部 1回生全員に受験義務のある学期途中の

TOEIC-IPのスコアについては、QHグループの平均が 279.4 点（SD = 58.08）、QLグループの
平均が 252.8（SD = 59.94）で、t検定の結果、有意差が見られなかった（図 13、t（47） = -1.576, 
p = .122）。

3.4.2　2015 年度生
2014 年度生と同様に、TOEIC-IPのスコアについて見てみると、QHグループの平均が 258.4
点（SD = 47.91）、QLグループの平均が 243.2 点（SD = 51.72）で、t検定の結果、有意差が見
られなかった（図 14、t（31） = -.87, p = .39）。

図 12　2015 年度QHグループ、QLグループ、コントロール群のS1成績の比較

図 13　2014 年度QHグループ、QLグループ、コントロール群の TOEIC-IP スコアの比較
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3.4.3　考察
以上の結果から、2014 年度生、2015 年度生ともに、TOEIC-IPのスコアについては、QHグルー
プと QLグループの間で有意な差が見られず、P0 の有意な効果が見られなかった。

3.5　事後アンケート分析
本節では、P0 に関する学生の自己評価や補完コースとしての効果について、事後アンケート

の結果から検討する。事後アンケートは、2014 年度、2015 年度ともに、最終授業日にあたる第
15 週目に教室内で行われ、2014 年度は 26 名（受講登録者の 51.0％ ; QHグループ 17 名、QLグルー
プ 9名）、2015 年度は 19 名（受講登録者の 55.8％ ; QHグループ 10 名、QLグループ 9名）から
有効回答を得た。有効回答率が両年度で 60％を下回っているのは、特に QLグループにおいて、
最終授業日に欠席した受講生が多かったためである（2014 年度で 25 名中 16 名が欠席、2015 年
度で 18 名中 9名が欠席）。

3.5.1　暗誦例文の有用性
まず P0 のワークシートに含まれる暗唱例文が P1 の最終発表においてどの程度役立ったかに

ついて、2014 年度では、QHグループ（1名無回答を除く）では 60％超が、QLグループでも半
数超が「とても役立った」「多少役立った」と回答した。2015 年度では、QHグループでは
100％が、QLグループでは、半数弱が「とても役立った」「多少役立った」と回答した（表 3）。

図 14　2015 年度QHグループ、QLグループ、コントロール群の TOEIC-IP スコアの比較
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3.5.2　英語学習時間の変化
また、P0 の受講による英語学習時間の変化について、2014 年度では QHグループでは 70％超
が「とても増えた」「ある程度増えた」と回答しているのに対して、QLグループでは「増えた」
という回答は全体の半数に満たなかった。また 2015 年度でも QHグループでは 80％が「とても
増えた」「ある程度増えた」と回答しているのに対して、QLグループでは「増えた」という回
答は全体の半数に満たなかった（表 4）。

4　2年間の取り組みを振り返って

本節では、2014 年度ならびに 2015 年度において、QHグループと QLグループの両群で、P1
および S1 の成績に有意差が見られた原因について検討する。

4.1　総合考察
前節で示したとおり、暗唱例文テストの結果に基づきグループ分けを行ったところ、QHグ
ループは、QLグループより、正課必修授業である P1 の成績において有意に良い成績を修めた。
一方で、TOEIC-IPについては有意な差が見られなかった。また S1 については、2014 年度と
2015 年度で結果が分かれることとなった。

表 3　P1最終発表におけるP0の暗唱例文の妥当性に関する質問への回答
P0 のワークシートの暗唱例文は、あなたの P1 の最終発表でどの程度助けになりましたか？

2014 年度 2015 年度
回答 QH_Group（％） QL_Group（％） QH_Group（％） QL_Group（％）

とても役立った 3（18.8％） 2（22.2％） 6（60.0％） 2（22.2％）
多少役立った 7（43.8％） 3（33.3％） 4（40.0％） 2（22.2％）

あまり役立たなかった 3（18.8％） 1（11.1％） 0（0％） 0（0％）
全然役立たなかった 0（0％） 2（22.2％） 0（0％） 2（22.2％）

わからない 3（18.8％） 1（11.1％） 0（0％） 3（33.3％）

表 4　P0の受講による英語学習にかける時間の変化に関する質問への回答
P0 の受講で英語の学習（Pや Sの授業、TOEIC）にかける時間は増えたと思いますか？

2014 年度 2015 年度
回答 QH_Group（％） QL_Group（％） QH_Group（％） QL_Group（％）

とても増えた 2（11.8％） 1（11.1％） 5（50.0％） 0（0％）
ある程度増えた 10（58.8％） 3（33.3％） 3（30.0％） 2（22.2％）

あまり増えなかった 5（29.4％） 1（11.1％） 1（10.0％） 3（33.3％）
全然増えなかった 0（0％） 2（22.2％） 0（0％） 2（22.2％）

わからない 0（0％） 2（22.2％） 1（10.0％） 2（22.2％）
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4.2　P1 の成績に見るP0の効果の検証
第一に、学習開始時の英語力の違いが QHグループと QLグループの両群の P1 の成績差にも

たらした可能性について考察する。
前節で示したように、P0 を受講していない学生をコントロール群として、学習開始時の英語

力について、TOEIC Bridgeのデータを見てみると、2014 年度生について、QHグループの平均
が 100.1 点（SD = 9.76）、QLグループの平均が 87.1 点（SD = 15.00）、コントロール群の平均
が 139.5 点（SD = 11.42）となり、一元配置分散分析（One-way ANOVA）の結果、有意差が見
られた（F（2, 232） = 308.49, p < .01）。Tukey-Kramer法による多重比較を実施したところ、QH

グループとQLグループ、コントロール群とQHグループ、コントロール群とQLグループの間に、
有意差（p < .01）が見られた（3.1.1）。
2015 年度生についても、QHグループの平均が 98.9 点（SD = 16.80）、QLグループの平均が
95.9 点（SD = 14.85）、コントロール群の平均が 140.9 点（SD = 13.31）となり、一元配置分散
分析（One-way ANOVA）の結果、有意差が見られた（F（2, 228） = 147.22, p < .01）。Tukey-

Kramer法による多重比較を実施したところ、コントロール群と QHグループ、コントロール群
と QLグループの間に、有意差（p < .01）が見られた。一方、QHグループと QLグループの間
には、有意な差が見られなかった（3.1.2）。
一方で、P1 の成績については、2014 年度生では QHグループの平均が 3.1 点（SD = 0.71）、

QLグループの平均が 1.4 点（SD = 1.53）、コントロール群の平均が 3.2 点（SD =1.01）となり、
一元配置分散分析（One-way ANOVA）の結果、有意差が見られた（F（2, 231） = 30.73, p < .01）。
Tukey-Kramer法による多重比較を実施したところ、QHグループと QLグループ、コントロール
群と QLグループの間に、有意差（p < .01）が見られた。一方、QHグループとコントロール群
の間には有意な差が見られなかった（3.2.1）。
2015 年度生についても、QHグループの平均が 2.8 点（SD = 0.91）、QLグループの平均が 1.7

点（SD = 1.14）、コントロール群の平均が 3.0 点（SD = 1.05）となり、一元配置分散分析（One-

way ANOVA）の結果、有意差が見られた（F（2, 229） = 14.00, p < .01）。Tukey-Kramer法によ
る多重比較を実施したところ、QHグループと QLグループ、コントロール群と QLグループの
間に有意差（p < .01）が見られた。一方、QHグループとコントロール群の間には有意な差が見
られなかった（3.2.2）。
以上の事実を合わせて考察すると、2014 年度と 2015 年度両方の年度において、QHグループ
と QLグループの間で P1 の成績に有意差が表れたのは、単純に学習開始時の英語力の違いが影
響しているのではないことが分かる。2014 年度生においては、QHグループと QLグループの間
で確かに学習開始時点での英語力の差が見られ、そのことが影響した可能性があるが、2015 年
度生においては、両群の間に開始時点での英語力の有意な差が見られなかったためである。また
開始時点での英語力には、2014 年度、2015 年度ともに QHグループとコントロール群では有意
差が見られるにも関わらず、P1 の成績においては、2014 年度、2015 年度ともに有意差が見られ
なかった。このことは P0 が本来の目的を果たし、P1 での学習効果に繋がったことを示唆してい
る。
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4.3　S1 の成績に見るP0の効果の検証
次に、スキルワークショップ（S1）の成績について見てみると、2014 年度生では、QHグルー

プの平均が 2.7 点（SD = 0.62）、QLグループの平均が 1.7 点（SD = 1.28）、コントロール群の
平均が 3.4 点（SD = 0.89）となり、一元配置分散分析（One-way ANOVA）の結果、有意差が見
られた（F（2, 231） = 42.98, p < .01）。Tukey-Kramer法による多重比較を実施したところ、QH

グループと QLグループ、コントロール群と QHグループ、コントロール群と QLグループの間
に有意差（p < .01）が見られた（3.3.1）。
2015 年度生については、QHグループの平均が 1.9 点（SD = 1.02）、QLグループの平均が 2.1

点（SD = 0.87）、コントロール群の平均がで 3.1（SD = 0.75）となり、一元配置分散分析（One-

way ANOVA）の結果、有意差が見られた（F（2, 229） = 32.59, p < .01）。Tukey-Kramer法によ
る多重比較を実施したところ、コントロール群と QHグループ、コントロール群と QLグループ
の間に有意差（p < .01）が見られた。一方、QHグループと QLグループの間には有意な差が見
られなかった（3.3.2）。
また、2014 年度では、コントロール群と QHグループの間、コントロール群と QLグループ
の間、QHグループと QLグループの間に有意差は認められたが、2015 年度においては、コント
ロール群と QHグループの間、コントロール群と QLグループの間でのみ有意差が見られた。こ
の事は、学習開始時点で英語力について差が見られ、その差が成績に反映されていることが分か
る。
2.2 節で述べたように、P1 の成績評価においては、（1）授業への参加、（2）課題、（3）中間

発表、（4）最終発表、（5）最終ペーパー、を総合的に判断しているが、（3）～（5）の要素が
成績評価の 50％を占めており、P0 の授業内でもこれらの要素を重点的に扱ったことで、P0 で積
極的に学習を行った QHグループについては、P1 の成績が向上したと考えられる。一方で、四
技能の修得を到達目標とする S1 の成績評価においては、（1）授業への参加、（2）課題、（3）
クイズ、（4）最終テストによって評価が決定され、P0 の授業内容と直接対応するものはないため、
P0 での取り組みの度合いが S1 の成績に反映されなかったと考えられる。

4.4　事後アンケート結果の考察
最後に、事後アンケート結果について考察する。2014 年度・2015 年度の両年度において、QH

グループは QLグループと比べて、最終発表での暗証例文テストの効果に高い有用性を見出して
いる（3.5.1）。また、英語学習時間の変化についても、両年度で、QHグループは QLグループ
よりも学習時間が増加している（3.5.2）。これらの結果からも、P0 という試みが、P1 の補完コー
スとして当初設定した目標を達成していることの傍証になると考えられる。

5　まとめと今後の課題

今回、補完コースで反転授業を採用したのは、2.2 節で述べたように、学生に少しでも多くの
アウトプットの活動を実践してもらうことが目的であった。本稿で述べてきた、過去 2年間にわ
たるスポーツ健康科学部で実施した P0 の試みは、英語リメディアル教育における反転授業の可
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能性と課題を端的に示しているとも言える。
まず可能性については、上述のとおり、たとえ英語が苦手でも積極的かつ能動的な学習態度を
持つ学生層には反転授業は P1 の最終発表の実践練習も含め肯定的に評価され、英語の学習時間
の増加および正課授業での成績の向上に繋がっている可能性が高い。
その一方で、反転授業の課題として、英語が苦手でかつ消極的、受動的な学習態度を持つ学生
層にとっては、自ら進んで動画教材を視聴し、ワークシートに取り組み、教室内で添削を受ける
という Active Learning型の教育モデルは必ずしも有効に機能しない可能性が高いと言える。重
田（2013 年）でも、受講生が事前に教材を視聴せず、ただ単に授業に出席するだけでは学習効
果が得られにくいことを反転授業の課題の一つとして挙げている。こうした層の学生は補完コー
スを活用できず、結果として必修の正課英語授業で低調な成績に終わる可能性が強く示唆されて
いる。

P0 では、2014 年度の実施結果から上記の課題を発見し、2015 年度では P0 を活用できていな
い受講生を早期に把握し、学部事務室の職員や基礎演習クラスの担当教員、さらには所属するク
ラブのコーチなどを通じて P0 への取り組みの促進を要請した。こうした周囲からの声掛けがど
の程度参加に結びついたのか、あるいは結びつかなかったのかについては別途検証の余地がある。
また、QLグループに属する受講生の多くは P0 や P1 といった英語授業だけでなく他の授業でも
成績がふるわない傾向が見受けられることから、大学入学時点での学習習慣そのものに課題があ
る可能性もあり、入学前教育の徹底など、入学後を見据えた学習経験をサポートする環境づくり
を検討する必要もある。さらには、P0 の動画教材やワークシートの難易度について、両年度の
QLグループの受講生から難しすぎるという声が聞かれることから、今後もさらに改善を重ねる
必要があると思われる。
最後に、2年間の試みを通じて P0 の関係者全員が痛感していることを指摘したい。それは反
転授業とは決して安楽な教授手法ではないという事実である。動画教材やワークシートの制作、
教室授業を含むコース全体の設計、効果の検証、改善点の洗い出しなど、やるべきことは無数に
ある。こうした先進的な取り組みを複数年度にわたって継続的に行うには教員 1人の力では到底
不可能だろう。P0 は、英語教員と学部事務室が一丸となって協働し、2年間でようやく小さな
実を結んだばかりであり、この実を着実に育てていくことこそ、最大の課題と言えよう。
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注
1） プロジェクト発信型英語プログラムの詳細については同プログラムのWebサイト（http://pep-rg.jp/）
を参照。
2） P0 の動画教材およびワークシートは、P0 専用サイト（http://p0.pep-rg.jp/）において公開されている。
3） 暗唱例文テストについては、各ワークシートに含まれている暗唱例文を授業内で日本語を与え対応す
る英語を記述させる形式を取った。
4） P1 の成績評価については、（i）出席、（ii）授業への参加・貢献、（iii）教室外の課題、（iv）中間発表、（v）
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最終発表、（vi）最終ペーパー、に基づき各クラスの講師が成績を算出した。クラス間の成績分布のばら
つきを極力少なくするため、スポーツ健康科学部では最終的に英語授業担当者間で成績の分布を調整し
ている。
5） 図 9～図 12 の縦軸は、成績評価（A+ = 5、A = 4、B = 3、C = 2、F = 0 で換算）を表している。
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The Effects and Issues of a Flipped-Teaching Method in a Remedial English Course:
Based on Two-Year Attempts

YUHAKU Atsushi（Associate Professor, College of Sport and Health Science）,
OISHI Hiroaki（Associate Professor, College of Sport and Health Science）,
KIMURA Syuhei（Associate Professor, College of Life Sciences）

Abstract
This study examines the effects of a supplementary course on students ’ academic 

performance in a compulsory project-based English class both in 2014 and in 2015. The course 

was conducted using a flipped classroom model, where students watch online video lectures and 

complete worksheets in advance and then have them corrected by an instructor in class. The 

students were divded into two groups according to in-class test scores which they took 

throughout the course. This study found that students with high test scores, which indicates 

they have high learning motivation, benefited more from the supplementary course than those 

with low scores. The statistical results suggest that the supplementary course helped increase 

students’ academic performance during the compulsory course. Additionally, there was a 

significant difference in their final grades from the complusory course among the two student 

groups. It was also revealed by the self-evaluation questionnaire that the student group with 

higher test scores found the supplementary course more beneficial than the other group. The 

study concludes that a supplementary English course using the flipped classroom model can 

help students who are highly motivated, but do not possess sufficient English skills, 

successfully complete a compulsory English class, whereas those with low English skills and 

low learning motivation may need other aids in addition to a flipped classroom remedial course.

Keywords
project-based English program, remedial education, flipped classroom, supplimentary courses, 

basic academic skills
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報告

機能別分化政策と私立総合大学

川　口　清　史

要　旨
日本の大学改革政策の焦点は今、機能別分化政策にあり、地方国立大学を中心に急速な
改革が進んでいる。機能別分化政策の発想は、研究大学、教養教育大学、コミュニティカ
レッジなど多様な大学群からなるアメリカモデルからきている。しかしいわゆるアメリカ
モデルも研究大学へと向かうし烈な競争の中にあり、トップ大学は研究だけでなく教育、
地域貢献、スポーツなど多様な機能を有していて、マルティバーシティとも呼ばれる。日
本の大規模私立大学は教育を中心としつつも、研究、高度職業人養成、スポーツ等多機能
を有している。私立総合大学については、機能強化政策は必要だが、その総合性を生かす
ことも大学セクターが全体として多様な機能と役割を果たす上で意味がある。国立大学が
国主導のヨーロッパモデルであるのに対し、「市場」よって改革が進められる私立大学は
アメリカモデルに近い。日本の大学改革の進展には国主導だけではなく、この「市場」を
いかにデザインしていくかがカギとなる。

キーワード
機能別分化政策、大学の大衆化、大学の多機能化、大学の多様化、アメリカモデル、
マルチバーシティ、日本型私立総合大学、大学間競争の「市場」、

1　はじめに

大学改革の焦点は今、大学、とりわけ国立大学の機能別分化にある。すべての国立大学が、世
界的研究教育拠点、分野ごとの全国的研究教育拠点、そして地域の研究教育拠点の 3つの機能の
どれかに焦点を当てた改革をすすめることが求められている。国立大学法人は法で定められた中
期計画にそれを明示することが求められ、概算要求の前提とされることから、地方国立大学から
の「運営交付金の重点配分は地方国立大学を疲弊させる」との批判がありつつも、事態が進行し
ている。
大学の多様化政策自体は決して目新しいものではない。戦後改革によって画一的な四年生新制
大学となった高等教育機関を「種別化」しようとする動きは早くも 1951 年に始まる。その後
1971 年には中教審答申「今後における学校教育の総合的な拡充整備のための基本的施策につい
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て」、いわゆる「四六答申」が出され、明確に「種別化・類型化」の方向が出される。これらは
部分的には実現されるが、基本的には「大学側の強い反発によってお蔵入りとなる」（天野 2013
年、p81）。この多様化政策は、1980 年代には「個性化」として、2000 年代に入って「機能別分化」
として出されてくる。
今次の機能別分化政策は、すでに担当官庁である文部科学省の政策を超えて、内閣の成長戦略
の一環を構成し、国立大学交付金の交付方式の変更と相まって、従来にない強制力を持って進め
られている。加えて、これまでの多様化政策が進学者の増大と高等教育の量的整備の中で提起さ
れたこととは反対に、少子化の中での大学間競争の激化の中で進められている、という特徴を
持っている。
機能別分化とはなにか。それはもともとアメリカの多様化された大学セクターをモデルに構想
されてきたが、アメリカの大学の実際はどうなのであろうか。また、国立大学にとどまらず、全
国大学の 80 パーセントを占める私立大学にとってどのようなインパクトがあるのか。とりわけ
これまでその総合性を特徴としてきた私立総合大学にとってそれはどのような意味を持つのか。
これらが早急に検討されなければならない。本稿は機能別分化政策自体の意義づけや見通しを検
討するものではない。一見、機能別「分化」とは逆の形態をとって発展してきた日本の総合大学
がこの機能別分化との関係でどのように位置付けられるかを、機能別分化と関係の深い大学分類
（天野、2013、p91）のモデルであるアメリカとの対比で考察するものである。

2　大学の大衆化と多様化

機能別分化は大学の多様化のひとつのあり方である。今日の日本の大学がかつてのエリート養
成のためのそれではなく、より広く大衆化されたものであることは大学改革の前提である。広く
知られているように、アメリカの高等教育研究者マーチン・トロウは進学率の上昇をメルクマー
ルに、大学・高等教育制度が「エリート段階―マス段階―ユニバーサル段階」という発展段階を
歩み、それぞれの段階で、その社会的位置、目的、機能、教育方法・手段、選抜原理、管理運営
形態が異なってくることを示した。そして、1970 年代に早くもアメリカがユニバーサル段階に
入っていったと論じた。進学率 50 パーセントを越えた日本も 2010 年代の今、ユニバーサル段階
に入ってきたのである。1960 年代末の世界的な大学「紛争」はエリート段階の特質を備えた大
学と実態としてのマス化された学生との矛盾の爆発であったし、そしてその後の 70 年代以降の
長い大学改革の取り組みは、まさしく、エリート段階からマス段階への移行の苦しみであったと
いえる。
ここで焦点としている高等教育の機能については、トロウはエリート段階では「エリート・支
配階級の精神や性格の形成」、マス段階では「専門分化したエリート養成＋社会の指導層の育成」、
ユニバーサル段階では「産業社会に適応しうる全国民の育成」とかわっていくとした（トロウ、
天野・喜多村訳　1976 年。この整理はトロウ自身ではなく訳者による）。ここで重要なことは、
大学・高等教育の機能はその発展段階に応じて「変化」するのではなく、多重化し、多様化して
いくということであろう。ユニバーサル段階にあっても、社会のエリートは必要であり、それが
育つのはやはり大学なのである。
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マス段階での大学・高等教育の機能は、ここでのトロウの整理よりはるかに多様化している。
後期中等教育、さらに中等教育後教育の拡大は、産業社会、資本主義経済からの需要の拡大と、
他方での市民、家計の側の高学歴化への要求、それを可能にする経済的時間的ゆとりの創出の中
で生まれてきた。産業社会・資本主義経済の発展は産業構造、就業構造さらには企業構造、国
家・公共部門の肥大化と構造変化を内実として進んだ。それらの結果として新たな職業、新たな
労働需要が急速に拡大し、労働力構造、職業構造も変化してきた。この新たに生まれ、拡大した
労働力の少なくともその基本的能力、資質の形成は、個々人の努力や個別企業に任されるのでは
なく、社会的に行われることが求められ、その責を大学、高等教育が負ってきた。医療、科学技
術、教育、法曹などの分野での高度な専門的職業人の養成にとどまらず、管理、ファイナンス、
マーケティング、対人関係処理など企業、国家・公共セクターでの多数の職種における人材が大
学から供給されている。多種多様な職種の必要に対応した多種多様な教育が大学でなされている。
大学の大衆化とはまさに大学における人材育成の大衆化であり多様化である。大学は量的に肥大
化しただけではなく多様化してきたのである。
同時にみておく必要があることは、この多種多様な労働力、職業は所得も多様であり、その社
会的ステイタスも多様である。つまり格差構造があるのである。アメリカのラディカル経済学の
論者、S．ボウルズと H．ギンタスはジョン・デューイに代表されるアメリカの理想主義的なリ
ベラルな教育改革がうまくいかなかったのは、アメリカの学校教育制度がアメリカ資本主義の格
差構造を反映しているからであると論じている（ボウルズ、ギンタス　宇沢訳　1987 年）。ボウ
ルズ・ギンタスは高等教育についても、アメリカ資本主義の発展に伴う政府部門、法人部門の肥
大化に伴うホワイトカラーの増大とそのプロレタリアート化が高等教育の階層化をもたらしたと
論じる（ボウルズほか　1987:Ⅱ 93）。大学の多様化は同時に大学の格差化でもある。ここに、
大学改革政策の困難さの一つがある。

3　アメリカにおける大学の種別化・機能分化

日本の大学多様化政策のモデルは言うまでもなくアメリカである。天野郁夫は大学の多様化政
策の進め方には、ヨーロッパ型とアメリカ型の二つのタイプがあるという（天野　2013：64）。
ヨーロッパ型は、大学は伝統的な機能・形態、具体的にはとりわけ学位授与権と自治権を残し、
新たな人材養成機能についても可能な限り大学で、そして他の教育機関で行う場合も大学との関
連をつけていくというユニバーシティ・モデルである。アメリカ型は、（博士）学位授与権をも
ち研究者養成の大学院を持つユニバーシティ、学位授与権を持たないカレッジ、専門職業人養成
のためのプロフェッショナルスクールなど多様な教育機能を教育機関ごとに分化した高等教育モ
デルである。そして、日本は、個々の大学はヨーロッパ型を色濃く残しながら、政策的にはアメ
リカ型を目指すという独自の展開を見せてきた。
アメリカ型の機能分化高等教育モデルは 1960 年代、カリフォルニアで形成された。カリフォ
ルニア大学バークレー校学長、続いて 1958 年にカリフォルニア大学総長を務めたクラーク・
カー（Clerk Kerr）はつぎのようにのべている。
　  　カリフォルニアの高等教育は混沌としていた。すべての大学が何でもやりたがった。二年
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生大学は四年制大学になりたがったし、また四年制大学は Ph.Dを授与したいと願った。総
合大学のキャンパスはすべて医科大学院を持ちたがったし、私立大学はひどくおののいてい
た。―（中略）―　この州が「マスタープラン」すなわち高等教育のための
よりよい規定あるいは一般的なよりよい枠組みを必要としていると感じた。（カー　小原ほ
か訳 1996:311）

その一般的な枠組みとは具体的には、カリフォルニア大学を研究、Ph.Dおよび高度専門職の
訓練というエリート機能の機関とすること、経済が必要とする新しい職業技術教育は州立の教師
教育大学を拡張すること、コミュニティカレッジを拡大してすべての高校卒業者に開放すること
であった。そして、この新しい枠組みのポイントをクラーク・カーはカリフォルニア大学をエ
リート養成機関としたことにあるという。
このカリフォルニアモデルがアメリカ全体のモデルとなり、カーネギー高等教育評議会による
アメリカ高等教育機関の類型化へとつながる。クラーク・カーを責任者とするカーネギー分類は
1973 年に初めて発表されたが、それは主として授与する学位の違いによって、以下のように分
類された。
1．博士学位授与機関（Doctoral-Granting Institutions）
2．総合大学（Comprehensive Colleges）
3．リベラルアーツカレッジ（Liberal Arts Colleges）
4．二年制カレッジ（All Two-Year College and Institutions）
5．専門職大学院および他の特別の機関（Professional Schools and Other Specialized Institutions）
ここで、2の総合大学とは主として修士レベルの学位を授与する大学であり、5の専門職大学院
等には神学校、医科大学、法科大学、経営大学院、教職大学院、芸術系大学等が含まれる。
（Carnegie Commission on Higher Education, 1971）
このカーネギー分類はその後何度か改定されており、江原武一は 1987 年段階の分類を基礎に、
アメリカモデルを研究大学、大学院大学、総合大学、教養カレッジ、二年制カレッジの 5つのタ
イプとし、それ以外に上記の専門職大学院があるとしている（江原 1994）。その構成は、全米
3389 校のうち研究大学が 104 校、大学院大学が 109 校、総合大学 595 校、教養カレッジが 572
校、二年制カレッジ 1367 校となっている。機能的には、研究大学と大学院大学が研究重視、教
養カレッジ、総合大学、二年制カレッジが教育重視、そして総合大学と二年制カレッジが社会
サービスを中心的な使命としている。そして、これらの大学群は「全体としてみれば、研究大学、
教養カレッジ、大学院大学、総合大学、二年制カレッジの順にほぼ序列化されている」（江原 

1994: 27）。独自のステイタスを持ちつつも量的に小さいリベラルアーツカレッジと職業能力養
成を目指す二年制のコミュニティカレッジを除けば、アメリカの大学のメインストリームは研究
大学、大学院大学、総合大学の 3層であり、それは研究および研究者養成機能によって序列化さ
れていると見ることができる。
カーネギー高等教育分類の当初の目的、提言は、博士学位を授与する研究型大学はもうこれ以
上必要はなく、機関の多様性の維持あるいはいっそうの増大を進めることであった。しかしなが
ら、「とりわけ皮肉なことは、高等教育機関の多様性に注目を集めたカーネギー高等教育分類が、
多くの機関が『研究型』大学に含まれるように分類システムの『上昇』を求める、という同質化
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の影響を与えてきたことである」（McCormick et.al 2005:52）とカーネギー財団の高等教育分類
の責任者であるマコーミックは述べている。アメリカの大学は決して種別・類型別の大学のポジ
ションで安定しているのではなく、研究大学への厳しい競争の中にある。上山隆大が言うように、
「公的資金の配分もきわめて競争的であって、特定の有名大学が多くの予算を獲得し、そのまま
エリート大学としての地位を維持することはない。大学は常に新しい研究を推進することによっ
て名声を高め、政府からの研究資金を拡大していかなければ、毎年行われるランキング評価で、
あっという間にトップスクールから外れてしまう。」（上山、2010、p25）のである。
大学における新たな人材養成への社会的要求、大学の大衆化の圧力の中で、そのすべてを大学
で引き受けることによって、大学のエリート養成の機能を失ったイタリアやスウェーデンの経験
を踏まえ、バークレー校等一部のカリフォルニア大学にエリート養成機能を残しつつ、新たな人
材養成についてはカリフォルニア州立大学で、ユニバーサルなアドミッションの要求にはコミュ
ニティカレッジでこたえるというクラーク・カーのカリフォルニアモデルは成功モデルとして評
価が高い。しかもそれは、公立大学であっても、「市場」を通じて競争の中で実現されたという。
ある意味では、市場を通じたからこそ、この格差構造がそれほどには大きな軋轢や矛盾を表面化
させることなく形成されたとも言える。研究大学を頂点とする格差の中で、それぞれの大学が絶
えず上昇志向を持って競争し改革を続けるところに、アメリカモデルの真髄があるのであろう。

4　もうひとつのアメリカモデル、「マルチバーシティ」

以上のように見ると、アメリカモデルを機能別分化とのみ見ることは必ずしもその実態を捉え
られないように思える。研究大学は決して研究のみに機能を特化しているのではない。研究で世
界ランキングトップのハーバード大学には教養教育改革でアメリカの大学をリードしてきた学士
課程はもとより、神学校、ロースクール、ビジネススクールなど、カーネギー分類で専門職大学
院として分類された諸機関がある。スタンフォード大学がシリコンバレーの形成と発展に果たし
てきた役割はあまりにも有名なことである。スタンフォードに限らず、多くの研究大学が地域社
会に多大な貢献をしている。カリフォルニアの研究大学であるカリフォルニア大学バークレー校、
ロスアンジェルス校（UCLA）、スタンフォードはいずれも強力なフットボールプログラムを持ち、
カレッジフットボールのパック 12 リーグの有力校で多くのプロ選手を輩出している。大学院大
学や総合大学においても同様に、さまざまな機能、役割を果たしている。アメリカの大学のメイ
ンストリームは多様な機能を持つ総合大学で、研究機能によって序列化されていると見ることが
できる。
大学の種別化、機能別分化を特徴とするカリフォルニアモデルを主導したクラーク・カーは一
方で、アメリカの大学は「ユニバーシティからマルチバーシティへ」と変革したと主張する。
（カー、箕輪ほか訳　1994、原著初版は 1963 年）。
「大学は一個の共同体、すなわち教師と学生からなる単一の集団組織として出発した。それど
ころか、大学はその中心に、それに生命を与える源泉として、一個の魂を持ち続けてきたとすら
いえるであろう。しかし、今日の大きなアメリカの大学は、むしろ共通の名称、共通の理事会、
関連しあった目的によって結ばれた、一連の人的集団や事業の寄り集まりを意味している。」
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（カー　1994:13）
そして、カーは研究大学をモデルとするこれまでのさまざまな大学論について、もはやアメリ
カの大学には当てはまらず、かつての理念からのアメリカの大学批判ではなく、現実を受け入れ
ることを主張する。とはいえ、カーは自らマルチバーシティの理念やポジティヴな意味を展開す
ることはなく、その組織上の脆弱性や矛盾、問題性をあげ、だからこそ、そこでの管理運営の困
難さと重要性について指摘している。「学部と大学院、人文、社会および自然科学者、各種職業
訓練所、学問に直接関係のない職員、大学管理当局といったものの寄せ集め」「それは奴隷のよ
うに社会に奉仕するが、同時に、その社会を批判」「機会均等を信条にしていながら、それ自身、
ひとつの階級社会」「多角化した大学では、その目的も多様で、時には矛盾している」等々。
カーの展開は、大学そのものよりも、かれ自身のキャリアに裏付けられた「マルチバーシティ
の総長―巨人か？調停者か？」（カー　1994:38 － 48）が興味深い。
「アメリカの大学の総長は、学生には友達であり、教授には同僚であり、卒業生に対しては
『いい奴』であり、理事たちに対しては健全な経営者であり、一般大衆に対しては立派な演説家
であり、財団や関係機関に対しては、機敏な交渉者であり、州議会に対しては政治家となり、産
業界、労働界、農村の理解者であり、寄付者に対しては、説得力のある外交官となり、一般的に
教育なら何でも知っており、職業訓練（特に法律学と医学）を支持し、新聞記者に対してはス
ポークスマンであり、自分の研究分野では立派な研究者であり、州や、全国的な立場からは、公
僕であり、オペラにもフットボールにも同じように拍手を送り―」
この叙述から、大学が教育機関研究機関であるだけでなく、職業訓練機関であり、産業や地域
社会に奉仕し、市民社会におけるオピニオンリーダーであり、文化やスポーツを支え、それ自体
多様な財源に依拠する経営体であることがうかがえる。
カーは本書の「1972 年版への追記」の中で、学長のもうひとつの役割として「大学の公的シ
ンボル」「イメージメーカーの役割」を付け加えている（カー　1994:133）。マルチバーシティが
「寄せ集め」の組織であり、矛盾に満ちた組織だからこそ、その全体をイメージできるシンボル
が必要だし、またそのイメージを作っていく必要があるというわけであろう。
また、同じ 72 年版追記において、カーは、63 年版で提起したマルチバーシティという用語に
対する批判に応えて、「意味したかったのは、現代の大学はいろいろな意味で多元的な教育研究
機関であるということ」「それを多元的大学あるいはビジネスの用語を借りて、コングロマリッ
ト大学と呼んでもいいかもしれない。あるいはドイツの大学のように総合型大学でもよい」と述
べている（カー　1994:127）。

5　日本の私立総合大学―日本型マルチバーシティ？

マルチバーシティは言葉を変えていえば多機能大学である。研究大学としてのアメリカの大学、
カリフォルニア大学やハーバード大学は日本の大学の対比としては日本を代表する研究大学であ
る東京大学や京都大学が取り上げられる。しかし、マルチバーシティ＝多機能大学としてみると、
その対比として、日本の私立総合大学の特徴が浮かび上がってくる。
表 1は私立大学の学生数規模の大きい大学（私立大規模大学）30 校の特徴を見たものである。
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表で取り上げている指標は、大学の規模を規定する学生数、教育研究の多様性の指標としての学
部数、教育条件の指標としての学生教員比率（ST比）、研究機能の指標として研究者養成機能を
示す課程博士授与件数（研究者養成機能自身は教育機能であるが、課程博士輩出のためには大学
自体の研究力が基盤として求められることから研究力の指標として用いる）、専門職養成機能の
指標として専門職大学院の存否、学生活動、学生構成の多様性の指標としてのスポーツ選手の輩
出である。

表 1　日本の私立大規模大学の多機能性
学生数 学部数 ST比 課程博士 専門職大学院 スポーツ選手

日本大学 65,915 13 34.9 184 ◎ ◎
早稲田大 42,263 13 38.8 513 ◎ ◎
立命館大 32,449 13 30.7 153 ◎ ◎
近畿大 30,420 13 28 66 ◎ ◎
明治大 29,849 10 35.3 212 ◎ ◎
東海大 29,024 18 24.7 31 ◎ ◎
慶應義塾 28,963 10 21.2 167 ◎ ◎
関西大 28,459 13 42.5 93 ◎ ◎
法政大 27,234 15 41.5 78 ◎ ◎
同志社大 26,496 14 47.2 122 ◎ ◎
東洋大 25,197 11 41.4 27 ◎ ◎
中央大 25,081 6 44.7 277 ◎ ◎
帝京大 23,272 10 28.9 13 ― ◎
関西学院 23,020 11 37.7 94 ◎ ◎
立教大 19,599 10 55.1 77 ◎ ◎
福岡大 18,838 9 30.1 55 ◎ ◎
龍谷大 18,298 9 38.3 42 ◎ ◎
神奈川大 17,573 7 41.8 16 ◎ ◎
専修大 17,573 7 41.1 ― ◎ ◎
青山学院 17,430 10 40 10 ◎ ◎
名城大 14,870 8 36.7 ― ◎ ◎
駒澤大 14,705 7 61 19 ◎ ◎
東京理科 13,663 6 32.7 42 ― ―
国士舘大 13,106 7 41.7 ― ― ◎
中京大 12,907 11 44.5 ― ◎ ◎
京都産業 12,843 8 34.2 11 ◎ ◎
明治学院 12,201 6 47.3 26 ― ―
上智大 12,117 9 26.9 88 ― ―
大東文化 11,790 8 36.8 39 ◎ ◎
東京農業 11,653 5 43 ― ― ―

注 1）  スポーツ選手は 2014 年アジア大会出場、プロ野球、サッカー・Jリーグ、アメリカンフットボール・
Xリーグ、ラグビー・トップリーグ、バレーボール・Vリーグ（男子）、ハンドボール・日本リーグ、
バスケットボール・NBL（男子）

注 2）―　は対応するデータがないことを示す。
出所）アエラムック編集部『大学ランキング 2016 年版』朝日新聞出版 2015 年
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日本の高等教育のマス化が私立大学によって担われてきたことは改めて確認するまでもない。
そしてマス化は多様化として進行し、きわめて多様な私立大学セクターが誕生した。その中で、
大規模大学は比較的共通の特徴を有しているように見える。第 1に規模の大きさである。規模は
単に量的な指標であるだけではなく、多様性の基礎として、また、独自のガバナンス、マネジメ
ントを必要とするきわめて質的な意味を持つ。国立大学の大規模大学は大阪大学の 1万 5千人を
最大に、1万人規模の大学は 10 校程度しかない。他方、クラーク・カーがマルチユニバーシティ
としてイメージしたカリフォルニア大学バークレー校は 3万 6千人、ロスアンジェルス校は 4万
2千人規模であり、日本の大規模私立大学の上位校がそれに匹敵する。
規模の大きさが多様性の基礎という意味は、何よりもまず、その学部構成の多様性に表れる。
自然科学系大学としてそのあり方を自ら定めている二つの大学を除き、表にある大学は人文・社
会・自然の各領域に学部を配置している。学問分野の多様性、教育分野の多様性は教員、学生の
多様性、学生の育ち方の多様性につながる、という意味でこの私立大規模大学の大きな特徴をな
している。
日本における研究大学としては 11 の大学が連携組織を作り、政策調整や研究プロジェクトの
促進を行っているが、その参画大学のうち私立大学は早稲田大学と慶応義塾の 2大学である。し
かし、表に見られるように、大規模私立大学 30 大学にうち 25 大学で単年度二桁の課程博士を輩
出し、6大学が三桁の課程博士を輩出している。これは明らかに、個別の特定大学にとどまらず、
私立大規模大学が研究機能を有していることを示しているといえる。
日本の大学の専門職養成のシステムは、従来の医学部、歯学部、薬学部といった国家資格と直
結する学部教育に加え、法科大学院、経営大学院、会計大学院、教職大学院等の専門職大学院制
度がある。医療系の専門職養成課程が単科大学中心に取り組まれ、総合大学での取り組みが比較
的少なかったのに対し、この専門職大学院については表に見られるように大規模大学のほとんど
が設置している。専門職大学院制度については必ずしも安定したものになっているとはいいがた
いものの、日本の大学が今後とも専門職養成機能を持っていく上で、私立大規模大学の位置づけ
が重要であることに変わりない。
さらに、スポーツ選手の輩出を見ると、私立大規模大学 30 大学のうち、26 の大学で、日本の
トップアスリートを出していることがわかる。
以上のように、日本の私立大規模大学は、学士課程教育にとどまらず、研究者養成機能、そし
てそれを裏付ける研究機能、専門職養成機能、スポーツ等文化の担い手の輩出といったきわめて
多機能な高等教育機関である。もちろんそれぞれの機能に比重の差はあり、学士課程教育の比重
が圧倒的に高いというアンバランスはあるものの、「私立総合大学」とも呼ばれるように、クラー
ク・カーのいうところのマルチバーシティのひとつのあり方といえるであろう。

6　高等教育政策と私立大学

私立総合大学がその多様性、多機能性を特徴とする一つのモデルとするならば、現在政府のす
すめる機能別分化政策はかならずしもそれにふさわしいものとは言えない。いま問われているの
は大衆化され、ユニバーサル段階へと向かう日本の大学が持つべき多様な機能の全体としての強
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化である。機能別分化はそのための一つの手法であって、相対的に規模が小さく、それだけに資
源の限られた地方国立大学に対して、国が政策的に支援していくものとみることができる。
日本の高等教育システムは国立大学を中心にしたヨーロッパモデルと、それに従属した位置に
置かれつつも多様性を持つ私立大学セクターのアメリカモデルとの「中間的・折衷的」な性格を
特徴とするとされる（天野　2013 年）。とはいえ、日本の大学セクターはヨーロッパとアメリカ
の中間にあるのでもなく、混ぜ合わせたものでもない。国立と私立という二つのセクターが、し
たがって、ヨーロッパモデルとアメリカモデルが併存しているとみるべきであろう。国立大学の
法人化はヨーロッパモデルからアメリカモデルへの移行と考えられたが、実際には各国立大学の
権限は限定されており、いまだヨーロッパモデルにとどまっている。一方私立大学は多様な大学
が個別に自主的に運営している点においてアメリカモデルといえる。大学改革という点からも、
国主導の国立大学にたいし、私立大学においては建学の精神や教学理念に基づいた改革が進めら
れている、あるいは進められるべきだと言われる。同時に、私立大学は厳しい競争環境の中に
あって、この競争こそ改革を推し進める力となっている現実を見ておかなければいけない。
矢野眞和は 14 の大学を訪問調査した結果、「それぞれの大学が、自らの位置と存在価値をしっ
かりと認識している」「ポジショニングをわきまえた改革をしている」と評価している（矢野　
2005:257）。つまり、それぞれの大学はどのような機能を担っていくかはすでに自ら考えており、
それは競争的市場のなせる業だというわけである。
これまでの高等教育政策は主として国立大学を対象に国主導で進めながら、それを私立大学に
波及させるという構図をとってきた。今次の機能別分化政策が同じ道をたどるかどうかは不分明
であるが、これまで見てきたようにそれは私立大学にとって（場合によっては国立大学にも）ふ
さわしいものとは思えない。近年、文部科学省は若干の競争的資金を用意し、各大学にそれへの
応募を通じた改革をすすめるようにしむけている。この資金は改革を進めようとしている大学に
とっては干天の慈雨のように貴重な財源ではあるが、個別的で期限が限られた資金供給によって
大きな改革が進むとは考えられない。
財源を授業料収入に頼る私立大学にとって最も大きな市場は志願者・受験生である。より多く
のより優れた志願者を確保するために改革を進めるといった側面が大きい。他方、アメリカを含
め世界の大学は研究資金市場を巡ってし烈な競争をしている。研究資金の確保がより良い研究を
生み、それが世界から優れた教員、学生を集め、大学のステイタス向上につながっていくという
競争である。
市場といっても大学間競争のそれは商品や金融の資本主義的市場とは異なる。高等教育政策が
国主導の大学改革だけで進めることができない状況で、大学が自らの主体的な判断で改革を進め
ていく場として市場環境をどう形成していくかが問われている。

むすび

機能別分化政策は、改めてそれぞれの大学が現実にどのような機能を果たしているのか、今後
どのような機能を果たしていこうとするかについて明示することとなった。今日本の大学は設置
形態を超えて、社会的に必要とされる機能を自覚し、自らどのような機能を果たそうとするか、
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そしてそのためにどのように大学を改革していくかが問われている。
国が、国立大学をあたかも大学システムとしてとらえ、それぞれの機能を分化して大学ごとに
担当させていくという発想は、提起されている機能の当否は別に、ありうると考えられる。しか
しながら、それは大学セクターの 80 パーセントを占める私立大学にはただちに適用されること
にはならない。とりわけ私立大規模大学は、総合大学とも呼ばれるように多様な機能を擁してい
る。それは国の政策というより、市場を通じて形成されてきた。機能別分化政策がモデルとする
アメリカの大学は、実際には厳しい競争環境にあり、その中で多機能なマルチバーシティと呼ば
れる多機能大学が出現している。
日本の大学が社会から要請される機能を強化していかなければならないことは言を俟たない。
問題は、大学の機能強化を大学セクター全体として達成することにあるはずである。しかし、国
立大学セクターと私立大学セクターという二つのセクターに分かれている日本の大学の現状で、
国主導の国立大学改革中心の高等教育政策には限界がある。国はすでに、国立大学の法人化に
よって大きく市場化、競争政策へと高等教育政策の手法を転換した。そこでは、アメリカモデル
である市場での競争を通じた改革を想定せざるを得ないが、その際、どのような市場を形成すべ
きかを考えるべきであろう。強化すべき機能はどのような市場と競争を通じて形成されるか、ア
メリカモデルの研究課題はそこにある。
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A University Reform Policy and the Japanese Private Comprehensive Universities

KAWAGUCHI Kiyofumi（Professor, College of Policy Science, Ritsumeikan University）

Abstract
University reform policies of the Japanese government are concentrating on specialization of 

each university. It has been rapidly developping in some national universities in local areas. 

This policy derives from the American model which consits from diversified universities such 

as reserh universities, liberal art colleges, community colleges, so on. However, many of the 

American universities are in the severe competition around reserch. The top reserch 

universities have several functions adding to reserch such as education, regional development, 

sport programs etc. They are sometimes called “maltiversities”. The Japanese large scale 

private unversities are, similarly to them, have malti functions, even centering on 

undergraduate education. Their comprehensivenes must be important for the university sector 

to make the functions strong. While the national universities are based on the European model 

led by the government, the private ones develop their reforms in the competitive market. It is 

important to design the market universities compete.

Keywords
specialization of university, mass higher education, malti functions of universty, American model, 

diversification of universities, maltiversity, private coprehensive university-Japan type, 

universities competing market 
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報告

Exploring an Adequate Placement Test with
Face Validity and Learners’ Sense of Reality:

A Consideration of the Vulnerabilities in Existing English Assessment Models 
and an Attempt at a Solution

YAMANAKA Tsukasa / KONDO Yukie

Abstract
In response to the problem that most existing English placement tests designed to measure 

learners’ proficiency do not always adequately assess English communicative competence and 

its growth, this paper reports our development, improvement and implementation of the 

English placement exam New e-TAC, which was uniquely developed at the Colleges of Life 

Sciences and Pharmaceutical Sciences. New e-TAC is a thoroughly revamped version of the 

English Test in Academic Context (e-TAC), which was developed and implemented beginning in 

FY 2009 as a placement test for freshmen who took our original shared curriculum called the 

“Project-based English Program” at the Colleges of Life Sciences and Pharmaceutical Sciences. 

We created New e-TAC as a new evaluation model and began using it in FY 2015. This report 

describes the test concept, question construction, and results in order to examine New e-TAC 

in detail, especially in relation to the problems of existing evaluation models, and to discuss 

future challenges.

Keywords
English Education at the University Level, Evaluation Theory, New e-TAC, Placement Test, 

Project-based English Program

1. Introduction

In the context of rapid globalization taking place within recent years, Japanese universities face 

demands for aggressive reforms that achieve results. For Japanese universities to recover from the 

weak performance identified in the “QS University Rankings”1）, various political incentives have been 

offered to boost university reforms, representing more direct interventions than those that have been 

made in the past2）. The importance of having English competence in a global society is undeniable, as 

not only English native speakers but also non-natives communicate with one another in English. 
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Regardless of one’s field, having English expertise is highly desirable and even considered a necessary 

skill. For this reason, the globalization of universities should be accompanied by functional English 

educational reform; therefore, universities in Japan are engaging in fierce competition to create the 

ideal reform model3）.

However, regarding English education, “evaluation” is consistently problematic. While concrete 

and substantial outcomes are demanded in the actual practice of English education, evaluation studies 

on effectively assessing individual linguistic competence and its growth remain insufficient, including 

the development of references4）. Furthermore, along with the methods of assessment, it is vital to 

understand how the people making the assessment will guarantee the learners’ competence with 

validity. If the test results for English competency are called “output” and other elements that cannot 

be scored are called “outcomes,” desirably, both factors should be evaluated sufficiently. Moreover, 

those who are assessed supposedly have face validity to each given evaluation, which means that they 

must have a sense of real consent and of its adequacy. Ideally, the evaluation will also serve to provide 

convenient information for future studies.

In response to the problem that most existing English placement tests designed to measure 

learners’ proficiency do not always adequately assess their English communicative competence and its 

growth, this paper reports our development, improvement, and implementation of the English 

placement exam called New e-TAC, which was uniquely developed at the Colleges of Life Sciences and 

Pharmaceutical Sciences. New e-TAC is a thoroughly revamped version of the English Test in 

Academic Context (e-TAC), which was made and implemented beginning in FY 2009 as a placement 

test for freshmen who took our original shared curriculum called the “Project-based English Program” 
at the Colleges of Life Sciences and Pharmaceutical Sciences. We created New e-TAC as a new 

evaluation model and began using it in FY 2015. This report describes the test concept, question 

construction, and results in order to examine New e-TAC in detail, particularly in relation to the 

problems of existing evaluation models, and to discuss future challenges.

2. Case Study: English Competency Assessment and the Gap between Theory and Reality

There are many types of assessment models for evaluating English competencies in Japan and 

abroad, the most famous of which are TOEFL, TOEIC, and IELTS, and new English evaluation models 

are being developed actively. By improving many aspects every year, the existing models allow us to 

draw closer to comprehending English performance and each learner’s competence. However, there 

remains a huge gap between what human evaluators might judge to be a good response in actual 

communication and test results. An incident that occurred in FY 2014 made us acutely aware of this 

gap.

Table 1 shows a pre–post comparison of TOEIC-IP scores5） for all students who participated in 

the English for Science & Technology Program, which has been uniquely developed as an overseas 

course by the Colleges of Life Sciences, Pharmaceutical Sciences, and Sports & Health Science. 
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During their stay of about one month in the U.S., they had many opportunities to use English through 

various extracurricular activities as well as intensive English classes. Additionally, because they chose 

homestay as their housing option, there was no shortage of chances to use English. Overall, it was one 

of the places where students could enjoy English practice in the context of personal human connections 

and could simultaneously enhance their ability.

The table shows that the English proficiency of students in the four-week overseas program did 

not improve as a whole if only the test results of pre/post TOEIC-IP scores are considered. A repeated 

measures t-test revealed that their post average scores were significantly lower in comparison with 

their highest scores before departure. The decreasing scores by and large came as a shock to the 

people who applied significant efforts into making the program a success, such as school faculty, 

secretariats, and English teachers, including us. The result was completely beyond the scope of 

assumption. The Colleges of Life Sciences, Pharmaceutical Sciences, and Sports & Health Science 

have confidently recommended the overseas program to students, and in fact, the students’ responses 

to a post-questionnaire verified that the contents of the program are dense, fulfilling, and meaningful. 

Ultimately, the students’ lower scores revealed our simplistic assumption that the intensive English 

environment of the overseas program would increase students’ TOEIC scores.

Then, did students’ English ability actually decrease as a result of their participation in the 

overseas program? The answer is “no.” When I supervised the students in the U.S., for most of the 

program period, I observed that their English competency was improved markedly. With rich 

experiences such as the intensive English classes where the input was fairly authentic, and many 

extracurricular activities with local students who were native speakers of English, the growth of their 

communicative competence in English was nothing short of eye opening. Moreover, they themselves 

seemed to realize they were gradually becoming able to communicate in English. As proof of their 

feelings about the program, I present the following questionnaire responses written by the participants 

of the program.

Selected responses to the questions “By participating in the English for Science & Technology 

Program, including pre-lectures, did you experience any change?” and “Would you write down 

your impression, opinion, or suggestion for the English for Science & Technology Program as a 

Table 1  A Pre‒Post Comparison of TOEIC-IP Scores (The example of the English for Science & 
Technology Program at University of California, Davis, which has been uniquely developed as 

an overseas course by the Colleges of Life Sciences, Pharmaceutical Sciences,
 and Sports & Health Science)

N Mean (990) SD t

Highest TOEIC-IP scores before the program 36 613.75 122.10
6.08*

TOEIC-IP scores, from the last day of the program at UC Davis 36 563.47 128.36

*p<.00



立命館高等教育研究 16 号

－150－

whole?”
・I think I improved my ability in English performance and motivation. But I found it hard to 

study specialized fields in English.

・I could do a lot of what I wanted owing to much free time, such as lunch and dinner with local 

students, trips, etc. In that regard, it was good that all the classes were in the morning. I built a 

good relationship with my host family, too. Chatting with them was fun and led me to improve my 

language ability and multi-cultural understanding.

・I think I gained a positive attitude toward English. Though I think I always had a positive 

attitude in exchanges in Japanese, I increased my positive feeling in using English. I used to be 

too embarrassed to address native speakers or tell them my opinion because of my limited English 

ability; therefore, I often pretended to listen without understanding. However, through staying in 

the U.S. this time, I keenly sensed that native speakers try very hard to grasp my poor English. 

They wait till I finish thinking of how to say something, and they speak many times whenever I 

ask. So, my “wall” disappeared. Now, I can convey my opinion with confidence and tell people “I 
don’t understand” when I need to.

・I came to be able to ask people for help when I come across things that I don’t understand. I 

could act out what I wanted to realize.

・I shed my discomfort about communicating in English. I gained abilities to act by myself. I 

improved my English competency.

・I raised my interest in English. I became interested in America. I got rid of my hesitation in 

communicating or writing in English.

・I definitely changed. Through the Hot Topic and guest lectures, my interest spread beyond my 

specialties to other fields. Also, through the interviews in the Intercultural Research Project 

(IRP), I felt less hesitation in taking initiative in English and less anxious about expressing my 

opinions in English.

・I gained strength. I felt curious about everything. My motivation for classes in general and 

English study has been increased.

・I no longer hesitate to address foreigners.

・I increased my motivation toward not only English study but also study in itself. Moreover, I felt 

courage in studying abroad.

・My eagerness to learn English has increased. I think I want to go abroad again. I feel confident I 

will keep studying English after this.

These comments show that, in spite of recognizing their limited English proficiency, the students 

pushed the boundaries of their capabilities by attempting to communicate in English. From the view of 

English learning, it is well presumed that the students improved their English ability by engaging in a 

significant degree of “listening” and “speaking” using English in this process, although we have to 

admit it is fairly “subjective”. We couldn’t find any “objective” proof that can guarantee their language 
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improvement at our end. We are at a loss for words about what led to their lower TOEIC-IP scores. 

To be clear, this report does not intend to object formally to the English measurement 

methodology of TOEIC-IP. What this paper states, using this case as a typical example, is that the 

results from reliable, widespread, and time-proven evaluation models of English competence often 

diverge from the feelings and conditions of each learner and institution, and this aspect may be 

sharable among actors in English education. Additionally, it may leave people with lingering suspicions 

of the reliability of assessment, which is a serious problem that could affect learners’ motivation and 

performance.

Ideally, the evaluation of English ability should visualize each learner’s explicit capability and his 

or her progress from a comprehensive perspective. The learner ought to be able to reasonably accept 

the assessment results without needing to be persuaded. Furthermore, from the viewpoint of 

expertise, it should equip a high level of diagnostic function that can explain which language skills are 

developed to what extent in a way that is easy to understand. We must pursue such models because 

they might be strongly linked with the cultivation of learners’ self-affirmation, correct analysis of their 

present state, and their target recognition for the next step. Of course, currently, there is no such 

model with these evaluation capacities, and the feasibility of developing one that embodies all these 

traits may be quite doubtful. However, for professionals dealing with English evaluation in education, 

striving for the realization of this ideal or, at least, the continuous refinement of practical evaluation 

models is imperative. New e-TAC, which is described, is one such attempt. While admitting that many 

improvements remain to be made, we regard it as an effective practice that is helpful in advancing the 

model closer to the ideal.

3. Problems in English Placement

By referring to the case of students’ test scores following an overseas program, the previous 

chapter explained that the existing widespread evaluation models of English proficiency do not always 

reflect learners’ actual abilities. Fortunately, in that case, the students had many qualitative 

opportunities not reflected in the TOEIC-IP score, such as their final presentation after returning and 

performance in daily classes after the program. Consequently, not only English teachers but also other 

people involved in English assessments, including the professors and staff of the three colleges, need 

to consider TOEIC-IP scores not as absolute indicators of students’ abilities but as one of several 

elements related to the program. However, if the same type of problem occurs again with an English 

placement exam, we would have to say that the situation is serious. This report has materialized from 

an awareness of this problem.

The term “placement” used here means the class assignments made right after freshmen enter 

university, and all modules of Skill Workshops in the Project-based English Program apply a placement 

system that assigns students according to their English proficiency. The reason the classes are 

determined by ability grouping is that, when learners who have similar competence in English 
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communication are placed in the same section, it is not only highly expected that they will gain a 

stronger motivation to learn and achieve a better performance through friendly competition with one 

another but also that it will be easier for them to share the challenges they face in language 

communication. Moreover, the Skill Workshop, which is required to enhance learners’ English 

communicative competence for a limited period, also functions to enhance the efficiency of class 

management by enabling instructors to easily create a strategy for the administration of each class by 

combining similar challenges into a particular section.

When all these perspectives are taken into account, it becomes a major issue that the placement 

system as a whole does not work well. If class placement is based on a heavily biased test and the test 

results do not reflect the actual English communicative competence of each learner, the learners will 

have to attend classes that may be very easy or difficult for them, making them feel alienated, and 

instructors will find it difficult to prepare appropriate lesson plans. Therefore, we introduced New 

e-TAC and CASEC as a new attempt at determining students’ appropriate placement in English 

classes. To cope with the problems described above, increasing the face validity for learners was highly 

necessary by provisionally combining multiple evaluation references. In other words, we explored the 

practice of English placement more alongside actual English communicative competence.

4. What New e-TAC is aimed at

The e-TAC is a test to assess students’ English proficiency level in an academic context. In FY 

2015 attempt, New e-TAC had the following three objectives: 

1. Efficient operation

To operate the test efficiently for about 430 students and score it efficiently in a fairly limited period of 

time, which is up to 2-3 days between the orientation day and the first day of class.

2. Effective placement

To form classes for Skill Workshop, which is one module of the Project-based English program along 

with Project, according to students’ English proficiency level. This test will specifically place the 

highest and lowest level students appropriately to provide them with the feasible attention. 

3. Assessing students’ development

To set a yardstick in assessing students’ development levels in various phases for the future.

The major purpose of the former e-TAC was to supplement the standardized test, TOEIC Bridge, 

enabling us to place upper and lower level students in an appropriate manner by solving the ceiling 

effect and floor effect that TOEIC Bridge had. The former e-TAC was originally used only as a sub-

test, but through careful revision of the test and its implementation method, the former e-TAC was 

fully established as a complementary test in FY 2011. However, the analysis by Kondo and Yamanaka 

(2014) discovered two drawbacks: firstly, the former e-TAC did not contain a high enough number of 

question items to achieve sufficient reliability, and also, the questions were relatively easy. New e-TAC 

was developed to solve these issues, while achieving the above mentioned three objectives. 
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5. Changes to New e-TAC

5.1 New e-TAC to serve as a complementary test along with a standardized test, CASEC
Changes were made to all the major qualities of the test, such as the contents of the test material, 

the number of questions and the duration of the test, whilst keeping within the original framework of 

the established system. Before reporting the changes in detail, we should mention that the 

standardized test used along with New e-TAC was changed from TOEIC Bridge to CASEC. The test 

formats of TOEIC Bridge and CASEC are indicated in Table 2. The current developer of CASEC, the 

Japan Institute for Educational Measurement (JIEM)6） describes CASEC as an English communication 

ability assessment test using a computerized adaptive testing (CAT) system (JIEM, 2015). As of 2015, 
CASEC has been adopted by 1178 institutions, including companies, universities and schools, and the 

number of test-takers has amounted to more than 1.5 million. The reliability of CASEC is reported to 

be high, with Spearman's rank correlation coefficient ranging from 0.92 to 0.96 (van der Linden 2010). 
That is to say, CASEC is now a widely acknowledged examination.

The major reason why the standardized test was changed was to avoid the floor effect and ceiling 

effect that existed with TOEIC Bridge. In the previous chapter, it was mentioned that the former 

e-TAC was developed to solve these issues; however, changing the standardized test itself enabled us 

to use the New e-TAC more effectively for the placement. TOEIC Bridge is developed for introductory 

to intermediate level English learners to serve as a “Bridge” to TOEIC, containing much easier 

questions but in the similar format to TOEIC. On the other hand, CASEC is intended for leaners with 

greater range of English proficiency. The difference between the target ranges of English proficiency 

levels of theses tests can be seen in the reference score comparison that both test developers have 

published. (See Table 3) ETS, the developer of TOEIC and TOEIC Bridge, says that TOEIC does not 

have questions which are lower than the TOEIC Bridge 90 point level. They also recommend that 

learners should take TOEIC instead of TOEIC Bridge by the time they are able to score 160 or higher 

in TOEIC Bridge. In contrast, the CASEC’s score range is much wider, corresponding to TOEIC’s 

Table 2  The Test Format of TOEIC Bridge and CASEC

Section Question type Number of items Possible points Duration

TOEIC
Bridge

1. Listening Multiple choice 50
100

90
180

25 min.
60 min.

2. Reading Multiple choice 50 90 35 min.

CASEC

1. Vocabulary Multiple choice 16

60

250

1000 40-50 min.

2. Expression Multiple choice 16 250

3. Listening
(Comprehension)

Multiple choice 17 250

4. Listening
(Dictation)

Dictation/Typing 11 250
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range 10 to 990 points. As a matter of fact, we had 44 students out of 407 who scored 160 or higher in 

FY 2014’s TOEIC Bridge, which clearly showed the limitation of TOEIC Bridge as a placement test. It 

is true that TOEIC or CASEC’s highest and lowest scores do not mean the highest and lowest English 

proficiency level, but at least CASEC addresses the limitation that TOEIC Bridge has by providing the 

wider scale to assess learners English proficiencies more effectively for the placement.

Another advantage of using CASEC as a placement test was that, with the above mentioned wider 

range of questions, it sill required a shorter test time of 40-50 minutes compared with major 

standardized tests such as TOEIC, 120 minutes, TOEIC Bridge, 60 minutes, TOEFL ITP 120 minutes. 

As the CAT system changed question items depending on the test-taker’s previous answer, it required 

less time compared to the paper-based test where every test-taker is supposed to answer all the 

questions regardless of their proficiency level. In addition to these advantages, since the answers were 

collected using a computer, the scores were available shortly after the test. 

5.2 The Structure and Contents of New e-TAC
As a result of the reduced test time, we were able to allocate more time to New e-TAC. The 

former e-TAC was 45 minutes with 14 items, New e-TAC being 70 minutes with 40 items. The format 

of New e-TAC is indicated in Table 4. 

Table 3  Reference Score Comparison of TOEIC Bridge/TOEIC and CASEC/TOEIC
TOEIC TOEIC Bridge *1 CASEC *2
990 1000
570

230

160

90
10 0

*1 Education Testing Service (2007)
*2 JIEM (2015)

Table 4  The Test Format of New e-TAC

Section Question type
Number of items
(40)

Possible Points
(63)

Duration
(70 min.)

1. Grammar & Structure Ordering 20 40
60 min.

2. Reading Multiple choice 15 15

3. Listening

Multiple choice 2 2
10 min.Dictation 2 4

Free description 1 2
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Section 1. Grammar & Structure
The Grammar and Structure section, consisting of 20 multiple choice questions, was added to New 

e-TAC, as CASEC did not contain this section. Assessing students’ basic grammatical ability was 

meaningful for our program, as the lower four classes were designed to be special-attention classes, 

whose main objective was to build students’ basic grammar and structuring abilities necessary for 

English communication. This section was designed to gain a higher percentage of correct answers, 

containing fairly easy questions of a junior high school level. The results of this section were used to 

select students for special-attention lower classes as well as to identify students at higher levels who 

can speak and listen but have difficulty in constructing sentences when it comes to writing. These 

students otherwise would have been assigned to upper classes based on the results of CASEC only, 

which might have led to less appropriate attention of their language weaknesses. 

Section 2. Reading
For the Reading section, an article about “spider webs”, titled “Why spider webs glisten with dew: Two 

driving forces acting on wet spider silk help it to capture water” from Nature News was used. Reading 

texts were 503 words long, 80% of which consisted of vocabulary from junior high school to high school 

levels7）. As for some difficult words, Japanese annotations were given. There were fifteen multiple 

choice questions; eight were comprehension questions, seven were fill-in-the-blank questions. This 

section was expected to gain about the same percentage of correct answers as the former e-TAC, 

which was approximately 64%. 

Section 3. Listening
For the lecture in the Listening section, a TED Talk about “spider webs”, titled “The magnificence of 

spider silk”, was used. This section included two questions for comprehension as well as two dictation 

questions and one free description question on the contents of the lecture. Students answered the 

questions, while watching the TED Talk video. After they answered each question, the video was 

repeated again. This section was conducted as follows. For the first question of this section, students 

watched the video for 40 seconds and they were given 30 seconds to answer the question. After that, 

the same scene of the video was repeated, and stopped for 30 seconds again. The second question in 

this section was dictation. Students watched the next part of the TED Talk for 10 seconds and wrote 

out what they had heard for 10 seconds. The vided was repeated, for this question as well. Students 

proceeded to the third and fourth questions following the same sequence. The final question was free 

description. They were asked what spiders use their silk for. They were required to give one purpose. 

In the video, the speaker mentioned three purposes and also the keywords for them were written in 

the slideshow in the video (See Figure 1). This section was expected to be more challenging than the 

former e-TAC; therefore to gain a lower percentage of correct answers. 
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The reason why we used Nature News and a TED Talk was that their contents were academic but 

at the same time they were directed to a general audience rather than specialists or researchers. 

Therefore, we judged that these materials were appropriate for freshman students compared to 

research papers or lectures in a specific field. In addition, Nature News has been introduced into the 

textbook that the senior students in our departments use. That may give us the opportunity to 

compare the comprehension levels of the article between freshmen and sophomores later on. 

The changes made from the former e-TAC to New e-TAC are shown in Table 5.

5.3 Operating Process of New e-TAC
The computer-scored answer sheets were used for question items except for dictation and free 

description in the Listening section. All the necessary directions for the test as well as the presentation 

video in the Listening section were formatted in a movie file. In other words, the movie file for New 

Figure 1  An Example of the slideshow from the TED Talk used in the Listening Section

Table 5  Comparison of the Former e-TAC and New e-TAC
Former e-TAC New e-TAC

Sections

Grammar & 
Structure

Number of items
N/A

20
Question Type Multiple choice

Reading

Number of items 8 15
Question Type Multiple choice Multiple choice

Material BC Science 10 Nature News

Listening

Number of items 5 5

Question Type Multiple choice
Multiple choice
Dictation
Free description

Material
Lecture based on the reading article, 
originally recorded

TED Talk

Writing
Number of items 1

N/A
Question Type Free description

Duration 45 minutes 70 minutes
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e-TAC contained directions for the whole test and each section, how to answer questions, and when to 

start and finish the test. Therefore, all that the teachers, or supervisors, had to do was simply play the 

movie. After the test, teachers who were in charge of supervising the test also scored it on the same 

day. This year, three teachers had the answer sheet read by the computer, and they then input the data 

and scored the dictation and free description parts, while waiting for the CASEC results. 

5.4 Placement Procedure
We first totaled up scores for both CASEC and New e-TAC and divided the students into 30 

classes based on their test scores. Next, for the students in the four lower classes, we placed more 

importance on the Grammar and Structure section in New e-TAC, as it assessed their grammatical 

abilities at a basic, junior high school level. We also took into account that these students might not 

have understood the article and the lecture in an academic context in the Reading and the Listening 

section and that the scores for these sections might have been the result of guesswork. Based on this 

assumption, we placed priority on the Grammar and Structure section rather than the Reading and 

Listening sections and reordered the students by carefully reviewing the scores for the Grammar and 

Structure section. As for the higher classes, the highest class was regarded as being the elite class. To 

form the elite class, we eliminated those who had significantly low scores in any particular section in 

either CASEC or New e-TAC. Consequently, the number of students in this elite class was only 6. That 

was a remarkably small class, as the average number of students in other classes was about 14. We will 

keep track of the outcome of this class and report on it after FY 2015 ends.

6. Results of New e-TAC

6.1 Basic Statistics
The basic statistics of the results of New e-TAC are shown in Table 6. The maximum possible 

points achievable in this test were 63. The mean score was 43.93; thus the mean percentage of correct 

answers was 72.91%. As mentioned earlier, each section of New e-TAC was designed to have different 

levels of difficulty. The mean percentage of the Grammar and Structure section was 84.60%. 

Considering that this section includes questions of a junior high school level, this high percentage was 

as expected. The mean percentage for the Reading section, which was expected to have the same level 

of difficulty as the former e-TAC, was 60.20%. This also met our expectations. The mean percentage 

for the Listening section was 37.00%. This number was slightly lower than our expectations, but gave 

us an insight into how Nature News and TED talks on a scientific subject were challenging to most of 

the freshmen.
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6.1 Reliability
Reliability of New e-TAC was measured using Cronbach’s alpha coefficient, a widely used 

reliability measurement. The value obtained from New e-TAC was 0.78. Taking into account that a test 

with an alpha value above 0.7 is generally considered to be reliable (e.g. Morgan, Leech, Gloeckner, & 

Barrett, 2013), and also that the value of New e-TAC was higher than that of the former e-TAC (0.57 to 

0.65), the reliability of New e-TAC was improved as well as acceptable. This is assumed to be the 

result of an increased number of test items, from 13 to 40, as it is widely believed that having more 

items leads to an improved reliability value (e.g. Hatch and Lazaraton, 1991; Henning 1987).

6.2 Correlation between New e-TAC and CASEC
Spearman’s correlation coefficient was used to evaluate the relationship between New e-TAC and 

CASEC. A strong correlation was found between the overall scores of New e-TAC and CASEC 

(r = .75). What should be paid attention to is that each section shows varying correlation values. As 

Table 7 indicates, sections except for the Listening sections in both New e-TAC and CASEC have 

moderate correlations. On the other hand, the Listening section (Comprehension) of CASEC has only 

a weak correlation with every part of New e-TAC. The Reading section of New e-TAC also has a weak 

correlation with the Listening sections (Comprehension and Dictation) of CASEC. This indicates that 

the Listening section (Comprehension) of CASEC and the Reading section of New e-TAC have 

different criteria of assessment compared with the other sections. CASEC aims to assesse English 

communication ability, while New e-TAC was designed to assess students’ English competence in an 

academic context and also to serves as a complementary placement test along with the standardized 

test, CASEC. Of course, communication occurs in any context, but CASEC measures English 

communication proficiency level in daily life, at school or in business. In other words, what CASEC 

aims to assess is daily life-based. On the other hand, New e-TAC, excluding the Grammar and 

Structure section, uses a scientific article and lecture. In the Listening section, students not only just 

chose answers based on what they had heard, but they also had to understand the lecture and 

summarize a part of it to answer the free description question. The results obtained here suggest that 

English communication competence required in daily life and English competence required in an 

academic context are different. 

Table 6  The Basic Statistics of The Results of New e-TAC (n=420)

Section
Mean
(63)

Mean
(100%)

Max. Min. SD

1. Grammar & Structure 33.84 84.60% 40 16 5.07
2. Reading 9.03 60.20% 15 2 2.49
3. Listening 3.23 37.00% 7 0 1.36
Total 43.93 72.91% 60 22.5 7.45
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7. Evaluation of New e-TAC in accordance with objectives

This section evaluates New e-TAC in accordance with the three objectives mentioned in Chapter 

4. As for the first objective, “efficient operation”, formatting necessary directions in a movie file and 

using computer-scored answer sheets worked effectively, making it possible to finish conducting the 

test and scoring it on the same day. However, since CASEC was fully implemented on a computer, it is 

time for us to consider developing a computer based complimentary test. Yet, we should take into 

consideration that new freshmen’s computer proficiency is not as high as that of a university student in 

higher years. Secondly, for the second objective, “effective placement”, New e-TAC played a significant 

role in placing students into appropriate classes in an academic setting, in our case, the Project-based 

English Program. Although CASEC is now a widely acknowledged test and it alone can be utilized to 

assess the students’ communication abilities, students in our program will utilize and develop abilities 

not just for communicative purpose in general. A weak correlation between the Listening sections of 

CASEC and New e-TAC suggests that some students can understand what they listen to in a daily life 

context, but cannot necessarily understand academic lectures or summarize what they have listened 

to. Also, a weak correlation between the Reading section of New e-TAC and all sections of CASEC 

implies that some students can understand academic articles but do not have as high communication 

ability in daily life. More analysis is required to determine the factors that explain these different 

correlations. Finally, for the third objective, “assessing students’ development”, we plan to carry out 

our research in various phases, by using the results of different tests in different phases, as this is only 

the first year for us to introduce New e-TAC in our colleges. 

8. Discussion

University entrance examinations, a major renewal of the National Center Test for University 

Admissions, are scheduled to begin in FY 2020. However, for the subject of English, an external 

examination is supposed to be utilized, such as TOEFL; this illustrates that we struggle with the 

assessment of English compared with other subjects whose new tests will be developed with no 

Table 7  Spearman’s Correlation Coefficient between New e-TAC and CASEC (n = 420)
CASEC

New e-TAC

Section 1. Vocabulary 2. Expression
3. Listening
(Comprehension)

4. Listening
(Dictation)

Total

1. Grammar & 
Structure

0.58 0.57 0.39 0.44 0.63

2. Reading 0.56 0.51 0.38 0.38 0.59
3. Listening 0.47 0.49 0.40 0.48 0.58
Total 0.68 0.66 0.48 0.53 0.75
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external source needed. Indeed, developing an English proficiency test might be a burdensome task. 

However, starting with the Test of English for Academic Purposes (TEAP)8）, which has been 

introduced to the English entrance examinations of some universities, and the changeover of STEP 

(The EIKEN Test in Practical English Proficiency) level 2 from three skills to four skills with the 

addition of a writing dimension9）, many developments and improvements to English evaluation 

methods are underway. It is not too much to say that the field of English assessment is now in “the age 

of laissez-faire.” If entering a period of upheaval, we make at least a plain statement that this report is 

not intended to participate in specific controversies.

Testing is necessarily regarded as an “indirect” measurement for some reason. In this context, we 

must accept its limitations; in other words, there is no definitive theory of evaluation. Additionally, as 

there are constraints on administrative factors such as time limitations, we are not very reluctant to 

pursue a “mixed model” wherein existing evaluation models are combined as a complement. We expect 

to continue doing our best to conduct appropriate placement wherever possible, and we will also aim at 

enhancing the quality of English educational programs eventually. In this regard, expectations will 

certainly be high in New e-TAC.

The aim of the Project-based English program is to improve professional skills, which encompass 

the skills in conducting presentations, discussions and debates. These skills are required when 

conducting research, as well as being necessary in expressing the process and the results of the 

research. Therefore, it would be ideal to assess these skills right after the start of their first year, in 

the placement test. Yet, it is obviously not realistic to include actual presentations in the placement 

test due to time and logistic constraints. Thus, in an attempt to make the test as authentic as possible, 

we used a scientific article and presentation, which are similar to the types of material that students 

might use in their own research in the future. Here, authentic does not only refer to the test material 

itself but taking New e-TAC is regarded as effective practice for their own future projects, as the 

process of carrying out the test is similar to the process of conducting research, which involves reading 

an article, listening to a lecture on a related subject, and then writing about it. Taking New e-TAC 

would serve as if students had already started their academic research in English, and in that way, we 

believe that we will make greater advances in creating a test that will optimally assess the students’ 
development in our program. By the time students have finished their first year English project, we 

plan to carry out further research to measure how effectively we have placed students using New 

e-TAC along with CASEC in light of their performance and growth level in the Project-based English 

program.

Notes
1） This is a ranking by Quacquarelli Symonds, a rating agency of world universities in the U.K. (http://www.

topunivers i t ies .com/univers i ty-rankings) .  THE World  Univers i ty  Rankings (https: / /www.

timeshighereducation.co.uk/world-university-rankings) by Times Higher Education, etc., are also well known. 

The Times Higher Education Asia University Rankings 2015 revealed that Japan has only 19 universities in the 
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prestigious top 100, down from 20 universities in 2014. On the other hand, China has 21 universities for the 

first time, leading to the conclusion that “China has overtaken Japan as Asia’s number one nation for producing 

top universities.” (https://www.timeshighereducation.co.uk/news/asia-university-rankings-2015-results-

announced)

2） See the Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology’s “Top Global University Project” 
(http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/kaikaku/sekaitenkai/1319596.htm) and “Re-Inventing Japan’s Project” 
(http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/kaikaku/sekaitenkai/), etc. Here one can glimpse the government’s 

intention to select already competitive or promising universities and let them achieve positive results in a 

short period of time by strategically budgeting.

3） Despite their contentiousness and divisiveness, various approaches and trials are included, such as 

obligatory study abroad for one year, which is a well-known policy of Akita International University and the 

School of International Liberal Studies, Waseda University (http://web.aiu.ac.jp/abroad), etc., or The Village: 

English, Enjoyment, Education administrated by Kindai University (http://www.kindai.ac.jp/e-cube/) for the 

purpose of producing space for students to utilize English outside the classroom, etc.

4） In Europe, the Common European Framework of Reference for Languages (CEFR) has now been in 

widespread use. The framework was officially developed and opened in 2001 by the Council of Europe, for the 

purpose of certifying a common frame for various elements such as second language use, educational 

guidelines, learners’ achievement, etc., intended to enhance foreign language education in Europe. Since it is 

effectively utilized as an index for immigration control and conditions of employment in Europe from the point 

of prevailing, CEFR is regarded as a standard with social impact that exceeds the context of language education 

(Dunlea, 2009) 「英検とCEFRの関連性について Part 1」「STEP 英語情報 11・12 月号」及びDunlea, J. (2010) 
「英検と CEFRの関連性について Part 2」「STEP 英語情報 1・2 月号」. However, there must be many 

controversies in the consideration of criticism toward Can-do descriptors, which distinguish the levels of 

CEFR. Further, there is the question of whether we can use European guidelines in the same way in Japan, 

despite the differences of sociolinguistic background.

5） According to the TOEIC Official Website (https://www.ets.org/toeic/succeed), it emphasizes its 

standardization. It refers “They can be compared regardless of where or when the test is administered”.
6） http://www.jiem.co.jp/en/business/testing/

7） The vocabulary levels were determined by the JACET list of 8000 basic words, published by JACET Basic 

Word Revision Committee, 2003
8） http://www.eiken.or.jp/teap/

9） http://www.eiken.or.jp/association/info/2015/pdf/20150715_pressrelease_writing2.pdf
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表面妥当性を備え学習者にとって「実感の持てる」プレイスメント・テストの模索
―既存の英語テストのもつ脆弱性の考察と具体的解決に向けての試み―

YAMANAKA Tsukasa （Associate Professor, College of Life Sciences, Ritsumeikan University）
KONDO Yukie （Lecturer, College of Pharmaceutical Sciences, Ritsumeikan Univcersity）

要　旨
本報告は、既存の英語習熟度を測定するプレイスメント・テストの多くが、学習者の英
語コミュニケーション能力及びその「伸び」を、必ずしも適切に評価し切れていないとの
問題意識に立ち、生命科学部・薬学部における独自の英語プレイスメント・テストである
New e-TACの開発と実践について述べるものである。New e-TACは、生命科学部・薬学
部における統一の独自英語カリキュラムである「プロジェクト発信型英語プログラム」に
おける 1回生のプレイスメント・テスト用に 2009 年度より開発・実施している e-TAC 

(English Test in Academic Context)を大幅に刷新し、2015 年度より運用を開始した評価モ
デルである。本報告では、既存の評価モデルや指標の問題点を具体的に検討すると共に、
New e-TACのコンセプト、問題構成、実施結果、考察について詳細に報告し、今後の課
題についてまとめるものである。

キーワード
大学英語教育、評価論、New e-TAC、プレイスメント・テスト、プロジェクト発進型英語プ
ログラム
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報告

大学教職員のリスク管理シミュレーションのすすめ
― 海外体験型教育推進の準備と心構え ―

安　藤　由香里

要　旨
海外インターンシップや海外フィールドスタディ等の海外体験型教育を行う大学が増え
ている。海外での学びは言語の壁や物理的距離が伴うが、そうした壁があるからこそ学生
の学びは大きい。しかし、その学びを得るためにはリスク管理を徹底する必要があり、安
全に帰国してこそ「深いい学び」につながる。学生自身がリスク管理の意識を持つと同時
に、大学教職員が緊急時の対応をシミュレーションすることが重要である。平成 26 年度
科学研究費「学生海外渡航時のリスク管理（予防・対策）に関する研究」代表研究者 大
橋一友（挑戦的萌芽研究 No.26590209）では、緊急事に教職員が敏速に対応できるかどう
か現状を分析し、提言を行っている。その中で緊急事を想定した教職員合同リスク管理シ
ミュレーションを筆者が独自に開発し、緊急事に可能な限り敏速に動ける訓練を行い、モ
デルマニュアルも作成している。教員のみ職員のみのリスク管理は不可能であり、教職員
が協働することにポイントがある。

キーワード
海外体験型教育、海外インターンシップ、海外フィールドスタディ、リスク管理シ
ミュレーション

1　はじめに

海外体験型教育とは、海外インターンシップおよび海外フィールドスタディに代表され、学生
が実際に海外へ出かけて行き、様々な体験を通して学ぶ教育手法である。海外インターンシップ
は基本的には学生が単独で出向いて、現地のスーパーバイザーの指導のもと、研修を実施、就労
活動を体験する。他方で、海外フィールドスタディは単独で現場に出向いて調査を行うものから、
グループで一緒に行うもの、非政府組織等が企画し行うもの等様々な形態が考えられる。大学の
特定部署が企画して引率教職員と共に特定テーマを深める目的で行うものもある。
近年、文部科学省は大学教育におけるグローバル化を推奨しており、海外体験型教育は海外に
出向いて、様々な気づきや困難に出会いながら、学生が学びを深める観点から、実際に「グロー
バル化」を体験する教育手法として優れていると言えよう。
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海外インターンシップや海外フィールドスタディのプラス点は、多様な文化や価値観に触れる
ことによって、学生の視野が広がり、積極性や行動力が身に付く機会となり得ることがあげられ
る。他方で、マイナス点は、不慣れな環境で事故に遭遇したり、不慣れな食習慣や心理的なスト
レスによる体調不良になったり、言語の壁や生活習慣の違いに起因する精神的な負担等があげら
れる。そして様々なプラス点とマイナス点がある中で、一般的に、海外での学びは日本の国内よ
りも様々な点でリスクが高くなることも念頭に置かなければならない。
「深いい学び」は万全の準備があってこそであり、その準備の重要な柱がリスク管理である。
リスク管理は大きく 2つに分けることができる。すなわち、学生に対するリスク管理および大学
教職員に対するリスク管理である。前者は海外オリエンテーションとして、学生に対するリスク
管理教育を実施している大学は多い。他方で、後者の大学教職員に対するリスク管理研修等を実
施している大学はまだ少ないのが現状である。そこで、本稿では、教職員のリスク管理シミュ
レーションについて、重要点の解説および実際にリスク管理シミュレーションを行った経験から
導かれた課題や注意点を示すことにする。

2．リスク管理の重要性

2. 1　大学の安全配慮義務
なぜリスク管理は重要か。非常に根本的かつ素朴な点から始めたい。大学が学生を海外に派遣
する際、全員が無事に帰国することが最良であることはもちろんである。しかし、リスク管理は、
もし何か起こってしまった場合にどう対処するのが最良かを考えることが基本である。なぜなら
ば、どれだけ万前の準備をしたとしても不測の事態は起こり得るが、被害や損害をできる限り最
少に抑えられるかどうかは、やはり事前の準備如何にかかってくるからである。また、大学が教
育プログラムを行う際には、安全配慮義務が生ずる。法的責任の観点から考えると、大学が最善
の注意を払っていたかが問題となる場合がある。これを安全配慮義務と言う。もし何か起こって
しまった場合、大学に過失があるかどうかを判断する基準は 2つある。1）事前にそのようなこ
とが起こり得る可能性を予見できたかどうか（予見可能性）、2）それを避けるために適切な措
置をとったかどうか（予防措置）である 1）。訴訟になった場合、この 2つの基準に基づき、損害
賠償責任が判断され、損害賠償金が裁定されることになる。例えば、高知学芸高校修学旅行事件
は、中国への修学旅行中に列車事故で死傷者を出した。本件における争点のひとつとなったのが、
列車を利用することについて高校が事前調査を行ったかどうかであった。つまり、予見可能性を
測るためには事前の情報収集が重要となる。そして予防措置を採るためにも情報収集は必須であ
る。事前調査で現地に出向くこと等の事前の情報収集やリスク管理シミュレーション実施等の予
防措置が不十分であれば、安全配慮義務に問題ありとなり得るのである。ここにリスク管理シ
ミュレーションを実施することの重要性が見いだされる。

2. 2　手配旅行と企画旅行
海外に学生を送る場合に切っても切り話せないのが、渡航にかかわる手配の形態である。個人
旅行は個人に責任が課され、一時流行った「自己責任」となる。しかし、助成金を提供したり、
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単位を付与したりする大学プログラムとなれば、リスク管理の一環として渡航形態のチェックも
リスク管理の重要な要素となってくる。
海外派遣の根拠となる日本の国内法は旅行業法である。旅行業法では、原則として、旅行中の
事故等に係る補償について、旅行業者は手配を適切に行えば、旅行者の過失による事故等の責任
を負わないことになっている。この点、フランスやドイツ等とは制度が異なっている。ただし、
旅行者の利益の保護を図るために、標準旅行業約款では、特別補償規程を含む受注型企画旅行に
ついて定めている。企画旅行では、旅行業者の責任の有無にかかわらず、事故の日から 3日以上
通院または 180 日以内に死亡・後遺障害・入院した場合、一定額の補償金（特別補償規定）が支
払われる。これに対して、手配旅行では旅行中の損害についての補償は一切ない。この点が、リ
スク管理の観点から、大学が学生を派遣する際に、企画旅行にした方が良いとされる大きな理由
である。手配旅行と企画旅行の違いはあまり知られていないが、大学の責任範囲がかなり異なっ
てくる。さらに、企画旅行は、募集型企画旅行と受注型企画旅行に分かれる。企画旅行の中でも
受注型企画旅行が良いとされるのは、既製スーツかオーダーメイドスーツかの選択に似ているだ
ろう。募集型企画旅行は、旅行業者が企画した内容に応募者をつのるため、既成の旅行である。
他方で、受注型企画旅行は、旅行者が希望を伝えオーダーメイドで企画してもらうオーダーメイ
ドの旅行である。既成スーツはオーダーメイドスーツよりも安価ではあるが、体にぴったりあわ
ないかもしれない。しかし、オーダースーツは既成スーツよりも高価になるが、自分の希望通り
に作ってもらうことができるため、体にぴったりあう。したがって、受注型企画旅行は大学の要
望に基づいて作られるので、理想的な教育内容になる反面、その分、高額となり、学生負担額が
増えてしまう。できるだけ多くの学生に参加してもらいたい意図からすれば、予算を抑えたいの
にと悩む点である。そこで、手配旅行にするか、企画旅行にするかどうかの選択は、絶対はずせ
ないところを押さえ、教育効果と価格の妥協点を見出すために、信頼のおける旅行業者と話し合
いをしながら作っていくことが大切である。
一例として筆者が受注型企画旅行をあきらめ、手配旅行にせざるを得なかった例を紹介したい。
その際、航空運賃は問題ではなかったが、宿泊ホテル代が大きな問題となった。通常、同じ性別
の学生をツインに宿泊させる。その方が学生にとって負担額が減るからだ。しかし、参加者の男
女割合が半々でなく、例えば、男性が多数で女性が一人になった場合、一人部屋追加料金をその
女性の学生だけに上乗せすることが果たしてできるだろうか。一人の学生のみが他の学生に比べ、
相当高額になってしまうからだ。かといって、一人部屋追加料金を全体で頭割りしたら、他の学
生から反発がでるのではないか。こうした問題から 2013 年 9 月に実施した海外フィールドスタ
ディ・イタリア「国際機関の仕事を知る」2）では、受注型企画旅行を断念し、手配旅行にした。
もちろん手配旅行にする場合もリスク管理に最善の注意をはかることは言うまでもない。宿泊場
所を手配する際は、ホテルの周辺地域の治安と施設のセキュリティを考えなければいけない。そ
こで、事前調査に行った際、実際に数ヵ所のホテルを訪問し、周辺地域を歩き治安をチェックし、
ホテルの施設や部屋を見せてもらって決めたのである。
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3．リスク管理シミュレーションの重要点

リスク管理が重要であることを、たとえ頭で理解していても、緊急事に実際に効率的に動くこ
とができなければ意味がない。緊急時に効率的に動くことは難しくないと考えている人は非常に
多い。しかし、実はそうでないことを実際に自ら体験してもらい、教職員ひとりひとりに危機感
を持ってもらうことも、リスク管理シミュレーションを実施する重要なねらいである。リスク管
理シミュレーションのファシリテーターをして実感することは、参加の前と後でシミュレーショ
ン参加者に大きな変化が起こることである。「シミュレーションでさえ、混乱極まるのに、実際
の緊急時はどうなるのか」との危機感が、「しっかり準備や関係部署と連携をしておかないとま
ずい」という気持ちを教職員の中に生み出す。そうすると、個々の役割分担はどうすれば良いか、
各班の役割分担はどうすれば良いか、班内での情報共有方法はどうすれば良いか、他班との情報
共有方法はどうすれば良いか、マスコミ対応はどうすれば良いか、家族対応はどうすれば良いか
等、リスク管理において基本的かつ重要で、抑えておくべきポイントを自らが見出すことにつな
がる。百聞は一見に如かずで、実際にリスク管理シミュレーションに参加してみないと、その実
感は理解できないため、まずとにかく参加してもらうことが重要である。

3. 1　リスク管理シミュレーション実施方法
リスク管理シミュレーションは防災訓練と同じで定期的に実施することが重要である。部署移
動による人員変化もさることながら、人の危機感はそれほど長く継続しないからである。そして、
訓練を重ねれば重ねるほど、実際の緊急時に余裕をもって臨むことができるはずである。
本項では、具体的な例をあげた方が理解しやすいという考えから、2014 年 7 月 29 日 10:00-

12:00 に大阪大学グローバルコラボレーションセンターで実施したリスク管理シミュレーション
を一例として解説する。
上リスク管理シミュレーションでは、目的を 3つ設定した。すなわち、1）架空の海外フィー
ルドスタディ中の事故で、日本国内の各担当者はどのように行動すべきか確認する。2）従来の
連絡網と対応チームの役割分担を再確認する。3）従来の連絡体制や役割に、問題があれば改善
案を検討することである。
実施方法としては、1）対応チームの各班の役割に分かれ、担当者役のロールプレイを行った。
2）各班は行うべきことを大きな付箋に書き出し、模造紙に時系列で並べた。3）第三者的評価
者がシミュレーションついて講評した。4）振り返りで各班の気づきを全体で共有した。
内容は全体で 120 分であり、1）リスク管理シミュレーション参考ビデオ視聴（10 分）、2）
リスク管理シミュレーションの実施（60 分）シミュレーション①事故対策本部、シミュレーショ
ン②家族への説明会、3）第三者の講評、4）振り返り（全員）、5）ファシリテーターコメント、6）
まとめであった。最初に、リスク管理シミュレーション参考ビデオを視聴したことは、参加者に
まずシミュレーションに対するイメージを持って欲しかったからである。他学部で既に行ったシ
ミュレーションのダイジェスト版を観ることにより、どのように行うかのイメージをもって臨む
方が、実際にどのように動くかがつかめ、効率が良いと考えたからである。この狙いはあたり、
実施後の感想からも最初に参考ビデオを観ておいて良かったという意見は少なくなかった。既に
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シミュレーションを経験している参加者にはビデオ視聴は不要かもしれないが、シミュレーショ
ンに参加したことがない者にはビデオ視聴から始めることは効果的である。
そして、リスク管理シミュレーションは、バングラデシュの海外フィールドスタディ中にビル
が崩壊し、学生が事故に巻き込まれたと設定した。臨場感を出すために、現場のビルの崩壊映像
を作成してパワーポイントで映写し、テレビニュースの映像を流した。また、携帯電話等の小道
具を用意し、バングラデシュ現地にいる設定の引率教員は別室に待機してもらい、電話だけで情
報伝達する等諸処工夫し、可能な限り実際に近い場面設定に努めた。
実施ルールとしては、以下のことを事前に説明した。まず配布資料の「事故対策マニュアル」3）、
付録 1「情報整理シート」、付録 2「電話・来訪対応メモ」を有効活用して欲しいこと。役割分担
にて割り当てられた各役割を演じて欲しいこと。各担当がすべきことについては「事故対策マ
ニュアル」を参照すること。○○担当（班）の間の交渉は自由であること。思いつく作業を付箋
に記し、時系列で模造紙に貼っていくこと。作業中に出てきた疑問点については、付箋に書いて、
質問ボードに貼ってもらい、講評・振り返り・コメントで検討すること。オブザーバーも気づき
があれば、質問ボードに貼って欲しいことである。
班分けは、図 1のように、当初は 7班（事故対策本部長班、家族担当班、現地担当班、情報収
集担当班、マスコミ担当班、手配・渉外担当班、総務・経理担当班）に分け、各テーブルに何班
であるかわかるように立札を置いた。そして、参加者は何班に所属しているかがわかるように名
札をつけた。また、各班の役割がわかるように各班のすべきことについてマニュアルを配布し、
そのマニュアルに基づいて行動するように最初に支持しておいた。
事故対策本部長班の任務は、全情報把握および対応判断・指示である。家族担当班の任務は、
家族への連絡、各種対応、渡航手続き案内である。現地担当班の任務は、引率教員・現地関係者
との連絡窓口、折衝、現地渡航である。情報収集担当班の任務は、情報収集および記録である。
マスコミ担当班の任務は、情報受信と情報発信（マスコミ対応・記者会見）およびWEB対応で
ある。そして、手配・渉外担当班、総務・経理担当班とした。しかし、シミュレーション中に、
手配・渉外と総務・経理を統合した方が効率的との判断から、自然に業務担当班が形成された。

図 1　リスク管理シミュレーション班の配置図例
出所：大学教育改革フォーラム in東海 2015 パネル発表資料
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業務担当班の任務は、会場確保、渡航手配、保険手続、各種調達、文書整理、経理会計である。
そして、シミュレーション後の話し合いからすべての情報を対策本部長に上げるのではなく、あ
げる前に情報整理をする役割を置く方が効率的であるという意見から、対策本部長補佐（教員 1
名、職員 1名）を置くこととし、各班との情報共有、入手した情報の整理、対策本部長との情報
共有を任務とすることとなった。
事故対策本部のシミュレーションシナリオは以下のように設定した。バングラデシュ国（日本
との時差は 3時間）の首都ダッカで海外フィールドスタディを実習中の 7月 28 日（月）に、震
度 7の地震が発生した。現地時間の午後 5時（日本時間午後 8時）であった。国内待機担当教員
ではない教員が、そのニュースを日本時間午後 9時の TVニュースで見て、国内待機担当教員に
第一報をいれた。
旅行形態は、手配旅行で、航空券のみ旅行業者を通して手配し、宿泊等は現地のカウンター
パートを通して自主手配していた。参加学生は 7名で、引率教員 Aが 1名で引率していたとい
う設定にした。
シミュレーションの登場人物は、引率教員 A、センター長、副センター長、国内待機担当教員
①（リスク管理公用携帯持参者）、担当教員②、担当事務①（リスク管理公用携帯持参者）、担当
事務②、国際交流課長、国際交流課長補佐、国際連携係長、担当でない教員ら、担当でない事務
職員らである。
シミュレーション場面は 2編を用意した。（1）事故対策本部編および（2）家族への説明会編
である。まず、シミュレーション（1）事故対策本部編は初動を想定した。第一報から 3時間で、
対応チームの各担当者は何をすべきかについて、各自が思いつく作業を付箋に書き、時系列で模
造紙に貼る作業を行った。可能なかぎり「5W1H・所要時間」を詳しく書くように支持した。そ
の中には、担当教員①、担当教員②、担当事務①、担当事務②も各班に分かれロールプレイを
行った。対策本部班の構成は担当でない教職員も一緒に協働して行わなければ人員が不足するた
め、いったん非常時になると担当であるかどうかは関係なくなる。本シミュレーションでは、対
策本部立ち上げで緊急に教職員が集まることを想定したため、そもそも、勤務時間外に集合させ
る手配ができるかどうかも論点となった。そして、緊急対策本部設置を判断する手順、その後、
緊急対策本部が設置されたら、いったい何の手配が必要か。そして、引率教員 Aに何を確認す
るか。家族への連絡、大学に集まった家族への対応を考えているか。救援者を現場へ派遣するか
どうかを判断する手順。メンバーの旅程変更等判断・対応ができているか。学生が所属する部局
への連絡はどうするか。マスコミ対応等本部との連絡はどうするか等確認事項は山積みであった。
そして、最後に、現地から学生たちが戻ってくる時を想定している。引率教員と院生の空港への
出迎えをするか、するなら移動の手配はどうするか。空港での取材陣対応どう準備するか等であ
る。
上項目のチェックポイントにつき、各班に、時系列順にハトロン紙にすべきことを書いても
らった。可視化することで、振り返り時に他の班がどうしたかを共有する目的もある。それとは
別に疑問・質問ボードを作っておき、質問があったら書いてもらい、最後の振り返りで見ること
にした。
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シミュレーション（1）事故対策本部編の次に、シミュレーション（2）家族への説明会編に移っ
た。事故対策本部長および副本部長、家族担当班が説明する側となり、それ以外の参加者は家族
役とした。モンスターペアレントを演じてくださいとお願いしていたこともあり、様々な質問が
家族役から投げかけられ、説明側が返答に窮する場面もあった。実際にも情報錯綜が起こること
が予想されるため、情報の混乱で相当大変になることを参加者に実感してもらうだけでも意味が
あった。家族対応と同時に、マスコミ対応も非常に重要である。本シミュレーションでは時間の
関係上、マスコミの記者会見シミュレーションは省いたが、他のシミュレーション時には言って
いけないこと、してはいけないことを指摘される場面もあり、記者会見も是非シミュレーション
しておくべきである。こうした言ってはいけないこと、してはいけないことを「べからず集」に
まとめるべきこともシミュレーション参加者の大きな気づきであり、後に「べからず集」を作成
した。

3. 2　リスク管理シミュレーションから抽出された問題点
リスク管理シミュレーションは、ただ実施しただけでは定着効果が薄れてしまう。シミュレー
ション後の振り返り、意見交換が非常に重要であり、全体の振り返りでの気づきを参加者間で共
有することがシミュレーション効果を倍増させる。しかし、時間的制約もあることから、十分に
意見交換の時間を取れない場合もある。そこで、本シミュレーションではアンケートを記入して
もらい、そして後日、個別にインタビューを行って情報収集を行った。以下に、リスク管理シ
ミュレーションに参加した体験に基づく参加者の気づき・意見等を紹介したい。

シミュレーション（1）事故対策本部の流れ

7 月 28 日（月）現地時間の午後 5時（日本時間午後 8時）バングラデシュのダッカで震度 7
の地震が発生。
　　↓
日本時間午後 9時の TVニュースで事故を知る。
　　↓
日本時間午後 10 時 30 分　事故対策本部の立ち上げ決定で各担当者が集合。
　　↓
事故対策本部長から状況説明
　　↓
各班の役割
・現地からの第一報から 3時間の間で、対応チームの各担当は何をすべきか。
・各自が思いつく作業を付箋に書き、時系列で模造紙に貼る。
・できるかぎり「5W1Hや所要時間」を詳しく書く。
　　↓
7月 28 日（月）日本時間午後 11 時 30 分　引率教員より連絡があり学生の状況が判明
重症（意識なし）1名、重症（意識あり）1名、軽傷　2名、ケガ無し　3名
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【対策本部の留意点】

・年 1回はシミュレーションを行う必要がある。

・機能の全体の振り返りをする必要がある。

・事件・事故対応の本来の目的を再認識する必要がある。

・現地対策本部の設置を、いつ、どのように、誰が判断・決定するのか、立ち上げのプロセ
スを明確にしておく必要がある。

・対策本部長にどこまで支持を仰ぐか検討が必要である。

・対策本部長補佐として本部長にはりつき、情報整理し、本部長に伝えたり、原稿を作成し
たりする者が必要である。

・担当者間の連携、連絡係、グループ内での役割分担等を明確にする必要がある。

・班内での役割分担（例：現地在住者との連絡担当／学内情報収集担当）が必要である。

・何をすべきなのかの説明がないと行動できない、役割についての説明が必要である。

・初動の 3時間においては、他の班と横並びの班の一つという位置ではなく、対策本部のな
かに「現地対応」班がある方が動きやすいのではないか。

・最悪の事態ではあるが、現地引率教員も負傷・死亡し、まったく対応ができない、という
ケースのシミュレーションも必要。その場合、引率教員の状況を把握する以前に、現地対策
本部設置の決定をし、スタッフの派遣を指示するタイミングが大切になる。

・学生の所属研究科への連絡、連携が必要である。

・対策本部の机の配置、空間の作り方等効果的な空間を検討する必要がある。

・電話、PC、プリンターなど各班に設備の必要がある。

・緊急対応時の現金準備とクレジットカード使用について確認する必要がある。

・現地救援渡航に関して、持ち物等も準備が必要である。

・対策本部の机の配置、空間の作り方等効果的な空間を検討する必要がある。

・電話、PC、プリンターなど各班に設備の必要がある。

・緊急対応時の現金準備とクレジットカード使用について確認する必要がある。

・最初にシミュレーションの様子を伝える DVDを視聴したのは効果的であった。

・課題点の対策を考え、もう一度シミュレーションを行うと効果的である。

・緊急時、実際にどれだけのスタッフが集まれるか、役割分担やその決め方など、実際にシ
ミュレーションをしてみると怖さが分かった。
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【情報共有・対応マニュアル・各種シートの留意点】

・シミュレーションでも情報伝達にずれがあることを実感した。

・対応マニュアル、各種シートを提案すると良い。

・集める情報、発信する情報の雛形を作っておくと良い。

・現地引率教員から何を聞くのか、逆に、現地引率教員に何を伝え、指示するか、について
の認識の統一が必要であり、あらかじめリストを作成しておくと良い。

・シミュレーションであっても混乱するので、実際の場面で、臨機応変な対応は期待できず、
細かすぎるほどのフローチャートやシステム図があると良い。

・危機対応マニュアル、情報共有シート、ワークシート等を共有する必要がある。

・やるべきことのチェックリスト、禁止事項の語録があると良い。

・分からないことが多かった。やるべきことのチェックリストを作成しておく必要がある。

・チェックリストは小さいと紛失してしまうため、大きな紙に印刷し壁に貼り、各項目を実
施した人がチェックしていくと良い。

・情報収集の方法を検討する必要がある。

・情報収集を行う際、自分で各班を回らなければならなかった。情報を一本化し、情報にず
れがないようにする必要がある。

・情報の出し入れが課題であった。どこから情報を取って来るのか、どのタイミングで発信
していくか。

・情報のとりまとめ担当者を作る必要がある。

・情報を一元管理し、迅速に、スムーズに、偏りなく情報共有するシステムが必要である。

・情報を収集する人は収集専任、発信する人は公表専任とする必要がある。

・情報収集担当者の中で 1人はその場を動かず、PCに向かうなどして集めた資料をまとめる
人が必要（情報を集める人、整理する人の役割分担）である。

・情報共有は、ボードに逐次書き、記録を残す専属の記録係を置くことが必要である。

・決定事項を掲示するボードが有効である。決定事項のみピンクの付箋に書くなど、色分け
を決めておくと良い。

・情報共有方法としてボードへの張出しも重要だが、最新情報は口頭で一斉に共有もしくは、
プロジェクターでスクリーンに映し出すなど方法を検討する必要がある。

・各班が重複して現地に問い合わせすることを避けるために、どのような情報が必要かを事
前に確認し、リストを用意しておくと、効率的に情報収集が行えるのではないか。

・現地の日本大使館や協力機関への連絡は、家族対応班や情報収集班も行ない、現地対応班
からも行っていた。あちこちから電話がかかり混乱するのではと思った。初期対応の際、ど
こかに一本化するほうが良いのではないか。
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【大学全体としての留意点】

・大学本部と部局の役割分担を明確にしておくことが必要である。

・大学本部の窓口の整理が必要である。

・大学本部が緊急時にどう動くか、確認しなければならないことが多い。

・情報をどのように大学本部にあげるか、何を用意すればよいのか。

・緊急対応時、大学本部から人が派遣されるならば、普段顔を合わせていない者同士が作業
するとなると、意思疎通がスムーズに行えるかが不安である。

・大学本部も交えてシミュレーションを行いたい。

・学生の所属研究科への連絡、連携が必要である。

【家族対応の留意点】

・家族から問合せが来る前に、大学側から事故の連絡をすることが大切である。

・シミュレーションのシナリオに、家族やマスコミから連絡が入ることも加えておく。

・家族にどこまで伝えているか情報共有の必要がある。

・家族やマスコミに定期的に情報提供を行う必要がある。

・家族担当とマスコミ担当は密に連絡を取る（いつ、どこに何を発表したのかを共有）。

・家族への説明会や記者会見では、対策本部長がすべてを話す。

・各担当者が話をする場合、「この件に関しては担当者の○○○から」と前ふりをする。

・使ってはいけない言葉例：「迷惑です」「重傷を優先して…」「わかりません」

・使ってよい言葉例：「現在調査中です」

・日本人は照れ笑いをする場合があるが、シミュレーション中に絶対笑わない。

・沈黙に耐え、まじめな顔で対応する。

・面と向かって立たない・座らない、対角線で対応する。

・電話で問合せが来た際、何を言うのか、どのような表現で回答するか、家族説明会の際の
発表内容シナリオ、雛形などを作成しておくと良い。

・家族説明会と記者会見までに、入手すべき情報一覧があると良い。それを壁に張り出し、
各班が記入できるようにし、何が入手しきれていないか簡単に共有できるようなフォームが
あると良い。

・家族一人一人に担当者がつくのであれば、人数が多数必要になる。

・家族対応をするには、確かな情報が必要である。
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【マスコミ対応の留意点】

・マスコミはニュース報道後すぐに対応が必要である。

・対策本部にマスコミを入れない、家族と接触させない配慮をする。

・マスコミは家族の自宅まで押しかける可能性があり、配慮が必要である。

・記者会見以外にも担当者がブリーフィングやぶら下がりに対応できるように情報が欲しい。

・マスコミ担当は対策本部の近くにいないと情報が集まらない。

・マスコミ担当の中でも情報を受ける人、情報を発信する人と分けなければ対応が難しい。

・「○時○分○○○をした（時系列）」の情報共有が必要である。

・メディアで実際にどのような情報が発表されているかを情報収集が必要である。

・現地の報道についても情報収集する必要がある。

・文部科学省、外務省がいかにマスコミ対応をしているか配慮・注意し、連絡方法共有を行
う。

・マスコミ担当は責任者に近いレベルの者が担当する必要がある。

【今後のシミュレーションへの提案】

・緊急対応時に職員の役割が重要なため、職員対象のシミュレーションも今後必要である。

・派遣人数が一人か複数かによって対応が異なる。インターンシップのように一人のパター
ンでもシミュレーションを行ってはどうか。

・滞在先で急に紛争が勃発する可能性もある。大使館が機能しない場合の対応、判断につい
てもシミュレーションが必要である。
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【オブザーバーからのコメント】

・短時間だったので、最初の DVD視聴が非常に効果的だった。

・1部局のシミュレーションは他部局でも実施できる例となるので見学は大変参考になった。

・実際に事故が起こった時のために、シミュレーションを経験することは大いに意味がある
と思った。

・正しい情報を見極めどう整理していくかが課題である。

・各担当の決定事項を白板に書き出し、全体を把握できるようにすることは有益である。

・どのように十分な数の教職員を集めるのか不安である。

・時間の制約で、家族対応の際に部外者の侵入を除く方策等不安がある。

・同様の緊急事態が、自身が担当するプログラムで夜中に起きた場合、大学における集合場
所、事務用品等の準備、電話回線の確保、一定の対応職員の確保など多くの課題があること
に気づかされた。

・シミュレーションを定期的に行い、人員や配置、予め準備できる物品等、トラブルが起き
た際に余計なストレスを軽減できる形で対応したい。

・リスク管理は、教員だけでなく職員の役割も大きいので、教職共同で行ったことで、より
リアリティが生じていた。

4．おわりに

リスク管理シミュレーションから様々な課題や検討が見いだされたが、特に対策本部での注意
点および大学全体での調整の 2点に絞ってみたい。
対策本部は被害を最少にする対応と同時に、マスコミ対応や家族対応等の様々な対応をするこ
とになるが、情報の扱い方が最大の課題である。すなわち、マスコミや家族への情報提供者はそ
れぞれ統一し、情報にぶれがないようにすることが非常に重要となる。とりわけ緊急時には情報
が錯乱することが予想されるが、情報の混乱はそれだけで信頼性に直結する。異なる情報がばら
ばらに出されていたらいったいどれが信頼性のあるものかわからず、関係者の混乱を招くだけで
ある。情報源を統一するためには、担当者間の連携を強めることがポイントとなる。そして、対
応チーム担当者間の情報共有の方法を精査し、正確かつ効率的な情報共有を行う訓練をしておく
ことが大切となる。例えば、付録 1の情報整理シート・フォーマットの活用は重要である。本情
報共有シートは、記録用ともなり、後に経過を調べる必要がある場合に貴重な情報となる。ただ
し、刻々とかわる情報は一見してわかりやすいように大きな紙に書く、パワーポイント等に写し
だして、それを専門に記録する係を置く等の工夫も必要であろう。
さらに、各部署だけでなく、大学全体としての動きも確認しておく必要がある。例えば、大学
本部への危機発生時の連絡経路を確認しておくことが非常に重要である。24 時間体制でどこに
連絡すればよいかは携帯電話に登録しておくと良い。そして、本部レベルでの対策本部立ち上げ
の判断についていったい誰が、どのような基準で行うかも把握しておくべきであろう。事態の大
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きさによっては、各部署ではなく大学本部に対策本部が置かれる場合もあるからである。
本稿では、あくまでも一例としてリスク管理シミュレーションを説明してきた。各大学の事情
等で異なり得るため、どのような連絡体制になっているか、対策本部の立ち上げの基準やプロセ
ス等を確認し、緊急時に即対応できるようにしておくことをお勧めしたい。そして、最も重要な
ことは教職員の連携である。教員だけでも、職員だけでも効率的に動けない。双方の協働がある
からこそ緊急事態に効率的に動けるのである。
以上から、是非危機管理シミュレーションに参加すると同時に、情報共有と記録用として付録
1情報整理シート・フォーマットおよび付録 2電話・来訪対応メモ・フォーマットを有効活用し
ていただければ幸いである。これらは危機管理マニュアルの一部であり、高校等の取組みを参考
にして大学用に改訂したものである。また、シミュレーションに参加する機会のない方は、付録
3のリスク管理事例練習：テロリズムを是非自主学習用に活用していただきたい。本事例は 2015
年 5 月 25-26 日にボストンで行われた NAFSA4）の危機管理ワークショップ 5）に参加した際の資
料を基に加筆修正し、2015 年 7 月 30 日に大阪大学 GLOCOLで実施したリスク管理シミュレー
ションで使用した教材である。
リスク管理シミュレーションはいざという時の心理的な準備の意味合いも強い。いざという時
にできる限り効率的に動ける心の準備を始めておくことが、最初の一歩である。担当者間の連携、
連絡係、グループ内での役割分担を各人が日頃から意識するために、リスク管理シミュレーショ
ンを活用し、教員と職員が協働してこそ、被害を最少に留めることができるのである。

＊本稿は、平成 26 年度科学研究費「学生海外渡航時のリスク管理（予防・対策）に関する研究」代表研究
者 大橋一友（挑戦的萌芽研究 No.26590209）の成果の一部である。シミュレーション関係者、とりわけ資料
準備等、片山歩特任事務職員に感謝申し上げる。
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付録 1　情報整理シート・フォーマット
情報整理シート

取扱注意
［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　について　　　　　　　　　　さんから］

報告者：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　作成：　　月　　日（　　）　時　　分
初期対応 1. 応対日時 　　月　　日　　時　　分ごろ

2. 相手 ［　　　　　］学部・研究科［　　　　　　　］の［         ］
氏名　　　　続柄

3. 応対者

4. 応対手段 　電話・面会・メール・書面・その他（　　　　　）

5. 主訴

6. 事実内容確認
①いつ・どこで 　　月　　日（　　）　　時　　分ごろ［         ］にて

②誰が ［　　　　　　　］学部・研究科［　　　　　　　　　　　］

③何をどのようにしたか ・
・
・

④学生の様子 ・
・
・

⑤相手の様子・要望 ・
・
・
・

7. 対応の経過（時系列で） ・○ /○　○：○○　－－－－－－－
・
・
・

8. 今後の方針 ①

②

③

④

9. 予想される厳しい内容

10. 望ましい解決策と結果

11. 今後の学生への対応

12. 大学外との連携

13. その他
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付録 2　電話・来訪対応メモ・フォーマット
［　電話・来訪　］　応対メモ

　　　　月　　日　　曜日 開始 　午前 ・ 午後 （　　）時（　　）分

応対者： 終了 　午前 ・ 午後 （　　）時（　　）分
相手 家族等関係者：　　　　　　学部・研究科　　　　　　　　さん

の母・父・（　　　　　　　）
地域住民等（わかる範囲で）

用件の種類 　苦情・要望・相談・（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
用件の内容（抽象的な表現ではなく、具体的な情報や経過等を、事実に即して客観的に記入する）
①いつ ②どこで

③だれが ④なぜ

⑤何を、どうした

⑥大学にどうしてほしいか【重要】

⑦返答した内容（回答期限・今後の対応等）    連絡先電話（　　　－　　　－　　　）

⑧応対者の印象（応対して抱いた、直感や印象も大切な情報）
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付録 3　リスク管理事例練習：テロリズム

　あなたは、パリで行われる海外フィールドスタディの引率者です。リスク管理の点から引率者は 2名
以上が望ましいですが、予算不足のため、引率者は 1名です。また、現地集合のため、あなたはすでに
パリ入りしていました。6名の学生たちが到着予定日の夜、フランスのテレビ局やラジオ局が「パリ市内
各所の地下鉄施設 3か所で爆発があり、さらにシャンゼリゼ通りでも、エッフェル塔近くでも空港シャ
トルバスが爆破された模様だが、いずれも未確認」と報道していました。ある目撃者はテレビで「バス
が爆発して火だるまになっていた。生存者がいるとは思えない」と証言していました。

1. 本状況であなたはどのように対応するか、具体的な手段を順番通りにリストアップしてください。

2. 上記の質問 1に対するあなたの回答を踏まえ、本状況の対応に必要な書類、資料、資源、情報を特定
してください。あなたは通常、これらすべてを現地に持参しますか？

3．本状況への対応を始めてから最初の 1時間において、あなたは何を目的に行動しますか？

4. 学生の所在と安全をどのように把握しますか？

5. 本状況下で、あなたはどのような手段で学生と連絡を取りますか？

6. 学生と連絡が取れた際に、以下の事項について彼らに何を伝えますか。
　1）どこに行くべきか？
　2）何をすべきか？
　3）どうすればあなたや大学と連絡が取れるか？
　4）当面、公共交通機関を利用しても良いかどうか？

7. あなたはテレビ局 France Internationalの記者から電話を受けました。この記者は今回の爆破事件につい
て、爆破事件がプログラムに与える影響について、今回の事態にどう対応するか、そしてパリにいる全
学生の無事を確認できたか、あなたにコメントを求めてきました。あなたはどのように対応しますか？

8. 爆破事件の一報が流れてから約 1時間後、あなたは、ある学生の母親から電話を受けました。爆破事
件が報道されて以降、娘の携帯電話が繋がらないと非常に混乱しており、「娘が電話に出ないなんて普通
ならあり得ない」と興奮状態です。あなたもこの学生の所在を確認できていません。あなたはこの母親
にどのような言葉をかけますか？

9. 海外フィールドスタディ企画部署と大学本部の役割分担はどのように考えますか？

10. 遠隔地で起きる状況に対処するため、大学はどのようなシステムを設けるべきでしょうか？

11. 国際担当理事とリスク管理担当理事は、どのような役割を担うべきでしょうか？

出所：2015 年 6 月 25-26 日にボストンで実施された NAFSA国際的なリスク管理に関するアクションプラ
ン策定セミナー資料を基に筆者が作成した。2015 年 7 月 30 日「全員参加熟！ケーススタディから考える
学生海外派遣時のリスク管理」教材
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注
1） 例えば、高知学芸高校修学旅行事件。平成 6年 10 月 17 日高知地方裁判所、平成元年（ワ）第 78 号、
損害賠償請求事件。判示事項 1）学校側は、修学旅行の企画・実施に当たり教育機関の条理上の義務と
して、参加生徒の生命身体に危険が生じないよう、安全性の調査確認義務を負う。2）学校側の負う修
学旅行コースの安全確認調査義務における安全性の判断は、特段の事情のない限り、平均的な教職員と
して通常知り得る事情及び学校が通常行うと期待できる事前調査により知り得る事情に基づいて行えば
足りる。3）学校側は修学旅行コースの安全確認調査義務を尽しているとはいえないが、十分な調査を
したとしても、列車衝突事故を予見・回避することはできたとはいえないとして不法行為・債務不履行
の成立は認められない。
2） 海外フィールドスタディ・ローマ「国際機関の仕事を知る」報告書　http://www.glocol.osaka-u.ac.jp/

fieldo/fs_130907ita_report.pdf（2015 年 9 月 18 日最終閲覧）
3） セーフ・トラベル・セミナー『スタディツアー /海外研修旅行における事故対策マニュアル（ダイジェ
スト版）』2012 年。
4） NAFSAとは 1948 年に米国で設立された National Association of Foreign Student Advisersをさす。1990
年に NAFSA: Association of International Educatorsに改名した。http://www.nafsa.org/（2015 年 9 月 18 日
最終閲覧）。
5） “Developing Your International Risk Management Action Plan” by NAFSA and URMIA, 25-26 May 2015, 

Boston, USA.http://www.nafsa.org/Attend_Events/In-Person/Developing_Your_International_Risk_

Management_Action_Plan/（2015 年 9 月 18 日最終閲覧）。
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Risk Management Simulation for Faculty and Staff Members at University
―Preparation and Preparedness for Study Abroad―

ANDO Yukari（Lecturer, Policy Science, Ritsumeikan University）

Abstract
Many Universities in Japan encourage the Students to participate in Study Abroad 

Programmes such as International Internships and International Study Tours in these days. The 

Study Abroad Programmes must be taken into account language barriers and geographical 

distances, at the same time, students can be educated drastically. The effective learning can be 

achieved by the appropriate risk management. Not only students but also faculty and staff 

members must prepare the situation of emergency. For this purpose, the risk management 

simulation should be encouraged to practice regularly. 

KeyWords
Study Abroad, International Internship, International Study Tour, Risk Management Simulation
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報告

異文化理解教育における日中大学生合同授業の試み
― シミュレーション・ゲームの導入を中心に ―

陳　　　瑞　英

要　旨
グローバル化に対応した人材が求められるなか、外国語教育における異文化理解教育が
ますます重要になってきている。しかしながら、中国の大学の日本語教育における異文化
理解教育に対する認識は、比較文化的な知識を学ぶものと捉えられることが少なくない。
そこで日本語学習者の多元的な視点の取得や、異文化コミュニケーション能力を涵養する
教育方法の確立を目指して、異文化適応トレーニングの手法であるシミュレーションを導
入し、中国人大学生と日本人大学生による合同授業を実施した。本稿では、日中学生参加
者の振り返りと提出された感想文をもとに、参加者の異文化接触に対する意識の変容を分
析し、シミュレーションの導入効果および日中学生合同授業の意義について考察する。ま
た、日本語教育における異文化理解教育の今後の課題についても提示する。

キーワード
異文化コミュニケーション、異文化理解教育、バーンガ・シミュレーション、合同
授業

1．はじめに

1.1　課題と目的
「2012 年度日本語教育機関調査」の統計によると、中国における日本語学習者数は 105 万人に
達し、世界全体の四分の一強を占めている。これは、2009 年の 83 万人に比べ約 26％の増加とな
り、主に大学を中心に伸びていると見られている（独立行政法人国際交流基金 2013）。その一方
で、中国進出日系企業の多くは人材マネジメントに苦戦している。日系企業に就職しても、企業
規範や異文化環境に適応できず、すぐ退職してしまう人が少なくない（豊田 2009）。日本語が堪
能で異文化コミュニケーション能力を持つ優秀な人材の確保が難しいとされている。
グローバル化が進み、異なる文化背景を持つ人々と接する機会が増えるなか、語学力のみなら
ず、多様な文化や価値観を受容し、異文化と共存していく方途を見出す能力が求められる。その
ため、日本語教育は従来のような語学知識の伝授だけではなく、実社会における多文化共生のた
めの異文化コミュニケーション能力、社会文化能力 1）、文化リテラシーの育成なども急務である。
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こうした状況の中で、2001 年に中国の日本語教育指針である『高等院校日語専業基礎階段教
学大綱』2）が改正され、異文化コミュニケーション能力の育成が大学の日本語専攻の教育目標と
して初めて明確に打ち出された。これを受け、中国の多くの大学では「日本文化」や「日本概況」
「日本社会」といった日本事情に関連する科目をカリキュラムに設置するようになった。しかし
ながら、これらの科目は異文化理解というより、日本の伝統行事や社会問題、企業文化、ビジネ
スマナー、中日言語表現差異など、いわゆる日本に関する「知識」の紹介に重点が置かれている
（王 2012）。一方、異なる文化背景の人々が実際に接触を持った場合に生じる問題に焦点を当て
るという「異文化コミュニケーション」科目を開設する大学が極めて少なく、その教授法に関す
る研究も過少である。
異文化理解教育を如何に日本語教育の中に取り入れるか、如何に多元的な視点を取得し、異文
化適応力をもつ日本語人材を育成するかが大きな課題となっている。

1.2　先行研究
異文化コミュニケーション能力を高める実践授業は、大きく見て二つの方面から進められてい
ると考えられる。一つは多文化環境を創出し、多文化クラスによる協働活動の試みである。もう
一つは、教室そのものを異文化体験の場にし、異文化トレーニングを用いて訓練を行うものであ
る。
多文化環境の創出による協働活動に関する実践例としては、1990 年以降日本では特に、在日
留学生と日本人学生のコミュニケーション環境の造成を中心に進められてきた。例えば、在日留
学生向けの「日本事情」授業に日本人学生をオブザーバーとして参加させ、留学生とのコミュニ
ケーションを促進させることに成功した事例が報告されている（門倉 1996; 原沢 2009）。また、
多文化クラスに取り入れる活動形態としては、ディスカッションとディベイトの形態（徳井 

1997）、Webページの共同作成（脇田　2000）、地域理解・文化理解のための学外でのフィール
ドワーク・プロジェクト（中島 2014）などが報告されている。また、加賀美は留学生と日本人
学生との「異文化間交流」を「教育的介入」によって整備する必要があると提唱し（加賀美 

1999）、北出は留学生と日本人学生の双方の異文化コミュニケーション能力育成を目指した合同
授業のデザインを提案している（北出 2010）。
一方、異文化トレーニングを異文化理解教育に導入した試みも行われている（末田 1994; 杉本 

2006; 斉藤 2010）。異文化トレーニングとは、一個人が自分とは文化が異なる他者と円滑に相互
関係を結ぶ能力を養うためのプログラムのことである（Paige & Martin 1983）。その目的としては、
①多元的な視点の取得（認知レベル）、②不安や偏見の低減（感情レベル）、③ソーシャルスキル
の獲得（行動レベル）という三つの局面を提示している（Bennett 1986）。トレーニング方法には、
カルチャー・アシミレーター（文化的同化訓練法）、シミュレーション（擬似体験学習）、自己診
断チェック、ディスカッション、フィールドワークなどが知られている（八代 2001）。
そのうち、カルチャー・アシミレーターは、異文化摩擦の根底にある価値観や行動規範などを
知るために有効とされる（田中 1995、三角 1998）一方で、あたかも画一化された正しい行動が
あるかのように学習者に認知されやすいため、ステレオタイプを増長させるおそれがあるとの指
摘もある（斉藤 2010）。また、シミュレーション擬似体験学習については、その有効性に関する
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報告がいくつかある。シミュレーション実施によってもたらされた意識の変容は、ある程度評価
できるとされ（末田 1994）、異文化シミュレーションゲームを適切に導入した場合、実際の異文
化体験の事前演習としての効果を持つ可能性があり（杉本 2006）、認知学的な学びだけではなく、
感情的、行動的局面が扱われる体験的訓練法が有効だろうと報告されている（斉藤 2010）。また、
三野宮は、高校生を対象にインプロ（即興劇）ゲームを導入した結果、生徒たちが「国際的視野」
や「留学」というテーマに、知的かつ感覚的に接近していったことを明らかにした（三野宮 

2014）。
上記の先行研究を踏まえ、我々は異文化トレーニングの方法から異文化接触における認知的・
情意的変容に有効とされるバーンガ・シミュレーションを選択し、異文化理解教育への導入を試
みた。実施方法としては、中国の Z大学の学生と、日本のC大学の学生による合同授業で行った。
本合同授業の特徴は以下のとおりである。1）日本語学習者の多元的な視点の取得と、異文化間
能力を涵養する教育方法の確立を目的とし、中国の Z大学の教師と日本の C大学の教師が共同
企画・実施すること、2）中国の Z大学日本語専攻の学生（12 名）と、日本の C大学の学生（8
名）がほぼ同じ人数で参加し、共通の課題を設定し同じ場で協働的に取り組むこと、3）授業は
基本的に日本語を使用すること、③中国人学生は平常成績として評価され、日本人学生は短期留
学プログラムの成績の一部として評価される。本稿では、日中大学生による合同授業の実施過程
をまとめ、参加者の振り返りと提出された感想文をもとに、参加者の異文化接触に対する意識の
変容などを分析し、シミュレーションの導入効果および日中学生合同授業の意義について考察す
る。また、日本語教育における異文化理解教育の今後の課題についても提示する。

2．合同授業の実施

2.1　バーンガ・シミュレーション
バーンガは、いくつかのグループに分かれて行う、トランプを使ったゲームである。1990 年

米国の Dr. Sivasailam Thiagarajanによって開発され、海外渡航前の会社研修などで多く使われて
きたが、現在では異文化教育などにも使用されている。このゲームの一番の特徴は、各グループ
ごとのルールが少しずつ違うことである。しかも、ルールの違うことを参加者は知らされていな
い。参加者は各グループ内でゲームを行い、それぞれ勝敗を決める。勝者と敗者は他のグループ
へ移動しゲームを続ける。移動した参加者はグループによってルールが違うことに気づかず、
勝ったと思ったのに負けたことになるなどして当惑する。ルールの違いに気づいても、口をきい
てはいけない決まりがあるので、ジェスチャーで意思疎通を図らなければならない。疎外感を感
じたり、勝つことを放棄したり、ジェスチャーで主張したり、禁を破って抗議したりするなど、
各人のパーソナリテイで対応が違ってくる。
このように、各グループのルールの違いはそれぞれの国・民族・言語・文化圏の違いを表して
いる。人々が異なる価値観・行動規範に直面したときにどのようにその相違を乗り越えるかとい
う体験を通して、異文化理解の大切さを考えさせるものである。
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2.2　参加者の属性と実施方法
合同授業は、2012 年 9 月に C大学の人間社会学部の学生が 2週間短期留学プログラムで Z大
学を訪問したとき、Z大学の外国語学部日本語学科の学生と共同で行ったものである。授業参加
者は、Z大学の日本語学科の 2回生 12 名、C大学の人間社会学部の 3回生 8名、合計 20 名である。
中国人学生と日本人学生はほぼ初対面の関係である。参加者の概要は表 1に示す。
授業時間 2時間 10 分のうち、グループ分け、ルール説明、予備練習、シミュレーション・ゲー
ムに約 90 分、その後のシミュレーションへの振り返り（デブリーフィング）と、教師によるファ
シリテートに約 40 分があてられた。実施言語は日本語とした。日本語教師がシミュレーション
をファシリテートした。

まず、学生をランダムに 5つのグループに分けた。1グループは 4人で、各グループとも日中
学生を混成配置した。ゲームは「練習場面」「第 1ラウンド」「第 2ラウンド」「第 3ラウンド」
の 4つの場面に分けられる。各グループに日本語版のルール説明書を配付し、遊び方を学ばせた。
各グループ内で一定時間ゲームを行い、それぞれ第 1ラウンドの勝者と敗者を決める。勝者は上
のグループへ、敗者は下のグループへと移動する。移動の機会が第 1ラウンドの終了時と、第 2
ラウンドの終了時の 2回ある。
実施に当たって、注意した点が二つある。まず、各グループのルールが違うということを参加
者に知らせないことである。もう一つは、ゲームの第 1ラウンドから最後までジェスチャーと絵
文字を使ってもいいが、一切口をきいてはいけないという決まりを徹底することである。
ゲーム終了後、参加者一人ひとりに、バーンガ体験からどのような気づきを得たのか、その振
り返りを日本語で発表させた。この場合、参加者の気づきを尊重することとし、参加者の考え方
を誘導させるようなアドバイジングは行わないように留意した。また、授業終了後一週間以内に
合同授業に対する感想および授業に対する評価を自由記述方式で提出させた。以下のフィード
バックはゲーム終了後に行われた振り返りのコメントと提出された紙面の感想文を総合したもの
である。なお、中国人学生が書いた中国語の感想文は筆者が日本語に翻訳した。

3．授業参加者からのフィードバックの分析

3.1　練習場面と第 1ラウンド
まず、ゲームのルールを覚えるための「練習場面」を設定した。この場面においては参加者の

表 1．参加者の概要
中国 Z大学 日本 C大学

学生の属性と人数 日本語学科 2回生 12 名（全員　母国語中
国語、日本滞在歴なし）、そのうち、女性
8名、男性 4名

人間社会学部 3回生 8名（全員女性）、そ
のうち、日本国籍・中国短期滞在歴あり 2
名 日本国籍・中国滞在歴なし 5名 中国国
籍・中国人留学生 1名

外国語レベル 日本語能力試験 N3 ～ N2 レベル 中国語 HSK2 級レベル 2名、簡単な挨拶し
かできない学生 5名、中国語母国語レベル
1名
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発話が許され、各グループでルールの説明に基づいて練習を行い、異文化摩擦のない状態を擬似
体験する。練習場面と第 1ラウンドに対するフィードバックは、表 2に示されるように、主に 3
つの方面に表れている。まず、ルールの理解についてである。「ルールの説明が日本語で書かれ
ていたので、少し難しかった。」「ルールを覚えるのに懸命だった。」などの中国人学生のコメン
トから、短時間内に日本語版の説明を理解することは、日本語学科 2年生にとっては、若干難し
いように感じられた。その一方で「日本人学生の丁寧な説明で分かるようになった」といったコ
メントがあり、日中学生の協働的な一面も窺われた。「中国人学生に分かるようにゆっくり丁寧
に説明した（日本人）」という記述から、日本人学生の他人への思いやりや多文化環境に適応し
ていこうという役割意識も感じ取られた。また、「ルールを覚えてからは勝てる気がした（中国
人）」などがあり、「練習場面」が終わって「第 1ラウンド」での勝負を期待するという気持ちが
読み取れた。
第 1ラウンドが開始されると、発話が一切禁止されるが、同じ環境で同じメンバーで同じルー
ルなので、異文化摩擦がない状態で、平和的にゲームが続いていた。勝敗者が決まり、それぞれ
他のグループに移動するときも、「また頑張ろう」「第 2ラウンドでも勝ちたい」などのコメント
から意欲や期待感が読み取られ、移動先への不安は見られなかった。

3.2　第 2ラウンド
第 2ラウンドになると、各グループの構成が変わる。もとのグループにいた 2人に、他のグ
ループから勝者と敗者それぞれ 1人の新人が加わることになる。従ってグループによっては、
ルールの違いが 3種類の場合もある。参加者はルールの違いを知らされていないので、擬似的な
異文化接触を経験する。各々が各自のルールでゲームに臨んでいたはずだが、不思議、戸惑い、
不安といった気持ちの変容と行動が見られた。「勝つと思ってカードを出したら、負けといわん

表 2．練習場面と第 1ラウンドにおける気づきと行動
記　述　例

ルールの理解について
・  日本語で書いたルールなので、理解するのに時間がかかった。でも練習したら、すぐ分かってきて
楽しくなった。（中国人）

・  ルールを覚えるのに懸命だった。（中国人）
・  ルールのプリントを見たときに感じたことは「これは絶対にグループ毎にそれぞれのルールが出来
てしまう」ということだ。これは別に先生の意図に気づいた訳ではなかったのだが、紙面の説明だ
とどうしても各々が各々の解釈で勝手に理解することがあると思ったからだ。私なりの理解で中国
人学生にゆっくり説明した。（日本人）

役割意識、協働的・友好的態度
・  日本語の意味が分からないところがあり、日本人学生に説明してもらった。ルールが分かってうれ
しかった。（中国人）
・  第 1ラウンドで勝ったり負けたりしたが、喋ってはいけないので、みんなは握手したり、絵文字を
書いたりして勝ったときの気持ちを喜びあっていた。（日本人）

積極性、自信、チャレンジ
・  第 1ラウンドで勝って、上のグループへ移動したときは、本当に嬉しかった。第 2ラウンドでも優
勝し、さらに上のグループへ進もうと思った。（中国人）

・  日本人学生に親切に教えてもらって、ルールを覚えてからは勝てる気がした。（中国人）
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ばかりだった。不思議に思っていた」「テーブルによってルールが異なるようだ」といったコメ
ントがあった。第 2ラウンドに入ってから異文化接触に気づきはじめたと見受けられた。
また、ルールの違いに気づいてから、各人の対処方法に違いが見られた。第 3表に示されてい
るように、「口パクとジェスチャーで抗議した」といった非妥協的なタイプをはじめ、「ここでは
ここのルールに従おうと思った」「私一人だけ外来者で、仕方なく相手のルールに合わせてゲー
ムを続けた」といった順応タイプ、「ジャンケンでルールを決めた」といった協調タイプ、ルー
ルの違いにストレスを感じて諦めてしまうといった放棄タイプなどがあった。この第 2ラウンド
における自分の気持ちや周りの行動などについて殆どの参加者は詳細に記述した。異文化接触へ
の気づきの高揚が見られた。

3.3　第 3ラウンド
第 3ラウンドになると、再び各グループの構成が変わり、勝った後に、また負けてしまって、
もとのグループに戻った人がいれば、最初から最後までずっと同じグループの人もいる。この段
階では、参加者のほとんどはグループによってルールが違うということに気づいたように窺われ
た。そのためか、第 3ラウンドに入ると、いち早く「新人」にルールを徹底し、摩擦や葛藤が起

表 3．第 2ラウンドにおける気づきと行動
記　述　例

異文化接触に対する気づき
不思議 ・  勝つと思ってカードを出したら、負けといわんばかりだった。不思議に思っていたが、喋って

はいけないので絵文字で「なんで？」と聞いた。（中国人）
不安 ・  練習場面から運が悪く、ずっと負け続けてきた。今度こそと第 2ラウンドに臨んでいた。しか

し、なんだかルールの違いを感じ不安になってきた。（中国人）
もどか
しい

・  このテーブルの学生はルールを理解できていないのではないかと感じた。でも口に出して喋っ
てはいけないので、もどかしい気持ちでいっぱいだった。（日本人）

異文化接触に対する異なる対応
非妥協
的

・  第 1ラウンドで負けて、下のグループに下がるはずだったが、間違って上のグループへ移動し
た。結局移動してきたグループは 5人となった。私と他のグループから移動してきた 2人とを
合わせると、5人の中で「外来者」が 3人となった。私達は各自のルールでゲームを始めたが、
混乱してしまった。口パクとジェスチャーを使って抗議をしたりした。（中国人）

・  私のルールでやろうと手振りで強く主張したが、日本人学生は駄目という顔つきだった。移動
してきた者だからといって、相手に従わなければいけない理由はないと思って、私のルールを
主張し続けた。最後にみんなが妥協し私のルールに従ってくれた。（中国人）

・  最初はしっかりしていないから自分が間違っているのかと思った。もう少しで言い合いになる
ぐらいだった。（日本人）

順応 ・  新人なのに、外来のルールを主張してきて困っていた。しかたなく、強く主張する学生に合わ
せた。（日本人）

・  一番上のグループだったので常に 1人しか入れ替わることはなかった。新人にジェスチャーで
「〇〇のカードが一番強い」と教えたら、相手は「なんで？」という顔をしながらも 3対 1では
分が悪いと思ったのか、すぐに私たちのグループのルールに順応してくれた。（日本人）

調節
協調

・  ルールの違いに気づいてから、3つのルールのどれで行くのか戸惑った。もう少しで声を出しそ
うなところだった。日本人学生は「ここではここのルールに従え」とでも言うような顔つきだっ
た。でもだれも譲ろうとしなかったので、結局ジャンケンで決めた。（中国人）

放棄
断念

・  正直に言ってルールは難しい。やっと覚えたルールは移動するたびに変わり、新しいルールを
習わないとゲームが出来ない。その違いになれるのが難しかった。最後にやる気がなくなり、
どうでもいいと場の流れでカードを出しただけだった。（中国人）
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こらないように調整するという対応が多く見られた。そのフィードバックを第 4表に示す。
バーンガ・シミュレーションでは、各グループのルール違いで異文化摩擦を引き起こすという
仕組みになっているが、その違いに気づくか気づかないかによって、摩擦の度合いも変わる。
ルールの違いが意識されていない第 2ラウンドに比べ、その違いが認知されてきた第 3ラウンド
のほうが、異文化の摩擦の度合いが小さくなったと考察した。

4．フィードバックにみる参加者の気づきと意識の変容

以下は参加者のフィードバックに基づき、参加者が合同授業を通じてどのような気づきを得た
のか、また認知的、意識的にどんな変容があったのかを分析する。フィードバックの内容は大き
く 4つのカテゴリーに分類される。①内省を促す気づき・自己分析に関するもの（13 件）、②ス
テレオタイプ・日本人の多様性に関するもの（12 件）、③異文化接触への意欲と心構えに関する
もの（6件）、④異文化の尊重、異文化摩擦の回避に関するもの（14 件）、その他であった。

4.1　内省を促す気づき
内省を促す気づき・自己分析に関するコメントをみると、日本人学生では「中国語はかなり勉
強したつもりだったが、ほとんど聞き取れなかった。」「もっと会話とリスニングに力を入れない
と…」など、コミュニケーションの基礎となる言語能力の不足に対する反省が多かったのに対し、
中国人学生では普段の生活に照らし合わせて自己分析を行い、自分を再認識するといった記述が
多かった。そのうち、「この大学に入ってからルームメートとよくトラブルを起こし、人間関係
に悩んでいた。授業ゲームを通じて自分の短所を見つけたような気がする」など、友達同士の人
間関係と自己点検に関する記述が 4件あった。バーンガ・シミュレーションを通じて、参加者は
何らかの形で内省を促す気づきが得られたと見られる。
記述例
・  今、思い出して考えれば、なぜ他の領域へ移動してきた自分が相手のルールを守らなかっ
たのか、自分のやり方を主張しすぎたように思う。こうした経験は普段の生活の中にも思
い当たるところがあるような気がして、反省している。（中国人）
・  この大学に入ってからルームメートとよくトラブルを起こし、人間関係に悩んでいた。い
ままで誰も指摘してくれなかったのだが、授業ゲームを通じて自分の短所を見つけたよう
な気がする。自分の気持ちだけではなく、相手の立場も考えなくてはならないと思うよう

表 4．第 3ラウンドにおける気づきと行動
記　述　例

異文化摩擦を避ける対応
・  ルールが異なることが分かり、第３ラウンドが始まる前に、みんなでルールを決定した。（中国人）
・  最初から最後までずっと同じグループにいた。上へ移動している他の学生を羨ましく見ていた。他
のグループに行って違うメンバーと戦う気持ちだった。結局、新人ばかり入ってきた。第３ラウン
ドに入ると、摩擦が起こらないように、入ってきた新人にいち早く絵文字を使ってここのルールを
伝えた。（日本人）
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になった。（中国人）
・  外来ルールを押し付けたりして、自分の性格の一面が見えたような気もした。今後ちゃん
と相手の気持ちを考えて、生活の中でも妥協点を見出すことができるように気をつけたい
と思っている。（中国人）
・言語が通じないと、こんなに不便なのだと初めて知った。（日本人）

4.2　多様性に対する気づき
中国人学生の感想文に見られるもう一つの特徴は、日本人ステレオタイプに対する気づきであ
る。「日本人は無口な人が多く、授業中あまりしゃべらないし、質問はあまり出さないと聞いて
いたが、今回の学生はそうでもないようだ。」「日本人はムカついてもそれを表に出さない、すぐ
に謝る国民だと、日本語授業の中で習っていたが、少なくとも C大学の学生はそれに当てはま
らないようだ。」「配慮型の人もいれば、感情たっぷりの人もいると思う。」などのように、多く
の中国人学生は日本人学生の性格について書かれていた。合同授業を通じて日本人の多様性に対
する気づきが得られたが示唆された。

記述例
・  日本人は曖昧で、遠慮深く、自己主張しないというイメージを持っていたが、今度の授業
を通じて、必ずしもそうではないと感じた。同じグループの日本人学生はかなり意地を
張って、どのルールで行くかと揉めたとき、決して妥協しようとはしなかった。「ここで
はここルールに従うべきではないか」とでも言っているような感じだった。こんな日本人
もいるのだ。（中国人）
・  日本人はおとなしいどころか、私達中国人以上に明るくて、さわやかだった。ゲーム終了
後に発語が解禁されたときの歓声は私の二倍だった。日本人との交流は初めてだったが、
日本人大学生の活発な一面が見られた。（中国人）
・  中国人のマナーはよくないと日本のテレビでよく報道されているが、第 1ラウンドの A

さんはとてもハンサムで礼儀正しく優しかった。負けてもずっとニコニコしていた。（日
本人）

4.3　異文化接触への意欲と心構え
「言葉も通じないところで知らないルールや習慣が出てきたら困るだろう。将来日本へ留学に
行きたいが、その前に、ちゃんと日本の文化、習慣について事前に理解しておく必要があると感
じた。（中国人）」「日本人の友達ができた。これから、インターネットなどを通じて、もっとい
ろいろな日本のことを教えてもらおうと思っている。（中国人）」「私のグループに来た学生は順
応していくのが大変だっただろうなと思ったのと同時に、もし自分が他のグループに移動したら
どんな対応をするか知りたかった。（日本人）」などの記述から参加者に、異文化に積極的に接触
しようという意識の変化や、異文化接触するための心構えの変化を見出すことができた。
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4.4　異文化を尊重し、異文化摩擦を回避するための意識の変容
「この授業を通じて、相手国の文化を知り、順応していくことの大切さが分かった。」「日本で
はゴミの分別方法がとても厳しいと聞いている。日本へ行ったら、まずその地域のゴミの捨て方
を聞いてその規則を守りたいと思う。」などの中国人学生のコメントから、相手国の規則を知ろ
う、異文化を尊重しようという意識が高まったと見られた。また、異文化摩擦を回避するための
日本人学生と中国人学生にみられる共通認識は、規則の明確化とその規則を事前に相手に伝達し、
共有するということである。「この授業を通じて、異なる文化を持っている人と付き合うとき、
自分の規範をちゃんと伝え、お互いに理解しあうことが大切だと思う。（中国人）」「…私たち日
本人は無意識のうちに彼ら（外国人留学生のことを指す。筆者追加）に日本人としての言動を期
待してしまいがちだが、でも彼らに「そんなことは言わなくてもわかるだろう」という論理は通
じない。相互の誤解を少なくするために、「暗黙の了解」ではなく、言語化、ルールを明確にす
る必要があると思う。（日本人）」などのように、異文化摩擦を回避しようという認識の形成は、
第 2ラウンドにおける複数のルールの衝突による教訓を受けて、生まれたのではないかと推察さ
れる。

記述例
・  今回のゲームを通じて、異文化社会の中でどんな意識で対応すればよいか分かった。同じ
中国であっても各地の風俗習慣が違う。友達の家へ遊びに行っても、各家庭にはそれぞれ
のマナーがある。私達はよく相手の文化を知り、相手を尊重しなければならないと感じた。
（中国人）
・  様々な国があるように、文化や習慣も国によって違い、自分が当たり前に行っていること
が文化によっては軽蔑に当たることもあるかもしれない。また、自国の規則とは真逆の規
則があるかもしれない。その時は、この実践授業のことを思い出し、順応していくことが
大切である。（日本人）
・  互いに言い分を聞き、認め合う事の大切さを学んだ。本当に大切なのは言語が同じとか違
うとかではなく理解し合う事だと思う。（日本人）

4.5　参加者の合同授業に対するコメント
中日大学生による合同授業の形式に対するコメントは大きく 4つのカテゴリーに分類される

（表 5）。「中国人学生と共同で実施したため、衝突が激しくなるが、収穫も多い」「退屈せず、印
象深かった」などのように、シミュレーションを取り入れた中日学生協同学習スタイルに対して
肯定的な記述が多くみられた。その一方で、「ルールの理解が難しい、日本語での振り返りが難
しい」「もっとフリーに交流する時間が欲しい」などの改善意見も出された。

5．考察と今後の課題

異文化コミュニケーション能力には様々な要素が含まれている。積極的に多文化環境に身を置
きたいという意欲、お互いの考え方を理解し尊重する意識、感情をコントロールする力、自文化
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中心の物の見方だけにとらわれない態度などの涵養が大切である。本研究では、日本語学習者の
多元的な視点の取得や、異文化コミュニケーション能力を涵養する教育方法を探るため、先行研
究を踏まえ、日本の C大学の日本人学生が短期留学プログラムで中国の Z大学を訪れた機会を
利用して、Z大学で中日学生による合同授業を試みた。そしてより多くの異文化接触の機会と衝
突の場面を提供するため、異文化トレーニングであるバーンガ・シミュレーションを合同授業の
中に加えてみた。

日中学生参加者のフィードバックをもとに分析した結果、以下の 3点を挙げたい。第一、本授
業を通じて、異文化コミュニケーション能力に関わる気づきにおいては一定の高揚が得られ、ま
た、異文化接触への意欲と心構え、衝突の回避、異文化の尊重などの面においても意識の変容が
見られた。第二に、中日学生の対面接触は、たとえ言語のコミュニケーションがなくても、非言
語コミュニケーションによる交流を通じて、異文化の多様性に対する気づきがある程度得られる
といえよう。第三に、シミュレーションを導入した合同授業に対して肯定的な評価が得られた一
方、改善点と課題も残っている。
まず、異文化コミュニケーション能力に関わる気づきにおいては、中国人学生では 2つの方面
からその変容が見られた。一つは内省を促す気づきである。前述のように、中国人学生は特に学
校生活や友達同士の人間関係、自己点検に関するコメントが多かった。これは、Z大学では学生
が規則や習慣などが異なる中国の各地から集まってきていることに加え、自己中心的になりがち
の一人っ子が半数以上を占めていること、また 4人一部屋の寮生活をしているなどの諸要因が影
響しているのではないかと推察されるが、その関連についてはさらに学年を変えて、研究対象を

表 5．合同授業に対するコメント
項目 件数 記　述　例

楽しい、退屈し
ない、印象深い

13 件 ・  理論のみの講義よりシミュレーションを取り入れたこの授業のほうが退屈せず、
印象深かったと思う。（中国人）
・  いままでの中国人先生の授業は一方的な講義が多かったが、おもしろいゲーム
を通じて、いろいろなことを学ぶことができて、得るものも多かった。このよ
うな授業が好きだ。（中国人）
・  ゲームしながら勉強できて最高だ。（日本人）

協働型、参加型 8件 ・  日本人同士だけの場合は、おそらくゲームは穏やかに進行すると思うが、現地
の中国人学生と共同で実施したため、衝突が激しくなり、緊迫感があふれた。
その分、収穫も増え、面白かった。（日本人）
・  言葉が通じなくても、手振りと目つきで分かる。心が通じる。（中国人）

収穫、充実感 11 件 ・  将来社会に出て、また日本や外国へ行っていろいろな新しいルールに出会う。
この授業を通じて、どうやって異文化のなかで生きるかを学んだような気がす
る。（中国人）
・  いい友達ができて、嬉しかった。（日本人）

改善意見 7件 ・  ルールを理解するのに時間がかかった。事前に専門用語など教えてほしい。（中
国人）
・  ゲーム修了後、振り返りのとき、母国語で発表した方がいいと思う。日本語で
話そうと思ってもなかなかうまく表現できないこともある。（中国人）
・  日本人学生だけではなく、ほかの国の留学生とやったらどんな感じになるのか
知りたい。（中国人）
・  振り返る時間がもう少し取れるといいと思う。（日本人）
・  授業終了後、もっと中国人学生とフリーで交流したい。（日本人）
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増やして実験・観察する必要があると考えられる。もう一つの変容は日本人の多様性に対する気
づきである。多くの中国人学生の感想文の中に、「曖昧、おとなしい、遠慮、主張しない」など、
日本人のステレオタイプについて書かれている。本合同授業に参加した Z大学の学生には日本
の滞在歴がほとんどないことから、これらの日本人イメージの形成は、メディアのほか、日本語
授業による影響も否定できないと考えられる。ただ、今回の合同授業はあくまでも一回限りのも
のであり、極めて限られた実験結果である。参加メンバーの違いや、人数、国籍などの違いによ
り、また違う結果になる可能性が十分にあろう。今後、本実験の結果を踏まえて、違う学年や、
違う学部の学生、違う国の人などによる複数回ないし複数年の継続実験が必要であると考えられ
る。
そのほか、日本人学生と中国人学生に見られる共通の変化としては、衝突を回避するための素
早い「行動」である。第 2ラウンドから第 3ラウンドに変わるとき、いち早く「新人」にルール
を伝えたり、共通のルールを決めたりする「行動」が取られた。これらの「行動」によって、第
3ラウンドでは第 2ラウンドのような摩擦を避けることができたと見られた。異なる文化背景を
もつ人々の相互作用には、たとえ表面的類似があったとしても、その陰には異なる価値観・価値
志向・行動規範などが隠れていて、お互いにその相違を尊重しなければ摩擦は避けられない。
バーンガは、そうした局面において調整や協調が必要であることを、体験的に学習させる訓練手
法であるとされている（斉藤 2010）。本授業を実施した結果、積極的に協調するという認知レベ
ルの変容が見られた。ただ、この認知レベルでの変容を経て、今後どのように感情レベル、行動
レベルに繋がっていくかが興味深い課題として残っていると言えよう。
今回は中日学生による合同授業であったため、実施言語は日本語にしたが、中国人学生が自分
の気持ちを日本語で十分に表現できなかった問題が浮き彫りになった。シミュレーションは、認
知レベルで習得したことを感情、行動レベルにまで定着させるものであり、異文化接触やコミュ
ニケーションに対する気づきを高揚させるために、その感情を十分に表現できる参加者の母国語
で行うのが最適であると提案している（末田 1994）。日本語力の向上ではなく、気づきの共有と
異文化接触への高揚を目的とすることから、今後参加者の語学レベルに応じて使用言語を決める
ことが大切だと考えられる。また、授業のあとに、充分に時間を取ってディスカッションをさせ、
体験したこと、感じたこと、またどのように今後の行動にまでつながっていくかを話し合う必要
もあろうと考えられる。
バーンガ・シミュレーションは、同じ国同士で行うより、多国籍構成のほうが、複数の文化が
拮抗し、対立と摩擦が起こりやすく、そこから得られることが多いとされている。今回の日中学
生合同授業により、シミュレーションの擬似体験と、実際の異文化接触の両面から、参加者の規
範とは異なる行動に触れる機会が少なからずあったと見受けられ、同じ国同士のみでは体験でき
ない感触が得られたといえよう。また、日本人学生との合同授業は中国人日本語学習者にとって、
日本人と接触する貴重な場となり、日本人や日本社会を理解するインターフェイスにもなる。目
の前にいる日本人学生の一挙一動を通じて、それまでの先入観を見直し、客観的、多角的な視点
から日本を洞察しようというきっかけになったとみられる。特に、合同授業の中で自分の思いを
十分に日本語で表現できなかったといった日本語言語能力に対する反省があり、日本へ留学し日
本語力をさらに向上させたい、日本人学生とのコミュニケーションを強めたい、といった積極的
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な姿勢も窺われた。これらの変化は中国人学生だけのクラスでは得られにくいもので、日中学生
の合同授業ならではの効果だと考えられる。しかし、今回のような、日本人学生の訪中の機会を
利用して、日中学生（多国籍）による合同授業を行うには、どうしても時間的、空間的な制限が
あり、展開するには多々の課題がある。今後、中国現地に滞在している外国人留学生を招いての
混成授業、短期留学で訪中した日本人学生との集中合同講義、また、日本の大学との連携による
衛星通ネットワーク（SCS）を利用した双方向遠隔授業の可能性などを探る必要があろう。また、
教員が一方的に教えるのではなく、多国籍、特に日本人という目的文化の人間と直接に接触する
機会を提信供することにより、学生の国際感覚を養うための一助たりうることが期待されている。
バーンガ・シミュレーションは、ある特定の文化の価値観や行動パターンを学ぶという目的で
はなく、未知の文化に足を踏み入れたときの対応の仕方を包括的に擬似体験によって学ぼうとす
るものである。バーンガのポイントは事前にルールの違いが知らされていない故に、その再現性
がない。今後、異文化接触の機会が増えるにつれ、予期しないさまざまな衝突場面に出会う頻度
も高くなっていくと考えられる。問題解決型シミュレーションや、アサーティブ・コミュニケー
ション力、メタ認知力を高めるトレーニングなどをどのように授業の中に取り入れるかについて
もさらに検討する必要があろう。
現在、中国における異文化理解教育に対する認識は、比較文化的な知識を習得するものと捉え
られることが少なくない。異文化コミュニケーション能力の育成を重要な目標としながらも、異
文化理解教育の重要さが日本語教育者の間に十分に認識されているとは言えず、異文化コミュニ
ケーションに関する科目がほとんど設置されていないのが現状である。中国における日本語学習
者向けの異文化コミュニケーションの教材開発、教授法の研究は、まだまだ空白な状態にあると
いえる。中国人日本語教師自身の異文化適応力の向上も求められている。高等教育の国際化に向
けて、日本国内では「スーパーグローバル大学創成支援」など様々な取組みが展開されている。
グローバル化社会に適応した人材育成は日中両国共通の課題である。そういった意味からも、日
中両国の大学の連携により、異文化理解教育に関する新しいプログラムの開発と環境整備を進め
ることは大いに意義があると考えられる。

謝辞　本稿の執筆にあたり、日本語の校正にご協力くださいました山岡浩二先生に感謝の意を申
し上げます。

注
1） Neustupnỳ（1995）によれば、社会文化能力とは、コミュニケーション行動以外の実質行動（日常生活、
仕事、遊びなど）を行う能力である。（Neustupnỳ　1995）

2） 大網（2001）では、異文化コミュニケーション能力を育成するため、「コミュニケーション能力」「言
語運用能力」「文化理解能力」が必要であると提唱されている。
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An Attempt at the collaborative lessons of Japanese and Chinese Students in the 
Cross-cultural Education:
A Case Study on the Introduction of the Simulation Game

CHEN Ruiying（Associate Professor, Zhejiang University. City Collere; Visiting Associate Professor, 

Center for Language Education Instructor, Ritsumeikan Asia Pacific University）

Abstract
While the people of ability in dealing with the globalization are in great demand now, the 

education of foreign language especially the cross-culture understanding has become more and 

more important. Nevertheless, the education of cross-culture understanding in Chinese 

university has generally recognized only as comparative study of culture. Upon this, aiming at 

acquiring various views of linguists in Japanese language and establishing the methods of 

education in cultivating the ability of cross-culture understanding, we have introduced the 

simulation game which is a kind of training to be adapted to the different culture, and have it 

enforced in the combined classes between Japanese and Chinese university students. Based on 

the reviews by the participants and analyzing the change in their thoughts and attitudes, this 

paper discusses the meaning of effects in introduction and the classes, and presents the tasks 

for the future in cross-culture understanding of Japanese language education.

Keywords
Cross-culture communication, The education of cross-culture understanding, Barnga Simulation, 

Collaborative lessons
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報告

学生主体の教育改善活動「学生 FD」

木　野　　　茂

要　旨
大学の組織的な教育改善の取り組みである FD（Faculty Development）のうち、学生自
身が求める教育改善の課題に学生が主体となって取り組む活動を「学生 FD」と名付け、
その活動を学生とともに進める FDとして大学が支援する方式を確立したのは本学が最初
で、その後、この学生 FDは全国の大学に普及している。
この論文では、その学生 FDが本学で立ち上がった経緯とその後の活動概要および全国
に普及した学生 FDの現状を紹介するとともに、今後の課題について考察する。

キーワード
FD、学生 FD、授業改善、教育改善、学生 FDサミット

1　はじめに

日本の大学教育の抜本的な改革は 1991 年の大学審議会答申とそれを受けた大学設置基準の改
正（いわゆる大綱化）によって始まったが、その改革を引き出したのは大学内部からの要請では
なく、グローバル化やバブル崩壊を背景にした経済界や政界からの強い要請であったことはその
後の改革の進め方に様々な影響をもたらした。とくに FD（Faculty Development）は文部科学省
の主導で行われたため、トップダウンの傾向が強く、一般の教員にとっては義務的な業務という
印象が強かった。
しかし、私立大学での FD実施率が思ったほど上がらなかったため、国はすべての大学での

FD実施を進めるため、2008 年に大学設置基準に FDの義務化を盛り込んだ。これによりすべて
の大学で FDの実施は進んだが、教職員にとってはますます FDを義務として受け止める傾向を
強めた。教職員ですらこのような状況であるから、ましてや学生は日本では一貫して FDでも受
益者とされてきた。
一方、近年、大学における教育は教員から学生に知識を一方的に伝えるだけの知識伝授の場だ
けにとどまらず、教員と学生が一緒に作り上げる双方向型の教育・研究の場への転換が求められ
るようになった。この教授学習パラダイムの転換は、欧米では 1960 年代末の Student Power1）の
時代を経て、1970 年代に進行し、いわゆるアクティブ・ラーニングへとつながっている。しかし、
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日本では大綱化による FDの開始後もこの教授学習パラダイムは依然として旧来の知識伝授型の
ままであり、学生は授業や大学教育でも受動的な客体のままであった。
このように、日本では FDでも教育でも長い間、学生は主体者とみなされてこなかった。

2　学生 FD以前の日本における学生と教育の関わり

2.1　教育改善への学生の関わり―学生 FD以前の欧米と日本の違い
世界で最初に大学が誕生したのは 12 世紀末の欧州であるが、学生自治組織から出発したボ
ローニャ大学だけでなく、当時の欧州の大学の中には学生が大学の運営に参加する例は珍しくな
かった。その後、大学の普及とともに、欧州でも学生の関与は薄れて行ったが、前述した 1960
年代末の Student Powerの後、欧州では大学運営への学生参加が奨励され、1998 年以降のボロー
ニャ・プロセス（欧州高等教育圏構想）2）では、高等教育の質保証活動への学生参画が各国で進
められている（大場、2005）。欧州の学生参画では学生代表を大学の管理運営組織の正式なメン
バーにまで加えていることが特徴であるが、その背景には欧州の大学での学生参加の歴史と現在
まで学生自治組織と大学との間に比較的良好な関係が保たれていることがある。
一方、米国ではもともと学生参加の歴史はなく、Student Powerを経てようやく大学管理運営
への学生参加が始まったが、その実態は形式的な参加にとどまっていた（江原、1994）。しかし、
1955 年から 1975 年の間に全米の学生数が 4倍以上になるというすさまじい大学の大衆化を迎え
て、teachingから learningへという教授・学習パラダイムの転換が提唱されるようになり、1980
年代から 1990 年代にかけて、アクティブ・ラーニングが日常的な学習法として進化を遂げてい
く（溝上、2014）。米国では管理運営よりも授業や教育への学生参加が進んだことが特徴である。
これに対し、日本では Student Powerの後も、大学運営への学生参画は一顧だにされず、大学
の大衆化に対しても知識伝授型の古い教授学習パラダイムのままであった。しかし、米国でのパ
ラダイム転換の動きを受けて、「教員中心の大学」から「学生中心の大学」への視点の転換が初
めて言及されたことがある（文部省、2000）。しかしながら、この報告（通称、廣中レポート）
は主として課外活動に対する学生支援を対象としていて、正課教育については調査やアンケート
による学生の意見を大学側が反映させることにとどまっていた。報告の最後でも、欧米では学生
代表が大学管理運営組織の正式メンバーとして認められているとしつつも、「我が国の大学に取
り入れることは、これまでの経緯や、現在の大学の意思決定システムとの整合性に配慮する必要
があり、慎重に検討すべき」と念を押している。結果として、日本では長い間、学生は教育を受
ける受益者としての存在に過ぎず、教育の改善に関わるすべはなかった。
以上が、本論文が主題とする学生 FDを始める頃までの日本と欧米での教育改善と学生の関わ
りの違いである。

2.2　立命館大学における学生と教育の関わり―学生 FD以前
立命館大学にはオリター活動という自治会が組織した先輩学生による新入生支援活動の長い歴
史があり、古くは 1970 年代にまでさかのぼるようである（松井、2010）。さらに 1990 年代以後、
キャリアセンターや図書館、情報システム部、国際部、広報課などをはじめ、各部署が組織する
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ピア・サポーターが多数活動しているので、教育と学生の関わりは他大学に比べれば極めて活発
である。
しかし、オリター活動は自治会の組織化の目的で始まったので、活動は新入生対象に限定され
ている。また、各種ピア・サポーターは各部署の設定した目的・任務に応じて応募した学生なの
で、活動の範囲や対象は最初から限定されている。一方、立命館大学では 1998 年に大学教育開
発・支援センター（以下、センターと略記）が設置され、全学的な FDが始まったが、その時点
でのセンターの FD活動とこれらの学生活動の間にとくに関係はなかった。
そこで、当時のセンターの淺野昭人課長（現学生部次長）は授業を良くするために教員と受講
生をサポートする教育サポーター（ES：Educational Supporter）という FDの一部を担う学生ス
タッフを 2004 年に創設したが、ESは特定の授業においてしか活動できないので、淺野氏はもっ
と広い視点で学生の声を FDに反映させることを思案していた。筆者がセンターに着任したのは
ちょうどその頃の 2005 年で、センターに専任教員がついた最初の年である。筆者の最初の担当
業務は授業アンケートであったが、前任校（大阪市立大学）で授業や教育について学生と一緒に
活動してきた経験から、淺野氏の考える FDへの学生参加について大変関心を持ち、その具体化
に協力することになった。
淺野氏はまず、センターと関係の深かった情報システム課が組織していた Rainbowスタッフ

に「シラバス開発に向けた懇談会」への参加を呼び掛けた。この会は 2005 年 9 ～ 10 月に 3回開
かれ、学生の声をシラバスに反映させた。次いで、センターが行っていた教育実践フォーラムに
岡山大学の橋本勝教授（現・富山大学）を招き、岡山大学の学生・教職員教育改善委員会の活動
を話してもらう企画を立てた。立命館大学での今後の FD活動への学生参加の進め方の参考にし
たいというのが目的で、「学生参画型の教育改善法」という題で 11 月に行われた。
岡山大学の学生・教職員教育改善委員会の活動は 2001 年に始まっていたが、講演では、新授

業提案、シラバス、勉学環境、授業評価、履修相談、学生交流の 5つのWGの紹介があった。
同大学の学生スタッフは各学部からの推薦で選ばれ、大学の公式委員会のメンバーとして教員委
員と同等の権限を持ち、委員長も学生が務めるということであった。淺野氏と筆者は岡山大学の
活動に大いに関心を示したが、当の橋本氏は「立命館大学が本気になればもっとすごいことをや
れますよ」と言って立命館大学での今後の活動に期待を寄せていた。

2.3　FDへの学生参加を求めて
2005 年度の FDへの学生の関わりの模索は 2006 年度になって本格化し、今度はセンターに設
置された「授業改善の支援に向けた調査・検討ワーキング（以下、ワーキングと略記）」（委員長：
大平祐一法学部教授）に筆者を含むセンターからの委員だけでなく、学生と職員メンバーも公募
で入れて、教職学による今後の FD活動のマスタープラン作りに発展した。このワーキングに課
せられた課題は、1．本学における FD活動の定義の明確化、2．本学における FD活動の整理と
体系化、3．本センター主催の FD活動の中期目標の策定、4．FD活動を企画・運営する人材の
育成であったが、4つの課題はすべて本学における FD活動の定義をどう定めるかにかかっていた。
最終的にワーキングでまとまった定義は下記の通りで、これはその後、2007 年 5 月の教学委員
会で承認され、今も立命館大学の FDの定義として教育開発推進機構のホームページに掲げられ
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ている。

本学における FDの定義とは、「建学の精神と教学理念を踏まえ、学部・研究科・他教学機関
が掲げる理念と教育目標を実現するために、カリキュラムや個々の授業についての配置・内容・
方法・教材・評価等の適切性に関して、教員が職員と協働し、学生の参画を得て

4 4 4 4 4 4 4 4

、組織的な研
究・研修を推進するとともに、それらの取組の妥当性、有効性について継続的に検証を行い、さ
らなる改善に活かしていく活動」と確認されています。（傍点は筆者）

このワーキングに応募した学生メンバーは 6人であったが、彼らの参加によって傍点の「学生
の参画を得て」という文言が入ったことは言うまでもない。この学生メンバーはワーキング開始
後、本体のワーキングとは別に「授業改善に向けた学生ワーキング」として独自のミーティング
を始め、サポート役として筆者と担当職員であった金剛理恵氏がオブザーバーで加わった。学生
ワーキングの学生たちは本体のワーキングに参加するだけでなく、2006 年 9 月には岡山大学で
の第 3回教育改善学生交流会に参加し、「先輩学生と後輩学生による学生相互の学び合い」と題
して初の私立大学からの発表を行った。さらに 11 月には立教大学で行われた「学生による授業
評価アンケート」ワークショップに参加したり、2007 年 3 月の大学コンソーシアム京都の FD

フォーラムに参加するなどで FDの学習を積み、5月の教育実践フォーラム「授業アンケート結
果から授業改善を考える」では学生スタッフが意見発表を行った。
2007 年度は前述の FDの定義に基づき、FDに参加する学生をセンターから公募することとなっ
た。そのときの募集案内を下記に示す。

「授業改善の支援に向けた調査・検討ワーキング」学生メンバー大募集！！
○　授業改善に向けて共に取り組みましょう！

大学教育開発・支援センターでは、授業改善に興味・関心があり、本センター発信の授業
改善活動に協力してくれる学生メンバーを募集しています。
本学には、「教職協働」と「学生の主体的参画」といった素晴らしい大学風土があります。
授業を受講する学生の皆さん、実際に授業を行う先生方、先生と学生の橋渡しを行う職員が
共に話し合い、本学の授業改善につなげていきたいと思います。

○　学生ワーキングの目的
学生の確かな学力形成に向けたより良い授業環境づくりのため、本センターが取り組む授
業改善活動について、学生としての立場・視点から参画し、より効果的な取組となるよう貢
献する。また、他大学の事例調査などから学生発信で進める授業改善活動について検討し、
実現に向けて取り組む。

3　学生 FDの誕生

3.1　学生 FDスタッフの誕生―授業インタビューと FDS Report
前掲の募集に応じた学生スタッフ（前期 16 人、後期 9人）は早速今後の活動について話し合
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いを始めたが、具体的なイメージを描くため、筆者の方からいくつかの例示を行った。

1．授業改善のための学生ヒアリング
学生スタッフが周りの学生から授業に対する思いをヒアリングし、授業アンケートだけではわ
からない学生の声を集めることにより、授業改善のヒントを発信することを目的とする。
2．学生スタッフの冊子作りと発信
学生スタッフが考える授業への思いをまとめ、学内の学生・教職員に発信する。
3．学生・教職員が共に話し合う企画の実施
「良い授業とは」などのテーマで学生を中心にしながらも教職員も交えたフォーラムを行う。
4．学生が参加する他大学での FD企画への参加
岡山大学の教育改善学生交流会や類似の企画があれば積極的に参加し、交流を深める。

このうち、2は「FDS Report」と題した冊子として実現し、1はその第 1号のテーマ「学生
FDスタッフが紹介する授業実践集」として具体化した。なお、この「学生 FDスタッフ（FDS）」
という名称は、ワーキングの学生たちが 2007 年 10 月のミーティングで考え出した名称である。
第 1号のテーマについては「冊子の発行にあたって」として、次のように書いている。

「ここで紹介されている授業は、学生 FDスタッフが自分たちの受けた授業の中から選んだ印
象に残った授業です。
本学は 12 学部を擁する大規模な総合大学であり、1年間に 10,000 クラスを超える授業が開講
されています。本冊子で紹介されている授業はその中のわずか 8授業であり、他にも紹介したい
授業実践はたくさんありますが、学生たちがどのような授業を望んでいるのかは、そこからもう
かがい知ることができます。また、それぞれの先生方の授業に対する考え方や様々な授業工夫の
中からは、きっと参考になるヒントが得られるのではないかと思います。」

各授業については「授業インタビュー」と題して、担当教員と授業についての簡単な紹介とイ
ンタビュアーの学生 FDスタッフが印象に残った理由を記した後、Q&Aで授業の目標や工夫、
学生に言いたいことなどを聞き出している。この「授業インタビュー」は以後の学生 FDスタッ
フに毎年受け継がれ、新しいスタッフにとっては学生 FD入門の研修にもなった。
さらに第 1号の冊子では、「今、学生が求めていること」という題でスタッフと筆者による座
談会を収録し、「おもしろい授業」とは、学生の興味・関心や学習意欲を引き出すような授業で
あることをアピールした。これは前掲の 1と 3を頭に置いたプレ企画でもあった。この冊子は専
任と非常勤のすべての教員に配布され、各部署にも配置して職員と学生も読めるようにした。な
お、2008 年 10 月からはセンターのホームページに FDSのWebページ 3）を開設し、FDS Report

を一般公開にしている。

3.2　しゃべり場―学生 FDの基本スタイルを見つける
2 年目の 2008 年度は学生 FDにとって飛躍の年となった。スタッフが 20 人に増えただけでな
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く、うち 10 人が BKCの学生であった。センターが衣笠にあるので、BKCのサポートが手薄に
なりがちであったが、この年の BKCのスタッフはそのハンディをものともせず新企画の提案を
持ってきた。それが「しゃべり場」で、その何年か前まで NHK（教育）TVが「真剣 10 代しゃ
べり場」として放送していた討論番組を学生 FDに応用したものであった。NHKの元番組は「台
本なし、司会者なし、結論なし」のスタイルで、10 代が 10 代に向けて問題提起し、ひとつのテー
マに対して多様な感性と価値観をぶつけあうトークバトルで、話題を呼んだが、学生 FDではバ
トルではなく、学生同士のお互いの意見を交換することが目的であった。
そこで、その目的に合うように学生 FDのしゃべり場スタイルを作ろうということになり、ス
タッフみんなでトライアルを行った。その結果、学生 FDでのしゃべり場として決まったのは、
参加者のコミュニケーションと発言を促し、話の流れを整理するためには司会役が欠かせないこ
と、ただし司会は自分の意見を押し付けたり優先しないこと、参加者は全員他の人の意見には賛
否に関わらずよく聞き理解しようとすること、ディスカッションはバトルではなくお互いの合意
をはかることを目標にして行うこと、教職員は年齢・経験とも学生より上なので説教調ではなく
助言役と心得てもらうこと、などであった。
こうして始まったしゃべり場の目的は、第一に大学や講義に対する「学生の本音・意見」を知
り、学生実態を把握することであり、第二にそのしゃべり場で出た学生の声を教学改善に反映し
ていくことであった。
このしゃべり場は後述する学生 FDサミットでも基本スタイルとなり、以後、新しく学生 FD

を始めた各大学にも広がっていく。
なお、意見交換の整理のために、最初は黒板を利用していたが、その後は付箋紙と模造紙を
使って机を囲みながらみんなで行うやり方が一般的となった。また、司会者の名称もその役割か
らファシリテーターと呼ぶようになっていった。
さらに、しゃべり場は 5～ 8人くらいの小人数が望ましいので、人数が多いときは複数のグ
ループに分かれるため、後で各グループの様子を共有する目的で、しゃべり場終了後、模造紙を
もとに各グループのプレゼンテーションを行うことも通例となっている。

3.3　学内に登場し始めた学生 FDスタッフ
このように 2007 年度の模索期間を経て、学生 FDスタッフは 2008 年度には学内で具体的な学
生 FD活動を開始したが、これに合わせて学内への学生 FD活動の周知にも力を入れた。前述の
FDS Reportの発行はその中でも最も大きな効果を果たしたと思われるが、その他の学内広報媒
体でも紹介されるようになった。
その中でも、初期の学生 FDスタッフがどういう思いで学生 FD活動を始めたかを端的に伝え

た立命館学園広報「ユニタ－ス　プラス」№ 406（2008.9）の記事を抜粋して紹介しておく。記
事のタイトルは「学生 FDスタッフと教職員の連携」という題で、2人のスタッフ（理工学部 4
回生・内野祐太君と政策科学部 3回生・平野優貴君）と支援教職員（筆者と教育開発支援課・和
田陽子氏）へのインタビューをまとめたものである。
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学生 FDスタッフになった動機
内野  　私自身が 3年間真面目に勉強に取り組んできたなかで、学生自身の手で大学での「学び」
をさらに充実させられるのではないかと思ったから参加することにしました。特に授業は、
学生生活のなかでもっと重視されても良いと思うし、内容をより良いものにできれば授業へ
の認識も変えられるのではないかと考えています。

平野  　大学生は比較的自由に時間もとれるし、自分の興味あることに挑戦したり学んだりしやす
い 4年間だと思いますが、実際にはそれを活かしきれていない人も多いように感じます。
もっと主体的に授業や授業以外の活動に取り組んでいけたら良いのではないかと思っていま
す。
興味を持っていることに対して、知識を有している先生が大学にはたくさんいます。多く
の先生とコミュニケーションをとりやすい雰囲気があればより良い関係ができるし、多くの
人にとって魅力的な立命館を学生側から創れると感じたので FD活動に参加しました。

木野  　学生の FD参画は、私学ではまだほとんどない取り組みです。FD活動が盛んな旧国立の
地方大学でいくつかの例がある程度ですが、これからはどんどん広がっていくと思いますよ。
本学の学生 FDスタッフはそのパイオニア的な存在です。

学生発案型の FD活動
平野  　まずは学生の発案からスタートし、スタッフ間のミーティングで最終企画を決めます。後
期からは HPでも多くの授業を紹介していきます。昨年と比してスタッフの人数が増えたこ
ともモチベーションに繋がっています。何より活動の継続と情報の共有化が重要と考え、参
加した人もしない人もすべての人が同じ情報を共有できるように心掛けています。

内野  　活動にあたっては「メンバー全員の夢や成長、幸せの実現に貢献する」ということを心が
けており、これがメンバーのモチベーション向上につながっています。

和田  　私は今年 6月からこの活動に参加していますが、学生 FDスタッフの授業をより良くした
いという思いに毎回驚きと嬉しさと元気をもらっています。いろんなきっかけや想いをもっ
て参加してくれていますから、それぞれの思いが叶うよう、できる限りのサポートをしてい
きたいと思っています。

今後の活動への展望
平野  　今は FDスタッフとして授業を中心とした活動をしていますが、最終的には授業の内外問
わずに先生方と学生が気軽にコミュニケーションがとれるという環境をつくることが一番の
夢です。それがお互いの出会いのきっかけ、新しい学びのきっかけになれば嬉しいです。

3.4　学生 FDスタッフの大きな転機―山形大学との学生交流
このようにして、2008 年度は学生 FDスタッフが学内での活動に乗り出した年であったが、そ
れと相前後して以後の学生 FDスタッフにとって大きな転機となる出来事があった。立命館大学
が山形大学との間で包括的協力協定という大学間での教育・研究・その他の教学的・文化的交流
を深めることを目的にした交流協定が 6月に結ばれたのである。
当時の両大学が掲げる大学改革のキーワードが、立命館大学が「学習者が中心となる教育」に
対し山形大学も「学生が主役となる大学づくり」で相通じるものがあっただけでなく、立地が都
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市と地方、設置形態が私立と国立、規模が大規模と中規模というふうに全く異なる環境の両大学
同士で互いに学び合うものがあると期待されたのである。
その交流のトップバッターになったのが学生交流で、本学では教学部と学生部が担当すること
になり、両大学での協議の結果、交流テーマは「学生中心の授業つくり」と「地域に生きる大学
づくり」ということになり、本学では前者が教学部、後者が学生部の担当となった。これを受け
て、前者のテーマで交流学生に選ばれたのが学内活動を始めたばかりの学生 FDスタッフであっ
たが、実は交流協定の締結に尽力したのが当時教学部次長になっていた淺野氏だったからである。
なお、本学の学生交流の担当は筆者と教育開発支援課の谷口勝一氏および学生部の河口真衣氏で、
山形大学は高等教育研究企画センターの小田隆治教授と杉原真晃講師（現・聖心女子大学准教授）
であった。
実際の学生交流は 10 月と 11 月に両大学が相互訪問することとなり、本学から山形大学への訪
問時は「私の好きな授業」や「私たちが考える地域活性化」「私たちによる授業改善への参加」
をテーマに、山形大学から本学への訪問時は「教養教育について」や「学生中心の授業づくり」
をテーマにしたグループワークや話し合いを行った。なかでも本学訪問時の「教養教育につい
て」の話し合いは本学の学生 FDスタッフが始めていた「しゃべり場」形式で実施した。

3.5　交流の成果―学生 FDサミットの構想
この学生交流の間に学生 FDスタッフから出たのが教育を良くしたいと思う学生の全国交流の
場を作りたいという提案であった。その理由は、山形大学との交流で得たものが二つあり、一つ
は自大学にないものを知ったことであり、もう一つは他大学の学生から指摘されて気づいた自大
学にしかないものであると。したがって、もっと多くの大学の学生と交流すればきっとさらに多
くのことを学ぶことが出来るはずで、それをそれぞれの大学の学生 FDに活かせばよいのではな
いかと。この提案は交流中にも両大学から賛同の輪が広がり、全国交流会の名称に「サミット」
というキーワードが浮かんだのもこのときであった。
この山形大学との学生交流では、2008 年 12 月に川口清史本学学長と結城章夫山形大学学長の
前で成果報告会が行われたが、本学の学生 FDスタッフは交流会で考えたものをもとに「学生
FDサミット」の開催という提案にまとめて発表した。発表の要旨は、両大学の交流では授業に
対する学生の意見交換が中心であったが、そこで出た結論は「学生の主体性の欠如」であるとし、
学生の「授業に対する主体性」を育むことという学生 FDの新たな目標を立てたとし、そのため
に学生発信型の FDの取り組みを各大学に広げるとともに、参加大学相互にその成果を共有化し、
継続性を持たせるために、年二回の「学生 FDサミット」を実現したいというものであった。こ
の提案には両学長をはじめ出席した教職員からも温かい賛同の声が寄せられ、「ぜひ、実現に向
けて頑張ってほしい」とのエールも寄せられた。
さらに、2009 年 3 月の大学コンソーシアム京都の FDフォーラムで筆者が企画した「学生と
ともに進める FD」という分科会でも学生 FDスタッフが学生 FDサミットの構想を発表したが、
他大学の教職員から賛同だけでなくぜひ実現に協力したいとの申し出まであった。
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4　学生 FDサミットから学生 FDの全国展開へ

4.1　学生 FDサミットの実現
2008 年度の山形大学との学生交流で学生 FDスタッフが立てた学生 FDサミットの構想は多く

の賛同を得たとはいえ、実現はまだ先のことかと思われたが、学内関係者の努力により、4月中
にゴーサインが出た。学生 FDスタッフにとっては願ってもない朗報であったが、新スタッフの
募集もある中で、企画書では第 1回目を夏に想定していたので、プログラムの作成から各大学へ
の案内までを一気に仕上げねばならなかった。
第 1回サミットは、授業や教育を良くしたいと思う学生間の交流がメインであるから、プログ
ラムはしゃべり場を中心に組むことになり、日程も 8月 29・30 日と決まったが、サミットの標
語をどうするかが課題であった。何回かのミーティングの後、いくつかの案に絞ってスタッフの
投票にかけた結果、「大学を変える、学生が変える」が選ばれた。少し過激なニュアンスもなき
にしもあらずであるが、学生たちの率直な思いを表したと思えば、良く理解できる標語で、以後
のサミットにも引き継がれている。
ただ、この時点で授業や教育の改善に取り組んでいる他大学の学生団体は岡山大学くらいで、
他には岡山大学の教育改善学生交流会に参加する国公立の数大学しか思いつかなかった。しかし、
3月の FDフォーラムでの提案に賛同した追手門学院大学と京都文教大学の教職員から両大学で
学生 FDスタッフが発足したという報告もあり、何とかなるのではと思うようになった。実際に
蓋を開けてみると、参加者は 26 大学から 99 人に上り、予想以上のスタートであったが、学生
FD団体のある大学は、立命・岡山・追手門・京都文教以外では、法政・北九州市立・大阪・名
古屋だけで、合せて 8大学に過ぎなかった。学生と教職員の割合も半々で、見学目的の教職員も
いたが、参加後の感想では「次回は学生を連れて来たい」という人が多かった。
第 1回サミットのプログラムは表 1の通りである。1日目は 15 テーマに分かれて「しゃべり
場 petit」を行い、その報告を受けて 8つの希望テーマに絞って本番のしゃべり場を行った。希
望が最も多かったテーマが「学生・教員・職員が協力して良い大学を作るには？」であったこと
は、サミットの参加者が何を求めているかを良く示していた。また、参加者アンケートの結果で
も、「とても満足」が 39％。「満足」が 49％で、次回の冬サミットへの参加についても「とても
したい」が 47％、「したい」が 43％であった（木野、2009）。

表 1　「学生 FDサミット 2009 夏」のプログラム
開催：2009 年 8 月 28 日- 29 日、於：立命館大学（衣笠）、参加：26 大学 99 人（うち学生 51 人）

1日目
　オープニング（開会宣言、参加者全員紹介、他）
　しゃべり場 petit（15 テーマ）
　　「大学を超えて立場を超えて交流を」
　しゃべり場 petitの報告
　しゃべり場（8テーマ・9グループ）
　　「学生 FDでできること、したいこと」

2日目
　しゃべり場の報告
　大学間「学生 FD」交流グループワーク
　グループ・個人による全員発表
　　「各大学でこれからやりたいこと、やれること」
　エンディング（学生FDサミット 20010 冬に向けて）
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4.2　学生 FDの予想以上の広がり
学生の視点による学生主体型の学生 FDを各大学に広げようという第 1回学生 FDサミットの

開催は成功裏に終わり、参加者から次回開催の期待も高かったので、とりあえずサミットの定期
開催ができるようになるまで本学で開催を続けることにした。
第 2回と第 3回のサミットの概要を表 2に示す（木野、2012）。

参加者は 200 人規模になり、以前から岡山大学の主催で行われていた教育改善学生交流会の
100 人規模を上回り、参加大学の数も地域も増えて、文字通り全国規模の学生 FD交流集会に
なった。とくに回を重ねるごとに学生 FD団体の組織化も進み、第 1回では 8大学だったのが第
2回では 15 大学、第 3回では 26 大学に上ったのも予想以上のスピードであった。
この急速な学生 FDの全国化を目の当たりにして、第 4回からは他大学での開催が望ましいと

判断し、打診の結果、法政大学から応諾の返事があった。法政大学では当初、社会学部の学生グ
ループが中心であったが、サミットは FD推進センターが中心となり、法政大学だけでなく、交
流のある関東の他大学にも呼びかけて一緒にやりたいとのことであった。実際、その後、青山学
院・立教・東洋の 3大学を加え、HART＊コミュニティという学生グループを結成し、関東で最
初のサミットが 2011 年 3 月 12・13 日に市ヶ谷キャンパスで開催する寸前まで準備が整えられて
いたが、11 日に起こった東日本大震災のため、急遽、中止のやむなきに至った。幻のサミット
に終わったことは残念であったが、申し込みは 46 大学 200 人に上っていたそうである。
2011 年春のサミットが飛んだので、第 4回は 2011 年夏に再度、本学で開催することになった。

第 4回サミットの概要は表 3の通りである。
この第 4回サミットで、学生 FDの全国化は確かなものとなり、以後、サミットは活動の活発
な大学での持ち回り開催に移行することになった。

表 2　第 2回・第 3回「学生 FDサミット」の概要
第 2回：  2010.2.20-21、立命館大学（衣笠）

39 大学 189 人（うち学生 122 人）
第 3回：  2010.8.28-29、立命館大学（衣笠）

38 大学 211 人（うち学生 139 人）
1日目 学生 FDに取り組む 10 大学の発表

しゃべり場「何が問題で、それをどうしたいの
か（学生）」、「学生 FDについて（教職員）」

交流タイム（18 人ずつ、学生・教職員別）
ミニ・トーク「学生 FDとは…」
しゃべり場「大学の教育の意義」

2日目 グループワーク「目標と問題に沿って、どんな
ことができるか」（1日目の学生グループに教職
員も参加）
グループワークの発表

学生 FDに取り組む 10 大学の紹介
グループワーク「大学の教育の意義」
グループワーク発表の準備
グループワークの発表

（注）大学数は参加者の所属大学数で、学生 FD活動のある大学だけではない。
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4.3　学生 FDの多様化―サミットも全国持ち回りへ
本学以外でのサミット開催が最初に実現したのは追手門学院大学での 2012 年冬サミットであ

る（木野、2013）。同大学の学生 FDスタッフは 2009 年 3 月の FDフォーラムで本学の学生 FD

スタッフの活動を聞いた梅村修教授（当時、教育研究所所長）の呼びかけで第 1回サミットの前
に結成されたグループで、文字通りサミットで生まれ、サミットで育ったグループであった。
次いで 2013 年春の開催校は、単独で教育改善学生交流会を毎年開催してきた岡山大学である
が、学生 FDという他大学の新しい動きに合流することで一緒に学生主体の FD活動をより活発
にしていきたいという意思表示でもあった。
さらにその後も、2014 年春は東洋大学、2014 年夏は京都産業大学、2015 年夏は再び追手門学
院大学で開催され、2016 年春には日本大学での開催が予定されている。
サミットに参加する大学にも入れ替わりはあるが、サミットで学生 FDを知ってから自大学で

学生 FDスタッフを組織した大学は毎回増え、第 10 回では参加 61 大学中少なくとも 50 大学で
何らかの学生 FD活動が見られている。これまでのサミットで活動が確認された全大学を合わせ
ると 80 大学に上り、日本の全大学数の 1割に相当する。
サミットの開催も 2015 年夏で 11 回を数えるが、この間のサミットの概要を表 4に、これまで
に学生 FD活動があった大学を図 1に示す。

表 3　第 4回「学生 FDサミット」の概要
2011.8.27-28、47 大学 271 人（うち学生 198 人）

1日目 学生 FD取り組み紹介：6大学
ミニトーク「学生 FDの意義とサミットへの期待」
しゃべり場「どうして大学に来ているの？」
テーマ別グループワーク
①「どんな授業がいい？」　②「大学で何がしたい？」　③「課外活動って必要？」

2日目 あんたの悩み解決したろか SP（前日募集した学生 FDの悩みに参加者同士でアドバイス）
テーマ別グループワーク（1日目の続き）
テーマ別コンペティション（3つのテーマ別に発表グループを選ぶ）
全体発表（テーマ別代表グループの発表）

表 4　第 5回～第 11 回の「学生 FDサミット」の概要
第 5回（2012.2.25-26）追手門学
院大学、56 大学 340 人（214 人）

初参加大学の取り組み紹介、4分科会（学生、職員、教員、パネル）
しゃべり場「あなたはどんな大学に通いたいですか？」、ワーク

第 6回（2012.8.25-26）立命館大
学、59 大学 427 人（304 人）

活動紹介ブース（25 団体）、分科会Ⅰ（3テーマ）、分科会Ⅱ（3テーマ）
しゃべり場「学生にとって主体的な学びとは」、発表・共有

第 7回（2013.3.5-6）岡山大学、
57 大学 309 人（239 人）

活動インタビュー、岡山白熱教室（クイズとディスカッション）
しゃべり場「大学に貢献する学生 FD」（成果をタイムカプセルに）

第 8回（2013.8.24-25）立命館大
学、59 大学 453 人（356 人）

「学生 FDの歴史と今を考える」、ポスターセッション（26 団体）
分科会Ⅰ（3テーマ）、分科会Ⅱ（3テーマ）、各分科会の発表・共有

第 9回（2014.3.8-9）東洋大学、
65 大学 329 人（226 人）

取り組み紹介、FD学び場、プレゼンセッション、学生・教職員別座談会、
テーマ別しゃべり場（4テーマ）、成果報告会、大学別グループワーク

第 10 回（2014.8.23-24） 京 都 産
業大学、61 大学 480 人（368 人）

ポスターセッション（37 団体）、しゃべり場「大学を良くするためには
何ができるか」、分科会（5テーマ）

第 11 回（2015.9.2-3）追手門学
院大学、64 大学 418 人（303 人）
注：（人）は学生数を示す

事例発表、パネル・ディスカッション「本当に大学が “よく ” なってい
る !?」、しゃべり場「私たちが大学をよりよくするためには？」「アク
ションプラン作成」
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これだけ学生 FDが広がるとともに顕著になったのは、各大学における学生 FDの多様性であ
る。もともと本学と山形大学の学生交流の時点から、大学間の理念や設立形態から地域、規模の
違いは織り込み済みで、その違いゆえに互いに学び合えることを学生 FDのメリットとしてきた
が、学生 FDが広がるにしたがい、様々な学生 FD活動が登場し、どこまでが学生 FDなのかを
問い直す声も一部に出てきた。これを受けて、サミットでも 2012 年夏には「学生 FDとはなに
か～多様化する学生 FD～」、2013 年夏には「学生 FD再考」（木野 2015、154-172）をテーマと
する分科会で報告と議論が行われた。その結果、多様化はそれぞれの大学の持つ特性の違いから
当然のことであり、問題は各大学で最も効果的な学生 FD活動を探求することであり、そのため
にサミットで他大学の学生 FDを学ぶ意義があるという共通の理解に達した。
また、サミットの拡大に伴い、サミットに集まる学生団体の中に、学生 FD活動を主目的とし

て組織された団体だけではなく、自治会や大学祭実行委員会などの学生自治組織や、ピア・サ
ポート活動のために組織された団体も参加するようになった結果、学生 FD団体の中には一時、
自治活動やピア・サポートまで学生FDなのかという戸惑いも生まれた。しかし、学生FDのキー
ワードは、教育改善、学生主体、大学との連携である。したがって、自治組織もピア・サポー

図 1　これまでに学生 FD活動があった大学
（2015 年 11 月現在）
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ターもこの 3つを備える活動をするようになったときは学生 FD活動を始めたと言うべきである
から、積極的に連携を取るべきという合意に達した。
なお、このサミット拡大期を支えたのは。教育開発支援課で学生 FDを担当した職員の中野正

也氏、豊桑清香氏、辰野有氏であり、その献身的な支援に対して謝意を表したい 4）。

4.4　立命館大学のその後の学生 FD
学生 FDサミットによって学生 FDの全国化という当初の本学の学生 FDスタッフの目的は達
せられたが、その後、学内での学生 FD活動がどう展開されてきたかを概括する。
（1）授業インタビュー
これは 3.1 で 2007 年度の最初の学生 FDスタッフが取り組んだ活動として紹介したが、以後
も毎年引き継がれ、その目的を次のように説明している。
「各スタッフが受講した授業の中から興味をもったものを選択して、その担当教員に学生自身
がインタビューする企画。その授業や教員の魅力に迫ります。」（FDS Report vol.7、2014）
これまでの 7年間で 50 の授業インタビューが行われているが、FDS Reportでは簡単な授業概
要と学生 FDスタッフがその授業が印象に残った理由を書いた後、授業での工夫とその意図や、
学生へのメッセージを Q&Aで聞き出して紹介している。これを通して、教員には授業のやり方
を、学生には学び方について、それぞれヒントを得てほしいというのが目的であった。
これまでの授業インタビューで取り上げられた共通の要素を拾い出せば、学生 FDスタッフが

望んでいる授業がいかなるものかは明白である。それは、理解しやすい（わかりやすい）授業、
双方向の（質疑の時間や意見交換のある）授業、学生参加型の（グループワークやワークショッ
プのある）授業、コミュニケーション（コミュニケーション・ペーパーやWebの利用、教室で
の対話など）のある授業、そして教員の熱意が伝わってくる授業である。
この授業インタビューは、学生 FDスタッフが望む授業のあり方を教員と学生に伝えるだけで
なく、学生 FDスタッフ自身がどんな授業が良いかを良く考え、学生 FDスタッフとしての力量
を高めるための場としても意義のある企画であった。

Best Teacher賞や Best Lecture賞のような人目を引く派手な企画ではないが、授業の質を考え
るためにはむしろ貴重な記録であり、今も FDSのホームページに掲載されている。
（2）体験オフイスツアー、学生インタビュー、職員インタビュー、ゲストスピーカー企画
これらは、授業インタビューとは別に、教員、職員、学生の生の声を拾い上げる試みである。
体験オフィスツアーは「学生が研究室に行かないのはもったいない」という一言から始まった
企画で、学生と教員の間にある見えない壁を取り払おうという趣旨で 2009 年度に行われた
（FDS Report vol.3, 2010）。
学生インタビューは学生の授業への不満について生の声を集めようという趣旨で 2011 年度の

学園祭中にインタビューして回ったものである。集まった学生の声で最も多かったのは私語だっ
たが、次いで教員への不満であった（FDS Report vol.5、2012）。
職員インタビューは、普段、大学職員の仕事を知る機会の少ない学生に、職員の仕事を知って
もらおうと企画したもので、2012 年度に教育開発支援課の課長と図書館サービス課の課員にイ
ンタビューした。さらに同年 12 月には 4人の職員を招き、「あの頃、君は若かった」という題で
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職員の話を聞き、参加者とのしゃべり場を通して、本学の魅力を再発見し、学生生活を見直す機
会とした（FDS Report vol.6、2013）。
ゲストスピーカー企画とは、学内で様々な活動をしている学生の中で、学生の興味関心を広げ、
学生生活の中で一歩を踏み出すキッカケになるような人に話を聞くという企画で、2012 年度に
学園祭実行委員長のインタビュー動画を作成して発信した（FDS Report vol.6、2013）。
しかし、いずれも企画・広報・募集・実行が容易ではなかったため、継続は出来なかった。

（3）他大学交流
2008 年度の山形大学との学生交流については 3.4 で紹介したが、翌年からの学生 FDサミット
を契機に、他大学交流は一挙に活発化した。追手門学院大学、京都文教大学、大阪大学、同志社
大学、京都産業大学など、関西各地の大学とは相互訪問も繰り返しながら、お互いの活動の交流
を続けた。また、岡山大学や札幌大学、法政大学などで行われた地域規模の交流会にも参加した。
これら他大学との交流で FDSが得た刺激と各大学の学生 FDスタッフとの絆は、学生 FDスタッ
フが学内で学生 FD活動を続ける上で大きな力となった。
（4）しゃべり場
3.2 で紹介したように、しゃべり場は 2008 年度に FDSが学生 FD向けに考案したものであるが、

翌年から始まったサミットの基本スタイルとなり、各大学の学生 FD活動にも広がっていった。
もちろん、学内でもしゃべり場の企画は何回か行われたが、しゃべり場がより活用されたのは、
他大学との交流の場および FDS内での振り返りや活動計画を立てるときであった。しゃべり場
は通常の会議よりも本音で語り合うことで合意形成や企画の具体化に適していたからである。
（5）授業アンケート
学生 FDスタッフの前身は 2.3 で述べたように「授業改善の支援に向けた調査・検討ワーキン
グ」の学生メンバーだったので、授業アンケートには当初から関心があった。しかし、2006 年
度のメンバーは、「授業改善に関しては、学生と教員の間で双方向的にコミュニケーションを図
りながら継続的にフィードバックを何回も行い、同時にステップアップしていく必要がある。」
と総括し、そのための活動として授業インタビューを始め、その後、さらにしゃべり場に進んで
いったので、授業アンケート自体への取り組みは行わなかった。
ただ、2011 年に学生の記述に問題があるなどの理由で有効活用されていないからとして授業
アンケートの自由記述欄が廃止されたときには、学生 FDスタッフ内でも異議が大勢を占め、何
らかの取り組みをとの声も上がった。しかし、この問題は学部・教学機関の方からも異議が出た
ため、学生 FDスタッフが動くまでもなく、2014 年度から自由記述欄は復活した。
そこで、2014 年度の学生 FDスタッフは授業アンケートの原点に戻って「授業アンケートの

意義は達成されているのか」というテーマで、授業アンケートの実施に携わってきた教育開発推
進機構の教職員との座談会を実施した。座談会では、学生 FDスタッフから現存の授業アンケー
トをいかに活用するかということが重要で、そのためにはアクセスのしやすさがキーポイントだ
という指摘があり、授業アンケートについては今後も学生・教員・職員の意見交換が重要だとい
う共通認識に達した（FDS Report vol.8、2015）。
（6）大学役職者との懇談
本学の学生 FDスタッフは 2007 年の教学委員会で承認された FDの定義にもとづいているので、
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発足の時点から大学で公式に認知された学生スタッフである。したがって、毎年度の初めに教育
開発推進機構に年間活動計画を提出し、年度の終わりには活動報告を FDS Reportとして全学に
配布・Web公開してきた。
さらに、2008 年度から 2010 年度までは山形大学との学生交流が行われたので、当時の川口清

史学長とは親しく懇談する機会があり、学生 FDスタッフの活動を直接伝えることができた。
また、2009 年から 2013 年までの本学で学生 FDサミットを開催したときには教学担当の副学

長や教学部長らに挨拶を依頼し、サミットの現場視察も含めて、学生 FDへの認識を高めてもら
う機会とした。
（7）他の学生スタッフとの協働
学生 FDスタッフの中には他の団体のスタッフを経験していたり、両方を兼ねている学生もい

る。その中でも、オリター・エンター（自治会が組織）や Rainbowスタッフ（情報システム課）、
ライブラリー・スタッフ（図書館）、広報スタッフ（広報課）は教育との関わりも深いので、学
生 FDとは近い関係にある。しかし、他の団体を兼ねているスタッフもその団体が出すWeb

ニュースや記事に学生 FDのことを書くのがせいせいで、それ以上の関係には発展しなかった。
しかし、2013 年夏のサミットでは学内の教育に関わる他の学生団体にも参加を呼び掛けた結
果、2団体（産業社会学部のデジタル工房 D-Plus、留学生チューター TISA）の参加があった。
これを契機に学内の教育に関わる他団体とのコラボレーションを目指して行ったのが 2014 年 1
月に開催された「これでいいのかパラ産～産社の魅力ってなんだろう～」である（FDS Report 

vol.6、2013）。文字通り、産業社会学部の良いところを発見・共有する企画であるが、この年の
学生 FDスタッフの中に 5人の同学部生がいたことと、サミットに参加した同学部の団体もいた
ことで、学部自治会ら 4団体との共同企画として実現することができた。当日の参加者からは、
学部の魅力を再発見し、以後の学生生活をより良く過ごすきっかけになったとの感想も寄せられ
た。このような各学部での専門性をバックにした学生 FDの展開は今後の課題である。
2013 年後期には、さらに産業社会学部だけでなく全学の教育に関わる学生スタッフに呼びか
けて学内サミットの開催を模索したが、時期尚早で実らなかった。しかし、ちょうど同じ頃、教
育開発支援課がピア・サポート団体の連携を目指す Assembly for Peer Supportersという企画を
始めていたので、学生 FDスタッフもその企画の運営担当として参加することになった。しかし、
この企画はピア・サポート団体同士の連携が目的なので、授業や教育の改善という学生 FDの目
標を共有するまでには至っていない。これもまた本学の学生 FDの今後の課題である。

5　おわりに

本学から始まった学生 FD活動は、学生 FDサミットを経て、今や全国の 80 大学にまで広がっ
ている。しかし、学生 FD活動には、どの大学にでも通用するモデルはない。各大学の特色に照
らして、最適の方法と内容を選ばなければならない。そのためにも、学生 FDサミットは欠かせ
ない交流と研修の機会となっている。本学の学生 FDスタッフは今後、全国各大学での学生 FD

活動との切磋琢磨の中で本学にふさわしい質の高い学生 FDを目指すことが望まれる。
学生 FDとは、授業や教育の改善に関心を持つ学生が、その改善のために学生自身が主体的に
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取り組む活動であり、大学側との連携を求めるものを指している。そのキーワードは、教育改善、
学生主体、大学との連携の 3つであり、学生 FDの意義もこの中に包括されている。すなわち、
第一に教育改善を目指す学生の存在であり、彼らを起点に大学の教育改善を目指すことである。
第二はトップダウンの改革ではなく学生からのボトムアップの改革を目指すことであり、学生が
教育改善の主体者になるということは学生が主体的な学びを実現することと同義でもある。そし
て第三は学生 FDとの連携で大学の FDを活性化することである。
最近の欧州では、高等教育の質保証システムとして学生代表を大学運営機関のメンバーにまで
加える「学生参画」（川口、2014）が始まっているが、かつての Student Powerに対する対応が
全く異なる日本では当面非現実的である。欧米より高等教育の改革も FDも 20 年遅れて始まっ
た日本では、学生 FDこそが教育改善に学生が関わる最適の道である。

注
1） 1960 年末にフランス、アメリカ、イタリア、ドイツ、日本など、世界各国で起こった学生運動のこと
で、反ファシズムや民族解放，人種差別撤廃などの問題から始まり、旧態依然とした大学制度への不満
から教育改革を求める運動にもつながり、さらにベトナム反戦や平和運動に発展した。欧州ではこの後、
多くの国で法令等によって大学運営への学生参加が進んだ。
2） 欧州では、域内の国際競争力向上と EUの更なる統合のため、欧州高等教育圏の構想に向けて、学位
等の国際的通用性の確保が肝要であるとして、共通の学位システムの導入等、参加各国の大学改革を促
す「ボローニャ宣言」が 1999 年に出された。その後、改革内容の進捗プロセスを 2年毎の会合で把握
する「ボローニャ・プロセス」が進行している。
3） http://www.ritsumei.ac.jp/acd/ac/itl/itl_fd/index.html

 なお、FDS Reportは 2008 年度版（№ 1）以後、毎年、冊子としても発行している。
4） この他、期間的には短かったが、小野勝大、松本健自、山本高明、岡本詠里子の各氏にもお世話に
なった。
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Student-Initiated Educational Development: Student FD

KINO Shigeru（Part-time Lecturer, Ritsumeikan University （Former Professor, Institute for 
General Education, Ritsumeikan University））

Abstract
FD（Faculty Development）is the process by which the university systematically, as an 

organization, undertakes educational change and development. Ritsumeikan University is the 

first university in Japan to support a “Student FD” system whereby students are at the center of 

activities to develop and change the educational process they themselves seek. The university 

has developed this process by moving it forward with the students, and in support of the 

students, as part of the FD process. Since then, this model of Student FD has spread to 

universities all over Japan.

This paper explains the process by which this system was developed at Ritsumeikan 

University, outlines its activities subsequent to establishment, and discusses the current status 

of the Student FD system that has become widespread at universities throughout Japan. The 

paper also discusses the future goals and challenges of this system.

Keywords
FD（Faculty Development）, Student FD, Class Improvement, Educational Development, Summit 

of Student FD
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書評

江原武一著『大学は社会の希望か―大学改革の
実態からその先を読む』

新　野　　　豊

要　旨
本稿は、江原武一氏による『大学は社会の希望か―大学改革の実態からその先を読む』

（2015）を大学職員の立場から紹介し、その概要や意義、さらなる課題について評するも
のである。本書は、グローバル化や小さな政府といった大学を取り巻く環境や、日本の大
学改革のこれまでの動向の特徴や課題について、背景や現状の丁寧な整理、国際比較や類
型による分析等を行って、今後の日本の大学改革のゆくえについて将来的な指針を示すも
のであり、読者それぞれがこれらの分析や視点に基づいて、自らの大学や組織のあり方や
取組みについて丁寧に考える事が求められている。

キーワード
高等教育、大学改革、大学運営、ミドルマネジャー

1．概要

本書は、著者である江原武一氏（元立命館大学教育開発推進機構教授）の大学に関する幅広い
課題意識や研究成果を反映して、学部教育、大学運営、大学評価といった分野をテーマに「現在
進められている日本の大学改革の動向をたどって、その特徴や課題を考察し」（江原 2015: 3）、
日本の大学改革のゆくえについて指針を示すものである。
著者は立命館大学での在職中、大学行政研究・研修センターにおいても、職員の人材育成に精
力的に取組み、大学職員が「教員と協働して活躍することがいっそう要請されるようになってき
ている」（江原 2015: 114）事を指摘してきたことから、本稿では、その職員の視点も踏まえて本
書の概要を紹介し、その意義やさらなる課題について評することとしたい。
著者は、まず第 1章「大学改革の進展」において、これまでの日本の大学改革を振り返りなが
ら、大学を取り巻く大きな環境の変化として、社会のグローバル化と小さな政府による大学政策
を取りあげた上で、大学改革の方向を論じている。第 2章においては、大学教育について、学部
教育と大学院教育、教養教育と専門職業教育といった分類を丁寧に行った上で、戦後から近年に
至る大学教育、とりわけ学部の教育改革について俯瞰し、同世代の半数以上の学生を受け入れる



立命館高等教育研究 16 号

－216－

大学教育の中での教養教育のあり方について指摘したり、大学教育に求められる学習成果につい
て、全米カレッジ・大学協会と中央教育審議会の提言を比較しながら、分析を行っている。また、
教育者中心から学習者中心の教育への変化についても紹介し、学部教育が多くの分野で課題への
対応を求められていることを明らかにした上で、今後の改革の方向を提言している。
第 3章は、大学の管理運営がテーマであり、これまでも著者が紹介してきたマクネイの大学の
組織文化モデルをもとに、近年の大学の管理運営改革のあり方や課題について論じられる。その
中でも、グローバル化や小さな政府といった社会情勢を受け、日本の大学運営においても、「法
人性・企業性の色彩」（江原 2015: 99）が強まっていく中、同僚性の組織文化とのバランスを重
視すべきである事を、アメリカの事例（権限共有型管理運営）も紹介しながら強調している。第
4章では、日本の大学評価制度の仕組みや特徴をまとめながら、その分類と構造（誰が何のため
に評価を行うのか）を明らかにした上で、その中でも重要な課題として、体制の構築、教育評価
（とりわけ学生の学習成果等に着目したプログラム評価）、認証評価組織との協働などについて指
摘を行っている。加えて、今後強化されることが予想される評価、実績による資金配分について
は、アメリカにおける課題も参考にしながら、慎重な対応を求めている。終章では、これまでの
議論を総括して、日本の大学改革のゆくえについて、大学の制度的自律が保たれる必要があるこ
と、政府の大学政策は明確な将来構想に基づいて行われる必要があること、大学主導による自立
的、主体的な改革の重要性を強調している。

2．本書の課題指摘に応えるために

本書では、それぞれの分野について丁寧に課題やその背景が整理され、今後の方向性が示唆さ
れているが、その通底するポイントとして、小さな政府やグローバル化の進展のもとで、大学が
これまでに比べて法人性、企業性の性格を強める中、大学の自主性や自律性と同時に、学部やセ
ンターといったレベルの組織を重視していることがあげられるだろう。例えば、大学運営では
「大学における革新は多くの場合、学科や学部、研究所、センターなどの下位組織で生まれる革
新であり、それが積み重なって大学全体が変わってきた」（江原 2015: 100）点を指摘している。
また、大学評価では「大学の自己点検・評価の具体的な作業では、なによりもまず学部や研究科
などを基本的な組織単位にした評価を実施し、（中略）全学的な評価結果をまとめる方式が実施
しやすいように思われる」（江原 2015: 165-166）といった形で、個別の部門を重視した運営の必
要性を指摘している。反面、大学は、著者が繰り返し指摘している社会的な背景（小さな政府や
グローバル化）を受けて、「大学の経営責任がある理事会の理事や学長とか副学長などの上級大
学管理者の権限が強い企業経営的管理運営に変化することを期待されている」（江原 2015: 181）
ことも事実である。
このような、著者の学部等を重視する視点と、社会的な動向や政府の政策を背景とした学長等
への権限強化の動きの間には、相容れない部分があるように思われる。著者のいうとおり「大学
の組織文化が企業性の色彩を強めたからといって、大学の管理運営への大学教員の参加は同僚性
の組織文化が強かったときと比べて必ずしも減るわけではない」（江原 2015: 88）であろうが、「学
長を中心とする全学的な管理運営体制の整備を目指した大学組織の再構築は、予想を超えたス
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ピードで進められてきている」（江原 2015: 84-85）中で、学部等の自律性を担保するためには、
なんらかの取組みや工夫を行う必要があるであろう。
この課題にアプローチする一つの方法として、著者が実質的な改革を実施するため、として指
摘している、学部や部局におけるミドルマネジャーの必要性に注目したい。ここでいうミドルマ
ネジャーは、各学部や研究科などの執行部と全学各部局の部、次、課長クラスの大学管理者であ
り、「大学全体の理念や目標を理解する」とともに、改革の基礎となる「人的・物的資源や条件
の状況がわかる（はずの）」（江原 2015: 182）人材である。確かに、各部局を代表しつつ、全学
的な課題や目標について正しく理解する人材がそのバランスを取りながら運営や改革を進めるこ
とができるのであれば、全学の方針を十分に理解した各学部、研究科や部局を基礎としながら、
迅速かつ大学全体の統率の取れた取組みを行うことは可能になるであろう。ただし、本書ではこ
れらのミドルマネジャーやその育成が重要であることは指摘されているが、具体的にそれらに求
められる能力や、育成の方法や処遇等についてまでは詳述されていない。特に、ミドルマネ
ジャーの要素として指摘されている大学職員は、全学の視点を共有し、一体感を持った組織運営
に取組むことができるという点で、きわめて重要な役割を果たすだろうが、それと同時に、学部
等の教員主体の部局の方針や要望とのバランスを十分に理解する必要もある。教員の場合と同様
に、日本の大学や社会の実態にあわせた、大学職員のミドルマネジャーの形成や育成にむけた検
討が必要であろう。迅速な意思決定や統率の取れた取組みが求められる中で、各部局のミドルマ
ネジャーの権限と能力を強化して、学部等の自律性や自主性の確保と両立させる具体的な方法の
確立は、われわれ自身に課された今後の課題なのである。
最後に、著者が、使用する用語の定義や課題の背景について丁寧に整理していることについて
付言したい。大学改革にかかわる議論では、用語や背景理解が異なることで、かみ合う事の無い
議論が延々と続けられる事がままあるように見受けられる。本書は、個別政策について詳細かつ
万能な特効薬を示すものでないかもしれないが、筆者が指摘した、目先の課題にふりまわされて
「パッチワークのように個別の事業をつぎあわせて」（江原 2015: 181）いるのは、政府に限らず
個別の大学にもいえることなのかも知れないと考えれば、本書においてなされたような丁寧な課
題整理や背景理解のうえに、それぞれの大学の今後のあり方を検討することが、まさに大学を
「社会の希望」とするために求められているといえるだろう。

参考文献
江原武一『大学は社会の希望か―大学改革の実態からその先を読む』東信堂、2015 年。
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Book Review: “EHARA, Takekazu “Daigaku ha syakai no kibou ka -daigaku kaikaku 
no jittai kara sono saki wo yomu”

NIINO Yutaka（Administrative Officer, Ritsumeikan University）

Abstract
This paper reviews the book “Daigaku ha syakai no kibou ka -daigaku kaikaku no jittai kara 

sono saki wo yomu” （2015）, written by Mr. EHARA Takekazu from the viewpoint of an 

administrative staff. The book reviews the history, trends and issues of Japan’s university 

reform and its recent social circumstances, like the globalization and the rise of limited 

government. With detailed overviews and analyzes, the book makes suggestions for the future 

of higher education. Based on the arguments of this book, each faculty and administrative staff 

member is expected to examine the future of their own university.
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Higher Education, University Reform, University Governance, Middle Manager
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実践レポート

「プロジェクト発信型英語プログラム」の実践知
―立命館大学における成果と課題の共有―

山　中　　　司・河　井　　　亨

要　旨
本実践レポートでは、「プロジェクト発信型英語プログラム」における教授・学習の実
践知を共有することを目的とする。「プロジェクト発信型英語プログラム」は、「伝えたい
ことを伝える」を基本コンセプトに、現在生命科学部、薬学部、そしてスポーツ健康科学
部で実践されている共通の英語必修カリキュラムである。2016 年度からは総合心理学部
にも当カリキュラムが導入され、「プロジェクト発信型英語プログラム」は、立命館大学
が推進するアクティブ・ラーニングにおける英語教育の成果の一翼を担いつつある。本レ
ポートでは、実践知として蓄積されてきた種々の成果を特定の視点から切り取り、為され
たこととまだ為されていないことを整理する。「プロジェクト発信型英語プログラム」の
実践が持つ含意は、教育全般における教授・学習への示唆を持つものであり、この共有は、
今後の立命館大学の教学を議論する上で有益なものとなるだろう。

キーワード
プロジェクト型学習、プロジェクト発信型英語プログラム、自律性、テーマ設定、
教員間協働

1　立命館大学の中での「プロジェクト発信型英語プログラム」

立命館大学は、2015 年度、SGU（Super Global University）の 1つに採択された。これまで以
上にグローバル化への対応が求められ、英語でコミュニケーションすることができる学生を育て
る英語教育の役割が重要になっている。他方で、立命館大学の学生の学びの実態として、外国語
運用能力（外国語で読む・書く・聞く・話す力）の成長実感が専門的知識などの他の成長実感に
比べて高くなく、特に上回生になると低下するという現状が見られている（学びの IRレポート
2号, 10 号）。こうした状況を引き起こす理由として、上回生時に英語教育をどのように展開する
かという点で未だ模索があり、さらに専門分野担当教員と英語教員の連携が十分に取れていない
課題がある。一方で、グローバル化への対応を英語の修得とのみ捉えていては、グローバル化へ
の対応という課題設定への視野が限定的である。すなわち、自ら学んでいく学び、そして他者と
コミュニケーションし、協働し、課題解決に取り組んでいく学びへ学生たちを促すことも課題で
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ある。
「プロジェクト発信型英語プログラム」は、上記に挙げた 2つの課題に対する取り組み例とし
て多くの共有財産としうる実践知を蓄積してきた。「プロジェクト発信型英語プログラム」は、
低回生時から高回生時まで一貫した英語教育プログラムとして、プロジェクト型学習（Project-

Based Learning: PBL）という形態によって自ら学ぶ力や協働的課題解決力を育む教育実践である。

2　「プロジェクト発信型英語プログラム」における学生の学び

「プロジェクト発信型英語プログラム」では、1回生前期より、学生個人またはチームが自分
たちでテーマを設定し、そのテーマの下で情報や知識を調べたり、アイデアを練ったり、調査・
実験を行ったりした結果を報告するというプロジェクト活動に取り組む。1回生前期の最終プレ
ゼンテーションから、全員が 8分以上の英語のプレゼンテーションを行い、2回生後期の最後に
は、全員が自分のプロジェクトについて 1,500 words以上のアカデミック・ライティングを完成
させる。また 3回生前期には、全員がポスターで専門分野に関するグループ・プロジェクトの成
果についてプレゼンテーションを行う。したがって、英語の必修科目が終了する 3回生前期の時
点で、学生はオーラル・プレゼンテーション、ディベート／シンポジウム、アカデミック・ライ
ティング、ポスター・プレゼンテーション形式で英語を用いたコミュニケーションが全員できる
状態になっている。そこでの英語は必ずしも十分に洗練されているものではないが、原稿丸暗記
の棒読みとはかけ離れた、「伝えたいことを自分の英語で伝えられるもの」となっている。実際
に当該の観点による成績評価では、教員判定で、「ほぼ通じる英語の水準（5点中 3点）」が 3割、
「通じる英語の水準（5点中 4点）」が約 5割、「申し分ない英語の水準（5点中 5点）」が 1割で
あった。このように、3回生前期の時点で、英語でプロジェクトを組み、伝えたいことを英語で
伝え、それについてやり取り（コミュニケーション）ができるところまで学生たちを育て上げる
ことができている。

3　「プロジェクト発信型英語プログラム」実践を支える背景

こうした実践を支える背景には、担当教員間の協働がある。そしてまた、学部の他の教員との
連携がある。その協働や連携が可能になっているのは、このプログラムを設置する過程で学部が
主体的に関与し、プログラムの理念をカリキュラムとして実現させていったことが大きい。まず、
このプログラムは生命科学部の「豊かな教養や国際化の進展に対応できる素養を持つ」という教
育目標、薬学部の「国際社会でも活躍できる英語での情報収集・発信能力」を身につけるという
教育目標に密接に結びついている。英語科目の間の関係を整合的・有機的にしていくことが重要
であることはいうまでもないが、どれだけ英語科目間の関係を整理したとしても、学部カリキュ
ラム全体との関係が不明瞭では、教育の営みを組織的・集合的に実現することは難しい。さらに
は、学習者がそのカリキュラム全体を意味ある形で学んでいくことも難しくなってしまう恐れが
ある。
学部の教育目標とプログラムとの結合に加えて、「プロジェクト発信型英語プログラム」と学
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部カリキュラムとの間には実践的な関係が築かれている。生命科学部・薬学部では、卒業研究お
よび大学院における研究で、英語での研究活動に取り組むことが実践的に求められている。また
研究室では、個人で課題に取り組むこともある一方、共同研究としてチームで課題に取り組む力
も実践的に求められていた。このように「プロジェクト発信型英語プログラム」は、全体的な教
育目標と結びついていること、そして実践的に求められていることに現実的に対処できる力を涵
養することを支えとし、担当教員間の協働と学部教員との連携を実現しているのである。
本レポートでは、このような「プロジェクト発信型英語プログラム」に関して、第一にその中
核をなすテーマ設定についての実践知をまとめていく。第二にプロジェクト活動についての実践
知をまとめる。本プログラムは、英語教育としてのみ実践知を共有財産化するのではなく、意義
深い PBLとしても実践知の共有財産化を進めていきたい。第三に、制度上と言うよりは実践上、
本プログラムを支えている教員間の連携のあり方についての実践知をまとめていく。

4　プロジェクトの内容に関する実践知

まず学生たちは、どのようなプロジェクトを選び、実践していくのだろうか。テーマとして出
されてくる内容は、大別して、5つのタイプに分けられるようである。回生進行に伴って 5つの
タイプの割合は変化するが、基本的には 1回生前期の P1（Project 1）においても、必修科目と
して最後に履修する 3回生前期の JP1（Junior Project 1）においても、同様に各タイプのテーマ
を散見することができる。ここでは 1つ目を「調べ学習型」、2つ目を「自己連動型」、3つ目を「調
査・編集型」、4つ目を「実践・実験型」、5つ目を「仮説検証型」とし、これらについて簡単に
説明しておきたい。1つ目の「調べ学習型」とは、ネガティブな意味を込めている。リサーチと
区別する意味で「調べ学習」という言葉を用いており、単なる紹介を目的とした表層的なテーマ
群を指している。ただしもちろん、こうした紹介であっても聞く側が知らない情報であれば大い
に関心を持たれることは多々ある。プロジェクトの初期段階ではかなりのテーマが「調べ学習
型」に該当する。2つ目の「自己連動型」とは、プロジェクトを実践する者の経験や実体験、現
在進行中で行われているものに強く関連した内容をテーマとする場合である。長年取り組んでき
たスポーツ競技であったり、自身の経験や現在行っているアルバイト等、自分の生活や人生に連
動しているため取り組みのモチベーションは極めて高い。また直接自分が関わっているからこそ
述べられる「生の声」を反映させることができ、その点でオリジナルなプロジェクトとなる。3
つ目の「調査・編集型」とは、表層的なレベルではない、入念な調査と資料や文献の読み込みを
複数行い、それらの成果を総合するアプローチである。プロジェクトの目的がはっきりしており、
それに基づいた調査やデータ収集を行うため、得られた結論は必然的にオリジナルなものとなる。
生命科学部、薬学部の履修生はいずれ専攻する分野の研究室に所属し、実験を行いオリジナルな
データが扱えるようになるが、必修科目のプロジェクトを行う 3回生前期までの時点では研究室
に配属されない。つまり、独自の実験を自分で企画し実施することが不可能なため、どうしても
他人の結果を用いた「調査」の側面が大きくなる傾向があり、それは致し方ない。しかし、そう
した調査も、単に知識の寄せ集めではなく、それらを自分のプロジェクトのテーマに合わせて
「編集」するのである。ここに「調べ学習型」のプロジェクトとの決定的な違いがある。4つ目
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の「実践・実験型」は、自分のテーマに基づき、実際に何かを試みることで、その結果をプロ
ジェクトの成果とする手法である。具体的に何かを創り上げたり、実験を行ったり、実践を計画
して実行する等が考えられ、アクション・リサーチに近いものとなる。内容には必然的にオリジ
ナリティが伴い、具体的な諸活動を含むため、取り組み時間は長く、モチベーションは高くなる
傾向がある。5つ目の「仮説検証型」は、いわゆる論文執筆レベルのリサーチ活動を意味する。
最終的には全ての学生のプロジェクトが「仮説検証型」、もしくはその要素を入れ込んだものを
目標とすることが望ましい。「仮説検証型」は独自の切り口を持ち、既存のプロジェクトが為し
得たことと未だ為し遂げていないことを明らかにした上で、独自の手法とデータで特定分野の発
展に貢献するものである。以上、5つのタイプを概観したが、無論、各プロジェクトのテーマが
これらの一つだけに当てはまることは稀で、大概の場合はこの組み合わせとなる。
5つのタイプを図示したものが、図 1である。自分自身についてまだ深められておらず、世界
に向けてまだ広げられていないのが、調べ学習タイプである。自己を深める方向に発展すると、
自己連動タイプになる。世界を広げる方向に発展すると、調査編集タイプや実践・実験タイプと
なる。自己を深め、世界を広げると、リサーチによる仮説検証タイプとなる。今年度担当した 1
回生前期の P1 クラスでは、9割が調べ学習型であり、1割が自己連動型である。3回生前期の
JP1 クラスになると、調べ学習型が 1割、調査・編集型と実践・実験型とが 7割、リサーチ型が
2割であった。発展方向が、世界を広げる方向へ向けられているのはコースデザイン上、専門知
識を取り込むデザインをとっているためである。専門知識を取り込んだ上で自己を深められた学
生は、リサーチタイプになっているわけである。
それでは、どのようなテーマが良いプロジェクトと言えるだろうか。ポイントは、3つあると
考えている。1つ目は、自分のパーソナルな関心に根ざしているということである。これは「プ
ロジェクト発信型英語プログラム」の核心の一つであり、いわゆる既存のプレゼンテーション系
の授業と一線を画す最大の点であると思われる。つまり、自分自身が「熱中できる」テーマ、言
い換えれば時間を忘れて取り組み続けることができるようなテーマであることが望ましいという
ことである。この意味でテーマ設定は学生の完全な自由であり、彼らの興味・関心に素直に、そ
して真正面から取り組むことが期待され
る。というのも、得てしてプロジェクト
で良い成績を修めることを意識し過ぎる
あまり、授業として取り組みやすい内容
や一般に「受けの良い」とされるテーマ
に取り組む学生に遭遇する。しかしそう
したテーマは往々にして行き詰る。なぜ
なら本当の意味で、そのテーマに当該の
学生が真に興味を持っているわけではな
いからである。学生が自分の興味・関心
に素直になった時、そのテーマは時にス
コープが広すぎるものであったり、他人
にはなかなか理解されにくいものであっ 図 1　プロジェクト発信型英語プログラムでのテーマ類型
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たりする。さらにはプレゼンテーションとしてまとめにくく、成果も見えにくいものであるかも
しれない。しかし授業として取り組みやすいかどうかよりも、自分の興味関心を追求し続ける方
が、結果的に長続きし、深みのあるプロジェクトを実践することができる。過去の実践はそれを
物語っている。
2つ目は、プロジェクトは自分自身のオリジナリティが出せるもの、さらにいえば何らかの貢
献ができるものが好ましい。容易に想像ができるように、この観点はアカデミアにおける研究活
動と全く同じである。昨今、とりわけインターネットの発達は、我々に膨大な知のアーカイブに
容易くアクセスすることを可能にした。特定のキーワードを打ち込めば、世界中の森羅万象の情
報を立ち所に知ることができるのであり、これは到底一人の人間が記憶できる容量を遥かに上回
るものである。つまり単なる情報伝達であれば、インターネットの閲覧は極めて効率的かつ効果
的な実践なのであり、そうした情報をただ伝えるだけのプロジェクトであれば、その魅力は相対
的に低下する。オーディエンスにとっては、その発表者にしかできないこと、彼／彼女にしかな
い視点や見解に触れることが、聞く価値を持つ理由となるのであり、それこそがオリジナリティ
に他ならない。また、情報そのものは既成のものであっても、その組み合わせ方や解釈、視点や
切り口の鋭さ、すなわち情報の「編集の仕方」にオリジナリティがあることで、具体的な貢献を
果たすこともできる。1回生の入学当初からこのような成果を出すことは極めて難しいが、目標
が明らかになることで、そこへ向かって着実な成長を見せるのが「プロジェクト発信型英語プロ
グラム」の受講生である。回生が進行するにつれ、学生たちは仲間内で、これらの視点に基づく
批判的なフィードバックを与え合うのであり、より洗練されたプロジェクトへと皆が進化するの
である。
3つ目は、プロジェクトに継続性があることが望ましい。これは、「プロジェクト発信型英語

プログラム」が、単に個々の学生の英語必修科目として経験されるに留まらず、彼ら一人一人の
人生や仕事に直結する内容へと、彼ら自身でプロジェクトを発展させてもらいたいという意味も
込めている。つまり文字通りのリアル・ライフ・プロジェクトである。もちろん、取り組むプロ
ジェクトのテーマがそのまま直接的に継続される必要はない。取り組んだ内容の発展系や、取り
組む手法や、切り口が繋がっていればそれは「継続している」。過去に取り組んだプロジェクト
を「ケース」としてサポートに使っても良い。このような意味で、生涯に亘って継続されるプロ
ジェクトが実践されることが望ましく、プロジェクトの行き着く先は、「自己実現」や「（自己の）
希望の実現」である。
こうしたプロジェクトの取り組みであるが、学生達は目標とするプロジェクトの方向性やその
あり方を頭では理解しても、いざ取り組むとなった時点で多くの者が「カベ」といって良いであ
ろうものにぶち当たるのである。次にこの「カベ」について若干の説明を行いたい。
この「カベ」というのは、簡単にいえば、どんなプロジェクトにどのように取り組んで良いの
か分からない／決まらないという彼らが持つ悩みのことである。この悩みには、純粋に「自分の
興味があることが見つからない」といったものから「一生懸命やっているつもりだが、どうして
も調べ学習になってしまう」といったものまで扱う領域は幅広く、プロジェクトのテーマ設定に
伴う悩みと認識して差し支えない。当然であるが、プロジェクトのテーマを決め鋭意取り組まな
ければ成果には辿り着けないわけで、各学期の早い時点でテーマを決定し、取り組み始めること
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が求められる。焦りもあって、たとえ自分が納得できない内容であってもプロジェクトとして取
り組み始めてしまう学生もおり、そうした学生は途中でこの「カベ」に大いに悩むのである。
なぜ学生達はこうした「カベ」に遭遇するのか。我々はその理由を彼らの「経験不足」に尽き
ると考えており、逆にその問題を解消することでこうした「カベ」は次第に取り除かれると考え
ている。例えば海外のプロフェッショナル・スクールでは、授業で専門分野の具体的なケースを
取り上げ、参加者全員によるディスカッションによって進行する手法が多く取られる。その授業
では知識を習得するというよりも、具体的なケースに潜む様々な暗黙知や形式知、制度論やノウ
ハウについて、議論を通して明らかにし、教科書では学べない「知」を学び取ることが期待され
る。しかし、このようなケースによるディスカッションが可能なのは、履修する学生なり大学院
生が、もともと自分自身で何らかのプロジェクトに既に従事、もしくは過去経験しており、そこ
で感じた経験と照らし合わせながら議論に参加できるからである。日本の一般の大学生が、高校
までの教育や人生で、そうした自律的なプロジェクトの立ち上げや遂行に携わる経験を持ち合わ
せることは極めて稀である。これは日本の教育を批判しているわけではなく、単純にそのような
「場」がないことを事実として述べているに過ぎない。つまり学生達はプロジェクトに「慣れて
いない」。慣れていないのであれば、唯一の解決策は「慣れる」ことであり、そのためには辛抱
強く経験値がある程度蓄積されるまで活動をし続けるしかない。したがって教員や ESは、決し
て彼らのプロジェクトの「甘さ」や「未熟さ」について露骨に非難したりはしない。なぜなら、
学生のプロジェクトの「至らなさ」を誰よりも分かっているのは、プロジェクトを実施する当事
者である彼ら自身であるからである。今のプロジェクトについて事細かに批判するよりも、どう
したらより良いものにできるのか、仲間内でも建設的なフィードバックをし続けることを強調し
ている。こうすることで、時間はかかっても、どんな学生でもプロジェクトの質を上げ、次第に
満足のいく取り組みができるようになるのである。
いうまでもないことであるが、先に同じく、この悩みは研究活動における悩みと同一である。
リサーチ活動において、いかに独自性のある、鋭い切り口で問題が設定できるかということは研
究の核心であり、リサーチ・クエスチョンが不十分なものであれば、研究は致命的となる。仮説
を鍛えるための様々な訓練を受けることで研究者は自立できるようになるが、やはり多くの失敗
を繰り返しながら、徐々にできるようになっていくものではないだろうか。プロジェクトも同じ
であると考えたい。英語の授業だから、大学の低回生だから、というのは何の言い訳にもならな
い。学生には大いに「カベ」にぶつかることで悩んでもらいたい。「産みの苦しみ」を味わって
もらいたいのである。実際、教員としては、「教員が寄り添うのみ、主人公はあくまで学生」と
いう大原則を授業についての打ち合わせの席で確認しあっている。それは、完全な放任（sink or 

swim）ではなく、また過干渉になるのでもなく、まさに「好い加減」の如く、学生が挑む挑戦
環境をデザインするよう注力しているということである。何れにせよ、プロジェクト発信型英語
プログラムでは、学生が自律的に育つことを核に据えた学生の挑戦環境に特段の配慮をしている
ことは事実である。我々自身、答えを持っているわけではない。引き続き多くの人の知恵を借り
ながら模索していきたい。
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5　プロジェクト活動に関する実践知

「プロジェクト発信型英語プログラム」では、個人またはグループでテーマを設定し、調べ・
読み・考える活動に取り組む。それによって、英語を使いながら、テーマのもとに継続的に学ぶ
ことが可能になる。また英語を、「不活性な知識」としてではなく、パーソナルな関心に即して
アカデミックに学ぶことができるようになる。また「伝える」機会が明確に位置づけられている
ことで、「伝えたいことを伝える」ための機能的な英語の使用を追求することが可能になる。さ
らに、プロジェクトというフレームが、彼らに人間的な成長を気づかせ、促すことができる。
プロジェクト活動であることに関する実践知として、グループテーマの設定がある。「プロジェ
クト発信型英語プログラム」のグループ・プロジェクトでは、グループ作りから学生たちが自律
的に行うことが期待される。理想的には、一見全く違う個々の関心に対して、ある共通の「切り
口」や「アプローチ」を見つけることでグループを作り、プロジェクトとして展開・発展させら
れることが望ましい。ダイバーシティの中から、異分野・異業種が思わぬ接点を見出すことで、
新たな創造やコラボレーションが生まれることは研究やビジネスの世界ではむしろ求められるこ
とであり、こうした経験を学生時代に積むことには大きな意義がある。しかしながら、こうした
活動は「言うは易く行うは難し」であり、アカデミアでもビジネスでも、こうしたことが次から
次へと行えたら誰も苦労はしない。大の大人ですら難しいのであるから、学生にそれを要求する
ことは確かに酷かもしれない。放っておくと学生たちは気の合う同性の友達同士で集まり、グ
ループ・プロジェクトを始めようとする。もちろんこれは実に自然なことであり彼らが責められ
るべき点はない。しかしながら、教員の介入として、グループがあえて多様化するように取り組
む。これはジェンダーであり、テーマであり、英語力であり、性格や興味・関心の多様性を可能
な限りグループに取り込むことを意味する。そして教員は学生たちに、グループのメンバー同士、
徹底的に議論するよう促す。基本的にそれ以上の介入はせず、テーマ設定について彼らを誘導す
ることもしない。すると学生たちは、もちろん例外もあるが、ほとんどの場合かなり真剣に議論
をし始める。昨今、「最近の若者は議論しなくなった」と年配者が言うのを耳にするが、それは
いかにそうした機会を若者に与えていないからだということを痛感する。議論の末に珠玉のアイ
デアが出る場合もあればそうでないこともある。またメンバー間の温度差が表面化して様々な問
題が噴出することもある。しかし、それらも全てプロセス・経験であると捉え、教員は学生から
相談があっても最低限の対応しかしないようにしている。
また教員側の視点から、プロジェクトの運営に関して毎年見られる課題がある。ここではその
中でもよく見られる 3つの課題とその対処法について記述したい。まず 1つ目は、教授法におけ
る授業担当者のクオリティー・コントロール、すなわち質を統一するためのティーチャーズ・ト
レーニングである。「プロジェクト発信型英語プログラム」は 2008 年から実践を行っているが、
当然すべての担当教員がその当時から担当しているわけではない。プロジェクト科目については、
専任教員、任期制講師、外国語嘱託講師、非常勤講師が担っているが、全く初めてプロジェクト
の手法に触れる教員も少なくない。こうした教員に対し、いかに最低限共有しておかなければな
らない知識を持ってもらい、プロジェクトの理念や実践哲学を理解してもらいながら、各教員の
個性を存分に発揮してもらうか、これは毎年発生しうる主要な課題の一つである。こうした課題
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に関しては、毎週必ず 1回、経験のある教員が「教科書ミーティング」という形で時間を取って
対応することにしている。プロジェクト科目は毎週、指定教科書の 1ユニットずつをこなす形と
なるが、その教科書の説明をしながら、その都度起こっている課題や出来事を共有し、それに対
する対処や方針について情報を共有する。また半期に 1回おこなう「担当者懇談会」では、「プ
ロジェクト発信型英語プログラム」の理念や方針を参加した教員の皆で共有し、種々意見交換を
行う中で理解を深めている。なお注意しておきたいことは、こうしたミーティングにおいても、
決して経験のある教員が、そうでない教員に対して教授法を「教える」ことはしない。なぜなら
プロジェクトを実践するにあたり、そこに「正しい」やり方や回答が存在するわけではないから
である。全てがあくまで模索のプロセスであり、A教員は B教員よりも経験値は持っているか
もしれないが、それが果たして絶対的に正しいとは限らない。この意味でミーティングでも課題
を共有することが先決で、経験のある教員が自身のかつての対処法を話すことはあっても、あく
までそれは参考意見に過ぎないのである。「プロジェクト発信型英語プログラム」に通底する重
要なスタンスとして、「お互いに学びながら、自身も成長しましょう」というものがある。時に
教員は学生に教えてもらい、教員同士も学び合う。プロジェクトの授業において、学生が取り組
む個々のテーマは千差万別、それぞれが異なるのであり、教員がその全てに精通し、学生に対し
て内容の指導的立場に立つことは絶対的に不可能である。そこで学生から教員も学ぶ必要が生じ
るのであり、こうしたスタンスを取ることで途端に教員にとってもプロジェクトが成長の機会に
なる。毎年、そして全てのクラスで一人として同じ学生はいないのであり、この意味で授業に
「慣れ」はない。ステークホルダー皆で参加し、学び合い、教えあい、成長し合うのがプロジェ
クトの特徴であり良さであろう。
2つ目は、「プロジェクト発信型英語プログラム」を継続的に発展させることについての課題
である。いわば「プロジェクト発信型英語プログラム」のプロジェクト性の実践、といっても良
い。「プロジェクト発信型英語プログラム」は、それ自体が大きなプロジェクトであり、未だ目
標とする到達点には到底及んでいないとの認識を担当者は持っている。そしてこうした到達点は、
究極的には存在するとしても、現実的におそらく辿りつけられるものではなく、全ての実践を
「希望の実現」のためのプロセスとして、絶え間なく努力し続ける必要があると考えるのである。
つまり「プロジェクト発信型英語プログラム」において現状維持は許されない。昨年度と同じこ
とを同じように行うならば、たしかに教員は楽かもしれないが何ら面白みがない。少しでも改善
点があれば改善するべきであり、新しいことにも果敢に挑戦することで、学生に対しても教員の
試行錯誤を見せることができる。紙面の関係上一つ一つの実践をここに述べることはできないが、
毎年必ず新たな内容を取り込むようにしている。特に目紛しく進歩するテクノロジーに合わせ、
最新のデジタル環境を取り入れながら、学生には未来を体験してもらいたいと考えている。本課
題についての対処は、毎週開催する「英語プログラム部会」にて継続的に取り組んでおり、参加
する教員の誰もが発言し、提案することができる仕組みを取り入れている。もちろん、改善した
内容や、新たに挑戦することが場合によっては「改悪」になってしまうこともある。新たな挑戦
が期待したほどの成果をあげないこともある。しかし、やってみないことには結果は分からない
のであり、うまくいく可能性がある限り、どんな小さなことでも改善し、挑戦し続けるのが「プ
ロジェクト発信型英語プログラム」であると考えている。担当教員は、皆が自らの人生や、知識
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や、経験をもとにゼロベースで提案を繰り返してきた。時には英語という科目の枠組みを外した
提案もある。瑣末な足の引っ張り合いをするのではなく、互いに建設的な提案をすることで組織
に常に刺激を与え、プログラムの活性を試みている。
3つ目は「評価」の問題である。この問題は未だ具体的な解決を見出せていない、そして時に
は批判が集中する、我々にとっての難問である。プロジェクトのような、英語能力以外の様々な
要素が複合し統合された活動や実践をどう評価するのか、そしてその評価にどのような妥当性や
信頼性を持たせていくのかについては、実に難しい課題であるといわざるを得ない。数年を費や
す議論を経て、「プロジェクト発信型英語プログラム」では、この問題に対処するための方針と
して PEP-Rの策定を進めることとした。本プログラムの内容とも関連するので、以下に本方針
について簡単に纏めておきたい。

英語プログラム部会では、主軸となる研究・教育活動の一環として「PEP-R」（Project-based 

English Program References）策定に取り掛かっている。これは、「プロジェクト発信型英語プロ
グラム」によって培われる能力を幅広く蒐集した、Can-doリストに基づく新たな「発信型」英
語能力評価モデルである。PEP-R は CEFR（Common European Framework of Reference for 

Languages）に着想を得た。CEFRとは Common European Framework of Reference for Languages 

のことで、欧州評議会（Council of Europe）によって 2001 年正式に公開された枠組みである。
ヨーロッパにおける外国語教育の向上のため、第二言語の使用、教育方針や学習者の達成度等、
様々な点に共通のフレームを与える目的で開発された。現在では「通用性」という観点から、欧
州の入国管理や労働条件の指標としても活用されており、言語教育の枠組みを超えた、社会的イ
ンパクトを持ったスタンダードである。CEFRは「ヨーロッパ言語共通参照枠」と訳される。

CEFRは独自の共通参照レベルを持ち、社会的目標として次に示すキーワードを掲げている。
それは comprehensive（包括的である）、transparent（明確である）、coherent（一貫している）
の 3点であり、260 ページ程の英語の説明文書がある。CEFRには 6つのレベルが設定されており、
3段階をそれぞれ Higherと Lowerの 2層にさらに区分している（CEFR p.23）。また CEFRの
Global Scaleでは、初級から上級までのレベルが 1つの表にまとめられ、各々のレベルに代表的
な Can-doの descriptorが提示されている。
「英語プログラム部会 PEP-R開発ワーキング・グループ」では、目下 PEP-Rについての研究、
開発、実装を進めており、2014 年度からの 4カ年計画でプロジェクトを遂行している。2015 年
度現在は PEP-Rの理論パラダイムの策定に取り掛かっている。現時点で以下に掲げる 3点の理
論的方針が確定しており、これに基づいた研究、開発作業を継続中である。

1．英語運用能力をその一部とした「発信力」の評価
　TOEFL, IELTS等をはじめとして、昨今、汎用的とされる英語能力評価モデルの多くは、
いわゆる静的な「言語知識（linguistic competence）」を測定するだけではなく、コミュニケー
ションにおける「言語運用能力（linguistic performance）」を柔軟に評価できるものへと推移
しつつある。しかしながら、これらのモデルは依然としてコミュニケーションが言語によっ
て支配的になされるものだとする「言語至上主義（language supremacy）」に基づいており、
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多メディア（multi-media）／多感覚的（multi-sensory）になされるコミュニケーションの実
態との乖離は明白である。これにより学習者にとって（既存の）英語の評価は実感を伴わな
いばかりか、言語能力の裁定を一方的に突きつけられる「忌避すべき」ものとなり、評価が
本来持つフィードバック機能の肯定的／情報的側面が十分に活かされていない。そこで
PEP-Rは、言語運用能力をその一部としつつも、コミュニケーションにおける「発信」の
側面に重点を置き、現在の学習者のコミュニケーション能力の「肯定的側面」を積極的に炙
り出した評価情報の提供を行う。これにより学習者自身が、「発見的（heuristic/emergent）」
に自身の能力に「気づく」ことで依拠できる言語的基盤を獲得し、その鍛錬に効率的に取り
組む示唆を与えるものとする。

2．徹底した肯定評価主義による「評価の肯定化」
　CEFRで用いられている descriptorに倣い、PEP-Rは Can-do Statementsに基づく肯定評
価を行うと共に、それに徹する。その理由は、数値ではなく、記述に基づく Can-do 

Statementsを積み上げた肯定評価を行うことで、学習者の「自己肯定感（self-esteem）」を
醸成し、「自己効力感（self-efficacy）」を高めることができると考えるからである。Can-do 

Statementsによって立ち位置を得た学習者は「自律性（autonomy）」を獲得することが期待
され、これは学習の好循環を促す。Can-doの文言の選定には細心の注意を払い、学習者に
とっての有用性／利便性を第一義的に配慮する。

3．既存評価モデルとの整合性の検討
　TOEFL等は、限定された範疇で、妥当性（validity）や信頼性（reliability）が確保されて
いる評価モデルであるため、策定する PEP-Rはそれらとの相関があることが望ましい。し
かし同時に、PEP-Rはそれらでは掬いきれていない能力をも取り込み、評価できているこ
とが好ましい。この点に関して多角的な見地から研究を行い、既存評価モデルとの整合性を
明らかにすることで、PEP-Rが顕在的に持つ情報量を増やすよう取り組む。

無論こうした取り組みが必ずしも成功することは限らず、模索の試みが続いている。この他に
も多くの課題を抱えているが、その都度問題を共有し、解決に導けるよう努力を続けている。
最後に、プロジェクト活動に関しては ESの学生の果たす役割も大きい。ESはプロジェクト
の授業運営において、履修学生に対し「経験者としての知見を伝え、プロジェクトについてアド
バイスすること」、そして「学生を徹底的に励ます」といった動き方をしてくれる。それが可能
なのは、ES自身がかつての履修生として、履修学生がプロジェクトの活動と実践を通して、「徐々
に」成長することを身を以て理解しているからである。つまり ESであれ、教員であれ、かつて
は先に指摘した「調べ学習型」の活動を行っていたに違いないのであり、逆に言えばそうしたプ
ロセスを経なければ、自分自身で内省し、批判しながらプロジェクトの質を高め、内容を洗練さ
せてはいけないのである。したがって担当教員にとっても、ESにとっても、履修学生のプロジェ
クトを見ることは、かつての自分を見ているように思うのである。たとえどんなに彼らの内容が
拙く、「穴だらけ」なものであっても、ESはそれをただ全否定することで自己満足に浸ったりは
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しない。その時点でおそらく必要であろうと思われるアドバイスをし、あくまで辛抱強く励まし
続けることで、学生自身がその拙さに気づき、自分自身で内容を修正していけるように促してい
る。こうしたことができるのも、繰り返しになるが、ESがかつての履修者であるからこそである。

6　プロジェクト活動に関する実践知

「プロジェクト発信型英語プログラム」では、教員間の連携が非常に重要である。連携のため
の重要な機会は先述した「教科書ミーティング」の機会と、毎週水曜日に実施する「英語プログ
ラム部会」が主である。この場で具体的に生じた様々な問題について共有し、皆で研鑽の機会と
している。紙面の関係上詳述できないため、以下これまでに取り上げた具体的な内容について例
示する。
・  学生が「ネタ切れ」だと言って次から次へとプロジェクトのテーマを変えている。これは認め
るべきか。
・  グループ編成の際、どうしても一人で取り組みたいと強く主張する学生がいる。どうすべきか。
・  緊急事態による休講（台風）で最終発表の授業回数が 1回減ってしまった。どう埋め合わせを
すべきか。
・  学生がスマートフォンを辞書代わりに使っており、どうもそれ以外の機能も使っているようだ。
どうすべきか。
・  TOEIC-IPのスコアが極端に低い学生が、目を見張るようなプロジェクトを行った。成績はど
うしたらよいか。
・  ほとんど英語を使わず最終プレゼンテーションを動画と歌と写真だけで行った。どう評価すべ
きか。
・  学生のプロジェクト実施の際、どこまで彼らの英語を直すべきか。内容についてどこまでコメ
ントや介入をすべきか。
もちろん上記に答えはなく、皆でとことん議論し、現実的かつ有効と思われる対処を考える。試
行錯誤を経て、結果徐々にプログラムが自体が成長し、改善する。「プロジェクト発信型英語プ
ログラム」自体がプロジェクトである所以である。
また、学部の英語担当ではない専門分野の教員との連携も重要である。具体的な機会として、
3回生必修科目である専門英語 JP1（Junior Project 1）、選択科目専門英語 JP2（Junior Project 2）
における共同担当と、英語教育連絡・運営会議の 2つを挙げることができる。前者は、英語教員
と専門分野担当教員が共同で授業運営にあたるものであり、英語教員が授業全体の運営と英語に
関する指導を担う一方、専門分野担当教員はコンテンツにおける指導と評価の一部に加わる。こ
うすることで何よりも良いことは、学部の専門分野の教員が実際に行われている「プロジェクト
発信型英語プログラム」に参加するため、学生の生の発信の様子が肌で感じられることである。
3回生科目であるため、現在学部開設以来 5回目の実施となり、これまでにかなりの数の生命科
学部・薬学部の専門分野担当教員に JP1, JP2 の授業を経験してもらってきた。「百聞は一見に如
かず」で、実際に専門分野の教員が授業を共同担当することで、熱心に学生に指導することはも
ちろん、「こうしたらもっと学生たちが良くなる」、「学会での最新の取り組みに◯◯があるから、
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是非参考にされると良い」といった、授業運営に関する貴重な助言の機会に多く触れることがで
きた。JP1, JP2 の実践について否定的に発言する専門の先生は皆無で、学生の積極性や自律性に
ついて、極めて高く評価している。専門分野教員が直接担当することで、より学部の英語教育を
理解し、その後はそれまで以上に強力なサポーターとなってくれる。その結果授業運営は毎年着
実に改善されている。以下、「生命科学部・薬学部プロジェクト発信型英語プログラムパンフレッ
ト」より、専門分野担当教員によるコメントを引用する。

菊地武司 教授　生命科学部　生命情報学科（バイオインフォマティクス）
　本プログラムを通じて、確実に英語の発信力がついていることを専門科目の教員として実
感しています。「卒業研究」においても、英語でコミュニケーションすることのバリアが無
くなってきているようです。

西澤幹雄 教授　生命科学部　生命医科学科（分子生物学、医化学）
　学部段階では、少々の文法の間違いやつづりの間違いなどにこだわらず、実際にポスター
を作ったり、英語で発表をする経験は非常に大切です。学部時代にこのような経験を積むこ
とで、将来、国際社会に出ていったり、国際学会で発表するときの自信となるでしょう。

加藤稔 教授　薬学部　薬学科（物理化学）
　国内で開催される学会でも英語で発表することが多くなってきています。Junior Project 2
の最終発表は、「卒業研究」で実際にデータさえ得られれば、そのまま学会でポスターセッ
ションできるレベルに到達していると思います。

もう 1点が、英語教育連絡・運営委員会の設立と運営である。これは「英語教育は学部が責任
を持つ」との強い理念のもと、2008 年の生命科学部・薬学部設立当初から実施してきたもので
ある。当委員会は委員長が学部長が、事務局長を英語教員が担い、委員は生命科学部、薬学部教
学担当副学部長、生命科学部 4学科長が務め、毎セメスターに一度、英語教育の成果と課題につ
いて整理し、学部の責任者が意思決定と対応を行う機会を設けている。この点で、両学部は英語
教育を英語担当教員に決して「丸投げ」していない。専門分野の英語との接続も含め、学部が主
体となり、英語教員は英語の専門的観点からむしろ協力するガバナンス体制が、組織論的な観点
から見た意義であろう。
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Abstract
This report aims to share a practical wisdom of pedagogy in the Project-based English 

Program. Based on the concept of “to project messages that you want to convey”, the Project-

based English Program is the required and shared curriculum of English at the Colleges of Life 

Sciences, Pharmaceutical Sciences, and Sport & Health Science. It will also be adopted to the 

College of Comprehensive Psychology in FY2016. It may be no exaggeration to say that the 

Project-based English Program is now playing a key role in active learning, which Ritsumeikan 

University promotes as part of its educational mission. This report describes various outcomes 

of its practice from certain aspects, and marshals what has been accomplished and what work 

remains. The implications of the practices of Project-based English Program could be shared at 

education in general, therefore it might provide fruitful discussion for “our” education in the 

future.
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